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序論 

 

1.1 まえがき 

 これまでに廃棄物埋設にかかる原子力規制委員会原子力規制庁（以下「原子力規制庁」とい

う。） の委託事業において、安全評価手法の整備を行ってきている。しかし、淡水系地下水を

主に想定しているため、処分地が沿岸陸域に立地した場合に現在又は将来において想定される

塩水系地下水環境における安全評価手法の整備に関しては十分ではない。また、過年度の原子

力規制庁委託事業の成果により、ベントナイト系人工バリア中でイオン種の拡散係数がイオン

強度によって変化する等、安全評価を行うにあたって未解決の課題も出されている。 

原子力規制庁においては、今後、炉内等廃棄物埋設等に適用する規制基準及び事業許可申請

に必要な安全評価ガイドの整備を行っていく予定であるため、過年度の委託事業による成果を

参考にし、安全評価ガイドの整備及び審査に必要な安全評価手法の整備のために、追加的に必

要となる以下に示す事業を行った。 

 

（１） 処分環境下における人工バリアの変質挙動解析手法の整備 

（２） 天然バリアにおける核種移行評価手法の整備 

 

1.2 実施内容 

（１）処分環境下における人工バリアの変質挙動解析手法の整備 

人工バリアの変質挙動に関する評価手法は、これまでに原子力規制庁委託事業において、人

工バリアの挙動モデル及び物質移行－変質連成解析コードの開発を行ってきた。しかし、淡水

系地下水環境での変質挙動を主に想定していたため塩水系地下水環境での変質挙動の評価手法

としては十分ではない。また、ベントナイト系人工バリア中のイオン種の拡散評価においては、

過年度の委託事業の成果において、有効拡散係数（De）はイオン強度依存性を示すが、見かけ

の拡散係数（Da）は明確なイオン強度依存性を示さないことが報告されている。一方で、これ

までに整備した物質移行－連成解析コードにおいては、ベントナイト中の全てのイオン種に対

して同じ有効拡散係数を設定していることから、実際の現象からのかい離を含んでいる可能性

がある。 

そこで、本事業においては、これまで開発を進めてきた物質移行－変質連成解析コードを基

本として、より実際の現象を適切に再現可能で、かつ沿岸陸域に処分施設が立地した場合に考

慮が必要となる塩水系地下水に対応した解析コードへの改良を行った。具体的には、対象とな

るイオン種に対して固有の見かけの拡散係数データセットを整備するために、塩水系地下水を

想定した環境での拡散試験を実施した。また、これまでの委託事業で整備した物質移行－変質

連成解析コードを見かけの拡散係数を使えるコードに改良し、塩水環境下におけるベントナイ

ト系人工バリアの変質挙動解析を試験的に行った。 

 

（２）天然バリアにおける核種移行評価手法の整備 

天然バリアの核種移行評価手法については、過年度の原子力規制庁委託事業において、地形

変化シュミレーションコードを用いて隆起・侵食活動を予測し、その結果を反映した地下水流

動解析を実施した。また、その結果を基に最終的な生物圏への核種移行フラックスを求めるた

めの解析手法の整備等を行ってきた。しかし、処分施設が沿岸陸域に立地した場合、海水準変

動による地下水流動の変化に関し、地形変化シミュレーションの評価モデル及び各パラメータ

の適用性の検証は十分ではない。特に、３次元の地形変化シミュレーション解析に関して、各
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パラメータの検証は不十分であるため、現実の地形変化を再現できていない可能性がある。 

そこで、本事業においては、海水準変動を考慮し、現実に即した地形変化シミュレーション

を行うため、日本国内で地形変化に関するデータを有する沿岸陸域を対象として、海水準変動

を含む、隆起・侵食等を考慮した過去から現在までの３次元での地形変化シミュレーションを

実施し、現在の地形と比較した。その結果から、評価モデル及び設定したパラメータの妥当性

について評価するとともに、今後改良すべき項目と改良方針を示した。また、現実に即した地

形の時間変化に応じた地下水流動の変化を評価可能とするため、3 次元地形変化シミュレーシ

ョンと 3 次元地下水流動を組み合わせた手法整備を開始した。さらに、沿岸域における炉内等

廃棄物埋設を想定した人工バリアの変質挙動解析及び地形変化を反映した地下水流動解析を行

い、その結果を反映した生物圏までの核種移行解析を予察的に行い、安全評価上留意すべき点

を整理した。 

 

1.3 成果概要 

1.3.1 処分環境下における人工バリアの変質挙動解析手法の整備 

（１）背景と目的 

ベントナイトは、炉内等廃棄物の中深度処分等において人工バリアとして使用されることが

想定されている。また、中深度処分の廃棄物埋設地の設計概念※1では、ベントナイト系人工バ

リアの内側にセメント系人工バリアが隣接しており、このセメント系人工バリアや、廃棄物埋

設地の建設等に使用されたセメント系材料から溶出するアルカリ成分によって、ベントナイト

系材料が変質する可能性がある。したがって、中深度処分におけるベントナイト系人工バリア

の性能を評価するためには、このような変質挙動を評価する必要があるが、評価にあたっては、

これまで整備を進めてきた物質移行-変質連成解析コード（MC-BUFFER）を利用することが可

能と考えられる。 

このため、ベントナイト中の物質移行を表すパラメータとして、De をベースとするよりも実

際の現象からのかい離が小さく科学的に合理的であると考えられる Da をベースとしたベント

ナイト内拡散モデル（以下「Da 拡散モデル（仮称）」という。）を用いたベントナイト系人工バ

リアの変質挙動評価に必要な検討を行った。 

具体的には、ベントナイト系人工バリアの変質挙動に関わるイオン種を構成する元素ごとに

固有の Da データセットを整備するため、文献調査等により現状の知見を整理し、試作版の Da

データセット（以下「試作版 Da データセット）という。」を作成した。また、セメント系材料

から初期に多量に溶出し、ベントナイト系人工バリアの変質に大きく影響を及ぼす元素と考え

られるにもかかわらず、ベントナイト中における既存の拡散データがほとんど得られていない

カリウム（K）を対象に、塩水系地下水を想定した条件で拡散試験や収着試験を行い、ベントナ

イトの主成分であるモンモリロナイト中における K の Da を取得した。さらに、Da 拡散モデル

（仮称）を MC-BUFFER に導入するため、これまで個別の要素ごとに行ってきたコード修正を

連成させるとともに、一連の物質移行-変質連成解析を可能とするための MC-BUFFER の改良を行

った。そして改良した MC-BUFFER を用いて、塩水環境下でのベントナイト系人工バリア領域に

おける一連の物質移行-変質連成解析を試験的に実施し、課題等を整理した。 

 

                                                      
※1 原子力規制委員会「第 2 回廃炉等に伴う放射性廃棄物の規制に関する検討チーム会合」資料 2-1, 平成 27 年 2

月 12 日 
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（２）試作版 Da データセットの整備 

試作版 Da データセットの整備にあたって、まず、ベントナイトの変質挙動に影響を及ぼす

可能性のあるイオン種を幅広に選定し、現状のMC-BUFFERの入出力形式に対応できるように、

当該イオン種を構成する元素ごとの Da を整理した。 

次に、既往文献に示されている各元素の Da データについて、試験条件や試験方法等を確認

し、25°C 程度かつ健全状態の圧縮ベントナイト（有効モンモリロナイト密度 1,000 kg/m3程度）

を用いて取得されたものを選定した。K の Da については、後述する（３）の結果を踏まえて

設定した。 

一方、こうした条件に適合する既往の Da データが存在しない元素については、自由水中の

拡散係数や水和イオン半径等を参考にしつつ、Da データが存在する他の元素との類似性を考

慮し、Da を推定した。整備した試作版 Da データセットを表 1.3-1 に示す。表 1.3-1 には各元

素の Da に加えて、備考として各元素がベントナイト中を移行する際に取りうると考えられる

イオン種の情報を記載している。 

 

表 1.3-1 試作版 Da データセット 

元素 
Da

［m2/s］ 

備考 

（イオンの種類、価数、イオン種 等） 

Cl 
1.5×10-10 

単原子イオン（-1） 

Cl-、F- F 

Na 7.4×10-11 
単原子イオン（+1） 

Na+ 

S 4.0×10-11 
多原子イオン（-2、-1）、オキソ酸 

SO4
2-、HSO4

- 

K 2.0×10-11 
単原子イオン（+1） 

K+ 

Ca 
1.7×10-11 

単原子イオン（+2） 

Ca2+、Mg2+ Mg 

B 

1.0×10-11 

多原子イオン（-1、0）、オキソ酸 

BO2
- 、HBO2 

C 
多原子イオン（-2、-1）、オキソ酸 

CO3
2-、HCO3

- 

Al 
多原子イオン（-1）、オキソ酸 

AlO2
- 

P 
多原子イオン（-2、-1）、オキソ酸 

HPO4
2-、H2PO4

- 

N 6.0×10-12 
多原子イオン（+1） 

NH4
+（※還元雰囲気を想定） 

Si 6.0×10-13 
多原子イオン（-1、0）、水酸化物イオン含む 

Si(OH)5
-、Si(OH)4 

Fe 2.0×10-13 
多原子イオン（-1、0、+1）、水酸化物イオン含む 

Fe(OH)3
-、 Fe(OH)2、FeOH+ 
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図 1.3-1 は、様々な元素の自由水中の拡散係数や水和イオン半径と Da との関係を示したも

のである。図より、セシウム（Cs）と K 以外の元素については、自由水中の拡散係数が小さい

ほど、または、水和イオン半径が大きくなるほど、ベントナイト系材料中の Da は小さくなる

傾向が見られた。 

 

 

※1 K と Cs は上記傾向から外れており、数分の 1～一桁程度小さい Da を取った。また、C についても上記傾向か

ら外れているように見えるが、文献値の上限（2.4×10-11 m2/s）を取った場合、これら傾向に合う結果となった。 

 

図 1.3-1 自由水中の拡散係数及び水和イオン半径と Da との関係 

 

 

（３）塩水系地下水を想定した K の拡散試験等の実施 

Na 型のモンモリロナイトを用いた K の収着バッチ試験と透過拡散試験を、0.1、0.3、0.5 M

の NaCl が共存する条件下でそれぞれ実施した。取得した収着分配係数（Kd）に加えて、図 1.3-2

に示す透過拡散試験結果と Da 拡散モデル（仮称）を用いた評価手法による計算値のフィッテ

ィングから、モンモリロナイト密度 1,000 kg/m3、25°C の条件下におけるモンモリロナイト圧縮

体中の K の Da として、(1.6～2.0)×10-11 m2/s という値を得た。 
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図 1.3-2 高濃度および低濃度側タンク内の K 濃度の経時変化（実験値と計算値の比較） 

 

また、0.5 M の NaCl 溶液条件で In-diffusion 試験を行った結果を図 1.3-3 に示す。ここで、試

験に用いた Na 型モンモリロナイト中には微量の K が含まれていると考えられたため、初期か

ら含まれる K の影響を考慮した補正を行った。図 1.3-3 から導出された Da は透過拡散試験か

ら得られた Da とほぼ同等の値であった。 

 

  

図 1.3-3 In-diffusion 試験結果および傾きから導出した Da 

（初期 K 濃度を考慮した補正有り） 
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イオン強度が低い条件では、Kd が大きくなり、K が試料を透過しない可能性があるため、透

過拡散試験よりも In-diffusion 試験によって Da を取得することが適切と考えるが、今回実施し

た In-diffusion 試験の課題として、試料中にもともと含まれる K の影響を考慮する必要がある

ことが分かった。このため、低イオン強度の範囲も含む、様々な NaCl 濃度条件下で K の Da を

把握するためには、初期試料（Na 型モンモリロナイト試料）に含まれる K 量の同定方法やモ

ンモリロナイト試料からの K の脱離方法を確立する必要がある。 

 

（４）MC-BUFFER の改良及び塩水環境下における試解析 

MC-BUFFER に Da 拡散モデル（仮称）を導入するため、これまで実施してきた要素ごとの修

正（元素ごとの Da の設定、同一の Da を設定する複数の元素群の構成、元素群ごとの移行計

算、モンモリロナイトの負電荷も考慮した電荷バランスの調整、地球化学反応計算で用いる濃

度の設定に係るもの）を連成させるとともに、Da 拡散モデルで移行計算した結果を地球化学反

応解析に入力出来るようにプログラムを修正し、一連の物質移行-変質連成解析が MC-BUFFER

で実行可能とするための改良を行った。 

改良した MC-BUFFER を用いて、図 1.3-4 に示す体系で、ベントナイト系人工バリアの物質

移行-変質連成解析を実施した。図 1.3-4 の液相固定境界としては、塩水成分の共存を想定し Na

に富むセメント平衡水が接している設定とした。解析ケースとしては、以下の３ケースを設定

した。 

 

・ケース 1：従来の De を用いた拡散モデルを使用したケース（全ての元素が同じ De で移行） 

・ケース 2：Da 拡散モデル（仮称）を使用し、電荷バランスを Na で調整するケース 

・ケース 3： Da 拡散モデル（仮称）を使用し、電荷バランスを pH で調整するケース 

 

100 年間の試解析を行った結果、Da 拡散モデル（仮称）を用いたケース 2 及び 3 においても、

従来のケース 1 と同様に一連の物質移行-変質連成解析が不具合なく実行されることを確認し

た。 

各ケースの試解析の結果を図 1.3-5～図 1.3-7 に示す。図 1.3-5 と図 1.3-7 を比較すると、ケ

ース 3 では、液相固定境界であるセメント平衡水と接している側からアルカリ成分が供給され、

変質は当該境界側から進行する結果となっており、ケース 1 と同様の現実的な傾向を示してい

る。一方、ケース 2 では、図 1.3-6 に示したように、液相固定境界付近（0.1～0.2 m の範囲）に

おいて pH が酸性側に振れるという非現実的な結果となった。この要因の一つとして、ケース

2 では OH-の移行を計算していないにもかかわらず、Na で電荷バランスを取ったことが考えら

れた。また、図 1.3-5～図 1.3-7 の液相組成分布の結果から、pH の変遷は Na 等のアルカリ成分

の濃度だけでなく、Si 濃度とも相関があることが分かった。このことから、ベントナイトのア

ルカリ変質解析においては、各元素に対して現実的な拡散係数を設定することの重要性が確認

できた。 

Da 拡散モデル（仮称）を導入した MC-BUFFER の整備にあたっては、ベントナイト中にお

ける単位体積当たりのイオン種濃度と液相中のイオン種濃度の比例定数（保持因子）を適切に

設定できるようにすることに加えて、上述のケース 1～3 の試解析によって得られた課題も踏

まえた改良が必要である。 
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図 1.3-4 解析体系（ベントナイト系人工バリア領域のみ） 

 

 

 

 

 

固相組成分布 液相組成分布 

 

図 1.3-5 解析結果（ケース 1、100 年後の固相および液相組成分布） 

 

 

 

 

固相組成分布 液相組成分布 

 

図 1.3-6 解析結果（ケース 2、100 年後の固相および液相組成分布） 
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固相組成分布 液相組成分布 

 

図 1.3-7 解析結果（ケース 3、100 年後の固相および液相組成分布） 

 

 

（５）まとめ 

平成 29 年度に実施した「処分環境下における人工バリアの変質挙動解析手法の整備」におけ

る成果および今後の課題を以下に整理する。 

 

【研究成果】 

 ベントナイト系人工バリア劣化に係る物質移行-変質連成評価で対象となるイオン種に

対して固有の Da データセットを整備するため、当該イオン種を構成する元素ごとの

Da に係る現状の知見（25°C 程度かつ有効モンモリロナイト密度 1,000 kg/m3程度の Da

値）を文献調査等により整理した。 

 セメント系材料から初期に多量に溶出され、ベントナイト系人工バリアの変質に大き

く影響する元素と考えられるにも関わらず、拡散データがほとんどない K に対して、

塩水環境下における拡散試験等を実施し、NaCl 濃度 0.1～0.5 M の範囲における K の

Da は約 2×10-11 m2/s である可能性が高いことを示した。 

 以上の結果を踏まえ、試作版 Da データセットを作成した。 

 各元素の Da 値に対する自由水中の拡散係数や水和イオン半径等の依存性を調べた結

果、経験的ではあるが、一部の元素を除き、これらパラメータへの依存性が確認され

た。 

 これまで個別に検討していた Da 拡散モデル（仮称）の MC-BUFFER への導入に係る要素

ごとの修正を連成させるとともに、一連の物質移行-変質連成解析を可能とするための当該

コードの改良を行った。 

 改良した MC-BUFFER および試作版 Da データセットを用いて、ベントナイト系人工バリ

ア領域を対象とし、塩水系地下水を想定した試解析を実施した結果、電荷バランスを pH

で調整したケースは現実的な傾向を示したが、Na で調整したケースは OH-の移行を計算

していないこと等から非現実的な結果となった。また、pH の変遷は Na 等のアルカリ

成分の濃度だけでなく、Si 濃度とも相関があることが分かった。 
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【今後の課題】 

 最新の Da データ等を踏まえ、試作版 Da データセットの更新を図ることが重要であ

る。また、必要に応じて、有効モンモリロナイト密度や温度等に対する Da の依存性

を考慮した Da の定式化を行う。 

 低イオン強度の範囲も含む、様々な NaCl 濃度条件下で K の Da を把握するため、初期

試料（Na 型モンモリロナイト試料）に含まれる K 量の同定方法やモンモリロナイト試

料からの K の脱離方法を確立する必要がある。 

 Da 拡散モデル（仮称）を導入した MC-BUFFER の整備にあたっては、他の人工バリア

を含む領域での解析を可能とするため、ベントナイト中における単位体積当たりのイ

オン種濃度と液相中のイオン種濃度の比例定数（保持因子）を適切に設定できるよう

にする必要がある。 

 また、OH-の移行を MC-BUFFER で計算可能かどうかも含め、Na で電荷バランスを調整す

る方法の是非を検討することも重要である。 

 さらに、De 拡散モデルおよび Da 拡散モデルを用いた解析結果を比較し、それぞれの

適用性を確認した上で、中深度処分等の安全審査で使用すべきモデルをどちらにする

のか判断する必要がある。  



- 1-10 - 

 

1.3.2 天然バリアにおける核種移行評価手法の整備 

 

平成 28 年度までの受託研究において、地層処分相当の廃棄物埋設地を対象として、隆起・侵

食・海水準変動が地形変化とその領域の地下水流動の変化によって処分システムに与える影響

を、河床縦断面を対象とした 2 次元体系で検討を進めてきた。 

しかしながら、2 次元の解析では、現在河川の地下に埋設地を設定することとなり、侵食に

対してかなり保守的な評価となっている。今後、設置が検討される廃棄物埋設地を現在河川の

直下に配置する可能性は低く、河川から離隔して配置された場合の地形変化とその影響を評価

するためには、廃棄物埋設地を含めたサイト領域を 3 次元的にとらえて、地形変化が地下水流

動及び核種移行にどのような影響を与えるかを評価する必要がある。すなわち、3 次元地形変

化評価と 3 次元地下水流動解析を組み合わせて、地下水流動場の時間変化を把握し、それから

人工バリア及び天然バリア上の核種移行経路を適切に設定して、核種移行解析につなげること

が求められる。 

そこで、隆起・侵食・海水準変動による長期的な地形変化を 3 次元で評価できる地形変化評

価コードを導入し、その結果から 3 次元地下水流動を評価し、埋設地の水質変化に基づいて人

工バリア変質解析を行うとともに、天然バリア上の移行経路を求めて、一連の核種移行解析を

行うリンケージ評価について、検討することとした。3 次元地形変化評価手法及び 3 次元地下

水流動解析の各要素について検討を行うとともに、来年度以降実施する 3 次元での一連のリン

ケージに向けて、平成 28 年度までに実施した 2 次元の解析結果をベースに中深度処分を対象

とした核種移行解析を実施した。 

 

（１）隆起・侵食及び海水準変動による地形変化評価手法の整備 

炉内等廃棄物埋設等の放射性廃棄物の処分において、隆起・侵食や海水準変動による地形変

化は、地下水流動・地下環境の変化や埋設深度の減少を引き起こし、処分システムの機能を低

下させる恐れがある（図 1.3-8）。このため、隆起・侵食および海水準変動に伴う将来の地形変

化を適切に評価する必要がある。ただし将来の地形変化の評価には不確かさが伴うことから、

安全評価においては、生物圏への核種移行評価につながる地下水流動評価の観点から、将来の

地形変化の変動幅を評価することが重要である。 

 

 
図 1.3-8 隆起・侵食および海水準変動に伴い想定される変化 

 

隆起・侵食および海水準変動は緩慢かつ広域的な現象であり、過去における変動を外挿する

ことで、将来 10 万年程度（氷期・間氷期 1 サイクル：12.5 万年）程度の推論が可能であると推

定されている(1)。これらの自然事象の評価にあたっては、サイトの地形や特性に応じた評価が

必要であり、これには地形変化の営力を数式化した地形変化シミュレーションが有効であると

考えられる。そこで今年度は、地形変化シミュレーションを用いて将来の地形変化の変動幅を

評価するために、まず変動が比較的小さく安定な地域を対象に、古地形の推定および現在を再

現するパラメータの評価を行った（図 1.3-9）。評価においては、地形・地質調査等から把握さ

隆起

侵食
海水準
変動

■地形変化に伴う地下水流動の変化
■埋設深度の減少
■海水準変動に伴う地下水流動・

地下環境の変化
処分場
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れた対象地域における過去の地形変化に対する条件（河床縦断形（河成段丘判読位置）が現在

と 12.5 万年前で一致、埋没谷深度（現河口での最寒冷期の標高）および平均侵食速度が推定値

に一致）を地形変化シミュレーションの拘束条件とすることで、評価の妥当性を確保するもの

とした。また古地形の推定の不確かさを把握するために、推定値に不確かさが大きい平均侵食

速度（領域・期間平均）の大小に対応した 2 ケースを評価することとした。 

 

 

図 1.3-9 今年度の評価概要 

 

（a）古地形の推定 

過去の地形は『過去（12.5 万年前）の標高＝現在の標高―12.5 万年間の標高変化量（隆起量

―侵食量＋堆積量）』で表されるが、標高変化量は複数の地形変化プロセスの結果であり、一律

に仮定することが困難である。そこで、対象地域の変動が比較的小さく安定であること、さら

に河成段丘判読位置において 12.5 万年前と現在の河床高が一致することから、現在を 12.5 万

年前の地形と仮定したときの過去～現在の 12.5 万年間の変化量が、おおよその過去 12.5 万年

間の変化量に類似すると仮定し、これを地形変化シミュレーションで評価することとした。た

だし、これは過去の変化量と必ずしも一致しないため、計算した 12.5 万年間の変化量を現在の

標高から差し引いた地形は、地形・地質調査等から把握される古地形に対する条件を満たさな

い。そこで、調査から特定した古地形に対する条件（汀線位置が 12.5 万年前と現在で一致、河

成段丘判読位置での河床縦断形が 12.5 万年前と現在で一致）を考慮して算出した地形を修正

し、これを推定した古地形とした。 

 評価の結果、推定した古地形は図 1.3-10 のようになった。ケース（平均侵食速度）の違いに

より、斜面域では標高の高いところで最大 30m の標高差が見られた。河川域では、河成段丘判

読位置において河床高が現在と 12.5 万年前で一致するという条件を両ケースとも満たしてい

る。海域では、MIS5e の海成段丘の分布が現在の汀線位置とほぼ一致することから、両ケース

とも現在の地形と同じと仮定している。 

  

１．古地形の推定
（平均侵食速度の大小に対応した2ケース）

２．現在を再現するパラメータの評価

モデル・

パラメータ
に対する
課題整理推定したパラメータ

再現した地形と
実際の地形を比較

拘束条件を満たす・
現在の地形に一致

古地形をスタートとした
12.5万年間のシミュレーション

推定した古地形

①標高変化量の算出 (過去＝現在－変化量)

②古地形に対する条件を満たすよう修正

現在の地形をスタートとした
12.5万年間のシミュレーション

拘束条件を満たす

拘束条件：地質調査等から把握される
過去の地形変化に対する条件
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ケース 1（平均侵食速度

0.089mm/y） 

ケース 2（平均侵食速度

0.0445mm/y） 

  

図 1.3-10 推定した古地形の標高 

 

（b）現在を再現するパラメータの評価 

 （a）で推定した古地形をスタートとした 12.5 万年間のシミュレーションにより、拘束条件

を満たしかつ現在の地形に一致するようなパラメータを、各ケースに対し求めた。その結果を

表 1.3-2 に示す。ケース（平均侵食速度）の違いによるパラメータ評価結果の違いは、河川域

での侵食力（勾配に応じた項）（河川係数（勾配））および斜面域での侵食力を表す係数（斜面

係数）に現れた。 

 

表 1.3-2 現在を再現するパラメータの評価結果 

 
河川係数 

（流域面積） 

河川係数 

（勾配） 
斜面係数 礫径係数 気候係数 

ケース 1 

（平均侵食速度 

0.089mm/y） 

0.001 0.0015 0.002 8 0.5 

ケース 2 

（平均侵食速度 

0.0445mm/y） 

0.001 0.0001 0.00125 8 0.5 

 

また、各ケースに対する求めたパラメータによりシミュレートした現在の地形と実際の現在

の地形の標高差を、図 1.3-11 および図 1.3-12 に示す。両ケースにおいて、全領域の約 8 割で

現在との標高差は約±10m 以下となった。ただし、海域は現在に比べ過剰に堆積してする結果

となった。これは海域におけるデータが少なく古地形の海域の設定が不十分であること、モデ

ルにおいて土砂移動を考慮できていないことが原因と推定される。また、シミュレートした現

在の地形における河床幅は、実際の現在の河床幅と一致しなかった。このことは、側刻・蛇行

に関するモデル・パラメータの検討が不十分であったことが理由であると思われる。以上から

モデル・パラメータに対する改良点として、海域における土砂移動（沿岸流の影響、急斜面に

おける地すべり等）に関する新たなモデルの取り入れ・改良、海域のパラメータ（堆積深度制

限等）の推定方法に関する知見整理、側刻・蛇行に関する適切なパラメータ・数式の設定が挙

げられる。 
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図 1.3-11 シミュレートした現在の地形と実際の現在の地形の標高差（ケース 1） 

 

 

図 1.3-12 シミュレートした現在の地形と実際の現在の地形の標高差（ケース 2） 

 

今後は、今年度評価した古地形推定の不確かさに対応する 2 ケースを、将来の変動の不確か

さ（海水準変動等）を考慮した上で将来に外挿する。さらに、評価した現在～将来の地形変化

に対し、地形変化を考慮した非定常な地下水流動・塩分濃度解析を実施し、さらにその結果に

基づき核種移行解析を行うことで、安全評価において留意すべき点について整理する。 

 

（２）地形変化を考慮した地下水流動評価手法の整備 

日本原子力研究開発機構では、多孔質媒体中での 3 次元地下水流動・物質移行解析コード 3D-

SEEP(2)の開発を行っている。（１）に示した地形変化シミュレーションによる非定常な地形変化

を 3D-SEEP で考慮するための評価手法の整備を実施した。3D-SEEP の解析モデルに対し地形

変化を考慮する方法として、節点数や要素数は変化させずに、座標の位置や要素に割り当てる

物性値や計算初期値を地質構造モデル（≡地形や地層を表すモデル）の変化に合わせて設定す

る方法（以下、基本構造固定法）を導入した。基本構造固定法による地形変化に応じた解析モ

デルの変化の例を、図 1.3-13 に示す。 

  

50m
40
30
20
10
0

-10
-20
-30
-40
-50

>50m
40
30
20
10
0
-10
-20
-30
-40
<-50

0

10

20

30

40

50

60

50 40 30 20 10 0 -10 -20 -30 -40 -50

割
合

(%
)

標高差 (m)

約76%

50m
40
30
20
10
0

-10
-20
-30
-40
-50

>50m
40
30
20
10
0
-10
-20
-30
-40
<-50

0

10

20

30

40

50

60

70

50 40 30 20 10 0 -10 -20 -30 -40 -50

割
合

(%
)

標高差 (m)

約78%



- 1-14 - 

 

 

 地質構造モデル 解析モデル 

地
形
変
化
前

 

  

地
形
変
化
後

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3-13 地形変化に応じた解析モデルの変化（基本構造固定法） 

 

基本構造固定法により地形変化を評価する場合、解析モデルの節点・要素は、各要素の地層

判定のための地質構造モデルに 1 対 1 で対応しない。そのため、隆起・侵食による変化を考慮

した解析用地質データを別途（任意の年代に対して複数）用意し、用意した解析用地質データ

にしたがって、解析モデルの節点・要素の物性値や計算値を設定し直す必要がある。本検討で

はこれらに対応する機能として、以下の 3 つの外部プログラムを整備した。 

 

 １）隆起・侵食に係る解析用地質データ作成支援機能（uandd_pre_3D-SEEP） 

 ２）節点移動及び物性値割り当て機能（uandd_transnode_3D-SEEP） 

 ３）計算値継承機能（CalVaS_3D-SEEP） 

 

これらのプログラムを 3D-SEEP と共に用いることで、長期的な地質環境の変化による地下水

流動への影響を連続的に評価することが可能となる。例として、現在～将来の地質環境の変化

を評価する場合の流れを図 1.3-14 に示す。地形変化シミュレーションにより、現在から 12.5 万

年後までの 1 万年毎の地質構造が得られているとする。このとき、現在に対する 3D-SEEP の解

析モデルを作成しておけば、以下の流れで現在～将来までの連続的な計算を行うことが可能で

ある。 

 

① uandd_pre_3D-SEEP により、現在～将来（12.5 万年後）の 1 万年毎の地質構造モデルに

基づき、計算時刻毎（例えば 100 年毎）の解析用地質データを補間する。 

 ② uandd_transnode_3D-SEEP により、現在の解析モデルに基づき、①で求めた計算時刻毎の

解析用地質データに応じた解析モデルを作成する。 

 ③ ②で作成した解析モデルを入力として、モデル切り替えに応じて CalVaS_3D-SEEP で計

算値を引き継ぎながら 3D-SEEP による計算を行い、現在～将来までを連続的に解析す

る。 

 

 

 

 

要素数・節点数は変化させず、
要素の物性値を変化させる 

堆積 
侵食 

隆 

起 
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図 1.3-14 地質環境の長期的変遷を考慮した連続的な解析の流れ 

 

 解析期間中の各時点における地質構造は、地形変化シミュレーションにおいて任意のタイム

ステップで出力することが可能である。またこれに対応した解析モデルも、任意のタイムステ

ップで作成することが可能である。 

 今後は今年度作成したプログラムを用いて、地形変化と地下水流動解析を組み合わせた一連

の解析に対する性能分析（適切なタイムステップの設定に関する検討、解析結果の妥当性に関

する検討等）を実施する。 

 

（３）炉内等廃棄物の中深度処分を対象とした核種移行解析 

本年度の核種移行解析は平成 28 年度までに受託研究で実施した河床縦断形を対象とした 2

次元の地形変化評価結果と 2 次元の地下水流動解析結果をベースとして、沿岸域を対象とした

炉内等廃棄物の中深度処分を対象とした核種移行解析を行った。 

 

(a) 炉内等廃棄物の中深度処分を対象とした核種移行の予備解析 

まず、地形変化を伴う核種移行解析を行う前に、JAEA がこれまでに開発してきた核種移行

解析コード GSRW-PSA を炉内等廃棄物の中深度処分に適用して、核種移行の予備解析を実施

した。電気事業連合会が公表している中深度処分対象廃棄物の最新インベントリ及び日本原子

力学会標準などを参考に解析条件を設定して、生物圏における被ばく線量評価までを実施した。

図 1.3-15 に河川水利用経路における被ばく線量評価結果の一部を示す。C-14 が支配核種とな

り、原子力学会標準で設定された浸出率ケースで最大約 12 μSv/y、廃棄体グループ別に金属廃

棄物の溶出期間を 2.5 万年に設定した浸出率ケースで最大約 79 μSv/y となった。そのほかの核

種では Cl-36、Ni-59、Mo-93 が廃棄体グループ別浸出率設定ケースにおいて 0.1 μSv/y オーダー

を示した。このほか、系列核種については、河川岸居住経路において、Pa-233 が支配核種とな

ったが、その線量は約 0.01µSv/y であり、Cl-36、Ni-59, Mo-93 などよりも 1 桁程度低い結果と

なった。以上の結果から、地形変化を伴う中深度処分廃棄物埋設地からの核種移行解析におい

ては、C-14、Cl-36、Ni-59、Mo-93、Nb-93m（Mo-93 の子孫核種）を対象に評価を行うものとし

た。 

入力データ：
・解析期間中の各時点における地質構造モデル
・初期状態の解析モデル

モデル切り替え時の計算値継承
（CalVaS_3D-SEEP）

解析コード
3D-SEEP

地質構造モデルの作成
（unadd_pre_3D-SEEP）

解析モデルの作成
（unadd_transnode_3D-SEEP）

現在 … （1万年毎） … 12.5万年後
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本予備解析においては、C-14、Cl-36、Ni-59、Mo-93 などのように、廃棄体からの浸出率の変

化が、そのまま人工バリアフラックス及び被ばく線量へ線形的に影響を受ける核種があった。

したがって、浸出にかかわる期間、瞬時放出割合などの設定により、評価上の被ばく線量が大

きく変動するため、設定される浸出特性については、適切な条件で取得されたデータ等に基づ

くもので、かつその不確かさと保守性をどう見込むかなどについて、吟味する必要がある。な

お、C-14 については、本予備解析では、有機態と仮定して、核種移行解析を実施している。化

学形態によって収着をはじめとする移行特性が大きく異なるとされていることから、中深度処

分における処分環境下での化学形態に加えて、核種移行経路上の化学環境下での化学形態と移

行特性について、有機態を取る可能性が排除されれば、被ばく線量が大きく減少する可能性が

ある。また、人工バリアにおける核種移行パラメータとして、溶解度限度を元素ごとに設定し

たが、本解析条件下では、溶解度限度にかかる濃度に上昇することはなく、中深度処分の処分

体系においては、安全評価上溶解度の重要性は比較的低いものと考えられる。 

本予備解析においては、日本原子力学会標準をベースとしたため、コンクリートピットにつ

いて、低拡散のバリア機能を有するものとして評価を行ったが、例えば浅地中ピット処分にお

いては、コンクリートピットは長期的なバリア機能としては収着のみとなっている。本解析に

おいてもコンクリートピット中の拡散係数はセメント硬化体層よりも 1 桁程度高い値を設定し

ているが、低拡散のバリア機能として設定できるかについては今後も検討が必要と考えられる。 

また、低拡散層であるセメント硬化体の実効拡散係数についても、初期を健全として、施設

の変遷によりひび割れが進展することを想定して、実効拡散係数の時間変化を与えた評価とし

た。人工バリア建設時にすでに生じているひび割れ、閉鎖後の再冠水時のベントナイト材料の

膨潤による力学的な変形等によるひび割れなど、長期的な変遷以外によるひび割れの増加につ

いても、設定の根拠となるデータを蓄積する必要がある。 

 

原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a1) H-3～Kr81 

 

(b1) H-3～Kr81 

図 1.3-15 原子力学会標準をベースとした河川水利用経路の被ばく線量評価結果 

 

(b) 中深度処分の廃棄物埋設地の設定と埋設地水質の時間変化 

将来実施する 3 次元地形変化評価からのリンケージ解析に向けて、平成 28 年度までに実施

した 2 次元地形変化解析結果から被ばく線量評価までを図 1.3-15 に示すように実施した。平成

28 年度に実施した河床縦断形を対象とした 2 次元地形変化を図 1.3-16 に示す。このうち、地

質係数 240 と 400 の 2 ケースを取りあげ、図 1.3-17 に示す初期地質構造の下で、炉内等廃棄物

を対象とした中深度処分の廃棄物埋設地を、汀線前後 3km の範囲で、10 万年後に対地深度 70m
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を確保できる深度に図 1.3-18～図 1.3-20 に示すように設定した。地質係数 240 の Case 1, 2 は

Case 1 が初期深度 161m の陸側領域で、Case 2 が初期深度 152m の海側領域、地質係数 400 の

Case 3, 4 は Case 3 が初期深度 146m の陸側領域で、Case 4 が初期深度 137m の海側領域となっ

た。Case 1～4 までの領域中央点における水質を海水濃度 C=1 としたときの C=0.5 を塩淡境界

として、各地点の水質変化の時間変化を求めて、設定した。また、水質分類別の化学組成を設

定して、人工バリア変質解析の境界条件として与えた。 

 

図 1.3-16 隆起・侵食及び海水準変動に対する核種移行への影響評価のための 

リンケージ評価体系（2 次元地形変化評価に基づく） 

 

 
図 1.3-17 隆起速度最大 0.4m/1000 年による 12.5 万年後の表層地形の変化 

 

 

図 1.3-18 地下水流動・塩分濃度解析のための現在の地質構造の設定 

隆起・侵食・海水準変動を考慮した地形変化評価

MIG2DFによる地下水流動・塩分濃度解析
（2次元河床縦断形断面・現在～12.5万年後）

粒子追跡線解析（Pass-trac）

仮想的な沿岸域サイトを対象とした0～12.5万年後の地形変化

地下水流動・塩分濃度解析

塩分濃度分布 地下水流動場埋設地配置

移行経路 経路上の地質・水質埋設地の水質・流速

人工バリアの変質解析 核種移行解析

人工バリア・天然バリア出口フラックス

流出点別の被ばく線量

ベントナイト材中モンモリロナイト
密度の時間的・空間的変化

核種移行パラメータ

河床縦断形を対象とした2次元地形変化評価コード

MC-Buffer
GSRW-PSA

約65km

現在の汀線位置

3
km

5×10-7

1×10-75×10-74×10-53×10-7

水平方向透水係数(m/s)

砂質泥岩

泥岩主体砂岩～泥岩 砂岩～砂質泥岩 砂質泥岩
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図 1.3-19 地質係数 240 の場合の陸側及び海側埋設地領域の設定（Case 1 及び 2）拡大図 

 

 

図 1.3-20 地質係数 400 の場合の陸側及び海側埋設地領域の設定（Case 3 及び 4）拡大図 

  

3km

陸側埋設地領域 海側埋設地領域

161m

汀線位置

152m

3km
Case 1 Case 2

146m

汀線位置

137m

Case 3 Case 4
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(c) 沿岸域を対象とした中深度処分における人工バリアの長期変遷評価 

(b)において検討を行った地形変化を考慮した核種移行解析ケースに基づいた人工バリ

アの変遷解析を行った。さらに人工バリア中の核種移行解析を行って人工バリアからの核

種移行フラックスを計算した。その結果より中深度処分における要求事項や将来の中深度

処分のさらなる検討に必要と考えられる特性を抽出した。体系は、電気事業連合会の第 2

回廃炉等に伴う放射性廃棄物の規制に関する検討チーム会合（平成 27 年 02 月 12 日(木)）

の「原子力発電所等の廃止措置及び放射性廃棄物の処分について」(3)を参考に１次元解析

体系とした。 

 

 

 
 

図 1.3-21  人工バリア変遷解析の体系の概念 
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解析条件として、解析評価時間は 10 万年を設定した。温度は、地温一定（25°C）に設定し

た。地下水組成は降水系および海水系地下水を設定した。鉱物組成については、ベントナイト

系人工バリア領域の鉱物組成に、平成 25 年度～平成 28 年度と同様の緩衝材初期鉱物組成を設

定した。コンクリートピット、低拡散層、埋戻し材は、第 2 次 TRU レポートで人工バリアに使

用されるセメント系材料として示されている普通ポルトランドセメントを採用した。処分容器

の鋼板は、Fe(c)を設定した。評価モデルは、これまでに「放射性廃棄物処分の長期的評価手法

の調査」においてベントナイト変質における評価手法として整備したモンモリロナイト溶解速

度モデル、ベントナイト透水係数評価モデル、アルカリ拡散モデル、quartz 溶解速度モデル、

セメント間隙変遷モデル、炭素鋼腐食反応速度モデルを使用した。熱力学データベースは、多

項式または van’t Hoff 式を使って平衡定数の温度依存性を考慮している Spron-JNC(4)をベース

に、CSH ゲル（CSH(0.833)～CSH(1.8)）に A. Atkinson(5)によるデータを考慮した熱力学データ

ベースを使用した。 

解析ケースは、中深度処分廃棄物埋設地の水質条件の時間変化に基づき降水系地下水と海水

系地下水の水質変化を組み合わせた 4 ケース（case 1～4）と、水質が変化しない降水系地下水

と海水系地下水の 2 ケース（caseP0,caseS0）を設定した。表 1.3-3 に解析ケース一覧を示す。 

 

表 1.3-3 解析ケース一覧 

 

  

ケース 期間 地下水水質特性
温度
[℃]

0年～4.2万年 地下水１（降水系） 25

4.2万年～5.4万年 地下水２（海水系） 25

5.4万年～10.0万年 地下水１（降水系） 25

0年～0.6万年 地下水２（海水系） 25

0.6万年～2.2万年 地下水１（降水系） 25

2.2万年～6.4万年 地下水２（海水系） 25

6.4万年～10.0万年 地下水１（降水系） 25

0年～4.2万年 地下水１（降水系） 25

4.2万年～4.6万年 地下水２（海水系） 25

4.6万年～10.0万年 地下水１（降水系） 25

0年～0.6万年 地下水２（海水系） 25

0.6万年～4.2万年 地下水１（降水系） 25

4.2万年～6.8万年 地下水２（海水系） 25

6.8万年～10.0万年 地下水１（降水系） 25

P0 0年～10.0万年 地下水１（降水系） 25

S0 0年～10.0万年 地下水２（海水系） 25

1

2

3

4
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  (a) 有効モンモリロナイト密度           (b)間隙率 

図 1.3-22 ベントナイト系人工バリア領域における有効モンモリロナイト密度、 

間隙率の平均値の経時変化（地下水質による影響） 

 

 (a) caseP0（降水系 100,000 年後）      (b) caseS0（海水系 100,000 年後） 

図 1.3-23 全領域における透水係数(Kw)、拡散係数(De)、 

有効モンモリロナイト密度(ρmont)、間隙率(Porosity)の空間分布（地下水質による影響） 

 

図 1.3-22(a)の有効モンモリロナイト密度の地下水質による比較の通り、有効モンモリロナイ

ト密度は降水系地下水のケース及び海水系地下水のケースともに 100,000 年後にも残存する結

果となった。降水系地下水のケースではでは 100,000 年後にモンモリロナイトは 0.45g/cm3 残

存し、海水系地下水のケースでは 0.63 g/cm3 残存している。これは図 1.3-23 の全領域における

透水係数(Kw)、拡散係数(De)、有効モンモリロナイト密度(ρmont)、間隙率(Porosity)の空間分布

の通り、ベントナイト系人工バリアと埋戻し材との境界近傍の埋戻し材領域側とベントナイト

系人工バリアとモルタルとの境界近傍のモルタル領域側において局所的な間隙率低下が発生し、

埋戻し材及びモルタル側からのアルカリ成分供給が抑制されたことにより、モンモリロナイト

が残存する結果となったものと考えられる。 



- 1-22 - 

 

(a)有効モンモリロナイト密度                        (b)間隙率 

図 1.3-24 ベントナイト系人工バリア領域における有効モンモリロナイト密度、 

間隙率の平均値の経時変化（地下水の水質変化の影響） 

 

 

 (a) 埋戻し材のベントナイト近傍     (b) モルタルのベントナイト近傍 

 

(c) 埋戻し材のベントナイト近傍（拡大図）   (d) モルタルのベントナイト近傍（拡大図） 

図 1.3-25 間隙率低下領域における、間隙率の経時変化（地下水の水質変化の影響） 
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(a) case1（100,000 年後）      (b) case2（100,000 年後）

 

 (c) case3（100,000 年後）      (d) case4（100,000 年後） 

図 1.3-26 全領域における透水係数(Kw)、拡散係数(De)、 

有効モンモリロナイト密度(ρmont)、間隙率(Porosity)の空間分布（地下水の水質変化の影響） 

 

図 1.3-24 (a)の全ケースにおける有効モンモリロナイト密度からわかるように、どの地下水質

においても有効モンモリロナイト密度は 100,000 年後にも残存し、海水系の期間が長い順（ケ

ース S0（10 万年）、ケース 2（4.8 万年）、ケース 4（3.2 万年）、ケース 1（1.2 万年）、ケース 3

（0.4 万年）、ケース P0（0 年））に、モンモリロナイトが多く残存する結果となった。図 1.3-25

の間隙率低下領域における間隙率の経時変化の通り、ベントナイト系人工バリアと埋戻し材と

の境界近傍の埋戻し材領域側における間隙率は降水系地下水のケースでは 41,000 年後に閉塞

し、海水系地下水のケースでは 24,000 年後に閉塞している。また、図 1.3-26 の全領域における

透水係数(Kw)、拡散係数(De)、有効モンモリロナイト密度(ρmont)、間隙率(Porosity)の空間分布

の通り、ベントナイト系人工バリアと埋戻し材との境界近傍のベントナイト系人工バリア領域

側においては、降水系の期間が長いケース 1 及びケース 3 ではモンモリロナイトが消失してい

る。 

地下水質の違いが有効モンモリロナイト密度の減少傾向に影響することが示され、それは局

所的な間隙率低下の程度及び化学反応の違いによってもたらされると推定された。 
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(d) 廃棄物埋設地から流出点までの核種移行経路の設定 

(b)で設定した廃棄物埋設地から漏出した核種が、地下水を通じて地表に到達し、生活圏にお

ける被ばくを受けるまでの核種移行経路を、地下水流動解析結果に基づく粒子追跡線解析によ

って設定した。また、移行経路上の地質・水質の組み合わせによって、核種移行パラメータが

変動することから、経路上の各地点の水質を判定した。地形変化を反映した 2 次元地下水流動

解析結果に基づき、Case 1～Case 4 までの 3km 長さの各埋設地領域から 60m の等間隔で 50 点

の無質量粒子を放出させ、地表に到達するまでの経路を評価した。地質係数 400 を対象とした

解析では図 1.3-27 に示すように汀線の移動に伴って、地表に向かう流れに乗るタイミングもあ

れば、地下に潜り込む経路を取る場合もある。地下に潜り込む経路では、底面境界に沿って西

向きの流れにのり、西側側方境界の手前で上向きの流れに転じて、表層から流出する結果とな

った。 

廃棄物埋設地中央からの核種移行経路の移行距離とその地質を整理したグラフを図 1.3-28

に示す。Case 1 では移行距離が長い 4 万年、5 万年、12 万年、13 万年で経路上すべてが海水系

で、それ以外は経路上すべてが降水系となった。Case 2 では、7～10 万年で経路上すべてが降

水系、0.8～2 万年でははじめの 100m 程度が降水系でそれ以降海水系に切り替わり、それ以外

は経路上すべてが海水系となった。Case 3 では 12 万年以前はほぼ降水系であるが、3 万年に放

出された粒子は 800m 程度まで降水系、1600m 程度まで海水系、それ以降流出するまでの 1900m

程度まで降水系と切り替わりが生じている。Case 4 は移行経路上の降水系と海水系の切り替わ

り回数が比較的多い結果となった。 

このなかで最短の移行距離となるのは Case 3 の 11 万年後から放出された粒子で地表までの

移行距離は 91m で、移行時間は 1320 年程度となった。 
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粒子追跡開始時刻： 

現在（0年） 

 

1万年後 

 

2万年後 

 

3万年後 

 

4万年後 

 

※深度方向のみ 2 倍に拡大 

（陸側（青線）および海側（赤線）からの移行経路、背景：追跡開始時の塩分濃度分布） 

図 1.3-27  地質係数 400 の場合の陸側及び海側埋設地領域からの核種移行経路 
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Case 1 Case 2 

  
Case 3 Case 4 

図 1.3-28 埋設地中央点からの粒子追跡開始時刻別の移行経路の移行距離と地質、水質の変化 

 

(e) 地形変化と海水準変動を伴う中深度処分埋設地を対象とした核種移行解析 

(a)の予備解析において、重要核種と考えられる C-14、Cl36、Ni-59、Mo-93、Nb-93m（Mo-93

の子孫核種）を対象に、(b)～(d)で検討した結果をもとに、核種移行解析を行った。 

 地質係数及び処分場の位置（陸側・海側）の違いを考慮した埋設地の水質タイプの時間変

化及び 3.4.1 で検討した埋設地の核種移行パラメータの時間変化に基づいて、第 2 次 TRU

レポートの核種移行解析データセット（RAMDA）(6)に示されたパラメータを地下水水質

タイプに割り当てるとともに浸出率は文献調査により廃棄体グループ別に設定した 

 天然バリアは隆起・侵食の影響評価結果に基いて、移行距離や流速を設定し、移行経路上

の地下水及び岩種の違いを考慮 

 人工バリアは(c)の変質解析では、低透水層のベントナイト材中のモンモリロナイトが 10

万年間でいずれの条件でも喪失しない結果となった。したがって、移流支配になること

はなく拡散場が維持される。 

 一方、低拡散層のセメント硬化体については、長期的な力学的変形や変質によるひび割

れの増加を考慮して、時間経過とともに実効拡散係数の増加を考慮するとともに、廃棄

物埋設地の地下水水質が降水系か海水系かによって設定を変化させる。 

また、図 1.3-29 に示すように、人工バリアから漏出する核種移行フラックスは、その漏出の

タイミングに応じて、その時点の核種移行経路に割り当て、天然バリア上での移行解析を行う。

また、流出点が大きく異なることから、流出点を 2 つに分け、それぞれで核種移行フラックス

を算出して、被ばく線量評価を行った。 

図 1.3-30 に Case 1～4 の人工バリアからのフラックスの時間変化を示す。人工バリアからの
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移行フラックスに関しては、全体的に海側埋設地（Case 2, 4）からの移行フラックスが陸側埋

設地（Case 1, 3）からのそれよりも大きくなる傾向となった。特に、地下水組成によって収着分

配係数が大きく変化する Ni-59、Mo-93、Nb-93m（Mo-93 の子孫核種）の傾向が異なった。Case 

2, 4 では 6000 年の海水系から降水系への水質の切り替わり時刻でフラックスの大きな変化が

みられるとともに、すべてのケースで 2.5 万年後の金属廃棄物の浸出期間終了時点で大きく移

行フラックスが減少した。 

図 1.3-31 に Case 1～4 の河川水利用経路における被ばく線量の時間変化を示す。河川岸建設

経路、河川岸居住経路、河川岸農耕作業経路についても評価したが、河川水利用経路が支配経

路となり、支配核種は予備解析と同様に C-14 となった。Case 3 では約 2 万年後に最大となる約

10µSv/y となった。埋設地の水質が海水系になる期間が長い海側埋設地ついては、人工バリア

からのフラックスが陸側埋設地よりも大きくなる傾向にあるが、移行距離が長く、かつ平均流

速も小さいため、生物圏到達までに十分に放射性核種が減衰する時間を確保できているという

ことになる。陸側埋設地においては、侵食しやすい地質係数 240 のほうが、初期深度が 15m 程

度大きく（Case 1: 161m、Case 3: 146m）とっていることもあり、1 万年までで地形変化がそれ

ほど発達していない時期に移行距離で 1.5 倍異なる時期もあることから、この差が結果に表れ

ていることが考えられる。 

一方、Case 2 については、移行距離が長く、さらに平均流速も小さいため、流出までの時間

が 109 年オーダーになることから及び移行時間が長いため、移行経路上で減衰して生物圏への

移行フラックスが生じず、被ばく線量も 0 となった。 

地形変化と海水準変動によって決定される汀線位置は、その隆起と侵食の程度によりさまざ

まであり、海水準の変動も不確かさが大きく、わずかな汀線の位置ずれによって、核種移行経

路が変動した。こうしたことから、地形変化、地下水流動、海水準変動がもつ、それぞれの不

確かさの程度を把握し、その中で保守性を持った核種移行経路や核種移行パラメータの設定が

必要となる。 

 
図 1.3-29 人工バリアと天然バリアの核種移行フラックスの接続のイメージ 
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(a) Case1：地質係数 240、陸側埋設地 

 

(b) Case2：地質係数 240、海側埋設地 

 

(c) Case3：地質係数 400、陸側埋設地 

 

(d) Case4：地質係数 400、海側埋設地 

図 1.3-30 2 次元地形変化を対象としたリンケージ評価における 

人工バリアからの移行フラックス 
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(a) Case 1：地質係数 240、陸側埋設地 

 

(b) Case 2：地質係数 240、海側埋設地 

 

(c) Case 3：地質係数 400、陸側埋設地 

 

(d) Case 4：地質係数 400、海側埋設地 

図 1.3-31 2 次元地形変化を対象としたリンケージ評価の 

河川水利用経路における被ばく線量 
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（４）安全評価上の留意点 

以上の検討結果に基づき、沿岸域における中深度処分を対象に、地形変化と海水準変動を伴

う廃棄物埋設地の安全評価を実施するうえで着目すべき留意点などを以下に整理した。 

3 次元地形変化評価コードによる解析においては、河川の氾濫により、河川位置を変動させ

る評価が行われている。その氾濫を判定する頻度や移動の大きさ、側刻の与え方などについて

は、今後の課題として抽出したが、これは廃棄物埋設地を現在の河床縦断面から離隔して配置

しても、上記氾濫による河川の移動により、将来、廃棄物埋設地が河床縦断面に含まれる可能

性があることを示している。今後の 3 次元地形変化評価コードの改良などにより、初期地形に

おける河床縦断面に対して、どの程度の離隔をとれば、その可能性が無視できるのか、仮に河

床縦断面に含まれてもその影響の程度が小さいのか、などについて、検討が可能になるものと

考えられる。 

また、核種移行予備解析を行う中で抽出された課題として以下を挙げる。 

予備解析においては、日本原子力学会標準をベースとしたため、コンクリートピットについ

て、低拡散のバリア機能を有するものとして評価を行ったが、例えば浅地中ピット処分におい

ては、コンクリートピットは長期的なバリア機能としては収着のみとなっている。本解析にお

いては、コンクリートピット中の実効拡散係数はひび割れのあるセメントとして 4.3×10-10 m2/s、

セメント硬化体層中の実効拡散係数はひび割れのないセメントして 1.4×10--10 m2/s、と 1 桁程度

高い値を設定しているが、低拡散のバリア機能として設定できるかについては、今後も検討が

必要がと考えられる。また、低拡散層であるセメント硬化体の実効拡散係数についても、予備

解析では初期を健全として、施設の変遷によりひび割れが進展することを想定して、実効拡散

係数の時間変化を与えた評価とした。人工バリア建設時にすでに生じているひび割れ、閉鎖後

の再冠水時のベントナイト材料の膨潤による力学的な変形等によるひび割れなど、長期的な変

遷以外によるひび割れの増加についても、設定の根拠となるデータを蓄積する必要がある。 

本予備解析では、C-14、Cl-36、Ni-59、Mo-93 などのように、廃棄体からの浸出率の変化が、

そのまま人工バリアフラックス及び被ばく線量へ線形的に影響を受ける核種があった。したが

って、浸出にかかわる期間、瞬時放出割合などの設定により、評価上の被ばく線量が大きく変

動するため、設定される浸出特性については、適切な条件で取得されたデータ等に基づくもの

で、かつその不確かさと保守性をどう見込むかなどについて、吟味する必要がある。 

C-14 については、予備解析では、有機態と仮定して、核種移行解析を実施した。化学形態に

よって収着をはじめとする移行特性が大きく異なるとされていることから、中深度処分におけ

る処分環境下での化学形態に加えて、核種移行経路上の地球化学環境下での化学形態と移行特

性について、有機態を取る可能性が排除されれば、被ばく線量が大きく減少する可能性がある。 

また、Ar, Kr などの希ガスについては、GSRW-PSA においてガス移行評価機能を有していな

いため、地下水中に溶存すると仮定した核種移行解析を実施した。本来はガス移行として評価

すべき核種であり、ガス移行評価機能の追加などについても検討する必要がある。 

一方、安全評価上影響の小さいパラメータとして、溶解度が抽出された。人工バリアにおけ

る核種移行パラメータとして、溶解度限度を元素ごとに設定したが、本解析条件下では、溶解

度制限にかかるような濃度までに達することはなく、中深度処分の処分体系においては、安全

評価上溶解度の重要性は比較的低いものと考えられる。 

次に、地形変化を起因とする核種移行のリンケージ評価において抽出された課題は以下の通

りである。 

現汀線位置を中心とした 3km 離隔のある 2 つの地点に設定した埋設地（陸側・海側）では、

海側地点のほうが、海水系地下水中に存在する期間が長く、ベントナイト材の変質も大きいが、
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今回の解析条件では、10 万年程度では仮にすべての期間海水系地下水下にあってもベントナイ

ト中のモンモリロナイトがすべて消失することはなく、低透水機能を維持できる可能性がある

結果となった。よって、人工バリア中は拡散支配となり、低拡散層及び低透水層での元素別の

実効拡散係数及び収着分配係数が核種移行を支配することとなった。しかしながら、低透水層

周辺の条件設定によっては、上記結果があてはまらない可能性もあることから、各種感度解析

を今後も継続して実施して、検討を行う必要がある。 

また、陸側と海側の違いとして、人工バリア外側境界における核種移行フラックスは、海水

系地下水下に長い期間存在する海側の方が、立ち上がりが早くなるとともに、そのピークでの

絶対値も大きくなる結果となった。一方、海側は核種移行経路の距離が陸側よりも長くなる傾

向にあり、生物圏への核種移行フラックスは小さくなる結果となった。これらの結果から、人

工バリアから接続される天然バリアでの核種移行経路によって、そのタイミングで被ばく線量

が大きく変動する可能性があることが示された。今回の解析では、人工バリア出口フラックス

とその天然バリアでの核種移行経路を時間別に割り当てた評価を行ったが、地下に潜り込む経

路に変化する時刻の不確かさを十分に検討する必要がある。この不確かさは、地形変化、海水

準変動の時間変化、地下水流動・塩分濃度解析のそれぞれの不確かさの合成であり、今後、そ

れら不確かさの幅を検討して、核種移行経路の時間変化の割り当て方法について、考え方を整

理する必要がある。また、人工バリアからの核種移行経路の割り当てについては、その時間間

隔を変化にあわせて行う必要があり、粒子追跡線解析の放出開始時刻の時間間隔を柔軟に行う

ことも必要となる。 

本年度の核種移行解析では、海水準変動 1 サイクルを対象とした地形変化と地下水流動の変化

に基づき評価を行っている。特に、12.5 万年以降の地下水流動場は、12.5 万年時点の流動場に

固定して、粒子追跡線解析を行ったものである。12.5 万年以降も地形変化と海水準変動は継続

するものであり、2 サイクル目以降の評価を行い、それを反映することが望ましいと考えられ

る。しかしながら、12.5 万年後に急激に海水準が上昇するターミネーションの後、海水準が低

下する際に、同じ位置に河川が再び現れるかについては不確かさが非常に大きいとされてい

る。解析上、2 サイクル以降の評価を実施することは可能と考えられるが、その確からしさと

地下水流動場の評価への反映方法については、今後も検討が必要となる。 
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 処分環境下における人工バリアの変質挙動解析手法の整備 

 背景と目的 

炉内等廃棄物の中深度処分システムにおける低透水層等の有力な候補材であるベントナイト

は、止水機能、核種収着機能など、当該処分の安全性を確保する上で重要なバリア機能が期待

されているが、当該処分システムの構造材料（処分坑道の支保工等）や低拡散層として多量に

使用するとされるセメント系材料を起源とする高アルカリ性地下水によって変質し、期待され

るバリア機能が長期的に損なわれることが懸念される(1)。そのため、安全審査の際に事業者が

評価する低透水層等（以下、「ベントナイト系人工バリア」）の各バリア機能およびその挙動の

妥当性を適切に評価するためには、時間スケールや処分環境を考慮した「セメント起源のアル

カリ成分がベントナイト系材料へ影響を及ぼす期間および影響の程度を明らかにする手法」を

整備する必要がある(2)。 

過去の原子力規制庁（旧原子力安全・保安院、旧原子力安全基盤機構も含む）の委託事業で

ある「放射性廃棄物処分の長期的評価手法の調査（平成 13～21 年度）」では、高レベル放射性

廃棄物の地層処分システムにおける緩衝材としての使用が想定される砂-ベントナイト混合土

圧縮成型体を用いてベントナイトの変質に係る諸現象を実験的に定量化するとともに、ベント

ナイト系緩衝材に期待されている止水機能（透水係数）の長期的な変動を評価するためのモデ

ル、ならびに、セメント系材料の変質に伴う固相および液相成分の変化を評価するための信頼

性あるセメント鉱物モデル、およびセメント間隙変遷モデル※2の構築、さらに、これらのモデ

ルを導入した物質移行-変質連成解析コード（MC-BUFFER）の整備・検証を行ってきた（図 2.1-

1）。また、同委託事業「安全審査に向けた評価手法の整備（平成 22～26 年度）」では、我が国

の地下環境（淡水、海水、酸化性条件、還元性条件など）を考慮した緩衝材劣化に係る試験を

実施するとともに、その試験結果と MC-BUFFER 等による計算結果との比較を行い、当該モデ

ルの地下環境への適用性に係る検討を実施した。その結果、ベントナイト透水係数評価モデル

の改良案を提示するとともに、これまで整備してきた一連の緩衝材劣化に係る評価モデルにつ

いては、まだ解明されていない課題が残されてはいるが、検証計算では概ね実現象が再現でき

ていることが確認できた。そのため、まだ若干課題があることを認識しつつ、現段階では「総

合的な安全評価手法」において使用することとした（第 3 章参照）。さらに、緩衝材中の環境状

態設定するために重要であると考えられるイオン種の分布を評価するためには、現行の「全て

のイオン種に対して OH-の拡散試験結果から構築した拡散モデルを用いる評価」は不適切であ

ると考えられることから、「電気的中性条件を保ちつつ、全てのイオン種の拡散現象を評価可能

なモデル」を構築し、MC-BUFFER に組込むことを今後の当該モデル整備の方針として示した。 

当該方針を踏まえ、平成 26 年度（上記「安全審査に向けた評価手法の整備」事業）および同

委託事業「燃料デブリの処理・処分に関する予察的調査（平成 27～28 年度）」では、ベントナ

イト系人工バリア中の化学環境解析における新たな拡散評価モデルの整備、および MC-

BUFFER への導入について検討した。まず、ベントナイト系人工バリア中におけるイオン種の

拡散を評価するためによく使われ、現行の MC-BUFFER にも導入している「有効拡散係数（De）」

はイオン強度によって変化してしまう、すなわち、De は拡散フラックスと間隙水中の濃度勾配

との間の比例係数になっておらず、フィックの法則に沿っていなかった。しかしながら、様々

                                                      

※1 「セメント間隙変遷モデル」は、①セメント硬化体中の間隙を成因や物質移行特性、化学反応

場としての機能に基づいて分類するモデル（間隙モデル）と②セメントの変質によるこれら

の間隙の量の変化を記述するモデル（変遷モデル）から成り、物質移動に寄与する間隙の間

隙率（物質移動毛細管間隙率）と有効拡散係数は正比例するというモデルである。 



- 2-2 - 

 

な要因の影響を受けて発生している拡散フラックスと単位体積当たりの濃度勾配との間の比例

係数である「見かけの拡散係数（Da）」はイオン強度によらず一定であった。そのため、今後は

「Da をベースとしたシンプルで科学的に合理的なベントナイト内拡散モデル（以下、「Da 拡散

モデル」。ただし、本名称は仮称であり、今後変更する可能性がある。）」を整備し、MC-BUFFER

に取り込むことを提示した。平成 26 年度に実施した、当該モデルの導入に係る検討内容を

Appendix Ⅰ-A-1 に記載する。また、平成 26～28 年度は、Da 拡散モデルの原案を提示するとと

もに、その検証に資するため、非放射性のイオン種（Na+イオン、Ca2+イオン、Cl-イオン）や放

射性核種（Ca-45、Cl-36）を異なるイオン強度（NaCl 溶液濃度）条件で Na 型モンモリロナイ

ト圧縮体等に透過させる拡散試験を実施した。その結果、Ca（Ca2+イオン、Ca-45）については、

イオン強度が高い（収着分配係数 Kd の値が小さい）ケースにおいて、別の試験（In-diffusion 試

験、収着バッチ試験）で得られた Da 値と Kd 値を用いて、透過拡散試験結果を再現することが

出来たが、イオン強度が低い（Kd の値が大きい）ケースでは、高濃度側タンク内の濃度変化を

再現することが出来なかった。一方、Na+イオンおよび Cl-イオンについては、長期間の透過拡

散試験を実施したにも関わらず高濃度側および低濃度側タンク内の濃度変化が小さかったため、

結果に対して十分な検討を実施することが出来なかったが、Cl-36 を用いた試験に係る検討か

ら、陰イオンに対しても、「陰イオン排除効果」の影響を保持因子 α の設定に考慮すれば Da 拡

散モデルが適用出来る可能性が示された。また、MC-BUFFER に Da 拡散モデルを導入する際

の留意点を整理するとともに、具体的な導入方法として、元素ごとへの Da の設定、同一の Da

を設定する複数の元素に対する群の構成、群ごとの移行計算、モンモリロナイトの負電荷も考

慮した電荷バランスの調整、地球化学反応計算で用いる濃度の設定について検討するとともに、

その妥当性を確認するため、MC-BUFFER プログラムの修正、および検証を実施した。その結

果、複数の元素をそれぞれの Da で移行させる計算を実施する場合、電荷バランスを Na で調整

する方法が妥当である可能性が示された。 

 

 

図 2.1-1 ベントナイト系人工バリアの劣化に係る評価モデルと解析コードの体系 
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T：温度
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上述したとおり、ベントナイトは、炉内等廃棄物の埋設処分システム等の人工バリアとして

も使用されることが想定されており、また、隣接するセメント系材料から溶出するアルカリ成

分による変質を評価するために、これまで整備してきた MC-BUFFER を用いた物質移行-変質

連成評価手法が適用可能と考えられる。そこで本事業では、前事業から継続して、ベントナイ

ト系人工バリア劣化に係る評価手法の整備を行うこととした。 

平成 29 年度は、対象となるイオン種に対して固有の Da データセットを整備するために、沿

岸陸域に処分施設が立地した場合に考慮が必要となる塩水環境下における拡散試験を実施した。

また、これまでの委託事業で整備した MC-BUFFER を、Da を使えるコードに改良し、塩水環

境下におけるベントナイト系人工バリアの変質挙動解析を試験的に行った。 

 

 試作版 Da データセットの整備 

2.2.1 Da データセット整備に係る基本方針 

Da 拡散モデルを用いる評価手法では、ベントナイト系人工バリアの化学環境解析で考慮す

べき全てのイオン種に対して Da を設定（Da データセットを作成）する必要がある。そこで、

本年度は対象になり得るイオン種の Da に係る現状の知見を文献調査等により整理し、試作版

Da データセットを作成することとした。 

Da データセットの整備に係る基本方針を以下に記す。 

 

・MC-BUFFER の現状における入出力形式（移行解析では元素濃度で入出力）を考慮し、処

分環境下で想定されるイオン種そのものの Da ではなく、当該イオン種を構成する元素ご

との Da として整理する。 

・既往文献に記載された Da 値を設定することを基本とする。また、Da データがない元素

については、化学的類似性、価数、自由水中の拡散係数、水和イオン半径等を考慮して推

定値を設定するとともに、必要に応じて（ベントナイト系人工バリア劣化評価に大きな影

響を及ぼす可能性のある元素の場合）拡散試験を実施して Da 値を取得する。 

・平成 29 年度は既往の文献の値を調査し、25°C 程度かつ健全状態（有効モンモリロナイト

密度 1,000 kg/m3 程度）の国産ベントナイト系材料中における試作版 Da データセットを

まずは作成する。 

・今後は、本年度実施する拡散試験結果や最新の Da データ等を踏まえ、当該試作版を更新

し、Da データセット（正式版）を作成する。また、ベントナイト系人工バリア中の Da は

有効モンモリロナイト密度や温度等に対する依存性が確認されている(3)ことから、必要に

応じて、これらパラメータの依存性を考慮した Da の定式化も行い、MC-BUFFER への導

入を図る。 

 

2.2.2 試作版 Da データセットの作成 

処分環境下におけるベントナイト系人工バリアの化学環境解析で考慮すべきイオン種を以下

に記す。 

 

陽イオン種 ： Na+、K+、Ca2+、Mg2+、NH4
+、FeOH + 

陰イオン種 ： Cl-、OH-、CO3
2-、HCO3

-、SO4
2-、HSO4

-、NO3
-、Si(OH)5

-、AlO2
-、Fe(OH)3

-、 

BO2
-、H2PO4

-、HPO4
2-、F- 

中性種 ： Fe(OH)2、Si(OH)4、HBO2 
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本検討では、上述の基本方針を踏まえ、これらイオン種を構成する元素（Na、K、Ca、Mg、

N、Fe、Si、B、Cl、F、C、S、Al、P）および OH-の Da に係る現状の知見を表 2.2-1 のように整

理した。 

 

表 2.2-1 ベントナイト系人工バリア中の Da に係る現状の知見の整理 

 

また、各元素に対する Da の設定根拠を以下に記す。上述の通り、調査した Da は、25°C 程

度かつ有効モンモリロナイト密度 1,000 kg/m3程度の国産ベントナイト系材料中の値である。 

 

Na（文献値） 

  Kozaki et al.（1998）(6)がモンモリロナイト圧縮体に対する Na-22 の In-diffusion 試験で取得

した Da 値（7.4×10-11 m2/s）を設定した。 

  

イオン種 元素 
Da データ [m2/s] 自由水中の

拡散係数(4) 

 [m2/s] 

水和イオ

ン半径(5) 

[Å] 

備考 
文献値 推定値 

Na+ Na 7.4×10-11 － 1.3×10-9 3.58 Kozaki et al.(1998)(6) 

K+ K － 2.0×10-11 2.0×10-9 3.31 Na、Cs の Da を参考 

Ca2+ Ca 1.7×10-11 － 7.9×10-10 4.12 Kozaki et al.(2001)(12) 

Mg2+ Mg － 1.7×10-11 7.1×10-10 4.28 Ca の Da を参考 

NH4
+ 

NO3
- 

N － 6.0×10-12 
－ 

1.9×10-9 

3.31 

3.35 
Cs の Da を参考 

FeOH+ 

Fe(OH)2 

Fe(OH)3
- 

Fe － 2.0×10-13 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

Ni、Co の Da を参考 

Si(OH)4 

Si(OH)5
- 

Si 6.0×10-13 － 
－ 

－ 

－ 

－ 
M.Aertsens et al. (2008)(17) 

Cl- Cl 1.5×10-10 － 2.0×10-9 3.32 Kozaki et al.(1998)(22) 

F- F － 1.5×10-10 1.5×10-9 3.52 Cl の Da を参考 

HCO3
- 

CO3
2- 

C 1.0×10-11 － 
1.2×10-9 

9.2×10-10 

－ 

3.94 
石寺ら（2004）(23) 

HBO2 

BO2
- 

B － 1.0×10-11 
－ 

－ 

－ 

－ 
C の Da を参考 

AlO2
- Al － 1.0×10-11 － － C の Da を参考 

HSO4
- 

SO4
2- 

S 4.0×10-11 － 
1.3×10-9 

1.1×10-9 

－ 

3.79 
角田ら（2017）(24) 

H2PO4
- 

HPO4
2- 

P － 1.0×10-11 
8.8×10-10 

4.4×10-10 

－ 

－ 
Sb の Da を参考 

OH- － － 1.0×10-10 1.3×10-9 3.00 
現行の De 拡散モデルか

ら導出 
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K（推定値） 

 該当する文献がなく、同じ 1 価の陽イオンである Na+、Cs+の Da 値もそれぞれ 7.4×10-11、

(1.6～9.3)×10-12 m2/s と一桁異なっていた。また、K はセメント系材料から初期に多量に溶出

され、ベントナイト系人工バリアの変質に大きく影響する元素と考えられることから、本事

業では拡散試験を行い、その Da データを取得することとした。後述する 0.1～0.5 M の NaCl

濃度条件で行った透過拡散試験の結果から K+の Da は 2×10-11 m2/s 程度であると推測された。

この値は Na+と Cs+の Da 値の間に入っており、試作版としては問題のない値と判断した。K

の拡散試験については引続き実施し、K の Da 値を確定する予定である。 

 

※参考（Cs の文献値） 

Da：(1.6～9.3)×10-12 m2/s(7,8,9,10,11)（対数平均 5.5×10-12 m2/s） 

自由水中の拡散係数： 2.1×10-9 m2/s（Cs+） 

水和イオン半径：3.29 Å（Cs+） 

 

Ca（文献値） 

  Kozaki et al.（2001）(12)がモンモリロナイト圧縮体に対する Ca-45 の In-diffusion 試験で取

得した Da 値（1.7×10-11 m2/s）を設定した。 

 

Mg（推定値） 

該当する文献がなかったが、同じ 2 価の単原子陽イオンである Ca2+、Sr2+の Da 値（それぞ

れ 1.7×10-11、(1.7～3.9)×10-11 m2/s）が同程度であったことから、Ca と同じ Da 値を設定した。 

 

※参考（Sr の文献値） 

Da：(1.7～3.9)×10-11 m2/s(13) 

自由水中の拡散係数： 7.9×10-10 m2/s（Sr2+） 

水和イオン半径：4.12 Å（Sr2+） 

 

N（推定値） 

 健全なベントナイト系人工バリア中には黄鉄鉱（パイライト、FeS2）が存在し、還元剤と

して作用しているため、N は NH4
+として存在していると想定した。該当する文献はなかった

が、NH4
+は Cs+と同様、モンモリロナイトに対する収着性が強いため、Cs の Da 値と同等の

値（6.0×10-12 m2/s）を設定した。 

 

Fe（推定値） 

調査対象の温度、有効モンモリロナイト密度とは異なるが、Kozaki et al.（1995）(14)が 30°C

で、有効モンモリロナイト 700 kg/m3程度の試料（1,200 kg/m3のクニゲル V1 圧縮体）に対す

る Fe-59 の In-diffusion 試験を実施し、5.5×10-14 ～1.3×10-12 m2/s（対数平均 5.7×10-13 m2/s）の

Da 値を取得している。なお、当該条件は 25°C、モンモリロナイト密度 1,000 kg/m3の場合よ

りも Da が大きくなる条件である。また、一般的に類似性が確認されている Ni および Co の

Da 値（それぞれ（1.1～25）×10-13、2.0×10-13 m2/s）である。これらを参考とし、Co と同じ Da

値を設定した。 
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※参考（Ni、Co の文献値） 

Ni の Da：（4.3～25）×10-13 m2/s(15)、還元環境、770 kg/m3 

（1.1～11）×10-13 m2/s(15)、還元環境、1,350 kg/m3 

Co の Da：2.0×10-13 m2/s(16)、還元環境 

 

Si（文献値） 

M.Aertsens et al.（2008）(17)が Boom Clay に対する Si-32（化学形は Si(OH)4 または SiO(OH)3
-）

の In-diffusion 試験で取得した Da 値（6.0×10-13 m2/s）を設定した。なお、Boom Clay 中の Si

の Da が国産ベントナイト系材料中に対しても適用可能かどうかを確認するため、Boom Clay 

中における Si 以外の元素の Da も調べた。その結果、陰イオン（I、Se）や中性種（HTO）に

対してはベントナイト系材料中の Da 値と同程度であったことから、上記 Si の Da 値につい

てはベントナイト系材料中でも適用可能と判断した。なお、陽イオン（Cs、Sr）の Da 値につ

いては、ベントナイト系材料中よりも Boom Clay 中の方が一桁小さくなった。これは含まれ

る鉱物の収着性の違いによるものと考えられる。 

   

  ※参考（Boom Clay 中の Da） 

Cs ：(1.6～1.9)×10-13 m2/s(18) （国産ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄ系材料中の Da（(3～9)×10-12 m2/s）より一桁小さ

い） 

Sr ：8.0×10-12 m2/s(19) （国産ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄ系材料中の Da（(2～4)×10-11 m2/s）より一桁小さ

い） 

I ：1.5×10-10 m2/s(19) （国産ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄ系材料中の Da（1.5×10-10 m2/s）と同程度） 

Se ：(1.7～6.2)×10-11 m2/s(20) （国産ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄ系材料中の Da（1.1×10-11 m2/s）と同程度） 

HTO ：2.4×10-10 m2/s(19) （国産ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄ系材料中の Da（(2～3)×10-10 m2/s(21)）と同程度） 

 

Cl（文献値） 

Kozaki et al.（1998）(22)がモンモリロナイト圧縮体に対する Cl-36（Cl-）の In-diffusion 試験

で取得した Da 値（1.5×10-10 m2/s）を設定した。 

 

F（推定値） 

該当する文献がなかったが、同じ 1 価の陰イオンである Cl-、I-の Da 値（それぞれ 1.5×10-

10、(1.2～2.8)×10-10 m2/s）が同程度であったことから、Cl と同じ Da 値を設定した。 

 

※参考（I の文献値） 

Da：(1.2～2.8)×10-10 m2/s (23) 

自由水中の拡散係数： 2.0×10-9 m2/s（I-） 

水和イオン半径：3.31 Å（I-） 

 

C（文献値） 

石寺ら（2004）(23)が砂-ベントナイト混合圧縮体に対する CO3
2-の透過拡散試験で取得した

Da 値（(1.1～2.4)×10-11 m2/s）を参考として、1.0×10-11 m2/s に設定した。 
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B（推定値） 

該当する文献がなかったが、一般的に類似性が確認されている C と同じ Da 値（1.0×10-11 

m2/s）を設定した。 

 

Al（推定値） 

該当する文献がなく、一般的に類似性が確認されている Be の Da に係る文献もなかった。

そのため、同族の B と同じく、C の Da 値（1.0×10-11 m2/s）を設定した。 

 

S（文献値） 

角田ら（2017）(24)がモンモリロナイト圧縮体に対する S-35（SO4
2-）の In-diffusion 試験で

取得した Da 値（4×10-11 m2/s 程度）を設定した。なお、この値は一般的に類似性が確認され

ている Se の Da 値（1.1×10-11 m2/s）と同程度あり、妥当な値だと考えられる。 

 

 ※参考（Se の文献値） 

Da：1.1×10-11 m2/s (8) 

自由水中の拡散係数： 1.0×10-9 m2/s（SeO4
2-） 

水和イオン半径：3.84 Å（SeO4
2-） 

 

P（推定値） 

該当する文献がなかった。また、一般的に類似性が確認されている Sb の Da 値についても

低密度、高温条件における値（4.0×10-11 m2/s）しかなかった。そのため、モンモリロナイト密

度 1,000 kg/m3、25°C の場合は、この値よりも小くなると考えらるため、1.0×10-11 m2/s を設定

した。 

 

 ※参考（Sb の文献値） 

Da：4.0×10-11 m2/s(25)、有効モンモリロナイト 610 kg/m3、90°C 

 

OH-（推定値） 

 現行の MC-BUFFER で使用している拡散モデル（De＝5.0×10-7×φ2.1×exp(-18600/RT)）に間

隙率 φ＝0.4、温度 T＝298 K（25°C）を入れて De 値（4.0×10-11 m2/s）を導出した。さらにこ

の De 値を間隙率 φ で除することで得られる Da 値（1.0×10-10 m2/s）を設定した。ただし、2.4

で後述するように、Da 拡散モデル用に改良している MC-BUFFER では、現段階で OH-の Da

による移行は評価出来ないため、当該 Da 値は本年度実施するベントナイト系人工バリアの

変質挙動の試解析では使用しない。なお、H+の移行についても考慮する必要があるが、現行

の上記拡散モデル式には H+の移行の影響も含まれている。そのため、H+の移行後の濃度つい

ては、水のイオン積 Kw（＝[H+][OH-]）を用いて、移行後の OH-の濃度から導出可能と考え

られる。 

 

上記で整理した各元素に対する Da 値（文献値、推定値）を踏まえ、本年度の試計算で使用

する試作版 Da データセットを作成した（表 2.2-2）。なお、同じ Da 値を設定している元素につ

いては群を設定し、移行評価を行うこととする。 
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表 2.2-2 試作版 Da データセット 

元素 Da［m2/s］ 
備考 

（イオンの種類、価数、イオン種 等） 

Cl 
1.5×10-10 

単原子イオン（-1） 

Cl-、F- F 

Na 7.4×10-11 
単原子イオン（+1） 

Na+ 

S 4.0×10-11 
多原子イオン（-2、-1）、オキソ酸 

SO4
2-、HSO4

- 

K 2.0×10-11 
単原子イオン（+1） 

K+ 

Ca 
1.7×10-11 

単原子イオン（+2） 

Ca2+、Mg2+ Mg 

B 

1.0×10-11 

多原子イオン（-1、0）、オキソ酸 

BO2
- 、HBO2 

C 
多原子イオン（-2、-1）、オキソ酸 

CO3
2-、HCO3

- 

Al 
多原子イオン（-1）、オキソ酸 

AlO2
- 

P 
多原子イオン（-2、-1）、オキソ酸 

HPO4
2-、H2PO4

- 

N 6.0×10-12 
多原子イオン（+1） 

NH4
+（※還元雰囲気を想定） 

Si 6.0×10-13 
多原子イオン（-1、0）、水酸化物イオン含む 

Si(OH)5
-、Si(OH)4 

Fe 2.0×10-13 
多原子イオン（-1、0、+1）、水酸化物イオン含む 

Fe(OH)3
-、Fe(OH)2、FeOH+ 

 

 

2.2.3 試作版 Da データセットについての考察 

また、これら元素に設定した Da のうち文献値に対する値（推定値以外。ただし K について

は当該検討に加えた）に関して、表 2.2-1 に示した自由水中の拡散係数、水和イオン半径、価数

に対する相関を取り、その経験的な傾向を調べた（図 2.2-1、2.2-2、2.2-3）。なお、自由水中の

拡散係数や水和イオン半径は全ての元素に対して揃ってはいないため、傾向を把握するために、

上記参考で掲載した元素も一部含むこととした。また、複数の価数を持つ多原子イオンについ

ては、最も小さい価数のイオンとして整理した。このように整理した結果、以下のような傾向

が見られた。 

 

・単原子イオン、多原子イオンに関わらず、自由水中の拡散係数が小さいほど、ベントナイト

系材料中の Da も小さくなる。 

・単原子イオン、多原子イオンに関わらず、水和イオン半径が大きくなるほど、ベントナイト

系材料中の Da は小さくなる。 
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・同じ価数の場合、多原子イオンは単原子イオンより数桁 Da は小さくなった。 

・また、単原子イオン、多原子イオンともに、価数が大きくなるほど、ベントナイト系材料中

の Da も小さくなる。 

・多原子イオンについては、オキソ酸の形をとる S や C の Da は 10-11 オーダーであるのに対

し、水酸化物イオンを含む Si や Fe の Da は 10-13オーダーであった。 

・ただし、K と Cs は上記傾向から外れており、数分の 1～一桁程度小さい Da を取っている。

また、C についても上記傾向から外れているように見えるが、文献値の上限（2.4×10-11 m2/s）

を取った場合、これら傾向に合う結果となった。 

 

上記傾向から、K や Cs 以外のイオン種の Da については、自由水中の拡散係数、水和イオン

半径、価数に依存性がある可能性が示された。K や Cs の Da が他の元素の Da と異なる傾向を

示した理由については、次の可能性が考えられる。一般に、2：1 型鉱物でも負電荷密度が高い

バーミキュライトなどでは、その特徴的な構造により層間に K+や Cs+、NH4
+などを強く吸着（固

定）することが知られている(26)。そのため、K や Cs のモンモリロナイトへの収着においても一

部固定が起こっている可能性があり、当該傾向より低い値をとる結果となったと考えられる。

また、多原子イオンについては「オキソ酸」と「水酸化物イオンを含むイオン」で Da に大き

な違いがある可能性が示された。本年度の検討では、Si や Fe の水酸化物に対する自由水中の

拡散係数や水和イオン半径のデータがなく、図 2.2-1、図 2.2-2 にこれら元素を載せることは出

来なかったが、Da が 10-13 オーダーと小さな値となったことは上記傾向から外れている可能性

が十分考えられる。また、その原因としては、水の加水分解により生成する「水酸化物イオン

を含むイオン」は水との結合が強いと考えらるため、自由水中の拡散係数と相関のある上記傾

向とは異なる移行挙動をとっている可能性がある。以上のことから、ベントナイト系人工バリ

ア中の Da の観点からは、元素は、 

（ⅰ）ベントナイトに高い収着性を持つ元素 

（ⅱ）水酸化物イオンを含む錯体を作る元素 

（ⅲ）その他の元素（Da が上記依存性を示す元素） 

に分類される可能性が示された。上記のような傾向を踏まえ、当該分類の観点からもデータが

ない元素の Da 値の推定を今後行うことが重要になると考えられる。特に（ⅰ）（ⅱ）の元素 が

上記傾向から外れる理由が明らかになれば、Da の推定に科学的根拠が付与できるかもしれな

い。なお、上記検討はあくまでも経験的な傾向の整理であり、今後、系統的に整理する等して、

より科学的な傾向の整理・検討を引き続き行うことも重要である。 
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図 2.2-1 自由水中の拡散係数に対する見かけの拡散係数 

 

 

図 2.2-2 水和イオン半径に対する見かけの拡散係数 

 

 

図 2.2-3 価数に対する見かけの拡散係数 
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 塩水系地下水を想定した拡散試験等の実施 

2.3.1 背景と目的、本年度の実施事項 

Da 拡散モデルの検討に資するため、これまで非放射性のイオン種や放射性核種を異なるイ

オン強度（NaCl 溶液濃度）条件で Na 型モンモリロナイト圧縮体等に透過させる拡散試験を実

施した。そして、モンモリロナイトへの収着性が高い陽イオンである Ca（Ca2+イオン、Ca-45）

については、イオン強度が高い（収着分配係数 Kd の値が小さい）ケースにおいては、別の試験

（In-diffusion 試験、収着バッチ試験）で得られた Da と Kd を用いて、透過拡散試験結果を再現

する等、Da を用いた評価方法の確立を図ってきた。また、Da データセット作成に係る基本方

針（2.2.1）で述べたように、Da データがなく、ベントナイト系人工バリアの化学環境解析に影

響を及ぼす可能性のある元素については、必要に応じて拡散試験を実施して Da データを取得

するとした。そこで本年度は、上述の Da データの調査（2.2.2）から、セメント系材料から初期

に溶出され、ベントナイト系人工バリアの変質に大きく影響すると考えられるアルカリ成分の

一つであるにも関わらず、拡散データがほとんど取得されていないカリウム（K）について試

験を行い、Da データの拡充を図ることにした。具体的には、これまで確立してきた当該評価方

法に必要な Kd を取得するため、収着バッチ試験を実施するとともに、透過拡散試験を行い、

その結果から Da の導出を試みた。また、In-diffusion 試験も試験的に行い、その Da 値の検証に

資することにした。なお、収着バッチ試験終了後、モンモリロナイト試料に一度収着した K が

NH4Cl 溶液で全て脱離できるのかを確認する試験を実施し、In-diffusion 試験方法の妥当性の確

認も行った。 

 

2.3.2 試験方法 

（１）試料の精製 

試験に用いたモンモリロナイト試料はクニミネ工業製クニピア F である。精製前のモンモリ

ロナイトの交換性陽イオンの大半は Na だが、Ca、Mg、K もそれぞれ 10、2、2 %程度含んでい

る(27)。Na 型への置換は次の手順で行った。まず、モンモリロナイト粉末 20 g を 1 M の NaCl 水

溶液 2 L に加え、24 時間以上撹拌させた後、24 時間静置して沈殿させた。上澄み液を取り除

き、新たに同濃度の新しい NaCl 水溶液 2 L を加え、同様の操作を計 3 回繰り返した。次に、完

全に Na 型に置換したモンモリロナイトを透析用セルロースチューブ（UC36-32-100：VISKASE 

SALES CORP 製）の中に入れ、イオン交換水と接触させることにより、試料中の過剰塩を除去

した。イオン交換水は、0.5 M の硝酸銀溶液による白濁反応が確認されなくなるまで定期的に

交換した。その後、モンモリロナイト試料をセルロースチューブより出し、凍結乾燥（-110°C、

24 時間以上）させた。乾燥後、試料をメノウ製マグネット乳鉢（1-6020-04：アズワン㈱製）お

よび乳鉢スターラー（1-6016-11：アズワン㈱製）によって自動粉砕し、ふるいを用いて粒径が

100-200 メッシュ(75-150 μｍ) の試料（以下、「Na 型モンモリロナイト試料」）を得た。 

 

（２）収着バッチ試験 

収着バッチ試験は、日本原子力学会標準「深地層処分のバリア材を対象とした Kd の測定方

法の基本手順」(28)に準拠した方法で実施した。上述の Na 型モンモリロナイト試料（粉末）0.1 

g を遠心チューブに入れ、表 2.3-1 に示した所定の溶液（高濃度側タンク内の初期溶液）を 10 

mL 加えた。なお、本手順書においては、試験の固液比は 1:10 が推奨されているが、本試験で

は固液比を 1:100 とした。その後、チューブに蓋をし、ハンドシェイクにて撹拌し、298 K の冷

却機能付き恒温槽内（SU-221：エスペック㈱製）で静置させた。静置期間中は 1 日 1 回、ハン
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ドシェイクにより試料を撹拌させ、固相と液相が十分に混ざり合っていることを確認した。こ

の操作を 1 週間繰り返した後、当該チューブ内の固相と液相を遠心分離させ、その上澄みを 9 

mL 採取し、0.45μm のシリンジフィルターで濾過、その後、原子吸光光度計（Z-2010：日立製

作所製）で K 濃度を測定した。各ケースで実施する試験数は 3 Run ずつとした。 

 

表 2.3-1 収着バッチ試験ケース 

ｹｰｽ 試験溶液 備考 

1 0.0025 M KCl 溶液+0.1 M NaCl 溶液 左記溶液は透過拡散試験の高

濃度側初期溶液と同じであ

る。 

2 0.0025 M KCl 溶液+0.3 M NaCl 溶液 

3 0.0025 M KCl 溶液+0.5 M NaCl 溶液 

 

  

（３）脱離試験 

後述する In-diffusion 試験では、K 濃度を測定するためにモンモリロナイト試料に一度収着し

た K を 1 M の NH4Cl 溶液で脱離する操作がある。しかしながら、モンモリロナイトに対する

K の収着性は高いため、この方法により全ての K を脱離することが出来ない可能性が考えられ

た。そこで、当該脱離方法が妥当であるかどうかを確認するための脱離試験を行うこととした。 

バッチ試験終了後の遠心チューブに 1 M の NH4Cl 溶液 9 mL を封入し、振とう機（NR-10：

TAITEC㈱製）で一昼夜撹拌させることによってモンモリロナイトに収着している K を脱離さ

せた。撹拌後、チューブ内の固相と液相を遠心分離させ、その上澄みを 9 mL 採取し、0.45μm

のシリンジフィルターで濾過後、原子吸光光度計で K 濃度を測定した。上澄みを採取した後の

チューブに再び上記 NH4Cl 溶液 9 mL を入れ、同様の操作を 4 回繰り返した。 

 

（４）透過拡散試験 

Na 型モンモリロナイト試料を 90°C の恒温槽内で乾燥させた後、直径 20 mm、厚さ 10 mm の

円柱状に乾燥密度 1,000 kg/m3 となるように圧縮成型し、その両端にステンレス鋼製焼結フィ

ルター（孔サイズ 1 μm）を付け、図 2.3-1 の透過拡散試験用セルを組み立てた。さらに、両タ

ンク内に、表 2.3-2 で示した「低濃度側タンク内の初期溶液（0.1 M～0.5 M の NaCl 溶液）」を

それぞれ 0.11 L 入れ、当該圧縮体と接触させた。なお、この際、試料中の空気を取り除き、NaCl

溶液の浸透を促進させるため、拡散セルごとデシケーター中で 7 日間減圧させる操作を行った。

この後、当該圧縮体を常温、常圧下で 28 日以上静置することにより膨潤させた。膨潤終了後、

各タンク（高濃度側タンクおよび低濃度側タンク）内の膨潤溶液を、表 2.3-2 に示した所定の試

験用溶液と入れ換えることで拡散試験を開始した。拡散試験開始時における両タンク内の溶液

量はそれぞれ 0.11 L とし、液面の高さを同じとした。また、当該拡散セルは、試験期間を通じ

て冷却機能付き恒温槽内で静置させ、298 K に維持した。各ケースで実施する試験数は 1 Run ず

つとした。 

試験開始後、高濃度側タンクから 0.5 mL、低濃度タンク側から 10 ml の溶液を定期的に採取

し、原子吸光光度計で K 濃度を経時的に測定した。なお、採取後は、低濃度側タンクに初期溶

液をそれぞれ 9.5 mL 添加し、両タンクの液面の高さが等しく、かつ、常にモンモリロナイト試

料が液面上に露出しないように溶液の量を調整した。 
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図 2.3-1 透過拡散試験用セル 

 

 

表 2.3-2 透過拡散試験ケース 

ｹｰｽ 高濃度側タンク内の初期溶液 
低濃度側タンク

内の初期溶液 
備考 

1 0.0025 M KCl 溶液+0.1 M NaCl 溶液 0.1 M NaCl 溶液 
高濃度側 K 初期濃

度：97.7 ppm 
2 0.0025 M KCl 溶液+0.3 M NaCl 溶液 0.3 M NaCl 溶液 

3 0.0025 M KCl 溶液+0.5 M NaCl 溶液 0.5 M NaCl 溶液 

 

（５）In-diffusion 試験 

Na 型モンモリロナイト試料を 90°C の恒温槽内で乾燥させた後、直径 20 mm、厚さ 20 mm の

円柱状に乾燥密度 1,000 kg/m3 となるように圧縮成型し、その両端にステンレス鋼製焼結フィ

ルター（孔サイズ 1 μm）を付け、図 2.3-1 と同様の透過拡散試験用セルを 2 セット組み立てた。

さらに、両タンク内に、表 2.3-2 で示した「低濃度側タンク内の初期溶液（ケース 3、0.5 M の

NaCl 溶液）」をそれぞれ 0.11 L 入れ、当該圧縮体と接触させた。なお、この際、試料中の空気

を取り除き、NaCl 溶液の浸透を促進させるため、拡散セルごとデシケーター中で 7 日間減圧さ

せる操作を行った。この後、当該圧縮体を常温、常圧下で 56 日以上静置することにより膨潤さ

せた。膨潤終了後、それぞれのセルを解体して試料の片面に、0.5 M の KCl 溶液 10μL（0.195mg

の K）を均等に塗布し、図 2.3-2 に示すように塗布面をあわせて、In-diffusion 試験用セルを組み

立て、298 K に保った冷却機能付き恒温槽内で拡散させた。拡散時間は、後述の解析における

境界条件を満たすように、5 日間とした。 

K を所定の時間拡散させた後、In-diffusion 試験用セルを解体し、ノギスで測りながらモンモ

リロナイト試料（高濃度側から 10 mm の範囲）を 1.0 mm 程度ずつ押し出し、カッターでスラ

イスした。それぞれの試料片の湿潤重量を測定した後、1 M の NH4Cl 溶液 10 mL とともに遠心

チューブに封入し、振とう機で一昼夜撹拌させることによってモンモリロナイトに収着してい

る K を脱離させた。撹拌後、チューブ内の固相と液相を遠心分離させ、その上澄みを 7 mL 採

取し、0.45μm のシリンジフィルターで濾過後、原子吸光光度計で K 濃度を測定した。上澄みを

採取した後のチューブに再び上記 NH4Cl 溶液 7 mL を入れ、同様の操作を 4 回繰り返した。な

お、K に対する In-diffusion 試験はこれまで実施されたことがなく、その試験方法は確立されて

いない。そのため、本年度は上記 1 ケース（1 セット、2 run）のみを実施し、その妥当性も確

認することとした。 

Neoprene O-リング

シリコンO-リング

Filter

holder

高濃度側
タンク

低濃度側
タンク

Na型モンモリロナイト圧縮体（1,000 kg/m3）
20mm×10 mmt

ステンレス製
焼結フィルター;

1 mmt



- 2-14 - 

 

            
図 2.3-2 In-diffusion 試験用セル 

 

2.3.3 解析 

（１）収着バッチ試験 

モンモリロナイト試料に対する K の KdK [m3/kg]の導出については、以下の式(28)を用いること

で、収着バッチ試験結果からその値を得た。 

 

-30 ×10K K
K

K

C CV
Kd

M C


 ・  (2.3-1) 

 

ここで、 

V：収着バッチ試験に用いた溶液の体積 [ml] （= 10 mL ） 

M：収着バッチ試験に用いた試料の質量 [g] （＝0.1 g） 

C0K：収着バッチ試験に用いた溶液の初期 K 濃度 [mol/L]  

CK：収着バッチ試験終了後（平衡後）溶液の K 濃度 [mol/L] 

である。 

また、平成 27 年度に行った Ca の Kd に係る検討では、イオン交換反応メカニズムを考慮し

た方法により導出した Kd 値と、上述した一般的な式(2.3-1）より導出した Kd 値がほぼ同じ値

を示した。そこで K に対してもイオン交換反応メカニズムを考慮した同様の方法による KdKの

導出を行うこととした。イオン交換反応メカニズムを考慮した場合、Na 型モンモリロナイトへ

の K+イオンのイオン交換反応は以下の式で表される。 

 

 (2.3-2) 

 

ここで、Rs はイオン交換サイト（モンモリロナイト）である。このとき、質量作用の法則と

質量保存の法則から、式(2.3-2)の平衡定数（K）は以下のようになる。 

 

 
(2.3-3) 

 

ここで、[ ]は固相中の濃度[mol / kg]、( )は液相中の濃度[mol/m3]をそれぞれ示す。 

KCｌ溶液

Na型モンモリロナイト圧縮体
直径20mm×厚さ20mm

1,000 kg/m3

Na Rs K K Rs Na     

[ ] ( )

[ ] ( )

K Rs Na
K

Na Rs K

 

 


・

・
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 K+イオンの収着分配係数（Kd）は[K+Rs]/(K+)で表されるので、式(2.3-3)より、 

 

 
(2.3-4) 

 

となる。また、陽イオン交換容量 CEC[eq/kg]を CEC＝[Na+Rs]+ [K+Rs]とすると、式(2.3-4)を用

いて、 

 

 

(2.3-5) 

 

となる。本検討では、平衡後の Na 濃度（K 濃度から推定した値）、K 濃度、CEC（＝1.086×10-

3 eq/g (27)）、平衡定数（K＝1）を式(2.3-5)に代入して導出した KdKと上記式(2.3-1)を用いて導出

した KdKを比較した。 

 

（２）脱離試験 

モンモリロナイト試料から脱離した K 量 MK [mol]の導出については、以下の式をから導出し

た。 

 

0 0

1

n

K n n

i

M C V C V


 
  
 
 ・ ・  (2.3-6) 

 

ここで、 

Cn：n 回目の脱離試験終了後溶液（平衡後の上澄み溶液）の K 濃度 [mol/L] 

Vn：n 回目の脱離試験終了後に採取した溶液量 [L] （= 0.009 L）。 

C0：収着バッチ試験終了後溶液の K 濃度 [mol/L] 

V0：収着バッチ試験終了後に残っている溶液量 [L] （= 0.001 L）。 

 

である。ただし、n 回目の測定で K 濃度が検出下限値以下となった場合は、(n-1)回目の Vn-1 は

0.01 L とした。 

 

（３）透過拡散試験 

上述した収着バッチ試験で得られた KdK 値と透過拡散試験結果から Da 拡散モデルを用いて

Da 値を導出する方法を記す。 

上述した透過拡散試験の試験方法、体系を考慮すると、一次元体系として解くこと可能であ

り、Fick の第 2 法則は式(2.3-7)となる。 

 

[ ] [ ]

( ) ( )
K

K Rs Na Rs
Kd K

K Na

 

 
  ・

( )
( )

K

CEC
Kd

Na
K

K
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2

2

( , ) ( , )bi bi
ai

C x t C x t
D

t x

  
  

  
 (2.3-7) 

 

高濃度側タンクから低濃度側タンクへ、モンモリロナイト試料を通じてイオン種が拡散する

際の位置 x におけるモンモリロナイト中のイオン種濃度 Cbi(x,t)は、式(2.3-7)を以下の初期条件

および境界条件で解くことによって得られる。 

初期条件 ：    ,0 0 0biC x x L  　  

境界条件 ： 0t  、    0,bi biHC t C t  、    ,b biLC L t C t  

ここで、 

CbiH(t)：高濃度側タンク溶液と試料の界面におけるﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ中のイオン種濃度 [mol/m3] 

CbiL(t)：低濃度側タンク溶液と試料の界面におけるﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ中のイオン種濃度 [mol /m3] 

Dai   ：ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ中におけるイオン種の見かけの拡散係数 [m2/s] 

である。 

また、境界条件となるベントナイト-液相境界における Cbi は、液相中のイオン種濃度 Cli 

[mol/m3]と保持因子 αi [-]を用いて式(2.3-8)の形で表すこととした。さらに、陽イオンである K+

については、αi を式(2.3-9)に示す形で表すことが出来ると仮定し、本解析に使用することとし

た。なお、当該モデルで使用する濃度は「（単位体積当たりの）ベントナイト中のイオン種濃度：

Cbi」であり、間隙水中濃度は考えていない。保持因子はあくまでも Cbiと「（境界外側の）液相

中のイオン種濃度 Cli 」の比例定数（Cbi /Cli ）であることを前提とする。 

 

bi i liC C  (2.3-8) 

( )b di liK C    (2.3-9) 

 

高濃度側タンクおよび低濃度側タンクのイオン種濃度は時間の関数となるため解析解を得る

ことが難しい。そこで、以下に記す方法により両タンク中におけるイオン種濃度の経時変化の

導出を図る。 

まず、透過したイオン種による低濃度側タンク濃度の増加が無視できる微小時間 Δt  [s]を考

える。このとき CbiH(t)、CbiL(t)は定数となるので、位置 x におけるイオン種濃度 Cbi (x,t )は、 

 

   

2 2

2

, ( ) ( ) ( )

( )cos ( )2
sin exp

bi biH biL biH

biL biH ai

n

x
C x t C t C t C t

L

C t n C t D nn x
t

n L L

 





  

 
  

 
　　　　　

 
(2.3-10) 

 

となる(29)。また、その際の拡散フラックス Ji [mol/m2/s]は Fick の第 1 法則を用いて式(2.3-11)で

表される。 
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　　  (2.3-

11) 

 

従って、時間 t から微小時間 Δt 経過する間に、モンモリロナイト試料中の位置 x を通過するイ

オン種の量 ΔQ (x,t ) [mol]は、式(2.3-11)を時間積分することで以下の式(2.3-12)のようになる。 

 

 

 

 
2 2 2 2

2 2 2 2

,

( ) ( )

( )cos ( )2
cos exp exp

t t

i
t

ai biH biL

biL biH ai ai

n

Q x t A J dt

t
A D C t C t

L

C t n C t D n D nL n x
t t t

n L L L

  







 


 



      
          

     





　　　　

　　　　

   

(2.3-12) 

ここで、A は試料の断面積 [m2]である。 

同様にモンモリロナイト試料中に浸入するイオン種量 ΔQ (0,t ) および 試料を透過して低濃

度側タンクに漏出するイオン種量 ΔQ (L,t ) は式(2.3-12)において、x = 0 および x = L のときの

値なので、式(2.3-8)の関係式と合わせて、それぞれ以下のように表される。 
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 (2.3-

13) 
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 (2.3-

14) 

 

ここで、 

CliH (t)：高濃度側タンクのイオン種濃度 [mol/m3] 

CliL (t)：低濃度側タンクのイオン種濃度 [mol/m3] 

αH  ：高濃度側タンク内溶液と接するモンモリロナイト試料の保持因子 [-] 

αL  ：低濃度側タンク内溶液と接するモンモリロナイト試料の保持因子 [-] 

である。 

一方、さらに Δt 時間が経過した、t +Δt から(t +Δt ) +Δt の間のイオン種の移動量は、高濃度

側タンクからイオン種が ΔQ (0,t )分減少、低濃度側タンク内へはイオン種が ΔQ (L,t )分増加す

るため、その増減した濃度をそれぞれ新たに CliH (t +Δt )、CliL (t +Δt )とすると、浸入量と透過量
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はそれぞれ式(2.3-15)、式(2.3-16)で示される。 
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(2.3-16) 
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ここで、 

VlH：高濃度側タンクの体積 [m3] 

VlL：低濃度側タンクの体積 [m3] 

である。同様に、mΔt から mΔt +Δt の間の浸入量および透過量は式(2.3-19)、式(2.3-20)で与えら

れる。 
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                                                                        (2.3-19) 
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(2.3-20) 
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22) 

 

本解析では任意の Da を設定し、収着バッチ試験結果より導出された KdKを用いて、時間 t = 

0 より所定の時間 t = kΔt まで、k 回のステップの計算を行い、Δt 間の ΔQ (0,t ) および ΔQ (L,t )

を計算することにより、ClKH (t)、ClKL (t )の経時変化（計算値）を導出した。そして、最少二乗法

により透過拡散試験の低濃度側タンク内の濃度（実験値）変化と最もよく合う Da 値を決定し

た。 

なお、当該透過拡散試験では、評価対象イオン種はモンモリロナイト圧縮体以外に焼結フィ

ルターを拡散する。このため、上述した解析によって使用する Da は両フィルター中の拡散の

影響を含んだ値としなければいけない。そこで、式(2.3-23) (30)を用いて導出した Da の値を解析

では用いることとした。なお、フィルター中のイオン種の見かけの拡散係数 Da,i_filt [m2/s]につ

いては、フィルターにイオン種は収着しない（Kd = 0）と仮定し、フィルター中のイオン種の

有効拡散係数 De（4×10-10 m2/s）(31)とフィルターの間隙率 ε（0.4）を用い、Da=De/ε から導出し

た値（1.0×10-9 m2/s）とした。 

 

, _ , _
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 (2.3-

23) 

 

ここで、 

Lmont  ：モンモリロナイト圧縮体の厚さ [m]（＝0.01 m） 

Lfilt  ：フィルターの厚さ [m] （＝0.001 m） 

Da,i_mont ：モンモリロナイト圧縮体中のイオン種 i の見かけの拡散係数 [m2/s] 

Da,i_filt ：フィルター中のイオン種 i の見かけの拡散係数 [m2/s] （＝1.0×10-9 m2/s） 

である。 

 

（４）In-diffusion 試験 

 各試料片中から脱離させた K 量 [mol]については、上述した脱離試験と同様の方法（式(2.3-

6)）で導出した。また、各試料片の乾燥重量の割合からそれぞれの体積を求め、この値で脱離

した K 量を除することで各試料片の単位体積あたりの濃度 C [mol/m3]を導出した。さらに、こ

の濃度分布より、以下の解析方法によって Da を求めた。 

 まず、一次元の Fick の第 2 法則は、 

 

C C
Da

t x x

   
  

   
 

(2.3-

24) 

 

と表される。ここで 

 

C  ：単位体積あたりの濃度 [mol/m3] 
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x  ：拡散源からの距離 [m] 

Da：見かけの拡散係数 [m2/s] 

t  ：拡散時間 (s) 

 

である。Da が拡散源からの距離 x に依存せず、一定であるとみなすと、式 (2.3-24)は、 

 

2

2

C C
Da

t x

 


 
 

(2.3-

25) 

 

となる。本試験では、K が試料の末端に達しないように拡散時間を設定したので、体系の長さ

は無限遠と考えることができる。また、塗布したトレーサーの量が極めて微量であることから、

薄膜拡散源からの拡散と見なすことができる。従って式(2.3-25)を解くにあたり、初期条件およ

び境界条件を以下のように設定した。 

 

初期条件； C ( 0, 0 ) = ∞ 

      C ( x ,0 ) = 0, |x|>0 

境界条件； C ( , t ) = 0, t 0 

 

この条件下で式(2.3-25)の解は、  

 

2

( , ) exp
42

M x
C x t

DatDat

 
  

 
 

(2.3-

26) 

 

となる(29)。ここで M は拡散源の総量で、 

 

x

x
M Cdx




   

(2.3-

27) 

 

と表される。 

式(2.3-27)の両辺の自然対数をとると、 

 

2

ln , ln
4 2

x M
C A A

Dat Dat
    

(2.3-

28) 

 

となる。式(2.3-28)から横軸に x2、縦軸に lnC をとり、濃度分布を最小自乗法により最適化して

得た直線において、拡散時間 t における勾配 -1/4Dat から拡散係数を得た。 
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2.3.4 結果と考察 

（１）収着バッチ試験 

収着バッチ試験結果として、浸漬溶液の初期および平衡後の K 濃度、一般的な Kd 導出式(2.3-

1)、およびイオン交換を考慮した Kd 導出式(2.3-5)を用いて求めた KdK値を表 2.3-3 に示す。導

出された KdK 値は、いずれも NaCl 濃度が高くなるほど小さくなる傾向が見られた。しかしな

がら、Ca の Kd とは異なり、両者の値は一致しなかった。 

 

表 2.3-3 収着バッチ試験結果 

 

 

この原因として、一週間という試験期間では短く、平衡に達していない可能性も考えたが、

「式(2.3-1)から導出される KdK値」は「式(2.3-5)から導出される KdK値」より大きく、さらに K

が収着してもその差は大きくなることが想定される。また、後述するように、式(2.3-1)から導

出された KdK値を用いて 63 日目までの透過拡散係試験を良く再現出来た。以上のことから、こ

の仮説は正しくないと考えられる。そこで、式(2.3-5)で用いた平衡定数 K が 1 ではなかった可

能性を考えた。「式(2.3-1)から求めた KdK値」と「式(2.3-5)から求めた KdK値」が同値となるた

めの平衡定数 K を導出したところ、各ケースの平衡定数 K は、4.6（ケース 1）、5.7（ケース 2）、

5.5（ケース 3）となった。これら値をばらつきが小く、定数として良いかどうかについては上

記 3 ケースのみのデータからは判断することは難しい。今後異なる NaCl 濃度条件で収着バッ

チ試験を行い、平衡定数 K が一定値とり、式(2.3-1)から導出された KdK値と同値になるかを確

認する必要がある。一方、KdK 値が一致しなかったことについては、K のモンモリロナイトへ

の収着はイオン交換反応だけでは説明出来ないことが原因の可能性もある。2.2.3 でも記したと

おり、一般に、2：1 型鉱物でも負電荷密度が高いバーミキュライトなどでは、その特徴的な構

造により層間に K+や Cs+、NH4
+などを強く吸着（固定）することが知られている(26)。K のモン

モリロナイトへの収着においても一部固定が起こっているとすれば、この KdK値の相違を説明

出来るかもしれない。 

 

（２）脱離試験 

ケース 1、2 の収着バッチ試験終了後の溶液は、遠心分離しても液相と固相がきれいに分離す

ることが出来ず、目視でも確認できるほど上澄み溶液に固相が混合していた。そのため、脱離

試験は収着バッチ試験後に固相の損失がほとんどないケース 3 のみで行うこととした。脱離試

験結果として、1～4 回目の脱離試験後の平衡溶液中の K 濃度、およびこれら結果と式(2.3-6)か

ら導出したモンモリロナイト試料から脱離した K 量 [mol]を表 2.3-4 に示す。また収着バッチ

試験結果と以下の式(2.3-29)から導出されたモンモリロナイト試料に収着していた K 量（MK’） 

[mol]、および脱離割合（＝脱離した K 量／収着していた K 量）も併せて示す。 

[ml] [g] [mol/L] [mol/L]

1 0.1021 0.0018 0.042 0.011

2 0.1018 0.0026 0.0018 0.048 0.011

3 0.1007 0.0018 0.049 0.011

1 0.1019 0.0022 0.017 0.004

2 0.1000 0.0026 0.0021 0.021 0.004

3 0.1002 0.0021 0.021 0.004

1 0.1003 0.0023 0.011 0.002

2 0.1002 0.0025 0.0022 0.013 0.002

3 0.1011 0.0023 0.011 0.002

ケース2

0.0025M KCl溶液

+

0.3M NaCl溶液

10 0.020 0.004

ケース3

0.0025M KCl溶液

+

0.5M NaCl溶液

10 0.012 0.002

一般式

式(2.3-1)から求めたKd K

イオン交換を考慮した

式(2.3-5)から求めたKdK

[m3/kg] [m3/kg]

ケース1

0.0025M KCl溶液

+

0.1M NaCl溶液

10 0.047 0.011

試験ケース Run
試験液量

ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ

重量

初期溶液
K濃度

平衡後
K濃度
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0K K KM C C V  ・  
(2.3-

29) 

 

ここで、 

C0K：収着バッチ試験に用いた溶液の初期 K 濃度 [mol/L]  

CK：収着バッチ試験終了後（平衡後）溶液の K 濃度 [mol/L] 

V：収着バッチ試験に用いた溶液の体積 [L] （= 0.01 L ） 

である。 

 

表 2.3-4 脱離試験結果 

試験ケース Run 

脱離試験後 K 濃度 

[mol/L] 

脱離した

K 量 

（MK） 

[mol] 

収着して

いた K 量

（M’K）

[mol] 

脱離 

割合 
1 回目 2 回目 3 回目 4 回目 

ケース 3 

0.0025 M KCl 溶液

＋0.5 M NaCl 溶液 

1 3.4×10-4 3.7×10-5 ― ― 1.2×10-6 2.6×10-6 45% 

2 3.9×10-4 4.5×10-5 ― ― 1.8×10-6 2.8×10-6 63% 

3 4.8×10-4 8.2×10-5 8.3×10-6 ― 2.9×10-6 2.6×10-6 112% 

 

脱離試験の結果、Run1、2 については、脱離割合がそれぞれ 45、63％と低い割合となったが、

Run3 については、112％と脱離量が収着量を上回る結果となった。この原因としては、収着バ

ッチ試験後に残存していた液相（K 濃度 0023 mol/L 程度、0.1 mL）中の K 量が多く（収着して

いた K 量と同程度）、バックグラウンドが大きかったこと、また、1 回目の脱離試験後の平衡溶

液を 110 倍に希釈して測定したことによる誤差の影響等が考えられる。そのため、1 M の NH4Cl

溶液を用いてモンモリロナイトに収着した K を全て脱離可能かどうかについては、本試験結果

からは分からなかった。そこで、In-diffusion 試験結果の検討においても、初期に塗布した K 量

と脱離したKの総量を比較することにより、当該脱方法の妥当性について検討することとした。 

 

（３）透過拡散試験 

透過拡散試験により得られた高濃度側および低濃度側タンク内の K 濃度（実験値）の経時変

化（拡散期間 63 日まで）を図 2.3-3 に示す。また、これら経時変化の図には 2.3.3（３）で示し

た解析方法（最小二乗法）により、低濃度側タンク内の K 濃度（実験値）と最もフィットした

Da を用いた計算値も併せて示す。なお、本解析では一般的な方法（式(2.3-1)）から導出した Kd

値を用いた。計算に使用した保持因子αと見かけの拡散係数 Da に係るパラメータを表 2.3-5 に

示す。 

図 2.3-3 に示したケース 1～3 の透過拡散試験結果（実験値）では、高濃度側タンク内の K

濃度の減少、および低濃度側タンク内の K 濃度の増加が確認された。また、NaCl 濃度が高い

ケースほど、高濃度側の減少率が小さくなる傾向が見られたが、低濃度側の増加率については

63 日までのデータではケース間で有意な違いは見られなかった。 

低濃度側タンク内の K 濃度の経時変化へのフィッティングより求めた Da 値は、(1.6～2.0)×

10-11 m2/s となり、ほぼ一定の値となった。また、低濃度側 K 濃度変化から得られた Da 値を用

いて計算した高濃度側タンク内の K 濃度は実験値を再現していた。これら結果は、塩水系地下
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水を想定した比較的イオン強度の大きな条件（NaCl 溶液濃度 0.1～0.5 M）では、ベントナイト

系人工バリア中の K の Da 値は一定であること、および、モンモリロナイトへ収着性を示す K

の拡散についても Da 拡散モデルが適用可能であることを示している。 

 

 

 

図 2.3-3 高濃度および低濃度側タンク内の K 濃度の経時変化（実験値と計算値の比較） 

 

 

表 2.3-5 K の透過拡散試験を模擬した計算に使用したパラメータ 

元素 ケース 

保持因子に係るパラメータ 見かけの拡散係数に係るパラメータ 

収着分配係数 

Kd  [m3/kg]※1 

計算に使用 

した α[-]※2 

ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ圧縮体中の

見かけの拡散係数 

Da,K [m2/s] ※3 

計算に使用した 

Da [m2/s] ※4 

K 

1 0.047 4.8×101 1.6×10-11 2.0×10-11 

2 0.020 2.1×101 1.7×10-11 2.0×10-11 

3 0.012 1.3×101 2.0×10-11 2.3×10-11 

  ※1  本年度実施した収着バッチ試験結果から式(2.3-1)を用いて導出した値である（表 2.3-3 参照）。 

※2  式(2.3-9)から導出した値。また、本計算では、高濃度側および低濃度側タンク内溶液と接するモ

ンモリロナイトの保持因子は同一の値を使用した。 

※3 低濃度側タンク内の K 濃度（実験値）と最もフィットした Da 値 

※4 式(2.3-23)から導出した値。 
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高濃度側（計算値）
低濃度側（計算値）

ケース1

NaCl濃度：0.1M

計算に使用した値

Da ： 2.0×10-11 m2/s

（Da,K： 1.6×10-11 m2/s）

α ：4.8×101

（Kd : 0.047 m3/kg）
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高濃度側（計算値）
低濃度側（計算値）

ケース2

NaCl濃度：0.3M

計算に使用した値

Da ： 2.0×10-11 m2/s

（Da,K： 1.7×10-11 m2/s）

α ：2.1×101

（Kd : 0.020 m3/kg）
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高濃度側（計算値）
低濃度側（計算値）

ケース3

NaCl濃度：0.5M

計算に使用した値

Da ： 2.3×10-11 m2/s

（Da,K： 2.0×10-11 m2/s）

α ：1.3×101

（Kd : 0.012 m3/kg）
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（４）In-diffusion 試験 

In-diffusion 試験結果として、各試料片の湿潤重量、1～4 回目の脱離操作後の平衡溶液中 K 濃

度を表 2.3-6 に示す。また、湿潤重量の割合から求めた試料片体積、拡散距離（x：塗布面から

試験片中心までの距離）、および当該 K 濃度から求めた脱離した K 量、単位体積当たりの K 濃

度（C）も併せて示す。拡散時間（約 5 日間）は Run1、Run2 で、それぞれ 431,340 [s]、436,140 

[s]であった。 

また、表 2.3-6 で示した拡散距離（x）の 2 乗に対する単位体積当たりの K 濃度（C）の自然

対数（ln C）を取り、その傾きから式(2.3-28)を用いて Da を導出した（図 2.3-4）。Run1、Run2

の結果から得られた Da は、それぞれ 4.1×10-11 [m2/s]、5.0×10-11 [m2/s]となった。 

 

 

表 2.3-6 In-diffusion 試験結果 

Run 
試料

片 

湿潤 

重量 

[g] 

重量 

割合 

[－] 

体積 

[×10-7 m3] 

拡散 

距離 

（x） 

[×10-3 m] 

脱離操作後 K 濃度 

[×10-4 mol/L] 脱離した

K 量 

[×10-6 mol] 

単位体積

当たりの

K 濃度

（C） 

[mol/m3] 

1 回

目 

2 回

目 

3 回

目 

4 回

目 

1 

1 0.597 0.060 3.74 0.599 1.11 0.35 0.12 ― 1.14 3.06 

2 0.761 0.076 4.77 1.960 1.35 0.47 0.16 ― 1.43 3.00 

3 0.472 0.047 2.96 3.197 0.76 0.23 0.08 ― 0.77 2.61 

4 0.563 0.056 3.53 4.235 0.75 0.24 0.08 ― 0.77 2.19 

5 0.600 0.060 3.76 5.401 0.70 0.25 0.09 ― 0.75 1.99 

6 0.474 0.047 2.97 6.478 0.40 0.15 ― ― 0.42 1.43 

7 0.622 0.062 3.90 7.577 0.45 0.18 ― ― 0.50 1.28 

8 0.440 0.044 2.76 8.642 0.24 0.10 ― ― 0.27 0.98 

9 0.220 0.022 1.38 9.304 0.09 ― ― ― 0.09 0.66 

10 0.945 0.095 5.93 10.473 0.40 0.21 ― ― 0.49 0.82 

残り 4.277 0.429 26.84        

計 9.969 1.000 62.56      6.64  

2 

1 0.916 0.091 5.75 0.911 1.86 0.69 0.23 0.08 2.02 3.50 

2 0.577 0.057 3.62 2.396 1.02 0.37 0.11 ― 1.08 3.00 

3 0.788 0.078 4.94 3.753 1.09 0.46 0.14 ― 1.22 2.47 

4 0.403 0.040 2.53 4.937 0.44 0.19 ― ― 0.50 1.98 

5 0.594 0.059 3.73 5.928 0.52 0.24 0.06 ― 0.60 1.60 

6 0.418 0.042 2.62 6.934 0.34 0.12 ― ― 0.36 1.36 

7 0.486 0.048 3.05 7.833 0.34 0.13 ― ― 0.38 1.23 

8 0.543 0.054 3.41 8.855 0.36 0.12 ― ― 0.37 1.09 

9 0.618 0.061 3.88 10.009 0.34 0.13 ― ― 0.37 0.95 

10 0.581 0.058 3.65 11.202 0.27 0.10 ― ― 0.29 0.79 

残り 4.133 0.411 25.94        

計 10.06 1.000 63.11      7.19  
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図 2.3-4 In-diffusion 試験結果および傾きから導出した Da 

（初期 K 濃度を考慮した補正無し） 

 

In-diffusion 試験結果から得られた Da 値と透過拡散試験から得られた Da 値は数倍の違いがあ

った。この原因としては、試料として用いたクニピア F に交換性陽イオンとして含まれてい

た K（2％程度(27)）が、1M の NaCl 溶液を用いた精製過程で完全に取り除けず、拡散開始前か

らモンモリロナイト試料に K が収着していたことが原因の可能性がある。すなわち、In-

diffusion 試験では、移行した K だけではなく拡散試験初期から存在する K も一緒に脱離した

ため、移行した K 量を過大に評価してしまい、その結果、式(2.3-28)を用いた計算で用いる

（x2に対する ln C の）傾きが小さくなってしまった可能性がある。この仮説は①表 2.3-6 に示

した「脱離した K 量」の合計（6.6×10-6 mol +7.2×10-6 mol = 1.4×10-5 mol）が塗布した K 量

（0.5 M ×10μL ×2 run = 1×10-5 mol）より上回っていること、②図 2.3-4 に示したプロット

の傾きは拡散距離が大きくなるにつれて小さくなっている（C の自然対数は拡散距離の 2 乗に

対して良い直線性を示していない）こと、③各試料片から脱離した K 量から求めた K 型化率

は塗布面側で 0.28％、10 カット目で 0.06％程度であり、クニピア F の 2％より十分小さい値

であることから、可能性が十分考えられる。なお、膨潤過程において、特級 NaCl（関東化学

製）で作成した 0.5M の NaCl 溶液中に微量の K が含まれていた可能性も考えたが、実際に当

該溶液中の K 濃度を測定したところ、K は検出されず（0.1 ppm 以下であり）、この可能性は

除外された。さらに、10 カット目までの試料中の K 量が塗布した K 量と同じとなるために

は、拡散試験開始前（膨潤操作後）におけるモンモリロナイト試料中の K 濃度が 0.53 mol/m3

（K 型化率に換算すると 0.05％程度）である必要がある。仮に、この濃度を実際の濃度から差

引いて補正した K 濃度 C’を用いて x2対 ln C’のグラフを描き、直線性が認められる範囲

（Run1 では 8 カット目までの拡散距離 9 mm 以下、Run2 では 6 カット目までの拡散距離 7 

mm 以下）の傾きから Da を導出した。その結果、Run1、Run2 の Da は、それぞれ 2.4×10-11 

[m2/s]、2.1×10-11 [m2/s]となり、透過拡散試験から導出された Da と近い値となった（図 2.3-

5）。 
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ln C = -14163×x2 + 1.0723
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Run 2 拡散時間：436,140 s

傾きから導出したDa：5.0×10-11 m2/s

ln C = -11521×x2 + 1.0419
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図 2.3-5 In-diffusion 試験結果および傾きから導出した Da 

（初期 K 濃度を考慮した補正有り） 

 

以上のことから、K の In-diffusion 試験ではモンモリロナイト試料中に初期から含まれる K の

影響を考慮した補正を行った上で Da を導出しなければいけいない可能性がある。また、この

ように導出した Da は透過拡散試験から得られた Da とほぼ同等の値である可能性が示され、

NaCl 濃度 0.1～0.5 M の範囲における K の Da は約 2×10-11 m2/s である可能性が高い。しかしな

がら、式(2.3-28)を用いて Da を導出するためには、トレーサーが極微量であり、かつ、そのト

レーサー全量がどの場所でも一定の拡散係数で移行することが大前提であることを忘れてはい

けない。本試験条件が上記前提を満たしているのかも含め、試験方法の妥当性については、引

き続き確認する必要がある。 

 

2.3.5 まとめと今後の課題 

本年度は、セメント系材料から初期に溶出され、ベントナイト系人工バリアの変質に大きく

影響すると考えられるアルカリ成分の一つであるにも関わらず、拡散データがほとんど取得さ

れていない K について試験を行い、Da データの拡充を図ることにした。 

まず、これまで確立してきた Da 拡散係数評価方法に必要な収着分配係数（Kd）を取得する

ため、Na 型モンモリロナイト試料に対する K の収着バッチ試験を実施し、0.1、0.3、0.5 M の

NaCl が共存する条件下の K の Kd 値として、それぞれ 0.047、0.020、0.012 m3/kg という値を得

た。また、同条件における透過拡散試験も行い、その結果と当該評価手法による計算値のフィ

ッティングから、モンモリロナイト密度 1,000 kg/m3、25°C の条件下におけるモンモリロナイト

圧縮体中の K の Da として、(1.6～2.0)×10-11 m2/s という値を得た。さらに、0.5 M の NaCl 共存

条件における In-diffusion 試験も試験的に行った。その結果、K の In-diffusion 試験ではモンモリ

ロナイト試料中に初期から含まれる K の影響を考慮した補正を行った上で Da を導出しなけれ

ばいけいない可能性が示された。また、このように導出した Da は透過拡散試験から得られた

Da とほぼ同等の値である可能性が示され、NaCl 濃度 0.1～0.5 M の範囲における K の Da は約

2×10-11 m2/s である可能性が高い。 

今後は、透過拡散試験では Da の取得が困難な（Kd が大きくなり、K が試料を透過しない可

能性がある）低イオン強度の範囲も含む、異なる NaCl 濃度条件下で同様の In-diffusion 試験を

行い、K の Da のイオン強度依存性について調べることが重要となる。また、その際、初期試

料（Na 型モンモリロナイト試料）に含まれる K 量の同定、および 1 M の NH4Cl 溶液を用いた

K の脱離方法の妥当性確認も行う必要もある。 
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 MC-BUFFER の改良および試算 

2.4.1 これまでの実施事項、本年度の目的、実施概要 

Da 拡散モデルを用いたベントナイト系人工バリア中の化学環境解析を実施するためには、

当該モデルを MC-BUFFER に導入する必要がある。そこで最初に、MC-BUFFER に Da 拡散モ

デルを導入するための留意点を下記のように整理した。 

 

Da 拡散モデル導入における留意点の整理 

① 実験により得ることが可能なのは元素の拡散係数であること、また、収着分配係数につ

いても通常元素ごとに設定されていることから、移行計算については、イオン種ごとで

はなく、元素ごとの計算を行うこととする。 

② ベントナイト系人工バリア中の（拡散による）物質移行計算を Da 拡散モデルに変更す

る。具体的には、元素ごとに Da を設定し、単位体積当たりの元素濃度（Cb）勾配によ

る移行を評価出来るように改良する。 

③ 現行の MC-BUFFER の移行計算では、1 回に 1 つの元素に対する評価しか出来ないた

め、異なる拡散係数の元素の移行を評価するには複数回の計算を行い、最後に統合させ

る必要がある。しかしながら、全ての元素について拡散係数をセットするのは困難であ

り、類似性が認められる元素については、代表的な元素と同じ値を用いることが想定さ

れる。そこで、類似性があり、同一の拡散係数を与えることが出来る元素で群を構成し、

群ごとに移行計算を行うことで、移行計算の回数を減少させる等の工夫を図ることとす

る。 

④ 地下水やその他のバリア材との界面におけるベントナイト系人工バリア中の Cb（境界

条件）は、地下水中（またはその他のバリア材を通過後の浸出溶液）の元素濃度 Clと保

持因子αを用いて、「Cb = αCl」で設定する。 

⑤ 化学環境解析では解析体系中の電荷バランスを取る必要がある。そのため、元素が各々

の Da で拡散する当該モデルを用いた拡散評価においては、移行計算後に場の電荷バラ

ンスを調整する必要がある。その方法の一例としては、モンモリロナイト中に多量にあ

ると想定される Na+イオンで電荷バランスを調整する方法が考えられる※3（この場合、

Na+イオンの拡散は計算しない）。なお、電荷バランスの調整の際にはモンモリロナイト

の負電荷（永久電荷）も考慮する必要がある。 

                                                      

※2 ベントナイト系人工バリアのバリア機能特性は、主成分であるモンモリロナイトによって決

定される。現在我が国の地層処分等において使用が想定されるベントナイトに含まれるモン

モリロナイトは Na 型であり、交換性陽イオンとして Na+イオンが豊富に存在し、負電荷とな

っているモンモリロナイトに収着していると考えられる。本検討では、この豊富に存在する

Na+イオンで電荷バランスの調整を行うこととする。なお、モンモリロナイトの Ca 型化が進

んだ状態においては Na+イオンで電荷バランスをとることは適切でないが、ここではモンモリ

ロナイト中に Na+イオンが多量に存在する条件であることを前提とし、検討を進めることとし

た。当該方法の是非については、検証計算の結果を踏まえ、引き続き検討する必要があると

考えられるが、飽和した 1,000kg/m3のモンモリロナイト圧縮体 1 L 中には、水 0.6 L、モンモ

リロナイト 1 kg があり、CEC を考慮すると Na は約 1 mol、すなわち水量当たりの濃度は 1.67 

mol/L が存在する。pH10 で OH-濃度は 10-4 mol/L（H+は 10-10 mol/L）しかないので、当該圧縮

体中では Na が自由に動き、Na で電荷バランスを調整するという考えは、pH で電荷バランス

を調整するとするより、妥当であると考えられる。 
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⑥ これまで MC-BUFFER のプログラムにおいては固相への収着は考慮しておらず、物質

移行および地球化学反応計算では、間隙水中濃度を使用してきた。しかしながら、地球

化学反応計算で間隙水中濃度を用いることの妥当性は明らかになってはいない。そこで、

固相に収着した状態の拡散も考慮した Da 拡散モデルでは、移行計算で使用する単位体

積当たりの元素濃度（Cb）を、適切な地球化学反応計算で用いる濃度に変換する必要が

ある。 

⑦ Da は温度、有効モンモリロナイト密度等、αはイオン強度、温度、モンモリロナイト

割合等に依存すると考えられることから、将来的にはその関係性の定式化を図る予定で

ある。そのため、これらパラメータの設定については、定数またはモデル式の選択がで

きるようにする。また、その選択肢の一つとして式(2.3-9)（α = ε+ρbKd）を設定でき

るようにする。 

⑧ Da 拡散モデルだけではなく、これまでの拡散評価モデルも使用可能とするため、どち

らのモデルを使用するかを選択できるようにする。 

 

Da 拡散モデルを導入するための MC-BUFFER の大きな改良点としては、上記留意点を踏

まえ、元素または群ごとに Da を設定すること（留意点②、③に関連）、Na+イオンで電荷バ

ランスを調整すること（留意点⑤に関連）、地球化学反応計算で用いる濃度の選定・変換（留

意点⑥に関連）が考えられ、これまでこの 3 点に係る検討を実施した。また、その妥当性を

確認するため、MC-BUFFER プログラムの修正、および検証を実施し、コードが要素ごとには

正常に動くことを確認した。図 2.4-1 にこれまでの検討を含めた MC-BUFFER の処理フローを

示す。上記検証の結果、複数の元素をそれぞれの Da で移行させる計算を実施する場合、電荷バ

ランスを Na で調整する方法が妥当である可能性が示された（図 2.4-2）。また、どのような濃度

が地球化学反応計算で用いる濃度に適切なのかを検討することを念頭に、Da 拡散モデルに

おける移行計算で使用する単位体積当たりの元素濃度 Cbを、以下の 3 つの方法（ⅰ～ⅲ）か

ら選択し、地球化学反応計算で用いる濃度に変換できるようにした。 

ⅰ）単位体積当たりの元素濃度 C そのままを用いる。 

ⅱ）ステップごとに計算される間隙率で C を除することで間隙水中濃度 cpに変換する。 

ⅲ）初期間隙率で C を除することで間隙水中濃度 cpに変換する。 

しかしながら、平成 28 年度までの検討では、各要素の連成はなされておらず、また、物質

移行解析部分のみの修正であった。そのため、Da 拡散モデルで移行計算した結果を地球化学

反応解析に反映させるといった一連の物質移行-変質連成解析までは MC-BUFFER で実行す

ることが出来なかった。 
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図 2.4-1 MC-BUFFER の処理フロー 

 

Da 拡散モデルの導入に際して検討が必要と考えられる範囲 
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図 2.4-2 電荷バランスの調整方法概念図 

 

本年度は、これまで個別に検討していた「Da 拡散モデルの MC-BUFFER への導入に係る要素

ごとの修正」を連成させるとともに、Da 拡散モデルで移行計算した結果を地球化学反応解析

に反映出来るように MC-BUFFER の改良を行った。また、塩水系地下水を想定した一連の物質

移行-変質連成解析を、ベントナイト系人工バリア領域を対象として試験的に実施し、Da 拡散モ

デルを部分的に導入した MC-BUFFER の動作確認、および課題等について検討した。 

 

2.4.2 解析コードの改良 

MC-BUFFER に Da 拡散モデルを導入するため、これまで実施してきた要素ごとの上記修正

（元素ごとの Da の設定、同一の Da を設定する複数の元素群の構成、元素群ごとの移行計算、

モンモリロナイトの負電荷も考慮した電荷バランスの調整、地球化学反応計算で用いる濃度の

設定に係るもの）を連成させた。また、Da 拡散モデルで移行計算した結果を地球化学反応解析

に入力出来るようにプログラムを修正し、一連の物質移行-変質連成解析が MC-BUFFER で実行

可能とするための改良を行った。 

 

2.4.3 試解析に係る解析体系、解析ケース、解析条件・モデル 

本年度はこの改良した MC-BUFFER を用いて、塩水系地下水を想定したベントナイト系人工バ

リア領域の物質移行-変質連成解析を試験的に実施した。解析条件、解析ケース等を以下に記す。 

 

   

 

 

セル内組成 
（元素ごとの拡散係数で移行し、 

電荷バランスが崩れる。） 

nセル n-1セル n+1セル 

物質移行 物質移行 

固相との反応

計算の前に 

 

電荷バランス調整計算

（phreeqc） 

 
セル内の平衡計算 

（Naに chargeをつける） 

 

電荷バランス調整後のセル内移行成分

と固相との反応計算（phreeqc） 

固相との反応後のセル内

組成を用い、次ステップの物

質移行計算を行う 

 
SOLUTION 1  

TEMP 25.000000 

pH 8.03462 

pe -4.  

UNIT mol/kgw 

Na 0.069173  charge 

K 0.0015003 

Ca 0.0050342 

Mg 0.0011974 

C 0.01281  

S 0.0034564 

Cl 0.063182  

Al 0.000014158  

Si 0.0007261 

Y- 0.001 
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解析体系は図 2.4-3 に示すとおり、ベントナイト系人工バリア領域（砂-ベントナイト（3：7）

混合圧縮体を想定）のみの１次元体系とし、メッシュ間隔は 0.1 m とした。境界条件について

は、片側が塩水系地下水とセメント系材料が接触したことを想定し、左側の濃度固定条件を Na

リッチなセメント平衡水の組成とし、右側を反射境界条件とした。評価時間は 100 年後までと

し、タイムステップは 0.05 年とした。また、温度については全ての領域で 25°C とした。 

解析ケースとしては、従来の有効拡散係数を用いた拡散モデル（De 拡散モデル）と Da 拡散

モデルが比較できるケースを設定するとともに、Da 拡散モデルにおける電荷バランスの調整方法

の検討を行うため、電荷バランスを Na で調整するケースと、pH で調整するケースを実施すること

とした。本解析で設定したケースを表 2.4-1 に示す。 

左側の濃度固定境界とした Na リッチなセメント平衡水組成の設定(32)を表 2.4-2 に、固相の鉱

物モデル（1 次鉱物、2 次鉱物の設定(33)）を表 2.4-3 にそれぞれ示す。なお、Da 拡散モデルを用

いたケース 2、3 では、交換性陽イオンおよびモンモリロナイトの負電荷分として、Na 濃度、

当該負電荷（Y-）を単位体積濃度にそれぞれ 0.5 mol/L 上乗せした状態を初期鉱物濃度とした。

また、地球化学反応解析では、モンモリロナイトと Quartz 以外の鉱物の変質は瞬時平衡による

ものとした。本解析で使用したベントナイト変質モデル、Quartz 溶解速度モデルを式(2.4-1)、

式(2.4-2)に示す。また、瞬時平衡計算では、Spron-JNC(34)をベースとし、CSH ゲルについては A. 

Atkinson(35)によるデータを考慮した熱力学データベースを使用した。 

また、従来の De 拡散モデルを用いた移行計算では、式(2.4-3)を使用した。一方、Da 拡散モ

デルでは 2.2.2 で設定した試作版 Da データセットを使用することとした。ただし、境界におけ

る液相濃度と単位体積あたりの濃度の変換パラメータである保持因子αの設定は現在 MC-

BUFFER に導入していないため、本年度の解析ではα＝1.0 とした（ただし、Na と Y-につい

ては、本解析では初期の固相単位体積濃度にそれぞれ 0.5 mol/L を上乗せしているため、これら

のαは計算上 1.45（＝1.6/1.1）、∞（＝0.5/0）としたことになる）。当該設定では、モンモリロナ

イトへの陽イオンの収着を低く見積もっているとともに、陰イオン排除効果を考慮していない

ため、陽イオンの濃度勾配を過小に、陰イオンの濃度勾配を過大に評価することになる。さら

に、現行の MC-BUFFER では、pH（H+、OH-イオン）の物質移行計算は行えない。そのため、

Na で電荷バランスを取るケースにおいては、1 回の計算ステップでの pH の変化は小さい（移

行しない）と考え、電荷バランス調整では移行計算前の pH を設定した。なお、地球化学反応

計算では、単位体積当たりの元素濃度 C を用いた。 

 

 

図 2.4-3 解析体系（ベントナイト系人工バリア領域のみ） 

 

 

 

 

ベントナイト系人工バリア 

（ベントナイト：ケイ砂＝７：３） 

乾燥密度：1,600 kg/m3 

1.0 m 

液相固定境界 反射境界 
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表 2.4-1 解析ケース 

ケース１ 従来の De 拡散モデルを使用（全ての元素が同じ De で移行） 

ケース２ Da 拡散モデルを使用（Na で電荷バランスを調整） 

ケース３ Da 拡散モデルを使用（pH で電荷バランスを調整） 

 

 

表 2.4-2 液相固定境界の組成(32) 

Naリッチなセメント平衡水 

元素 mol/L 元素 mol/L 

OH- 1.0 (pH14) Al 2.6×10-3 

Na 1.1 Si 2.9×10-2 

Ca 2.5×10-5  

 

 

表 2.4-3 固相の鉱物モデル（1 次鉱物、2 次鉱物の設定）(33) 

鉱物 初期 wt% 鉱物 初期 wt% 

Na-Mont 34.3 Chukanovite 0 

Quartz 26.6 CSH(1.8), CSH(1.5), CSH(1.3), 

CSH(1.1), CSH(0.9), 

CSH(0.833), CSH(0.6), 

CSH(0.4) 

0 SiO2 30.0 

Analcime 2.1 

Calcite 1.75 FriedelSalt 0 

AFm 0 Gibbsite 0 

AFt 0 Goethite 0 

Analcime 0 Greenalite 0 

AS2H2 0 Gypsum 0 

AS4H 0 HT 0 

Berthierine 0 Kaolinit 0 

Brucite 0 Lmt 0 

C3AH6 0 Magnetite 0 

C3ASH4 0 Melanterite 0 

Ca(OH)2 0 Sepiolit 0 

Calcite 0 Siderite 0 
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・モンモリロナイトの溶解速度式 

RA = 3500 (aOH-)1.4 e - 51000 / RT 

 

 RA：溶解速度(kg m-3 s-1) 

 aOH-：OH-活量(mol dm-3) 

 T：温度(K) 

  R：気体定数(8.314 Jmol-1 K-1) 

(2.4-1) 

 

 

 

 

 

 

・Quartz の溶解速度式 

R = k A (aH+)n (1 - Q/K) 

 

 log k：quartz の速度定数（= -13.8（70°C））(mol/m2/s) 

 A：quartz の表面積（= 9.53×103）(m2/m3) 

 aH+：H+の活量 

 n：定数（= -0.55（70°C））(-) 

 Q/K：quartz の飽和指数（Q：イオン活量積、K：平衡定数） 

(2.4-2) 

 

 

 

 

 

 

 

・ベントナイト中におけるアルカリ拡散係数式 

De = 5.0×10-7 φ2.1 e(-18600/RT) 

 

 De：有効拡散係数(m2 s-1) 

 φ：間隙率(-) 

 T：間隙水の絶対温度(K) 

 R：ガス定数(8.31kJ mol-1 K-1) 

(2.4-3) 

 

 

 

 

 

 

2.4.4 解析結果、考察、今後の課題 

各ケースの解析結果（1, 10, 100 年後の固相および液相組成分布）を図 2.4-4～図 2.4-6 に示す。 

まず、従来の De 拡散モデルを用いたケース 1 と同様に、Da 拡散モデルを用いて評価したケ

ース 2 およびケース 3 も一連の物質移行-変質連成解析が止まらずに、100 年間は正常に動くこと

を確認することが出来た。 

また、pH で電荷バランスを調整したケース 3 では、ケース 1 と同様、Na リッチなセメント

平衡水境界側からアルカリ成分が供給され、変質は当該境界側から進行する結果となり、現実

的な傾向を示した。一方、Na で電荷バランスを調整したケース 2 では、当該境界付近（0.1～

0.2 m の範囲）で pH が酸性側にふれてしまう結果となった。 

これは、MC-BUFFER では元素の移行計算後の電荷バランスは、組み込まれている PREEQC

コードで調整しているが、現行のコードでは OH-の移行は直接計算することが出来ず、前者（ケ

ース 1 とケース 3）では pH で調整したことが起因している。すなわち、本解析体系では、セメ

ント平衡水の Na 濃度が高いため、左側から Na+が供給されることになるが、前者では浸入した

Na+で崩れた電荷バランスを OH-を追加して補うことになり、結果として pH が上昇することに

なる。なお、ケース 1 では、OH-以外の元素を同じ拡散係数で移行させており、当該方法で電荷

バランスを調整しているため、結果として OH-の移行を間接的に計算していることになってい
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る。また、ケース 1 とケース 3 を比較すると、ケース 1 では SiO2、Quartz が溶解することによ

って 0.1 m 地点の間隙率が 100 年後で 0.67 程度まで上昇しているのに対し、ケース 3 では間隙

率に大きな変化は見られなかった。これは、ケース 3 ではモンモリロナイトの交換性陽イオン

である Na を初期の液相から考慮しているため、液相固定境界との Na 濃度勾配がケース 1 に比

べ小さく、結果としてNaの浸入量が少なくなり、pHの上昇が抑えられたためだと考えられる。 

一方、後者では、OH-の移行を計算せずに（場の pH を変えずに）、電荷バランスを Na で調整

したため、移行計算後における場の陰イオンの量の不足分を、Na 量を減らすことでバランスさ

せたことになる。そして、その状態で化学反応解析を行うと鉱物が溶解した場所では pH が下

がることになる。これが 0.1～0.2 m の範囲で pH が酸性側にふれた原因の一つと考えられる。

さらに、ケース 2 では、0.2 m 以降の範囲で Na、Si、C が経時的に増加し、これら元素は負の

方向に濃度勾配がついてしまったことも非現実的である。こちらの根本的な原因については明

らかにはなってはいない。 

また、場の pH を決定する要因として Si の存在による影響が考えられる。これは全てのケー

スにおいて pH の変遷は Si 濃度と相関がありそうだからである。例えば、Si が過飽和であるな

ら、「Si(OH)5
- → Si(OH)4(s) + OH- 」や「Si(OH)5

- + Ca(OH)2(s) → CaSiO3(s)・3H2O + OH-」等

の反応が起こり、pH が上昇することが考えられる。一方、Si が未飽和ならば逆の反応が起こ

り、pH は減少する。このように考えると pH と Si 濃度に相関がみられることは妥当である。 

以上の検討より、Da 拡散モデルを用いた MC-BUFFER の解析は正常に動作することが出来

たが、Na で電荷バランスを調整する方法では、OH-の移行を現状評価出来ていない等のことか

ら、非現実的な（pH が酸性側にふれてしまう、一部の元素に負の濃度勾配がついてしまう）結

果となってしまった。一方、pH で電荷バランスを調整する方法では、従来の De 拡散モデルを

用いた解析と同様、現実的な結果となった。また、pH の変遷は Na 等のアルカリ成分の濃度だ

けではなく、Si 濃度とも相関があることが分かった。このことはベントナイト系人工バリア中の

物質移行-変質連成解析では元素の移行速度の設定（各元素に現実的なかつ固有の拡散係数を与える

こと）が重要である可能性を示している。今後は、OH-の移行を MC-BUFFER で計算可能かどうか

も含め、Na で電荷バランスを調整する方法の是非を検討するとともに、「保持因子αの設定」に係

る検討および MC-BUFFER への導入を行うことが重要である。また、De 拡散モデルおよび Da 拡

散モデルを用いた解析結果を比較し、それぞれの適用性を確認した上で、中深度処分等の安全

審査で使用すべきモデルをどちらにするのか判断する必要がある。 
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固相組成分布（1 年後） 液相組成分布（1 年後） 

  

 

 

固相組成分布（10 年後） 液相組成分布（10 年後） 

  

 

 

固相組成分布（100 年後） 液相組成分布（100 年後） 

 

図 2.4-4 ケース 1 の解析結果（1, 10, 100 年後の固相および液相組成分布） 
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固相組成分布（1 年後） 液相組成分布（1 年後） 

  

 

 

固相組成分布（10 年後） 液相組成分布（10 年後） 

  

 

 

固相組成分布（100 年後） 液相組成分布（100 年後） 

 

図 2.4-5 ケース 2 の解析結果（1, 10, 100 年後の固相および液相組成分布） 
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固相組成分布（1 年後） 液相組成分布（1 年後） 

  

 

 

固相組成分布（10 年後） 液相組成分布（10 年後） 

  

 

 

固相組成分布（100 年後） 液相組成分布（100 年後） 

 

図 2.4-6 ケース 3 の解析結果（1, 10, 100 年後の固相および液相組成分布） 
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 まとめ 

ベントナイトは、炉内等廃棄物の埋設処分システム等の人工バリアとしても使用されること

が想定されており、また、隣接するセメント系材料から溶出するアルカリ成分による変質を評

価するために、これまで整備してきた MC-BUFFER を用いた物質移行-変質連成評価手法が適

用可能と考えられる。そこで本事業では、Da 拡散モデルを用いたベントナイト系人工バリア劣

化に係る評価手法の整備を行うこととした。 

本年度は、ベントナイト系人工バリア劣化に係る物質移行-変質連成評価で対象となるイオン

種に対して固有の Da データセットを整備するため、現状の知見を文献調査等により整理し、

試作版 Da データセットを作成した。また、セメント系材料から初期に多量に溶出され、ベン

トナイト系人工バリアの変質に大きく影響する元素と考えられるにも関わらず、拡散データが

ほとんどない K に対して、塩水環境下における拡散試験等を実施した。さらに、これまで個別

に検討していたDa拡散モデルのMC-BUFFERへの導入に係る要素ごとの修正を連成させるととも

に、一連の物質移行-変質連成解析を可能とするための MC-BUFFER の改良を行った。そして改良し

た MC-BUFFER を用いて、ベントナイト系人工バリア領域を対象とし、塩水系地下水を想定した試

解析を実施し、Da 拡散モデルを部分的に導入した MC-BUFFER の動作確認、および課題等につい

て検討した。 

Da データセットの整備に関しては、基本方針として、MC-BUFFER の現状における入出力形

式を考慮し、元素ごとの Da として整理すること、また、既往文献に記載された Da 値を設定す

ることを基本とするが、Da データがない元素については推定値を設定するとともに、必要に応

じて拡散試験を実施して Da 値を取得することを示した。さらに、25°C 程度かつ健全状態（有

効モンモリロナイト密度 1,000 kg/m3程度）のベントナイト系材料中における Da データセット

をまずは作成すること、また、必要に応じて Da の有効モンモリロナイト密度や温度等に対す

る依存性を考慮した定式化を行うことを示した。そして、以上を踏まえ、本年度は Na、K、Ca、

Mg、N、Fe、Si、B、Cl、F、C、S、Al、P および OH-の Da に係る現状の知見を整理し、試作版

Da データセットを作成した。また、今後の Da 値推定の検討に資するため、各元素の Da 値に

対する自由水中の拡散係数や水和イオン半径等の依存性を調べた。その結果、経験的ではある

が、一部の元素を除き、これらパラメータへの依存性が確認された。 

K に対する試験では、これまで確立してきた Da 拡散モデルに必要な収着分配係数（Kd）を

取得するため、Na 型モンモリロナイト試料に対する収着バッチ試験を実施し、0.1、0.3、0.5 M

の NaCl が共存する条件下の Kd 値をそれぞれ取得した。また、同条件における透過拡散試験も

行い、その結果と当該モデルを用いた評価手法による計算値のフィッティングから、モンモリ

ロナイト密度 1,000 kg/m3、25°C の条件下におけるモンモリロナイト圧縮体中の K の Da とし

て、(1.6～2.0)×10-11 m2/s という値を得た。さらに、0.5 M の NaCl 共存条件における In-diffusion

試験を試験的に行い、K の In-diffusion 試験ではモンモリロナイト試料中に初期から含まれる K

の影響を考慮した補正を行った上で Da を導出しなければいけいない可能性を示すとともに、

このような補正を行って導出した Da は透過拡散試験から得られた Da とほぼ同等の値であっ

たことを示した。今後は、透過拡散試験では Da の取得が困難な低イオン強度の範囲も含む、

異なる NaCl 濃度条件下で同様の In-diffusion 試験を行い、K の Da のイオン強度依存性につい

て調べることが重要であること、その際、初期試料（Na 型モンモリロナイト試料）に含まれる

K 量の同定、および 1M の NH4Cl 溶液を用いた K の脱離方法の妥当性確認等を行う必要がある

ことを示した。 

MC-BUFFER に Da 拡散モデルを導入するため、これまで実施してきた要素ごとの修正を連成さ

せるとともに、Da 拡散モデルで移行計算した結果を地球化学反応解析に入力出来るようにプログ
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ラムを修正し、一連の物質移行-変質連成解析が MC-BUFFER で実行可能とするための改良を行っ

た。また、改良した MC-BUFFER を用いて、ベントナイト系人工バリア領域のみを対象にし、Na リ

ッチなセメント平衡水と片側が接した状態を想定した一連の物質移行-変質連成解析を実施した。

解析ケースとしては、従来の有効拡散係数を用いた拡散モデルを使用したケース（ケース 1）、

および Da 拡散モデルを使用し、電荷バランスを Na または pH で調整するとしたケース（それぞれ

ケース 2、ケース 3）を設定した。解析の結果、Da 拡散モデルを用いたケースでも一連の物質移

行-変質連成解析が止まらずに、100 年間は正常に動くことが確認出来た。また、pH で電荷バラン

スを調整したケース 3 では、ケース 1 と同様、セメント平衡水境界側からアルカリ成分が供給

され、変質は当該境界側から進行する結果となり、現実的な傾向を示した。しかしながら、Na

の濃度勾配の大きなケース 1 の方がより pH が高くなり、セメント平衡水境界側の鉱物の溶解

が顕著に起こる結果となった。一方、Na で電荷バランスを調整したケース 2 では、当該境界付

近（0.1～0.2 m の範囲）で pH が酸性側にふれてしまうという非現実的な結果となった。これは

ケース 2 では OH-の移行を計算していないにも関わらず、Na で電荷バランスを取ったことが一

つの原因であると考えられた。また、いずれのケースにおいても、pH の変遷は Na 等のアルカ

リ成分の濃度だけでなく、Si 濃度とも相関があることが分かった。このことから、ベントナイ

トのアルカリ変質解析においては、各元素に対して現実的な拡散係数を設定することの重要性

が確認できた。今後は、OH-の移行を MC-BUFFER で計算可能かどうかも含め、Na で電荷バラン

スを調整する方法の是非を検討するとともに、「保持因子αの設定」に係る検討および MC-BUFFER

への導入を行うことが重要である。また、De 拡散モデルおよび Da 拡散モデルを用いた解析結果

を比較し、それぞれの適用性を確認した上で、中深度処分等の安全審査で使用すべきモデルを

どちらにするのか判断する必要がある。  



- 2-40 - 

 

第 2 章の参考文献 

（1）原子力発電環境整備機構，地層処分事業の安全確保（2010 年度版）－確かな技術による

安全な地層処分の実現のために－，技術報告書 NUMO-TR-11-01 (2011). 

（2）独立行政法人原子力安全基盤機構，放射性廃棄物処理・処分に係る規制支援研究計画（平

成 22 年度∼平成 26 年度），平成 21 年 10 月 19 日 (2009). 

（3）日本原子力研究開発機構、平成 18 年度 放射性廃棄物の長期的評価手法の調査 ［確率論

的アプローチによる長期的評価手法の調査］ 報告書 (2006). 

（4）Y. Marcus, Ion properties, Marcel Dekker Inc., New York (1997). 

（5）E. R. Nightingale, Phenomenological Theory of Ion Solvation. Effective Radii of Hydrated Ions, The 

Journal of Physical Chemistry, Vol. 63, No. 9, 1381-1387(1959). 

（6）Kozaki, T., Fujishima, A., Sato, S., Ohashi, H., Self-diffusion of sodium ions in compacted sodium 

montmorillonite. Nuclear Technology 121 (1), 63–69 (1998). 

（7）佐藤治夫，放射性廃棄物地層処分における緩衝材および岩体中の核種移行に関する研究，
JNC-TN8410 2001-003(1998). 

（8）Sato H., Measurements of Apparent Diffusion Coefficients (Da)for Ca(I), Ni(II)and Se(IV) in 

Bentnite with Silica Sand, JNC-TN8400 99-060(1999). 

（9）Kozaki T., Sato H., Sato S., Ohashi H., Diffusion Mechanism of Cesium Ions in Compacted 

Montmorillonite, Engineering Geology, 54, 223-230(1999). 

（10）Okamoto, A., Idemitsu, K., Furuya, H., Inagaki, Y. and Arima, T., Distribution coefficients and 

apparent diffusion coefficients of cesium in compacted bentonites, Materials Research Society 

Symposium Vol.556, Scientific Basis for Nuclear Waste Management, 1091-1098(1999). 

（11）佐藤治夫，放射性廃棄物処分における緩衝材及び岩石マトリクス中の核種拡散移行過程

での固液界面現象と移行モデルの高度化に関する研究，JNC TN1400 2004-003 (2004).  

（12）Kozaki, T., Adachi, Y., Inada, K., Sato, S., Ohashi, H., Diffusion Behavior of Ca2+ Ions in Compacted 

Na-Montmorillonite, Scientific Basis for Nuclear Waste Management, 663, 629-635 (2001). 

（13）X. Wang, X. Liu, Effect of pH and concentration on the diffusion of radiostrontium in compacted 

bentonite - a capillary experimental study, Applied Radiation and Isotopes, 61, 1413-1418(2004). 

（14）Kozaki, T., Imamura, Y., Sato, S., Ohashi, H., Takada, J., Corrosion of iron and migration of 

corrosion products in compacted bentonite, Scientific Basis for Nuclear Waste Management, 353, 

329-336 (1995). 

（15）嶺達也，三原守弘，加藤大生，セメント系材料の影響を受けた環境条件での圧縮成型ベ

ントナイトに対する核種の分配係数，JNC-TN8430 99-012(1999). 

（16）M. Jansson, T. E Eriksen, CHEMLAB - in situ diffusion experiments using radioactive tracers, 

Radiochimica Acta, 82, 153-156(1998). 

（17）M. Aertsens, P. De Cannière, K. Lemmens, N. Maes, H. Moors, Overview and consistency of 

migration experiments in clay, Physics and Chemistry of the Earth, 33, 1019–1025 (2008) . 

（18）N. Maes, S. Salah, D. Jacques, M. Aertsens, M. Van Gompel, P. De Cannière, N. Velitchkova, 

Retention of Cs in Boom Clay: Comparison of data from batch sorption tests and diffusion 

experiments on intact clay cores, Physics and Chemistry of the Earth, 33, s149–s155 (2008) . 

（19）N. Maes, H. Moors, A. Dierckx, P. De Cannière, M. Put, The assessment of electromigration as a 

new technique to study diffusion of radionuclides in clayey soils, Journal of Contaminant 

Hydrology, 36, 231-247(1999). 

（20）Thomas Beauwens, Pierre De Cannière, Hugo Moors, Lian Wang, Norbert Maes, Studying the 

migration behaviour of selenate in Boom Clay by electromigration, Engineering Geology, 77, 285-

293(2005). 

（21）小崎完，緩衝材中の核種移行挙動に対する粘土の幾何学的微細構造の影響に関する研究

(III)，JNC-TJ8400 2002-053(2003). 

（22）Kozaki, T., Saito, N., Fujishima, A., Sato, S., Ohashi, H., Activation Energy for Diffusion of 

Chloride Ions in Compacted Sodium Montmorillonite. Journal of Contaminant Hydrology, 35, 67-

 



- 2-41 - 

 

 
75 (1998). 

（23）石寺孝充，宮本真哉，佐藤治夫，圧縮ベントナイト中の C, Cl, I の拡散挙動に及ぼすケイ

砂混合率及び NaNO3の影響，JNC TN8400 2004-001 (2004). 

（24）角田憲弥，田中真悟，渡邊直子，小崎完，圧縮ベントナイト中における硫酸イオンの拡

散挙動，2017 年日本原子力学会秋の大会要旨集，2H16(2017). 

（25）Tsukamoto M., Ohe T., Fujita T., HesbÖl R., Hermansson H-P., Diffusion of Radionuclides in 

Compacted Bentonite : Results from Combined Glass Dissolution and Migration Tests, Scientific 

Basis for Nuclear Waste Management, 353, 291-298 (1995). 

（26）日本粘土学会編，粘土ハンドブック 第三版，技報堂出版（2009）． 

（27）鈴木啓三，天然および合成スメクタイト，会報 Filler. Vol.4 No.6 December, pp.144-157 (1999). 

（28）日本原子力学会，収着分配係数の測定方法－深地層処分のバリア材を対象とした測定の

基本手順 : 2006，AESJ-SC-F008:2006 (2006). 

（29）J. Crank, The Mathematic of Diffusion, 2nd ed., Clarendon Press, Oxford (1975). 

（30）Kato, H., Nakazawa, T., Ueta, S. and Yato, T., Measurements of Effective Diffusivities of Tritiated 

Water in Sand-Mixed Bentonite. Proceedings of the 7th International Conference on Radioactive 

Waste Management and Environmental Remediation-ASEM 1999, Nagoya, Japan, September 26-

30, 1999 (1999). 

（31）Yamaguchi, T., Nakayama, S., Nagao, S., Kizaki, M., Diffusive Transport of Neptunium and 

Plutonium through Compacted Sand-Bentonite Mixtures under Anaerobic Conditions. 

Radiochim. Acta, 95, 115-125 (2007). 

（32）Yamaguchi, T., Sawaguchi, T., Tsukada, M., Kadowaki M., Tanaka, T., Changes in hydraulic 

conductivity of sand-bentonite mixtures accompanied by alkaline alteration, Clay Minerals, 48, 

403–410 (2013). 

（33）日本原子力研究開発機構，平成 28 年度燃料デブリの処理・処分に関する調査報告書（2016）． 

（34） Arthur,R.C., Sasamoto,H., Shibata,M., Yui,M. And Neyama,A., Development of Thermodynamic 

Databases for Geochemical Calculations, JNC Technical Report, JNC TN8400 99-079 (1999). 

（35） A. Atkinson et al., : Aqueous chemistry and thermodynamic modelling of CaO-SiO2-H2O gels at 

80°C, DoE, DoE-HMIP-RR-91-045 (1991). 

 



- 3-1 - 

 

 天然バリアにおける核種移行評価手法の整備 

 はじめに 

平成 28 年度までの受託研究「燃料デブリの処理・処分に関する調査」において、地層処分相

当の廃棄物埋設地を対象として、隆起・侵食・海水準変動が地形変化とその領域の地下水流動

の変化によって処分システムに与える影響を、河床縦断面を対象とした 2 次元体系で検討を進

めてきた。値が小さいほど侵食の受けやすい指標である地質係数が小さくなるにつれて、内陸

部まで侵食が及び、地質係数が 80 の場合には、12.5 万年後に、現在汀線よりも 20km 以上内陸

側にまで汀線が侵入する結果などが得られた。また、12.5 万年間で汀線位置が大きく変動する

のに応じて、汀線付近の地下水流動場が大きく変動し、その地下水流速も比較的上昇する結果

となった。 

しかしながら、2 次元の解析では、現在河川の地下に埋設地を設定することとなり、侵食に

対してかなり保守的な評価となっている。今後、設置が検討される廃棄物埋設地を現在河川の

直下に配置する可能性は低く、河川から離隔して配置された場合の地形変化とその影響を評価

するためには、廃棄物埋設地を含めたサイト領域を 3 次元的にとらえて、地形変化が地下水流

動及び核種移行にどのような影響を与えるかを評価する必要がある。すなわち、3 次元地形変

化評価と 3 次元地下水流動解析を組み合わせて、地下水流動場の時間変化を把握し、それから

人工バリア及び天然バリア上の核種移行経路を適切に設定して、核種移行解析につなげること

が求められる。 

そこで、図 3.1-1 に示すように、隆起・侵食・海水準変動による長期的な地形変化を 3 次元

で評価できる地形変化評価コードを導入し、その結果から 3 次元地下水流動を評価し、埋設地

の水質変化に基づいて人工バリア変質解析を行うとともに、天然バリア上の移行経路を求めて、

一連の核種移行解析を行うリンケージ評価について、検討することとした。ここでいうリンケ

ージ評価とは以下の通りである。沿岸域においては、地形変化と海水準変動により汀線位置が

時々刻々変動し、それによって、埋設地が地表面下にあったり、海面下にあったりと変化する。

それに伴い埋設地周辺の地下水流速と水質（海水系と降水系）に時間変化が生ずる。埋設地の

人工バリアは水質によって、その変質挙動に大きな影響が与えられることが知られており、上

記の時間変化を適切に反映して評価する必要がある。そして、人工バリアの変遷に応じた核種

移行パラメータに基づいて、埋設した廃棄物から核種がどのように溶出し、人工バリア内を移

行して、人工バリア外側境界（出口）における核種移行フラックスが経時的に変化するかを適

切に評価する必要がある。また、廃棄物埋設から放出された核種が生物圏へ移行するまでの経

路は、時々刻々変化する地下水流動場に支配されて、定常的な核種移行経路とならないことが

想定される。したがって、廃棄物埋設地から放出される時刻を変化させて、地下水流動解析結

果に基づく粒子追跡線解析を行い、核種移行経路を設定する必要がある。さらに、核種移行経

路上の水質・地質によって核種移行特性が変動することから、その組み合わせに応じた核種移

行パラメータを設定する必要がある。以上のように、核種移行解析を行うためには、上記の各

評価を適切に組み合わせて一体的に取り扱うことが必要であり、これまで実施してきた受託研

究において、リンケージ評価方法を整備してきた。 

まず、3.2 では、隆起・侵食・海水準変動に伴う 3 次元地形変化評価コードを導入するととも

に、その適用性を検討した。 

そして、3.3 では 3 次元地形変化シミュレーションによる非定常な地形変化を地下水流動解

析で考慮するためのプログラムを作成し、次年度以降に地形変化と連動して評価できるよう整

備を行った。 

また、3.4 では、原子力規制委員会で示されている炉内等廃棄物に対する中深度処分の考え方
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に従って、上記リンケージ評価を、沿岸域を対象とした中深度処分に対して適用することとし

たが、3 次元地形変化評価及び地下水流動解析については、本年度検討に着手したところであ

り、本年度 3 次元領域を対象とした評価はできないことから、平成 28 年度までに実施した 2 次

元の地形変化及び地下水流動・塩分濃度解析結果をもとに、核種移行解析を実施することとし

た。このとき、地形変化とそれに伴う地下水流動変化を受けた核種移行解析を実施する前に、

これまでに HLW 及び TRU 地層処分を対象に開発を進めてきた GSRW-PSA を、炉内等廃棄物

を対象とした中深度処分へ適用した予備解析を行い、中深度処分で重要と考えられる核種の抽

出、評価上の留意点などを整理した。以上の検討を通じて、沿岸域における中深度処分を対象

に、地形変化と海水準変動を伴う廃棄物埋設地の安全評価を実施するうえで着目すべき留意点

などを抽出した。 

 

 

図 3.1-1 目標とする 3 次元地形変化に伴う核種移行解析のリンケージ評価 

  

3次元地形変化評価

3次元地下水流動解析

人工バリア変質解析

人工バリア内・天然バリア核種移行解析
被ばく線量評価

3D-SEEP

MC-Buffer

GSRW-PSA
核種移行評価パラメータ

移行経路（地質・水質）
地下水流速

海水準変動

核種移行評価パラメータ

表層地形の時間変化

廃棄物埋設地周辺の水質変化

隆起
海水準変動

地形変化評価コード
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  隆起・侵食及び海水準変動による地形変化評価手法の整備 

3.2.1 背景・目的および評価方法 

 放射性廃棄物の処分において、隆起・侵食や海水準変動による地形変化は、地下水流動・地

下環境の変化や埋設深度の減少を引き起こし、処分システムの機能を低下させる恐れがある。

このため、隆起・侵食および海水準変動に伴う将来の地形変化を適切に評価する必要がある。 

 

 
図 3.2-1 隆起・侵食および海水準変動に伴い想定される変化 

 

 NUMO(1)では、高レベル廃棄物の処分に対し、過去の報告書(2)(3)(4)(5)をまとめた上で地質・気

候関連事象に関する考え方を取りまとめている。隆起・侵食および海水準変動については、緩

慢かつ広域的な現象であり、過去数十万年程度（氷期・間氷期 1 サイクル：12.5 万年）に対し、

段丘の地質学的な記録が残されている場合があることから、 

 『自然事象あるいは地質事象の将来予測について、外挿法により、過去数十万年程度の地質

学的記録を基に、将来 10 万年程度の推論は可能である』 

と結論付けている。 

 

 隆起・侵食に対する将来予測について、第 2 次とりまとめ(4)では、侵食速度が隆起速度と等

しいと仮定した評価が行われた。しかし、地形変化は空間的に一様に進行する現象ではないた

め、サイトの地形や特性に応じた評価が必要であり、また沿岸域においては海水準変動を合わ

せて評価する必要がある。これらを踏まえ、原子力機構東濃地科学センターでは地形変化の営

力（隆起・侵食等）を数式化した地形変化のモデル化・コード開発が実施されてきた(6)（適用事

例：房総半島を対象とした現在～将来の地形変化の評価(7) 、内陸である土岐川流域を対象に推

定される古地形をスタートとした過去～現在の地形変化の評価 (8)）。将来の地形変化の評価に

は不確かさが伴うことから、安全評価においては、生物圏への核種移行評価につながる地下水

流動評価の観点から、将来の地形変化の変動幅を評価することが重要である。原子力機構安全

研究センターでは平成 28 年度に、地形変化による核種移行への影響の予察的な検討のため、

地形変化の変動の大きい河床縦断形（2 次元）を対象に、上記モデル・コードを用いて、仮想

的なサイトにおいて地質係数（＝シミュレーションにおいて地質の受食性を表す係数）を変化

させ、将来の河床縦断形の変化を複数パターン評価した(9)。しかし、この評価は仮想的なサイ

トに対するものであるため、実サイトに対する評価方法を構築する必要がある。また河床縦断

形（2 次元）に対し評価される地下水流動は現実の 3 次元的な地下水の流れと一致せず、また

核種移行解析を実施する際に処分場が河川下に位置するという現実的でない設定になってしま

う。 

 

 そこで本検討では、3 次元地形変化シミュレーションを用いて、古地形推定および将来の変

動の不確かさを起因とする将来 12.5 万年間の地形変化の変動幅を地下水流動の観点から評価

する手法を整備することを、最終目的とする。評価においては、まず古地形（12.5 万年前）の

隆起

侵食
海水準
変動

■地形変化に伴う地下水流動の変化
■埋設深度の減少
■海水準変動に伴う地下水流動・

地下環境の変化
処分場
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推定を行い、推定した古地形から現在を再現するような地形変化シミュレーションのパラメー

タを評価する。古地形の推定にあたっては、現在残されている過去の情報が限られており（段

丘等）、3 次元的にある 1 つの正しい古地形を推定することは困難である。一方安全評価におい

て重要なのは、将来の地形変化の不確かさ、すなわち変動幅を地下水流動の観点から評価する

ことである。そこで、把握可能な過去の地形変化に関する条件を包括的に満たすことを古地形

の推定における必要条件とし、その条件を満たした上で想定されうる古地形のケースを複数推

定することとした。さらに、各古地形ケースに対して現在の地形を再現可能とするパラメータ

のセットを評価することで、対象地域の過去 12.5 万年から現在までの地形変化の推定におけ

るパラメータの不確かさを評価できると考えられる。この際古地形の取りうる幅として、推定

値に不確かさが大きく地下水流動への影響が大きい標高変化量に直結する侵食速度の大小に応

じた 2 ケースを評価することとした。次に評価したパラメータを用いて、将来の変動に対する

不確かさを考慮した上で将来への外挿（現在～将来（12.5 万年後）のシミュレーション）を行

い、将来の地形変化の変動幅を評価する。さらに評価した将来の地形変化に対して、非定常な

3 次元地下水流動・塩分濃度解析および核種移行解析を行うことで、地形変化が核種移行に与

える影響の傾向性・重要因子を把握する。 

 

 

図 3.2-2 将来の地形変化の変動幅に対する評価の流れ 

 

今年度はまず、変動が比較的小さく安定で地形変化シミュレーションを行いやすい地域を対

象に、地形変化の評価方法を構築することとした。また実サイトに対して評価を行うために、

対象地域の選定および地形・地質調査を行った。調査結果に基づき対象地域に対して構築した

評価方法を適用し、古地形として想定される変動幅の推定、および、推定した古地形から現在

の地形を再現するような地形変化シミュレーションのパラメータの評価を行った。 

 

 評価の流れは以下の通りである： 

 

（１）古地形の推定 

過去の地形は『過去（12.5 万年前）の標高＝現在の標高－12.5 万年間の標高変化量（隆起量

―侵食量＋堆積量）』で表される。侵食量および堆積量はサイトの特性（地形の形状や地質等）

や気候などによって異なるため、対象地域に対し一律に標高変化量を仮定することは現実的で

はない。そこで、対象地域の変動が比較的小さく安定であること、さらに河成段丘判読位置に

おいて 12.5 万年前と現在の河床高が一致することから、現在を 12.5 万年前の地形と仮定した

ときの過去～現在の 12.5 万年間の変化量がおおよそ過去 12.5 万年間の標高変化量に類似する

次年度
以降

１．古地形の推定

２．現在を再現するパラメータの評価

侵食速度の大小に応じた2ケース

３．将来地形の変動幅の推定 将来の変動に対する不確かさ（海水準変動等）
を考慮した上で２のパラメータを将来へ外挿

４．地形変化の不確かさが地下水流動・核種移行へ与える影響の評価

今年度
の目的

１の古地形～現在のシミュレーション
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と仮定した地形変化シミュレーションを行い、対象地域における標高変化量の分布を評価する

こととした。ただし、これは過去の変化量と必ずしも一致しないため、計算した 12.5 万年間の

変化量を現在の標高から差し引いた地形は、地形・地質調査等から把握される古地形に対する

条件を満たさない可能性がある。そこで、調査から特定した古地形に対する条件を満たすよう

に算出した地形を修正し、これを推定した古地形とする。 

 

（２）現在を再現するパラメータの評価 

（１）で推定した古地形をスタートとして現在までの 12.5 万年間のシミュレーションを行

い、現在の地形に一致するようなパラメータを評価する。さらに再現した現在の地形と実際の

現在の地形を比較し、地形変化シミュレーションのモデル・パラメータに対する課題を整理す

る。 

 

（１）（２）の評価において地形変化シミュレーションを実施する際には、地形・地質調査等

から把握される過去の地形変化に対する条件を満たすことを拘束条件とし、これを持ってシミ

ュレーションの妥当性を確保するものとした。また、（１）（２）では両者とも 12.5 万年間のシ

ミュレーションを行うが、スタートとする初期地形が異なる（（１）：現在の地形、（２）：推定

した古地形）ことから、拘束条件を満たすパラメータの値も異なる。 

 

 

図 3.2-3 今年度の評価の概要 

  

１．古地形の推定

２．現在を再現するパラメータの評価

モデル・パラメータに対する課題整理

推定したパラメータ

再現した現在の地形と
実際の地形を比較

拘束条件を満たす・
現在の地形に一致？

Yes

古地形をスタートとした
12.5万年間のシミュレーション

推定した古地形

①標高変化量の算出 (過去＝現在－変化量)

②古地形に対する条件を満たすよう修正
現在の地形をスタートとした

12.5万年間のシミュレーション

拘束条件
を満たす?

Yes
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3.2.2 地形変化シミュレーションの概要 

 

（１）評価概要 

地形変化シミュレーションは、地形変化の営力（隆起・侵食等）を数式化し、侵食によって

土砂が生産され、生産された土砂が運搬され堆積することを模擬する。シミュレーション対象

領域は、メッシュ状に分割して、メッシュごとに土砂の移動量を計算する。 

2 次元の縦断形シミュレーションでは、河床高度の変化を明らかにすることができるが、河

床以外の侵食・堆積量の変化は不明である。したがって、河床両側の比高や勾配、沖積層の厚

さなど地下水流動解析に必要なデータを直接求めることができない。それらを得るためには、

主流の河床高度変化が波及した支流域についても同様なシミュレーションを行う必要がある。 

このような主流と支流が組み合わさる解析には、相互の影響（主流の河床高度変化、支流か

らの土砂供給など）を組み入れた 3 次元的な地形変化シミュレーションが必要となる。3 次元

シミュレーションの結果からは、河川両側の比高や勾配、沖積層厚さ等が計算可能であり、地

下水流動解析に必要なデータを提供することができる。 

また、地形変化シミュレーションは、既往の文献等から求めた多くのデータを組み合わせる

ことで実施されている。シミュレーションにおいて活用する地形・地質情報と入出力データの

関係を、図 3.2-4 に示す。 

 

 

図 3.2-4 3 次元地形変化シミュレーションにおいて活用する 

地形・地質情報と入出力データの関係 

（日本原子力研究開発機構、2009(7)より引用） 
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（２）地形変化シミュレーションの手法 

地形変化シミュレーションの方法は、河川の土砂運搬・堆積仮定を模擬して地形の大局的な

変化を再現する、日本原子力研究開発機構と JX 日鉱日石探開株式会社（現 JX 金属探開株式

会社）が特許権者の特許（特許第 5422833 号）による方法を前提とした。なお、本シミュレー

ションのモデルと他のモデルとの比較については、Appendix Ⅱ-A-1 に示す。 

 入力となるマップデータは通常のGISソフトウェア等で作成が容易な正方形が並ぶグリッド

データを利用するが、内部ではメッシュ間の距離を一致させるために図 3.2-5 で示す三角形が

接するメッシュに内部で変換している。なお、流路はメッシュが接した 3 方向で移動ができる

としている。流出は最大傾斜方向としており、接する 3 つのメッシュの最低高度を選択する。

2 方向で最低標高となる場合には乱数により方向を決定する。 

 

図 3.2-5 地形変化シミュレーションに用いたメッシュ形態 

 

図 3.2-5 の①のメッシュは斜面最上端に位置するメッシュであり、2方向からの流入がなく、

1 方向にのみ流出する。②は斜面を合流無く流れる場合であり、1 方向から流入し、1 方向へ流

出する。③は合流がある場合であり 2 方向からの流入があり、1 方向に流出する場合を表す。

海岸では例外的に 3 方向からの流入がある場合があり、合計 4 つのパターンからなっている。 

 

シミュレーションをするにあたり、領域を図 3.2-6 に示すように陸域（斜面領域、遷移領域、

河川領域）および海域に分類している。 

陸域は、重力によるマスムーブメントが卓越する「斜面領域」、河川による作用が卓越する「河

川領域」と区分する。また、谷頭位置の変動を考慮し，斜面域と河川域の間に両モデルの作用

を距離で按分する遷移領域を設定している。 

図 3.2-6 のような縦断形のシミュレーションの場合は、谷頭を始点とし、任意の点までの距

離を流下距離 x とする。流下距離 x の値に応じて、0≦x＜S1 である場合には、斜面領域である

と判定し、S1≦x＜S2 である場合には、遷移域であると判定し、S2≦x である場合には、x は河

川域であると判定する。 

 

図 3.2-6 シミュレーションの 4 つの場（草野ほか、2009(10)より引用） 

S1：斜面/遷移領域境界 S2：遷移/河川領域境界 
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3 次元の地形変化シミュレーションでは、領域の定義は流域面積（集水面積）の平方根を用

いる。 

まず、図 3.2-5 のように全メッシュについて落水方向を斜面勾配から決定して、これら落水

線がすべて海まで連結されるように流路網を作成する。すべてのメッシュから落水方向を辿り、

1 メッシュ通過する毎にメッシュ数をカウントする。これに１メッシュの面積を乗じて流域面

積とする。 

メッシュ毎の領域の定義は、流域面積の平方根を流下距離 x とし、S1（斜面/遷移）、S2（遷

移/河川）で領域を判定する。斜面領域は x≦S1、河川領域は x＞S2 で、これに挟まれる区間を

遷移領域と定義している。 

 

マスムーブメントを表す数理モデルには、Culling（1960）(11)や平野（1966）(12)の拡散モデル

を採用している。 

𝜕𝐻

𝜕𝑡
=

𝜕

𝜕𝑥
(𝐾𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝜕𝐻

𝜕𝑥
)  --------- 式 3.2-1 

 

ここで、時間 t における位置 x の高度を H とする。物質フラックスは流下距離 x 方向の勾配

𝜕𝐻 𝜕𝑥⁄ に比例し（Kslope：拡散係数）、その距離微分が高度変化速度𝜕𝐻 𝜕𝑡⁄ となる。 

また、シミュレーションでは、表 3.2-1 に示すパラメータを設定し、分類した各領域に特有

な侵食・堆積作用を考慮したアルゴリズムを使用している。 
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表 3.2-1 シミュレーションで使用するパラメータ 

パラメータ名 内   容 

斜面／遷移境界 

遷移／河川境界 

クリープ（重力による非常にゆっくりとした土砂移動）による物質移

動領域と、流水による運搬が卓越する領域および両者の遷移領域を区

分するための数値で、シミュレーションでは斜面／遷移境界と遷移／

河川境界をそれぞれ谷頭からの距離（流下距離）として与える。 

斜面係数 河川領域の侵食力に対する斜面領域の侵食力の割合を表す係数で、斜

面領域ではクリープによる非常にゆっくりとした土砂移動が主である

ことから、河川領域における侵食量にこの係数を乗じることによって

侵食量を小さく抑える。 

河川係数 河川領域における侵食力に相当するパラメータで、これにメッシュ 2

点間の勾配と距離を乗じて侵食量を求める。 

礫径係数 流下距離に対する礫径の変化（分解の程度）を表わすパラメータで、大

きな値ほど細かくなりやすく、堆積範囲が長いことを示す。寒冷期に

は降水量減少に伴って河川運搬力が低下することにより、礫が分解さ

れにくくなって凹型度が小さくなるという従来の知見を、礫径係数の

変化で表現できる。 

拡散範囲初期値 

（初期堆積範囲） 

河川領域の先頭で侵食された土砂の堆積範囲を表わす。任意点での堆

積範囲はこの値を基準として、流下距離に応じて指数的に増大させる。 

気候係数 氷期の河川流量減によって、礫径係数および拡散範囲初期値の値を温

暖期(現在)に対してどれだけ減らせばよいかという比率を表わす。 

気候係数は最温暖期を 1 とし、最寒冷期に 1 以下の値を与える。中間

期の値は海水準に応じて係数を比例的に変化させる。 

したがって、寒冷期には斜面からの土砂供給量の増加と、河川での運

搬力の減少により、河川での侵食速度が小さくなり、堆積量が侵食量

を上回れば河床の上昇が生じる。 

地質係数 沖積層を 1.0 としたときの地質の硬さの倍率を表す数値で、シミュレ

ーションではその逆数を使用して侵食の受けにくさ（侵食耐性）を表

す。一軸圧縮強度に関連する。 
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 侵食アルゴリズム 

 陸域は上述したように上流部の斜面領域、中～下流部の河川領域、その間の遷移領域の 3 つ

の場によって区分され、それぞれの場の侵食量 Outflux（流出フラックス）を次の基本式で計算

する。 

 

［斜面領域（x<S1）］ 

  Outflux = (1/Geo_dd)×DS/CLMk×DR×GD×W      --------- 式 3.2-2 

 

［遷移領域（S1≦x＜S2）］ 

  Outflux = (1/Geo_dd)×{f×DS/CLMk＋(1-f)}×DR×GD×W    --------- 式 3.2-3 

 

［河川領域（S2≦x）］ 

  Outflux = (1/Geo_dd)×DR×GD×W      --------- 式 3.2-4 

 

 ここで、 

  x：流下距離 

S1：斜面/遷移領域の閾値（流下距離） 

S2：遷移領域/河川の閾値（流下距離） 

  Geo_dd：地質係数 

  DS：斜面係数（河川領域の拡散係数に乗ずる） 

CLMk：気候係数（k=1） 

 DR：河川係数 

GD：勾配（下流側の点との勾配） 

W：メッシュ 2 点間の距離 

 f：遷移領域での斜面式の重み f=(S2－x)/(S2-S1) 

 

 なお、斜面および遷移領域における DS に気候係数の逆数 1/CLMkを乗じており、寒冷化には

斜面における土砂生産量を大きくしている。高緯度地域では寒冷期のソリフラクション（凍結

融解による緩斜面域での土砂移動）により、寒冷期の土砂生産量が大きくなる。このため、高

緯度地域での地形変化シミュレーションでは k>1 として、寒冷期の斜面での土砂生産量を増加

させる必要がある。 

 上式で示したように侵食量は、DR×GD×W はいずれの場でも共通し、侵食量は勾配に比例し

た量として計算される。この時、斜面領域ではクリープによる土砂移動であるため斜面係数 DS

を乗ずることによって侵食量を小さく抑えている。また、斜面と河川とを連結する遷移領域は、

斜面と河川との侵食量の差を連続的につなぐ領域であり、この区間を設けることによって流入・

流出土砂量の収支を連続的に変化させている。 

 侵食させる深さは地質の硬さによって異なるため、地質係数 1 を基準としたときの侵食量を

「侵食力」として表現している。侵食量は、地質の硬さ（1/Geo_dd）を乗じて算出するが、岩

盤上部に堆積物がある場合には堆積物を先に侵食し、余剰侵食力で岩盤を侵食させて生産され

る土砂量を算出している。凹陥地など一時的に逆勾配となる区間では侵食力を 0 としている。 

 この様にして、全てのメッシュにおいて侵食量（土砂生産量）を最初に計算する。 

 なお、上述の河川領域の侵食モデルは従来のモデルである。従来のモデルには問題点があり、

本検討では（３）で後述する SPI 法を侵食モデルに使用している。 
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 堆積アルゴリズム 

［斜面領域］ 

 斜面領域における土砂の移動はマスムーブメントの作用による。斜面領域では年間の移動距

離が与えられ、生産された土砂はこの区間に均等に移動・堆積させる。 

W = Ws   --------- 式 3.2-5 

ここで、 

W：任意の地点の堆積範囲 

Ws：年間の移動範囲（一定） 

 

［河川領域］ 

 河川領域の先頭 S2 に基準とする年間の土砂移動量を定義し、それより下流側は流下距離に

対して指数的に堆積範囲（運搬距離）を増大させる。生産された土砂は、堆積範囲に均等に堆

積させる。下流側ほど流下距離が大きくなることから、生産された土砂の堆積範囲は増大する。

この堆積範囲の増加は「礫径係数」で制御する。計算方法は以下である。 

 

                     --------- 式 3.2-6 

 

ここで、 

Wr：河川先頭（S2）で生産された土砂の堆積範囲（拡散範囲初期値） 

  L：河川領域での任意点の流下距離 

Ls：河川先頭（S2） 

Diff_k：礫径係数 

 

これは、流下距離の対数比に礫径係数を指数として乗じたものとなり、礫径が小さくなるこ

とにより滞留時間が長くなることに対応している（図 3.2-7）。例えば礫径係数が 1.0 である場

合には、流下距離が 10 倍になれば堆積範囲も 10 倍となる。係数が 1.5 の場合には 101.5=31.6 倍

となる。 

 河川領域に位置するメッシュで生産された土砂量を、その流下距離に応じて堆積範囲を上式

で計算し、生産土砂量を堆積範囲で割った値が、下流側 1 メッシュに堆積する土砂量となる。

なお、下流側に堆積させる区間の途中で海に出た場合には、残量すべてを河口に堆積させ、海

底に拡散的に堆積させるものとする。堆積区間の途中で領域外に出る場合には、残量は領域外

に排出するものとする。 

 

図 3.2-7 河川領域における土砂運搬 
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［遷移領域］ 

 遷移領域では基本的に河川領域と同じ方法で計算する。この場合には流下距離の比は 1.0 よ

りも小さくなり、堆積範囲は河川先頭の堆積範囲よりも短い区間となる。なお、遷移領域で計

算した堆積範囲が斜面領域の移動量よりも小さくなる場合には、条件分岐により斜面領域の移

動量としている。 

 

［海域］ 

 海底での堆積はごく簡単なモデルとして、河口に運搬された土砂の堆積量をガウシアン関数

によって河口からの距離が遠くなるほど堆積量を小さくする方法を用いている。この際に、拡

散・堆積する範囲は流域面積の平方根に比例するモデルを用いている。この方法で堆積させる

と、楔形の堆積構造をもつ海底堆積物が形成される。 
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（３）従来の河川侵食モデルの問題点 

（a）河川侵食モデルの問題点 

 河川領域での侵食量は式 3.2-3 で示した様に、河床勾配 GD に河床侵食係数 DR を乗じてお

り、侵食量は河床勾配に比例した量となる。なお、実際の河床高の変化は上流からの土砂の堆

積量とのバランスによって決定される。この際の問題は氷期において海水準低下が生じた際に、

温暖期の河口付近での河床勾配が緩やかなため侵食力が小さく、下流域での河床低下量が実際

の河床縦断面よりも小さくなることである。特に堆積物が薄く岩盤を侵食する河川においては

河床低下量が過小評価されてしまう欠点がある。 

 図 3.2-8 は日本原子力研究開発機構（2008）(13)によって検討された全国 22 河川における現在

の河口位置での埋没谷深さと、氷期の海退距離との関係を示す。 

 

図 3.2-8 全国 22 河川の河口での埋没谷深度と海退距離の関係 

日本原子力研究開発機構（2008）(13)から引用 

 

 図 3.2-8 の横軸は現在の河口における埋没谷深さ（m）を表し、縦軸は最寒冷期における河口

（海水準-110m）までの距離（河口までの延伸長）を表している。したがって、延伸距離（海退

距離）0km とは、現在の河口付近で急激に深くなる海底地形であることを意味し、静内川、相

模川および黒部川がこれに近い状態にある。東京湾（内湾）に注ぐ養老川、小櫃川および多摩

川が別の傾向を示すが、基本的には海退距離が大きくなるほど現河口位置での埋没谷の深さは

浅くなる。なお、房総半島の太平洋に流出する夷隅・一宮川の 2 河川については隆起速度が大

きく、最寒冷期以降の隆起量を補正すると河口付近の河床高度は夷隅川で標高-40m 程度、一宮

川で-30m 程度まで低下していたと推定される。 

 また、中生代から第三紀の堆積岩からなる日高幌別川や元浦川はグラフ下方に位置している。

これら河川は、海退距離からみれば河口付近では 80～90m 前後の埋没谷深さを示さなければな

らないが、地質が硬いために 40～50m 程度の浅い埋没谷を形成したと推定される。 

 この様に第三紀から第四紀を基盤とする河川では、海底地形（氷期の海退距離）によって河

口付近での埋没谷深さが概ね決定され、海退距離が 40～50km になると 10～20m 程度の浅い埋

河口での埋没谷深さ（m） 
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没谷しか形成されないことを示している。 

 養老川、多摩川および小櫃川は湾内に位置し、湾内に供給される土砂量が多いこと、沿岸域

に堆積した土砂は沿岸流による再移動が小さいことから、未固結堆積物が厚く堆積したものと

推定される。このため、これら内湾河川では海水準低下期において柔らかい未固結の堆積物を

深く下刻したために、現在の河口付近において 60m 近く下刻したものと推定される。 

 以上のように、外洋河川では河口付近の最大下刻量は、氷期の海退距離、すなわち海底地形

によってほぼ決定されると言える。 

 

（b）SPI 法による侵食モデル 

 前述したように式 3.2-3 の河川領域の侵食モデルでは、河床勾配の小さい下流域での下刻力

が小さくなるため、海退距離の小さい河川では現在の河口付近で河床が十分低下しない現象が

現れる。このため日本原子力研究開発機構（2017）(11)では、SPI（Stream Power Index）法を用い

た河川侵食モデルを導入している。この SPI 法は Wilson and Lorang（2000）(12)により提唱され

Teyler（2013）(16)は対数項を用いて次式で表現している。               

 

                     --------- 式 3.2-7 

 

 SPI は SPI 法による侵食力を表し、Ca は集水面積であり流量を意味する。θはその地点にお

ける勾配を表す。SPI は河川強度の指数であるため対数項を除き SPI=Ca・Tanθと記述する場合

もある。この 2 変数を乗じた対数は上流からの流量と流速に相当し、その地点における侵食ポ

テンシャルに比例するとするモデルである。隣接する地点では Ca の値は僅かしか増加しない

ことから、勾配変化率によって実質的な侵食あるいは堆積量が算出される。 

対数を用いているため以下のように書き換えることができる 

 

                     --------- 式 3.2-8 

 

つまり、ある地点での侵食力はその地点の勾配と集水面積の加算で表現され、下流側で勾配

がほぼ 0 であっても、河川での侵食力は流域面積の対数に応じていることを表している。この

式の有利である点は河床勾配が 0 に近い勾配一定の河川でも、ある地点の下流側では常に侵食

力が大きくなる点にある。 

 以上により、従来の式 3.2-3 は以下のように表すことができる。 

 

Outflux = (1/Geo_dd)×DR×Ln(Ca×GD)×W  --------- 式 3.2-9 

 

式 3.2-8 を地形変化シミュレーションに使用する場合には、集水面積および勾配のそれぞれ

に係数が必要となり、前者を河川流量係数、後者を河川勾配係数と呼ぶ。 

これまでは斜面域と河川域では異なる侵食モデルを用い、両者の中間は遷移域として侵食力

が連続的に変化するようにしていたが、日本原子力研究開発機構（2017）(14) において SPI 法

を用いた場合の斜面と河川侵食モデルの連結について検討した結果、SPI 法では侵食力が連続

的に低下し、遷移域を用いずとも斜面の侵食式に直接連結できることが明らかになっている。 

このため、本検討では陸域を斜面領域、河川領域に分け、河川領域の侵食モデルは式 3.2-8 を

用いることとした。 

  

 TanCaLnSPI 

  )( TanLnCaLnSPI 
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（４）地形変化シミュレーションで使用するデータ 

地形変化シミュレーションを実施するためには、図 3.2-4 に示した入力データ（初期地形、

沖積層厚さ、隆起速度、地質係数、海水準変動）が必要となる。以下にそれらの設定を示す。 

 

①初期標高マップデータ 

 初期地形の標高値データであり、海域を含めた地形データを入力する。標高値は現在の海水

準を基準とした標高値を用いる。データの外周やデータの無い場所は-9999 などの NULL 値を

入力する。 

現在の地形図については国土地理院発行の数値地図や、海底地形図から作成する。氷期につ

いては文献などによる埋没谷データおよび海底地形図等から推定する。 

 段丘が周囲に残存している場合には、これらの上面高度を連結することで初期地形を推定す

ることができる。残っていない場合には、初期地形を予想しなければならない。この際、初期

地形が異なればどの程度結果が変わってくるのかを検討しておく必要がある。基本的には初期

地形が現在と類似した地形であったとすることが妥当である。 

 海域の初期地形を推定することは一般に難しい。過去の海流による海食や土砂移動の推定が

困難なためである。0.1mm/year 程度の隆起量の小さい地域では 12.5 万年間でも 12.5m 隆起する

だけであるため、埋没谷以外の基盤高度を隆起量分だけ下げてやれば初期地形とすることがで

きる。この様に海域の初期地形は隆起速度や地質によって関係するため、試行錯誤によって修

正し、最適化する必要がある。 

 

②初期堆積物（沖積層）厚マップデータ 

 平野部に堆積する未固結堆積物は岩石の一軸圧縮強度とは大きく異なり、河川などの侵食に

より容易に侵食されてしまう。従って、未固結堆積物は基盤と別に扱う必要がある。解析範囲

に未固結堆積物が分布する場合には、試錐データや氷期の河床縦断面などから未固結堆積物の

範囲と厚さを推定し、データを与える。データのメッシュサイズおよび縦横メッシュ数は①と

一致させる必要がある。なお、①と②から基盤上面高が内部で計算される。 

 初期堆積物厚については、日本原子力研究開発機構（2017）(14)では堆積物の圧密による物性

変化もシミュレーション可能であるが、本検討ではこの機能は使用していない。また、初期堆

積物は 5 層構造としており、それぞれに更新世前期、中期、後期の堆積物など地質係数を変更

した年代別データを地質係数の違いとして表現することも可能である。さらにデータ読み込み

部のソースコードの修正が必要となるが、花崗岩等を基盤として中新世堆積岩類、鮮新世堆積

岩類の厚さを初期堆積物に与えれば、簡易的な 3 次元地質モデルも扱うことが可能である。 

 

③地殻変動速度マップデータ 

 解析地域の隆起・沈降速度を mm/年として与える。段丘高度などから極力正確に求めておく

必要があるが、海域などデータが無い場合も多い。この場合には周囲のデータを参考として、

広域的な構造運動を推定し、隆起速度を決定する。活断層などで上下変位量が異なる場合には、

断層を境界とする不連続した隆起速度値を与える。ただし、地形変化シミュレーションでは水

平方向の地殻変動は扱っていない。これはメッシュサイズを 50m 前後としてシミュレーション

する場合が多く、1mm/年の横ずれ変位速度では、変位により 1 メッシュずれるに要する時間が

5 万/年となり、シミュレーション期間を 12 万年とした場合には横ずれの変位量が結果にほぼ

影響しないためである。 

 対象地域の地殻変動速度が一定の場合は、すべてのメッシュに同じ値を割り振ることになる。 
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④地質係数マップデータ 

 対象地域の地質図を参考に地質単元毎に地質係数を与えたマップデータであり、図 3.2-9 や

図 3.2-10 を参考として地質係数を決定する。過去の河床縦断形シミュレーションの結果により、

地質係数は P 波速度や一軸圧縮強度との関係性があることが確認されており、図 3.2-9 に示す

ように、P 波速度および一軸圧縮強度が大きくなる（すなわち固結度が高く、緻密な岩石であ

る）ほど、地質係数が大きくなる（侵食されにくい）傾向にある。 

表 3.2-2 には PROCK の P 波速度から、地質別の一軸圧縮強度の推定結果を示した。 

堆積物以外の基盤地質は 2 次元分布（図 3.2-14 を参考）としており、垂直な地層境界からな

る下方に無限に続く地質構造としている。ただし、上述したように初期堆積物の一部を中新世

堆積岩類などの 3 次元地質分布に対応させることは可能であり、この場合にはこれより古い基

盤地質が 2 次元分布となる。 

 なお、③の地殻変動速度マップデータの断層に対応させて断層付近に周囲よりも小さい地質

係数を与えると、断層破砕帯に対応する地形特徴の表現が可能である。 

 

 

図 3.2-9 地質係数と P 波速度および一軸圧縮強度の関係 

 

 
図 3.2-10 一軸圧縮強度と地質係数との関係 
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表 3.2-2 地質別の P 波速度および一軸圧縮強度 

  年代 個数 
P 波速度

(m/s) 
標準偏差 

換算一軸圧縮強度
(MPa) 

堆積岩 

S 中古生代 61 3,401 739 33.5 

S 古第三紀 20 3,090 793 25.9 

S 新第三紀 96 2,391 1,008 12.9 

S 中新世 31 2,335 1,105 12.1 

全部 177 2,818 1,014 20.2 

火山性堆積岩 

VS 中古生代 4 4,285 1,165 62.6 

VS 古第三紀 2 4,320 1,145 64.0 

VS 新第三紀 30 2,878 1,058 21.4 

VS 中新世 13 2,800 1,220 19.8 

全部 36 3,115 1,170 26.4 

火山岩 

V 中古生代 69 4,422 717 68.1 

V 古第三紀 2 5,250 140 108.3 

V 新第三紀 120 3,999 841 51.9 

V 中新世 36 3,911 809 48.9 

V 第四紀 16 2,879 785 21.4 

全部 207 4,066 890 54.3 

半～深成岩 

ｐ中古生代 127 4,272 701 62.1 

ｐ古第三紀 6 4,065 370 54.3 

ｐ新第三紀 36 4,408 743 67.5 

中新世 2 4,800 0 85.0 

第四紀         

全部 166 4,298 706 63.1 

変成岩 m 変成岩 29 4,290 981 62.7 

 

 

⑤海水準変動データ 

 対象期間中に海水準変動を考慮する場合には、時間経過に応じた海水準をシミュレーション

の時間ステップに合わせてテキストデータで与える。 
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3.2.3 対象地域の選定および地形調査 

 

（１）対象領域の選定 

ⅰ）選定基準 

 12.5 万年前の古地形を推定しやすい河川地域として、国内において以下の条件を満たす地域

を選定した。選定基準は以下の①～④である。 

①流域面積が 200～500km2程度の中規模河川からなる地域  

②流域中に適度な比高がある地域 

③海退距離が比較的小さい地域（海退距離が大きいと、流路移動や、ほかの流域との合流な

ど不確定要素が増えるため） 

④隆起速度が比較的小さく過去の変動量が安定している地域 

 

 選定基準を満たす流域を選定する前に、日本全域の 50m メッシュ DEM（Digital Elevation 

Model：数値標高モデル）から流路網を算出した。なお、離散的な DEM であるために凹陥地と

なる場合がある。この場合は凹陥地で流路が途切れてしまうため、標高を嵩上げして隣接する

最も低いメッシュへ連結し、すべてのメッシュが海まで連結されたベクトルマップ（流路網）

を作成した。 

 海に流出する地点は河口に相当するが、ある程度の流域面積を持たなければ流域とは見なせ

ない。このため、流域面積が 1km2以上となる流域を抽出した。なお、流域は DEM から計算し

ており、平野部では実際の河川流路と異なる流路となる場合がある。 

 

ⅱ）選定結果 

図 3.2-11 で選別した 14 流域の面積、平均高度と流域内での隆起速度データ、および特記事

項を表 3.2-3 に示した。選別した流域では、北海道が 6 河川、岩手県が 2 河川で、この地域 2

つで半分を占める。 

 

図 3.2-11 隆起速度が小さい 14 流域（赤） 

 青線は水深 100m、緑は隆起速度が 0.4mm/年以上、あるいはばらつきが大きい流域 



- 3-19 - 

 

表 3.2-3 条件を満たす 14 流域の一覧 

番号 地域 流域名 
流域面積 

Km2 
平均標高 

流域内の隆起速度データ 

藤原(2004) 
特記事項 

610 北海道 堀株川 280.0 255.5  泊原発に隣接 

672 北海道 朱太川 365.4 202.4 0.29   

766 北海道 元浦川 242.8 417.1    

827 北海道 日高幌別川 344.3 425.5 0.38 海退距離 >10km 

1015 北海道 厚沢部川 493.6 219.5 0.25   

1080 北海道 天野川 274.7 259.4    

1531 岩手 陸中久慈川 467.7 418.9  海退距離 >10km 

1559 岩手 安家川 226.4 630.6  海退距離 >10km 

2481 石川・福井 大聖寺川 209.2 274.8  海退距離 >10km 

3233 島根 三隅川 236.1 310.7  海退距離 >10km 

4579 和歌山 富田川 257.2 299.4    

4579 三重 日置川 409.6 423.2    

4580 徳島 海部川 208.7 359.2 0.29   

5295 大分 番匠川・堅田川 463.8 235.0  海退距離 >10km 

 

 藤原ほか（2005）(17)による MIS5e の隆起速度推定点が流域内に含まれる地域は 4 流域のみと

なっており、このうち 3 流域が北海道に位置する。図 3.2-12 に選別された北海道の 6 流域と、

藤原ほか（2005）(17)の隆起速度推定点の位置図を示した。0.4mm/年を超える隆起速度測定点を

赤、0.2～0.4mm/年を水色、0.2mm/年未満を青で示している。①～③の 3 条件を満たす静内川や

太櫓川は、流域内ないし近傍の隆起速度が 0.4mm/年を超えていることから、選別外とした。 

 

 

図 3.2-12 北海道の選別された 6 流域と隆起速度分布 

 

 表 3.2-3 の 14 流域について、海退距離が 10km 以下で、かつ、流域内に隆起速度が推定され

ている 3 流域について、MIS5e 以外の海成段丘から隆起速度の変化を検討した。この結果、北

海道の厚沢部（あっさぶ）川は、後述するように隆起速度が過去 40 万年間程度大きく変化して

いないことから、本解析では厚沢部川を解析対象とした。  
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（２）厚沢部川流域の地形・地質調査 

 

ⅰ）流域の概要 

 対象とした厚沢部流域は、図 3.2-13 に示すように厚沢部川を主流とし、阿野呂（あのろ）川、

鶉（うずら）川、糠野川などの支流が合流する流域面積 491.7km2の中規模河川であり、幹川流

路長は 43.5km である。流域形状は河口付近で狭く、上流側で扇状をなしており、流域の南北長

は約 28km、東西長は約 27km である。 

 

図 3.2-13 厚沢部川流域（図の横幅は 41.5km） 

 

 流域の平均標高は 219.5m、最高点は流域北端の乙部岳（標高 1016m）からなる。東側の分水

嶺は標高 600～700m で、ほぼ標高のそろった稜線をなしている。南側分水嶺は標高 400～600m

とやや低い。流域での年間降水量は 1,300mm、平均気温 8°C である。厚沢部川と糠野川の合流

付近の平地付近(館地区)は標高 20～30m 程度からなる市街地となっている。この北側の鶉川で

は上流部に貯水量約 10 百万 m3の鶉ダムが建設されている。 

 厚沢部川と鶉川との合流部付近はやや急峻な山地に挟まれた狭隘部をなす。これより下流で

は幅約 2km、長さ約 7km 程度の平坦地が分布する。 

 海域では水深 100m までは海岸線から 7km 程度と短く、沿岸域から急に深くなり図 3.2-13 左

端付近では水深 700m 以上の深海となっている。海底地形は出入りの少ない海岸線とほぼ平行

する等深線となり、単調な海底地形であることを示す。厚沢部川河口北西側の沖合は江差海底

谷が北北東に延びるが、厚沢部川河口からこれに合流するような海底谷は認められない。 

 海域の地質としては 1/20 万奥尻海盆表層堆積図（2013）(18)があり、水深 100m 以深の範囲で

作成されている。これによれば、厚沢部川の沖合の水深 400m までの表層は中粒砂（0.25～0.5mm）

からなり、これより沖合では細粒砂とシルトからなるとされている。図 3.2-13 南側の岬（州根

子岬）沖合では中粒砂と礫質堆積物が分布し、この北端は厚沢部川河口南側の突端（離島）沖

合まで連続する。 
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ⅱ）基盤地質と地質係数 

 対象地域の地質は縮尺 1/100 の産業総合研究所のシームレス地質図(19)を参考とした。なお、

縮尺 1/20 万シームレス地質図を用いても良いが、地形変化シミュレーションでは地質を大まか

に分類し、これら単元毎の平均的な物性値から地質係数を与えている程度の精度である。縮尺

1/20 万シームレス地質図でも凝灰岩、礫岩、泥岩などの同一時代の堆積岩は 1 つの単元に集約

されており、それぞれ物性は異なることからあまり詳細な地質図を用いる必要は無い。むしろ

詳細な地質図を用いるよりも、沖積層などをはぎ取った基盤地質をより正確に推定することが

重要である。 

  

  

図 3.2-14 1/100 万シームレス地質図と推定した基盤地質図（図の横幅は 41.5km） 

 

 図 3.2-14 上は 9 単元に集約した地質図であり、流域の大半は中新世～鮮新世の堆積岩類から

なる。石田ほか（1975）(20)によれば、これら堆積岩類は館層群と呼ばれるシルトを主とする。

北部は中新世～鮮新世の阿野呂火山砕屑岩類であり、凝灰角礫岩等を主とする。流域南部はジ

ュラ紀の松前層群からなる付加体に分類され、砂岩・泥岩・チャートなどからなるやや硬い岩

石からなっている。前述した鶉川と厚沢部川の合流付近ではこれら付加体が露出しているため

に狭隘部を形成していると推定される。 

 図 3.2-14 下は 1/100 万地質図を参考として、沖積層をはぎ取り推定した基盤地質図である。
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簡略化のため付加体中の深成岩類は省略している。沖積層に覆われた基盤地質は試錐等のデー

タが無いため、周辺の地質分布から推定している。海域については表層堆積物のデータしかな

いため、海岸に火山岩類が分布している地域以外は中新世～鮮新世の堆積岩類が分布している

とした。 

 八幡（2002）(21)による対象地域周辺の古地形を図 3.2-15 に示した。また、八幡ほか（2002）
(21)による周辺地域の柱状図を図 3.2-16 に示した。図中の青線は泥質の堆積岩類からなる海成層

を表す。図 3.2-15 と図 3.2-16 から対象地域では 3Ma 前後では海域であり、1.5Ma 前後に隆起

により離水したと考えられ、新しい時期に形成された山地であることを示す。なお、石田ほか

（1975）(20)では、館層群はシルトと砂岩の互層からなる盆状構造をなしており、岩相は比較的

軟質であるとしており、八幡（2002）(21)の古地形の推定した古地形の環境と整合している。 

 

図 3.2-15 対象地域周辺の古地形（八幡（2002）(21)から引用） 

 
 図 3.2-16 対象地域周辺の古地形（八幡（2002）(21)から引用） 
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 表 3.2-2 の地質別の一軸圧縮強度から新第三紀の堆積岩類は 13MPa、火山性堆積岩類は

20MPa、付加体に相当する中古生代の堆積岩類は 33MPa であり、図 3.2-10 の一軸圧縮強度と

地質係数の関係から、中新世～鮮新世の堆積岩類は地質係数 300～400、火山性堆積岩類は 1000、

付加体は 1000 を超える地質係数となる。ただし、図 3.2-17 に示した菊池（1990）(22)の鮮新世

～中新世の堆積岩類では 1～9MPa 程度であり、また、石田ほか（1975）(20)が述べているように

中新世～鮮新世の堆積岩類がかなり軟質であること、火山岩類は凝灰角礫岩等からなることか

ら、火山岩類や付加体が分布する地域で傾斜に大きな差が無いことから地質係数を表 3.2-4 の

ようにやや小さい値を与えた。 

 

図 3.2-17 堆積岩類の一軸圧縮強度 

 

表 3.2-4 対象地域の地質係数 

地質 主な岩相 地質係数 

中新世～鮮新世堆積岩類 シルト・砂岩の互層 300 

中新世～鮮新世火山岩類 凝灰角礫岩 400 

付加体 砂岩・泥岩・チャート 500 

 

ⅲ）隆起速度 

日本の沿岸域に分布する海成段丘の多くは、汎世界的な氷河性海水準変動に対応して形成さ

れており、さらにその多くは海洋酸素同位体ステージ（marine oxgen isotope stage, 以下、MIS）

の間氷期に形成されている。とくに日本の沿岸域では、下末吉面と呼ばれる MIS5e に形成され

た海成段丘が良く発達しており、過去 10 万年程度の隆起量を容易に推定できる場合が多い。一

方、内陸部に形成される河成段丘は気候・海水準変動に由来する規則的かつ周期的な河床変動

と、速度がほぼ一定の隆起との相互作用によって形成されると考えられている（田力ほか、（2011）
(23)）。河川の中・上流における河床変動は、乾燥・寒冷化した氷期における植生の減少や周氷河

作用による岩屑供給の増加、および台風や豪雨の頻度低下による河川の掃流力の低下による堆

積的な環境への変化、温暖湿潤な間氷期における削剥的な環境への変化に由来する。これによ

り、氷期の河床はその後に続く間氷期に下刻されて河成段丘となり、また、間氷期と比較して

直線的な河床縦断面、礫径の減少、厚い段丘堆積物等の特徴を示すと考えられる。ここで，同

じ河川では、同様の気候・海水準のもとでは類似の河床縦断面が形成されることを前提にする

と、同程度の寒冷・低海面期であったと考えられている MIS2 と MIS6 に形成された段丘の比

高は、その期間の隆起量を表すことになる。この考え方は、図 3.2-18 に示すように吉山・柳田
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（1995）(24)により、MIS2 と MIS6 に形成された段丘の比高から過去 10 万年程度の隆起量を推

定する TT 法（Terrace to Terrace）として示されている。 

 対象地域の沿岸部では標高の異なる数段の海成段丘が認められ、また、鶉川の両岸では 2 段

の河成段丘が判読される。ここでは、海成段丘および河成段丘から推定した対象地域の隆起速

度について検討する。 

 

図 3.2-18 氷期・温暖期の河床縦断面と TT 法による隆起速度推定方法 

（吉山・柳田（1995）(24) を参考に作成） 

 

（a）海成段丘による隆起速度推定 

 日本の海成段丘アトラス（2001）(25)によれば、対象地域付近（江差および上ノ国地域）の

沿岸域には図 3.2-19 に示すように複数段の海成段丘が判されている。海成段丘が位置する標

高から、海成段丘は表 3.2-5 のように形成年代や隆起速度が推定されている。 

 

 
図 3.2-19 対象地域の海成段丘分布 

日本の海成段丘アトラス(25)から作成（水色：MIS5e 赤：MIS7 ピンク：MIS9） 

数値は藤原ほか,2005(17)の地殻変動速度（mm/年） 
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表 3.2-5 江差および上ノ国地域の海成段丘および隆起速度（日本の海成段丘アトラス(22)） 

 

 

 

 図 3.2-20 は表 3.2-5 の変動基準の年代と垂直変動量から作成したグラフであり、対象地域

を含む江差では MIS11 までの海成段丘の垂直変動量と形成年代から 0.33mm/年の隆起速度が

推定される。また、対象地域南側の上ノ国では MIS13 までの垂直変動量がほぼ比例関係とな

り、江差とほぼ一致した 0.32mm/年の隆起速度が推定される。このように沿岸域では過去 40

万年間にほぼ一定の速度（0.3mm/年）で隆起していたと考えられる。また、藤原ほか

（2005）(17)によっても厚沢部川河口付近では 0.25～0.38mm/年の隆起速度が推定されており、

日本の海成段丘アトラスのデータとほぼ一致している。 

 

 
図 3.2-20 対象地域周辺の地殻変動速度（日本の海成段丘アトラス,2001(25)から作成） 
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図 3.2-21 日本海北部における MIS5e の海成段丘の分布高度（審査会合資料,2014(26)） 

 

 図 3.2-21 は泊発電所の審査会合資料（2014(26)）による日本海北部における MIS5e 海成段丘

の分布高度であり、厚沢部川河口は図の⑧付近に相当する。この資料によれば厚沢部川河口付

近周辺（⑦～⑨）での海成段丘高度は 40m 前後であり、当時の海水準（+5m）を考慮すると 0.28m/

年程度が推定され、厚沢部川河口付近は日本海北部の中でも隆起速度が比較的小さい地域に相

当している。 

 以上の資料から厚沢部川河口付近での隆起速度は 0.3mm/年とした。 

  

厚沢部川地域 
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（b）河成段丘による隆起速度推定 

 図 3.2-18 の TT 法による寒冷期の河成段丘比高から、厚沢部川沿いの内陸部における隆起速

度を推定した。厚沢部川流域中軸を流れる支流の鶉川の両岸では図 3.2-22 に示すように低位・

高位の少なくとも 2 段の河成段丘が判読される。 

 

 

  

図 3.2-22 鶉川（厚沢部川支流）での 2 段の河成段丘位置図 

 

 図 3.2-22 上には、鶉川～厚沢部川沿いの投影断面位置を◎で示した。判読した河床高度およ

び判読した河成段丘面から河床縦断面を作成すると図 3.2-23 が得られる。図で示したように低

位・高位の河成段丘は、現在の河床高とほぼ平行し、低位段丘と高位段丘の比高は約 32m 程度

である。低位段丘が MIS2（2 万年前）と高位段丘が MIS6（14 万年前）で形成されたと仮定す

れば、両者の高度差と期間から 0.27mm/年程度の隆起速度が推定され、内陸部でも海成段丘か

ら推定される隆起速度とほぼ同程度と推定される。なお、鶉川の厚沢部川との合流は流下長

25km 付近である。館付近の厚沢部川両岸にも河成段丘は判読されるが、段丘面がやや不明瞭で

あること、および鶉川が厚沢部川流域のほぼ中軸に位置することから、鶉川の河成段丘から内

陸部の隆起速度を推定した。 
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図 3.2-23 鶉川支流の低位および高位段丘高度と河床縦断面 

 

 

図 3.2-24 隆起量補正した低位および高位段丘高度と河床縦断面 

 

 鹿島（1982）(27)は河成段丘が発達する房総地域の養老川および小櫃川について、河成段丘面

の詳細な検討を行い、河成段丘の成因から河道位置が変わることで形成される「河道切断型」

の段丘と、侵食力が変化する「侵食変化型」に大別している。前者の場合には河床縦断面に投

影した段丘標高が系統的な変化を示さず、後者は同一時代面が系統的な変化を示す特徴がある

ことから、後者を気候変化に伴い形成された気候段丘と考えている。鶉川両岸に認められる 2

段の河成段丘も、気候段丘の特徴を備えることから、前述した TT 法により内陸部の隆起速度

を推定した。 

 図 3.2-24 は隆起速度を 0.3mm/年と仮定し、低位および高位段丘面をそれぞれ MIS2、MIS6

と仮定したときの期間隆起量を差し引いた形成当時の河床高度を示した。両段丘面とも現在の

河床よりはやや高いが、現河床とほぼ一致していると考えられ、低位段丘を MIS2、高位段丘を

MIS6 と仮定することが妥当であることを示す。 

 なお、厚沢部川流域の分水嶺付近では河成段丘は形成されておらず、TT 法以外に内陸部での

隆起速度を推定する有効な方法がないことから、流域外周部では隆起速度は不明である。 

 海域における地殻変動速度を推定することは、その方法が限られていることから困難である。

1 つは海底埋没谷の末端位置および深度が音響データから推定できる場合に、埋没谷末端が最

終氷期最寒冷期に形成されたと仮定して、最寒冷期の平均海水準との高度差から地殻変動速度

を推定する方法がある。ただし、埋没谷末端位置が詳細に把握されている例は少なく、また、

その後の期間も約 2 万/年程度と短いことから、高度差から地殻変動量を推定することは難し

い。もう 1 つは水深 100～130m 付近に位置する大陸棚外縁部の遷急点を最寒冷期の海岸線付近
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と考え、当時の海水準との差から地殻変動量を推定する方法がある。佐藤（1981）(28)は大陸棚

外縁深度を図 3.2-25 のように推定している。これによれば厚沢部川沖合では水深 150m 付近に

遷急点が位置することになる。この遷急点が最寒冷期の海水準付近に相当し、当時の海水準を

水深 120m 程度と仮定すれば、厚沢部川沖合では約 1mm/年の速い速度で沈降していたことにな

る。ただし、厚沢部川の沖合については海底埋没谷の調査データは無く、また、図 3.2-23 で示

すように水深 100～150m 間では明瞭な遷急点を見いだせず、地殻変動速度を推定する根拠は得

られなかった。 

 

図 3.2-25 大陸棚外縁の水深分布（佐藤（1981）(28)から引用） 

 

 海域での隆起速度が不明であるため、海域ではあまり隆起させないこととする。また、最寒

冷期の海水準が-120m とすれば、現在の水深 200m 以深は地形変化にほぼ影響しない。 

このため、対象地域の水深 200m 前後での地殻変動量を 0mm/年と仮定し、沿岸域および内陸

域の隆起速度を 0.3mm/年とする地殻変動速度分布データを作成した（図 3.2-26）。なお、水深

200m は海底地形により出入りがあるため、海岸線にほぼ平行する位置を地殻変動量 0mm/年と

している。 

 

図 3.2-26 地殻変動速度分布データ（メッシュサイズ 100m）  
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ⅳ）沖積層厚さ（堆積物厚） 

 沖積層厚さは、河口付近の平地での試錐データが参考となるが、厚沢部川では下流域におけ

る試錐データは収集できなかった。また、過去における堆積物厚は海水準低下に伴う削剥によ

り不明である。 

ここでは、現在と類似した温暖期の環境下にあった 12.5 万年前の初期地形も現在と類似した

堆積環境下にあったと仮定し、現在の沖積層厚を推定した。 

 

（a）試錐データによる検討 

 上述したように、厚沢部川では下流域における試錐データは収集できなかったため、周辺河

川での試錐データを検討した。 

 厚沢部川南側の天の川河口では、図 3.2-27 上に示すように天野川河口付近で実施された試錐

では沖積層基底が標高-35m～-50m 付近で得られている。また、図 3.2-27 下で示す後志利別川

では複数の試錐が得られており、岡（2009）(29)はこれらの柱状図から沖積層基底は-55m 付近に

位置していると推定している。 

 

 

 

 

図 3.2-27 周辺河川の試錐柱状図と沖積層基底深度 
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 両河川とも海岸から水深 120m の等深線までの海退距離は約 7km 前後と、厚沢部川の海退距

離とほぼ同じであることから、厚沢部川現河口付近でも沖積層下底は標高-50～-60m 前後と推

定される。なお、沖積層下底が約 2 万年前に形成されていたとすれば、この後の地殻変動によ

り 6m 程度隆起していたことになるので、当時の河床高度はこれよりやや低いことになる。 

 なお、3 次元的な沖積層基底深度を試錐データから推定するためにはデータが多数得られて

いる必要があるが、都市域を除いて高い密度で試錐データが得られている地域はほとんど無い。

したがって、次に述べるような寒冷期の河床縦断面から沖積層基底深度を求め、これを参考と

して現在の沖積平野の形状から沖積層基底を推定する方法を用いる。 

 

（b）寒冷期の河床縦断面の推定 

 図 3.2-22 に示した厚沢部川の低位段丘面を結ぶ線は、高位段丘や現在の河床高度とほぼ平行

する。ただし、低位・高位段丘が形成された寒冷期には海水準が低かったと推定されることか

ら現在の河口付近のような平地は形成されず、当時の海水準付近まで比較的急な河床勾配をな

していたと推定される。これが前述した沖積層基底が現河口付近で-50～-60m の深さに位置す

る理由である。 

 図 3.2-28 には隆起速度を 0.3mm/年と仮定し、低位および高位段丘の形成当時の河床高を示

した。 

 

図 3.2-28 低位・高位段丘の形成当時の河床高と推定される河床縦断面 

 

 図 3.2-28 で示すように、低位・高位段丘面高度を期間隆起量で補正すると現在よりも 10m 程

度高く、現在の河床とほぼ平行する河床高度が推定される。次に、これら河床が形成された当

時の海水準を最寒冷期の海水準相当と仮定すると、流下距離 43km 前後が当時の河口位置と推

定される。この点と、低位および高位段丘面を滑らかな曲線で結ぶと図 3.2-28 に青破線で示し

た河床縦断面が推定され、この青破線が寒冷期の河床縦断面であると推定される。なお、現河

口位置（流下距離 35km）での青破線の深度は約 60m となり、試錐データから想定した沖積層

基底深度とほぼ一致する。 

 以上の方法で、寒冷期の河川位置での沖積層基底深度が推定できる。 
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（c）沖積層厚分布の推定手順 

 前述したように類似した海退距離からなる近傍 2 河川での現河口付近の沖積層基底は-50～-

60m 前後と推定され、また、厚沢部川から推定される氷期（MIS2 相当）の河床縦断面からも現

河口付近における基底は-60m 程度（現在の沖積層基底は隆起の影響を受けるため、これよりも

浅い位置となる）が推定される。なお、推定された河床縦断面は当時の河床位置であるが、厚

沢部川での沖積層は河口付近でも幅 2.5km 程度と狭く、また、MIS5e の海成段丘が沖積平野両

側の丘陵に位置していることから、当時の河川位置も現在と同様に平野を流れていたと推定さ

れる。 

 以上の仮定から現在の沖積層厚を以下の手順により推定した。 

 

［沖積層厚の推定手順］ 

 ①陸域 DEM の準備（国土地理院 10m） 

 ②海域等深線の準備（海底地形デジタルデータ） 

 ③等深線②の変更（+0.1m を沖積層外縁付近に設置） 

  河床縦断面の深度を参考に沿岸域の等深線を内陸側に湾入させる 

 ④補助等深線の追加 

 ⑤等深線からの DEM 作成 

 ⑥DEM が 0m 以下を切り抜き①と合成（基盤標高マップ） 

 ⑦現在の標高マップ－基盤標高マップから沖積層厚マップを算出 

 

 図 3.2-29 には現在の海域の等深線と③、④により修正した等深線を示した。 

 

図 3.2-29 現在の等深線（赤破線）および 

河床縦断面を参考に推定した氷期の等深（高）線（青線） 

 

 これら修正した等深線から沖積層基底深度を内挿するが、この際に沖積平野外側に 0.1m の

等高線を追加した。したがって、これより外側では 0m 以上の標高値が外挿される。 
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（d）沖積層厚の推定結果 

 （c）の手順に従い推定した基盤標高および沖積層厚マップを図 3.2-30 に示す。 

 

図 3.2-30 基盤高度マップおよび推定した沖積層厚マップ 

 

 図 3.2-30 上段は現在の地表高マップであり、中段は推定した基盤上面の標高マップを表す。

上述の手順により、沖積平野の外側では現在の標高と基盤標高とが一致し、沖積層厚は 0m と

なる。沖積平野よりも上流の河床では沖積層が分布するはずであるが、その厚さは薄いと考え

られることから 0m としている。盆地などで沖積層厚が無視できない場合は、同様の手順によ

り沖積層厚を推定することになる。なお、海域では河川以外でも等深線に平行して伸びる薄い

沖積層が分布するが、これは⑤の作業による内挿結果が実際の地形とは異なるために生じてい

る。ただし、厚さが薄いため大きな問題とはならない。 

 

 以上の作業により、 

①陸域と海域を合成した標高マップデータ 

②地質係数マップデータ 
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③地殻変動量マップデータ 

④沖積層厚（堆積物厚）マップデータ 

を作成した。作成したマップデータのメッシュサイズは 100m であるが、シミュレーション内

部では図 3.2-5 に示した三角形からなるメッシュに変換されるためメッシュ間距離は 57.7m と

なる。 

 

ⅴ）平均侵食速度 

 対象地域の平均侵食速度は、海成段丘の侵食速度を 1/100 とし、長谷川ほか（2005）(30)のダ

ム堆砂量から推定される侵食速度式に近い Ohmori（1978）(31)を用いた（図 3.2-31）。この場合

の侵食速度は 

侵食速度（mm/年）＝4.2E-7×D3.14   D：高度分散量（m） 

であり、高度分散量は藤原ほか（1999）(32)の 1×1km の高度分散量を 6×6 個で平均した値を用い

た。6×6km 範囲の高度分散量を図 3.2-32 に示す。また、この高度分散量から推定される侵食速

度を図 3.2-33 に示した。流域北部の乙部岳で高度分散量は 70～80m と大きく、厚沢部川や鶉

川の中～下流では 20～30m 程度である。これに対応する侵食速度は乙部岳付近では 0.3mm/年

程度となり、ほぼ隆起速度と侵食速度が釣り合う平衡状態に近い状態にあることになる。平地

では侵食速度は 0.04mm/年以下の地域からなり、ほぼ隆起量分だけ標高が上昇する地域と推定

される。 

 図 3.2-33 の侵食速度を陸域で平均すると、0.089mm/年となる。 

 

 

図 3.2-31 海成段丘の侵食速度と高度分散量の関係 

  



- 3-35 - 

 

  

図 3.2-32 高度分散量分布図  

 

  

図 3.2-33 Ohmori（1978）(29) による侵食速度推定図 
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ⅵ）海水準変動データ 

 海水準データは図 3.2-34 に示す Chappell（1994）(33)を読み取り、10 年毎との海水準としてテ

キストデータを作成した。 

 

 

図 3.2-34 使用した海水準変動データ（上は Chappell,1994(33)の海水準変動曲線） 
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3.2.4 対象地域に対する地形変化評価 

 本節では、3.2.3（２）で整理した対象地域に対するデータに基づき評価を行った結果を示す。

対象地域の過去 12.5 万年から現在までの地形変化の推定に対する不確かさを評価するために、

平均侵食速度の大小（ケース 1：現在（間氷期）の推定値＝0.089 mm/y、ケース 2：現在の推定

値の半分（寒冷期の推定値と仮定）＝0.0445 mm/y）に対応する 2 ケースを評価する。拘束条件

としては、次の 3 つを考慮する： 

 ・河床縦断形（河成段丘判読位置（鶉河中流域））が現在と 12.5 万年前で一致する 

 ・埋没谷深度（最寒冷期における現河口の標高）が推定値（-55 m）に一致する 

 ・平均侵食速度（期間・領域平均）が推定値（0.089/0.0445 mm/y）に一致する 

 

 以下では、まず全ての拘束条件を満たすパラメータの評価方法について示し、次に対象地域

に対し古地形の推定・現在を再現するパラメータの評価を行った結果を示す。 

 

（１）パラメータの評価方法 

 地形変化シミュレーションを実施するにあたり、最適なパラメータは全ての拘束条件を満た

すようなパラメータとして選定される。しかし地形変化シミュレーションで使用されているパ

ラメータは数が多く、文献調査等から一意に決められないもの・不確かさが大きいものが多い。

また、拘束条件を満たすパラメータの組み合わせは複数ある可能性がある。そこで最適なパラ

メータを総合的に評価するためには感度解析が必要となる。しかし、1 回のシミュレーション

に要する時間は約 1 時間であり、モンテカルロ等で総当たり的に感度解析を行うことは現実的

ではない。そこで本評価では、以下の手順で感度解析によるパラメータ評価を実施した。 

 

 

図 3.2-35 地形変化シミュレーションのパラメータ評価の流れ 

 

①パラメータに対する影響度評価 

 感度解析を実施するパラメータを絞り込むため、拘束条件に対する各パラメータの影響度評

価を実施した。パラメータの影響は、ある 1 つのパラメータセットの中で影響を見たいパラメ

ータの値を変動させるだけでは不十分である。これは、他のパラメータの設定が結果に依存す

る可能性があるため、また、パラメータの変動幅を揃えておかないとパラメータ間での影響度

の比較が困難であるためである。そこで本評価では、Morris の方法による影響度評価により、

拘束条件への各パラメータの影響度を評価した。 

I. パラメータに対する影響評価

II. 各拘束条件に対する近似モデルの作成

III. シミュレーションの実行

最適なパラメータセットの導出

影響度の高いパラメータの抽出

・抽出したパラメータに対する感度解析
・全ての拘束条件を満たすパラメータの推定

全ての拘束条件を満たすことを確認



- 3-38 - 

 

 

 影響度評価（The Morris method） 

Morris の方法(34)によるパラメータの目的関数への感度は、Elementary Effect と呼ばれる次の

式で与えられる。 

𝐸𝐸𝑖(𝑥) =
𝑦(𝑥1,…,𝑥𝑖−1,𝑥𝑖+𝛥,𝑥𝑖+1,…,𝑥𝑛)−𝑦(𝒙)

𝛥
       --------- 式 3.2-10 

 ここで、𝛥は1/(𝑝 − 1)（𝑝：パラメータの変動に対する分割数）の倍数、𝒙 = (𝑥1, … , 𝑥𝑘)は対

象とするパラメータセット（𝑛個）を表す。 

 𝐸𝐸𝑖に対する評価指標として、Campolongo(35)による修正平均値𝜇∗および標準偏差𝜎を使用した。

ここで、𝜇𝑖
∗はパラメータ𝑖の目的関数への感度、𝜎𝑖は他のパラメータとの相関および目的関数に

対する非線形性の大きさを示す。 

𝜇𝑖
∗ =

1

𝑛
∑ |𝐸𝐸𝑖

(𝑘)
| , 𝜎𝑖 = √∑ (𝐸𝐸

𝑖
(𝑘)

−𝜇𝑖
∗)

2
𝑟
𝑘=1

𝑛−1
𝑟
𝑘=1      --------- 式 3.2-11 

 𝜇𝑖
∗および𝜎𝑖はランダムに設定した複数の𝒙に対する評価の統計値として計算される。上式で𝑟

は評価回数を示し、Morris の論文(34)では𝑟 = 4（通常𝑟 = 4~10）で評価されている。 

 

 地形変化シミュレーションにおいて、入力パラメータとして設定されているのものは、主に

以下の表 3.2-6 に示す 10 個である。 

 

表 3.2-6 地形変化シミュレーションの主なパラメータ 

 

 

Morris の影響度評価における評価関数はなめらかに変動する関数である必要がある。今、拘

束条件として平均侵食速度、埋没谷深度、河床縦断形の 3 つがある。このうち平均侵食速度は

期間・領域の平均値であるためパラメータに対しなめらかに変動するが、埋没谷深度と河床縦

断形はある 1 つのメッシュの標高値であるため、影響度評価の評価関数としては適切でないと

考えられる。そこで、平均侵食速度に対する影響度を、𝑝 = 3、𝛥 = 2/3、𝑟 = 4として評価した。

その結果を以下に示す。 

 

min max

河川域での侵食力（流域面積に比例） － 0.0001～0.002 0.0001 0.002

河川域での侵食力（勾配に比例） － 0.0001～0.002 0.0001 0.002

斜面係数 斜面域での侵食力（勾配の2乗に比例） － 0.0005～0.003 0.0005 0.003

－ 4～8 4 8

気候 － 0.3～0.7 0.3 0.7

側刻 － 0.01～1 0.01 1

洪水 y 10～100 10 100

－ 0.75～1 0.75 1

m -40～0 -40 0

m -120～-80 -120 -80

気候係数（寒冷期の斜面からの土砂供給量の増加・河川での運搬力の減少）

側刻強度（河川に隣接するメッシュに対する侵食）

洪水の頻度

海域で
の堆積

海に到達した土砂の堆積する割合（1.0は全量堆積)

堆積量減少が始まる水深

堆積量0となる下限水深

EE法

侵食・
堆積

河川係数

礫径係数（流下長に対する運搬距離の増大幅）

主なパラメータ（計10個） 単位
従来の解析等から

想定される変動範囲
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図 3.2-36 平均侵食速度に対する影響度評価 

 

 感度解析において各パラメータを 3 通り変動させるとすると、パラメータ数は 5 つ程度が現

実的である（シミュレーションケース：35＝243 通り）。そこで、平均侵食速度に対する影響度

（𝜇∗および 𝜎）が大きい順に、河川係数（流域面積）、河川係数（勾配）、斜面係数、礫径係数、

気候係数の 5 つを、感度解析を実施するパラメータとして選定した。また、その他のパラメー

タについては以下のように一定値を設定した。 

 

表 3.2-7 感度解析を実施しないパラメータの設定値 

 

 

②各拘束条件に対する近似モデルの作成 

拘束条件を満たすようなパラメータセットを推定するために、事前の複数回の感度解析に基

づき各拘束条件に対する近似モデルを作成する。近似モデルとして、今回は以下に示す 2 次多

項式を使用した。これは、2 次多項式ではパラメータ間の相関を考慮できること、地形変化シ

ミュレーションのモデルは非線形性が大きくないことが理由である。 

𝑦 = 𝛽0 + ∑ 𝛽𝑖𝑥𝑖 + ∑ 𝛽𝑖𝑖𝑥𝑖
2 +𝑘

𝑖=1
𝑘
𝑖=1 ∑ 𝛽𝑖𝑗𝑥𝑖𝑥𝑗𝑖<𝑗     --------- 式 3.2-12 

 ここで、𝑦, 𝑥, 𝑘, 𝛽はそれぞれ応答、設計変数、設計変数の個数、未知係数である。上式で示さ

れる近似式の未知係数𝛽を決定するには、未知係数の個数以上の応答を事前にシミュレーショ

ンによって得ておく必要がある。今、𝑛個の設計関数の組み合わせとその応答が与えられている

とき、𝑘個の未知係数を持つ線形回帰モデルは次式で表される。 

𝒚 = 𝑋𝜷 + 𝜺           --------- 式 3.2-13 

F_AREA

F_SLP

iGSD

iG_Diff_K

GLC_FACTOR

SIDE_ER_F

FLDtimeINIT

Depo_F

SED_UL
SED_LL

0.000

0.002

0.004

0.006

0.008

0.010

0.012

0.000 0.005 0.010 0.015 0.020 0.025 0.030 0.035 0.040 0.045

σ

μ*

平均侵食速度

礫径係数

気候係数
斜面係数

河川係数（流域面積）

河川係数（勾配）

側刻係数
海域での堆積率

海域での制限範囲（上限）

洪水頻度
海域での制限範囲（下限）

単位 設定値

側刻 － 0.02

洪水 y 10

－ 1

m

m

設定根拠

海域に対する
データがない

ため設定しない

従来の解析
での設定値

側刻強度（河川に隣接するメッシュに対する侵食）

洪水の頻度

海域で
の堆積 ×（深度に対して

堆積量を制限しない）

パラメータ

海に到達した土砂の堆積する割合（1.0は全量堆積)

堆積量減少が始まる水深

堆積量0となる下限水深
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𝒚 = (
𝑦1
⋮

𝑦𝑛
) , 𝜷 = (

𝛽1
⋮

𝛽𝑘
) , 𝑋 = (

1 𝑋11 ⋯ 𝑋1𝑘−1

⋮   ⋱ ⋮
1 𝑋𝑛1 ⋯ 𝑋𝑛𝑘−1

) , 𝜺 = (
𝜀1
⋮

𝜀𝑛
)   --------- 式 3.2-14 

 ここで、𝜺は誤差ベクトルである。𝜷は誤差二乗和を最小化することから、最小二乗法により

不偏推定量として決定される。 

�̂� = (𝑋𝑇𝑋)−1𝑋𝑇𝒚          --------- 式 3.2-15 

 回帰モデルが適切かどうかの判定には、自由度調整済み決定関数が使用される。 

𝑅𝑎𝑑
2 = 1 −

𝑆𝑆𝐸 (𝑛−𝑘−1)⁄

𝑆𝑦𝑦/(𝑛−1)
         --------- 式 3.2-16 

𝑆𝑆𝐸 = 𝒚𝑻𝒚 − 𝒃𝑻𝑋𝑇𝒚, 𝑆𝑦𝑦 = 𝒚𝑻𝒚 − (∑ 𝑦𝑖
𝑛
𝑖=1 )2 𝑛⁄    --------- 式 3.2-17 

 

 決定係数は 0～1 の間をとり、1 に近いほど近似式の適合性が高いことを示す。また、近似式

中の各係数は t 検定により有意性が判定される。有意性が低い（近似式に寄与していない）と

判定される係数は棄却され、より最適な近似式が求められる。 

評価は東工大 轟研開発のソフト RSMaker(36)により実施した。 

 

③シミュレ－ションの実行 

 ２で作成した近似モデルにより全ての拘束条件を満たすようなパラメータセットを推定する。

それらを用いて実際にシミュレーションを実行し、真に拘束条件を満たすものを最適なパラメ

ータセットとして導出する。 
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（２）古地形の推定 

 （１）で選定した 5 つのパラメータを用いて、各拘束条件に対する近似モデルを作成した。

近似モデルを作成するにあたり、拘束条件およびその許容誤差を以下のように設定した。 

 

  ・河床縦断形（河成段丘保存位置）： 

    線形近似した場合の傾きおよび切片を拘束条件として使用した。 

    許容誤差は、推定結果と実際の縦断形のずれが±20m（隆起量補正時の MIS2 と MIS6

の段丘のずれに対応）以内であることとした。 

  ・埋没谷深度： 

    真値を推定値-55m、許容誤差を±5m（周辺河川のボーリングデータからの推定値：-50m

～-60m 程度に対応）とした。 

  ・平均侵食速度： 

    真値を各ケースに対応する値（ケース 1：0.089mm/y、ケース 2：0.0445mm/y）、許容誤

差を±0.005 と仮定した。 

 

 

表 3.2-8 各拘束条件に対する真値および許容誤差の設定値 

 

 

 

図 3.2-37 河成段丘判読位置における河床縦断形の線形近似 

  

拘束条件 真値 許容誤差

河床縦断形
（線形近似）

傾き -10.5 縦断形の
ずれ
±20m切片 257

埋没谷深度 -55m ±5m

平均浸食速度 0.089 ±0.005
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0
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m
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流下長（km）

河床縦断形（現在）

河床縦断形（線形近似）

河成段丘判読位置
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 各拘束条件に対し、近似モデルを作成した結果を以下に示す。作成した近似モデルは全て自

由度調整済み決定係数が 1 に近く、2 次多項式により良く近似できていると言える。 

 

表 3.2-9 河床縦断形（傾き）に対する近似モデル 

 

 

 

（V1：河川係数（流量）, V2：河川係数（勾配）, V3：斜面係数, 

V4：礫径係数, V5：気候係数） 

 

表 3.2-10 河床縦断形（切片）に対する近似モデル 

 

 

 

（V1：河川係数（流量）, V2：河川係数（勾配）, V3：斜面係数, 

V4：礫径係数, V5：気候係数） 

 

  

説明変数 応答曲面
定数項 -6.99166
V1 3281.785
V2 941.1895
V4 -0.95511
V1*V2 696825.6
V1*V3 854821.5
V1*V4 -710.588
V1*V5 -4490.91
V2*V2 -742610
V2*V3 283780.1
V2*V4 -114.679
V3*V3 -71949.7
V3*V4 -39.7878
V3*V5 -197.083
V4*V4 0.111914
V4*V5 0.252285
V5*V5 1.508876

自由度調整済み決定係数 T境界値 残差平方和
0.964069364 ------- 28.71507
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説明変数 応答曲面
定数項 281.9912
V1 -52337.4
V3 5781.838
V5 -85.6415
V1*V2 -1E+07
V1*V3 -1.3E+07
V1*V4 10483.02
V1*V5 68728.23
V2*V2 7374271
V2*V3 -3723200
V3*V3 1407413
V3*V4 -258.701
V4*V4 -0.78386
V4*V5 4.67573

自由度調整済み決定係数 T境界値 残差平方和
0.932568921 ------- 9690.401
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表 3.2-11 埋没谷深度に対する近似モデル 

 

 

 

（V1：河川係数（流量）, V2：河川係数（勾配）, V3：斜面係数, 

V4：礫径係数, V5：気候係数） 

 

表 3.2-12 平均侵食速度に対する近似モデル 

 

 

 

（V1：河川係数（流量）, V2：河川係数（勾配）, V3：斜面係数, 

V4：礫径係数, V5：気候係数） 

 

 以上の近似モデルを用いて全ての拘束条件を満たすようなパラメータを予測し、そのうち実

際にシミュレーションを行って拘束条件を満たしたものを、最適なパラメータとして選定した。 

 その結果、現在から将来 12.5 万年間のシミュレーションにおいて全ての拘束条件を満たすパ

ラメータの組み合わせは、表 3.2-13 および表 3.2-14 のようになった。 

  

説明変数 応答曲面
定数項 75.46504
V1 16276.12
V2 22210.66
V3 5712.536
V4 -26.7709
V5 -222.63
V1*V1 -3686924
V1*V2 -2280795
V2*V2 -4120850
V2*V3 1943031
V2*V4 -1834.63
V3*V4 -384.912
V4*V4 1.406241
V4*V5 13.69352
V5*V5 99.01198

自由度調整済み決定係数 T境界値 残差平方和
0.849317838 ------- 6412.948
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説明変数 応答曲面
定数項 -0.02803
V2 16.09734
V3 7.956864
V4 0.010648
V5 0.050257
V1*V1 -713.655
V1*V3 379.4033
V1*V4 1.433483
V1*V5 10.86421
V2*V2 -14504.3
V2*V3 4466.553
V2*V4 1.854584
V2*V5 3.444672
V3*V3 -1706.24
V3*V4 1.351818
V3*V5 2.050585
V4*V4 -0.00076
V4*V5 -0.00601
V5*V5 -0.01865

自由度調整済み決定係数 T境界値 残差平方和
0.992832107 ------- 0.000574
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表 3.2-13 全ての拘束条件を満たすパラメータ（ケース 1） 

パターン 
河川係数 

（流域面積） 

河川係数 

（勾配） 
斜面係数 礫径係数 気候係数 

1 0.0015 0.0005 0.003 7 0.6 

2 0.0015 0.0005 0.0025 7 0.5 

3 0.001 0.002 0.0015 8 0.6 

4 0.0015 0.001 0.0025 6 0.7 

5 0.0015 0.002 0.0015 6 0.7 

 

表 3.2-14 全ての拘束条件を満たすパラメータ（ケース 2） 

河川係数 

（流域面積） 

河川係数 

（勾配） 
斜面係数 礫径係数 気候係数 

0.0015 0.0001 0.001 4 0.6 

 

 ケース 1 では、全ての拘束条件を満たすパラメータセットが複数求まった。これらのパラメ

ータセットによる評価結果の違いを見るため、各パターンで再現した 12.5 万年後の地形に対し

その標高差を図示した結果、これらのパラメータセットの違いによる評価結果の違いは、斜面

域および海域の一部で約±30m の違いが見られたが、領域のほとんどで違いは約±10m 以下であ

り、拘束条件を満たす複数のパラメータセットによる評価結果の違いは領域全体で見ると小さ

い。そこで本解析では、拘束条件との誤差が最も小さいパターン 1 を最終的なパラメータセッ

トとして選定することとした。最終的なパラメータの評価結果を表 3.2-15 に示す。 

 

パターン 1－パターン 2 パターン 1－パターン 3 

  

パターン 1－パターン 4 パターン 1－パターン 5 

  

図 3.2-38 拘束条件を満たす複数のパラメータセットに対する評価結果の違い 

（再現した 12.5 万年後の地形標高の比較（ケース 1）） 
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表 3.2-15 拘束条件との誤差が最も小さいパラメータの評価結果 

（現在をスタートとした 12.5 万年間のシミュレーション） 

 

河川係数 

（流域面

積） 

河川係数 

（勾配） 
斜面係数 礫径係数 気候係数 

ケース 1 

（侵食速度 

0.089mm/y） 

0.0015 0.0005 0.003 7 0.6 

ケース 2 

（侵食速度 

0.0445mm/y） 

0.0015 0.0001 0.001 4 0.6 

 

 これらのパラメータによる 12.5 万年間の標高変化量を現在の地形から差し引き、算出した地

形に対して古地形に対する以下の条件を満たすように修正した。 

 

 ・河成段丘保存位置での河床高の復元 

  現在から将来 12.5 万後までの標高変化量を現在の標高から差し引くと、河成段丘判読位置

で現在の河川が天井川の状態になる領域が現れ、河川位置や河床高が現在と過去で一致しな

くなる。しかし、河成段丘が現在の河川沿いに見られること、および、隆起量分だけ補正し

た同気候の河成段丘（MIS2 と MIS6）が一致することから、実際には過去の河川周辺の標高

は河床高と同程度であったと想定される。そこで、河成段丘判読範囲（河川位置から±1km）

において、河川周辺の標高を河床高に一致させることで天井川となっている状態を解消した。 

  河床高の復元は、まず IDW（Inverse Distance Weighted：逆距離加重法）(37)によって河床高

を外挿しておき、現在の標高から標高変化量を差し引いた結果に対し外挿結果を河川位置か

ら±1km の範囲に対して反映させることで行った。 

 ・陸域の標高≧0、海域の標高：過去＝現在 

MIS5e の海成段丘位置は現在の汀線位置にほぼ一致することから、古地形の汀線位置が現

在と同じであるとして、現在陸域である領域はすべて標高≧0 となるよう修正した。また過

去の海域の標高は、推定するためのデータが得られなかったため、現在と同じであると仮定

した。 

 ・凹地の修正 

  推定した古地形に凹地（窪んでおり水が流出できない領域）があると、シミュレーション

において流路（河川域）の評価が正しく実行できない可能性がある。そこで、ArcGIS のサー

フェスの平滑化の処理により、凹地の修正を行った。 
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以上の修正を行い推定した古地形を図 3.2-39 に示す。推定した古地形と現在の地形の差は、

陸域の河川域以外では約 30m 程度であり、対象領域が過去海に沈んでいたことを考慮すると、

上昇傾向にあることは妥当であると考えられる。また河川域においては、河成段丘判読位置に

おいて古地形と現在で標高が一致するという拘束条件を満たしている。海域では今回過去と現

在が等しいという仮定を置いたため、差が見られていない。 

また、各ケースに対し推定した古地形の標高差（ケース 1－ケース 2）を、図 3.2-40 に示す。

ケース（平均侵食速度）の違いにより、標高の高い斜面域では最大 30m の標高差があるものの、

河川域や海域では差は見られない結果となった。 

 

ケース 1（侵食速度 0.089mm/y） ケース 2（侵食速度 0.0445mm/y） 

  

図 3.2-39 推定した古地形 

 

 

図 3.2-40 各ケースに対し推定した古地形の標高差 
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（３）現在を再現するパラメータの評価 

 （２）で推定した古地形をスタートとした 12.5 万年間のシミュレーションにより、全ての拘

束条件を満たすパラメータを求めた結果、以下のようになった。 

 

表 3.2-16 全ての拘束条件を満たすパラメータ（ケース 1） 

パターン 
河川係数 

（流域面積） 

河川係数 

（勾配） 
斜面係数 礫径係数 気候係数 

1 

0.001 0.0015 0.002 8 

0.5 

2 0.6 

3 0.7 

 

表 3.2-17 全ての拘束条件を満たすパラメータ（ケース 2） 

河川係数 

（流域面積） 

河川係数 

（勾配） 
斜面係数 礫径係数 気候係数 

0.001 0.0001 0.00125 8 0.5 

 

 ケース 1 では、全ての拘束条件を満たすパラメータセットが複数求まった。これらのパラメ

ータセットによる評価結果の違いを見るため、各パターンで再現した現在の地形に対しその標

高差を図示した結果、これらのパラメータセットの違いによる評価結果の違いは約±10m 以下

と小さいことが確認された（図 3.2-40）。また、各パターンに対し現在の地形との標高差の平均

値を求めた結果、その値はパターンによってほぼ変わらなかった（表 3.2-18）。以上より、拘束

条件を満たす複数のパラメータセットによる評価結果の違いは小さいことが確認された。 

そこで、現在の地形との誤差が最も小さいパターン 1 を最終的なパラメータセットとして選

定することとした。最終的なパラメータの評価結果を表 3.2-19 に示す。 

 

パターン 1－パターン 2 パターン 1－パターン 3 

  

図 3.2-41 拘束条件を満たす複数のパラメータセットに対する評価結果の違い 

（再現した現在の地形標高の比較（ケース 1）） 

 

表 3.2-18 現在の地形との標高差の平均値（ケース 1） 

パターン 1 パターン 2 パターン 3 
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表 3.2-19 現在を再現するパラメータの評価結果 

 

河川係数 

（流域面

積） 

河川係数 

（勾配） 
斜面係数 礫径係数 気候係数 

ケース 1 

（平均侵食速度 

0.089mm/y） 

0.001 0.0015 0.002 8 0.5 

ケース 2 

（平均侵食速度 

0.0445mm/y） 

0.001 0.0001 0.00125 8 0.5 

 

 各ケースに対する拘束条件の一致度、および、求めたパラメータを用いてシミュレートした

現在の地形（12.5 万年後）と実際の現在の地形を比較した結果を、以下に示す。 

 

ケース 1（平均侵食速度 0.089mm/y） 

 

・拘束条件の一致度 

  河床縦断形・埋没谷深度・平均浸食速度に対する拘束条件を満たす。 

 

図 3.2-42 拘束条件の一致度（ケース 1） 

 

・シミュレートした現在の地形（12.5 万年後）と実際の現在の地形の比較 

 全メッシュのうち 8 割に対し、現在との標高差が±15m 以下となった。また、海域は現在に比

べ過剰に堆積しているが、これは海域における土砂移動を考慮できていないためである。 

 

図 3.2-43 現在の地形との一致度（ケース 1） 
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河床縦断形（傾き） -9.7 -10.5

河床縦断形（切片） 255.0 257.4

埋没谷深度 -55.7 -55.0

平均侵食速度 0.086 0.089
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ケース 2（平均侵食速度 0.0445mm/y） 

 

・拘束条件の一致度 

  河床縦断形・埋没谷深度・平均浸食速度に対する拘束条件を満たす。 

 

図 3.2-44 拘束条件の一致度（ケース 2） 

 

・シミュレートした現在の地形（12.5 万年後）と実際の現在の地形の比較 

 全メッシュのうち 8 割に対し、現在との標高差が±15m 以下となった。また、海域は現在に比

べ過剰に堆積しているが、これは海域における土砂移動を考慮できていないためである。 

 

図 3.2-45 現在の地形との一致度（ケース 2） 

 

 また各ケースにおける基盤侵食域・沖積域の時間変化を、図 3.2-46 に示す。図では以下の 2

つの変化量を示している： 

 総基盤侵食量＝12.5 万年の基盤標高－0 年の基盤標高－（隆起速度×12.5 万年） 

 沖積層厚変化量（現在－最寒冷期）＝12.5 万年の沖積層厚－10.5 万年の沖積層厚 

 基盤侵食量の変化は河川域で大きく、河川域で隆起量≒侵食量、斜面域で隆起量＞侵食量と

いう当地域の条件に一致している。また、平均侵食速度の大きいケース 1 のほうが、ケース 2

に比べ基盤侵食量が大きい。 

 沖積層厚の変化を見ると、最寒冷期から現在にかけて河床縦断形の部分で堆積が大きく生じ

ており、これにより埋没谷深度・現在の河床縦断形の再現がされていることがわかる。一方沖

積層の分布は想定よりも狭く、これは側刻・蛇行の条件設定が不十分であったことを示してい

る。また、海域では土砂移動を考慮できていないため過剰に堆積している。  
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 ケース 1 

（平均侵食速度 0.089mm/y） 

ケース 2 

（平均侵食速度 0.0445mm/y） 

総
基
盤
侵
食
量 

  

沖
積
層
厚
変
化
量
（
現
在
－
最
寒
冷

期
） 

  

図 3.2-46 12.5 万年間の総基盤侵食量および沖積層厚変化量（現在－最寒冷期） 

（背景：実際の現在の地形の標高に対する等高線図（100m 毎）） 

 

（４）モデル・パラメータに対する課題整理 

（２）（３）の解析から、地形変化シミュレーションに対して以下の課題を抽出した。 

 

① 海域 

  （３）に示したように、現在の地形をシミュレートした結果、海域において実際よりも過

剰に堆積する結果となった。これはモデルにおいて海域の土砂移動を考慮していないこと、

パラメータ設定で海域でのデータが不十分であったため、適切な初期値を設定できかったこ

とが原因である。今後の課題としては以下が挙げられる。 

  ・海域の土砂移動（沿岸流の影響、急斜面における地すべり等）に関する新たなモデルの

取り入れ・改良 

  ・海域のパラメータ（堆積深度制限等）の推定方法に関する知見整理 

 

② 側刻・蛇行 

  （３）に示したように、シミュレートした現在の地形における沖積層の分布範囲は想定し

たものと一致しなかった。また、シミュレートした現在の地形に対し鶉川中流域における河

床横断面をとった結果、河床幅が現在と一致しなかった（図 3.2-47）。 
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図 3.2-47 実際の河床横断面とシミュレーションによる河床横断面の比較 

 

  これは、シミュレーションで側刻強度に対する検討が不十分だったこと、また、モデルで

使用されている数式に蛇行させるパイル径・高さが条件として含まれており、これに対して

も河川ごとに検討が必要であったことが原因である。今後の課題としては以下が挙げられる。 

  ・適切なパラメータ・数式の設定（現在の河床幅・河成段丘の再現の確認） 

 

3.2.5 まとめと次年度の実施内容 

 今年度の検討では、変動が比較的小さく安定な地域を対象に、古地形の推定および現在を再

現するパラメータの評価を行った。評価においては、地下水流動の観点から古地形推定に対す

る不確かさを抑えるために、平均侵食速度の推定値の大小に対応する 2 ケースを評価した。 

 評価の結果、推定した古地形およびそれをスタートとした評価したパラメータによる現在ま

での地形変化は、地形・地質調査等から把握される過去の地形変化に対する拘束条件を満たし

ており、評価結果の妥当性は確保されている。ただし、（４）に示したように海域等で現在の地

形を満たさない点もあり、次年度整理した課題に対する改良を行う予定である。また、今回の

対象領域では評価の妥当性を確保するための拘束条件として、地形・地質調査等から把握可能

な河床縦断形・埋没谷深度・平均侵食速度を評価したが、さらなる地質調査や調査方法の発展

によって他の拘束条件を求めることができれば、評価の妥当性だけでなく地形変化シミュレー

ション自身の妥当性を高めることにもつながると想定される。ただし、過去の正しい地形を把

握することは困難であることからシミュレーションの妥当性検討を領域内の全ての点に対し行

うことは難しいこと、段丘等の情報は全ての地域で求められるものではないことを考慮すれば、

過去に対する情報量が限られている場合にどのように将来の地形変化を評価するかを考えるこ

とが重要であると考えられる。 

 次年度は、今年度評価した古地形推定の不確かさに対応する 2 ケースを、将来の変動の不確

かさ（海水準変動等）を考慮した上で将来に外挿する。また、今年度の評価では古地形の不確

かさを平均侵食速度に対して考慮したが、その他（隆起速度等）のデータが不十分な中で設定

しているもので将来の地形変化への影響が大きいものは、将来を評価するにあたってその不確

かさを考慮する。さらに、評価した現在～将来の地形変化の 1 例に対し、地形変化を考慮した

非定常な地下水流動・塩分濃度解析を実施し、地下水流動への影響評価を行う。 
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 地形変化を考慮した地下水流動評価手法の整備 

 

3.3.1 背景および目的 

 日本原子力研究開発機構では、多孔質媒体中での 3 次元地下水流動・物質移行解析コード 3D-

SEEP(1)の開発を行っている。本節の目的は、3.2 に示した 3 次元地形変化シミュレーションに

よる非定常な地形変化を 3D-SEEP で考慮するための手法を整備することである。 

 

地下水流動解析において地形変化を考慮する場合、地質構造モデル（≡地形や地層を表すモデ

ル）の変化を解析モデル（≡実際の解析に使用する有限要素モデル）に反映する手法として、大

きく基本構造変化法と基本構造固定法の二つの手法が考えられる（図 3.3-1）。 

 

地質 

タイム 

ステップ 

(a) 基本構造変化法 (b) 基本構造固定法 

旧 

  

新 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ○で囲んだ数字は要素番号例 
 

図 3.3-1 基本構造変化法と基本構造固定法の概念図（2 次元の場合） 

 

3 次元地下水流動解析コード 3D-SEEP では、前者の基本構造変化法に相当する機能の一部を

既に整備してきている。この方法では、侵食・堆積現象である地層が元の位置から消失する、

または新たに地層が追加される現象を再現する際に、要素を消失・追加させる必要がある。し

かしこの機能はモデル境界における要素の発生・消失という急激な変化を引き起こすため、計

算を安定化させる措置、新たにできる境界の条件設定など複雑な作業が必要となる。 
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一方基本構造固定法では、節点数や要素数は変化させずに、座標の位置や要素に割り当てる

物性値や計算初期値を地質構造モデルの変化に合わせて設定するため、安定的に解析を行うこ

とができる。この基本構造固定法に相当する手法として、今井ら（2009）(2)は 2 次元地下水流

動解析コードに対して、「地下水流動に影響を与える地質環境の変遷を連続的にモデル化する

システム：SMS（Sequential Modeling System of geo-environmental evolution impact on groundwater 

flow）」を開発している。SMS では、長期期間における地形・地質などの変形や物性の変化を考

慮して連続的に地下水流動解析を実施するために、対象期間を地形・地質形状の変化の影響が

あまり大きくならないような適切な期間（タイムステップ）に分割し、分割された期間内では

地形・地質などの形状や物性は変わらないものとして解析する。そして、ある期間での解析結

果（計算値）を、次の期間のモデル（形状などが異なるモデル）に対して、地形・地質などの

形状変化を考慮して引き継ぐことにより、形状変化の影響をモデル化している。 

隆起・侵食（沈降・堆積を含む）のような時間的に緩慢な変化には、基本構造変化法ではな

く、基本構造固定法が適していると考えられる。そこで本検討では、今井らの SMS を参考に、

3D-SEEP における隆起・侵食による影響を考慮した非定常地下水流動解析において、基本構造

固定法に相当する解析を行うための機能を外部プログラムとして整備した。 
 

3.3.2 基本構造固定法による地形変化の評価方法 

基本構造固定法により地形変化を評価する場合、解析モデルの節点・要素は、各要素の地層

判定のための地質構造モデルに 1 対 1 で対応しない。そのため、隆起・侵食による変化を考慮

した解析用地質データを別途（任意の年代に対して複数）用意し、用意した解析用地質データ

にしたがって、解析モデルの節点・要素の物性値や計算値を設定し直す必要がある。本検討で

はこれらに対応する機能として、以下の 3 つの外部プログラムを整備した。 

 

 １）隆起・侵食に係る解析用地質データ作成支援機能 

   （Uplift and Denudation Preprocessor（以下、uandd_pre_3D-SEEP）） 

 ２）節点移動及び物性値割り当て機能 

   （Uplift and Denudation Node Translator（以下、uandd_transnode_3D-SEEP）） 

 ３）計算値継承機能 

   （Calculated Value Succession Program（以下、CalVaS_3D-SEEP）） 

 

これらのプログラムを 3D-SEEP と共に用いることで、長期的な地質環境の変化による地下水

流動への影響を連続的に評価することが可能となる。例として、現在～将来の地質環境の変化

を評価する場合の流れを図 3.3-2 に示す。地形変化シミュレーションにより、現在から 12.5 万

年後までの 1 万年毎の地質構造が得られているとする。このとき、現在に対する 3D-SEEP の解

析モデルを作成しておけば、以下の流れで現在～将来の連続的な計算を行うことが可能である。 

 

① uandd_pre_3D-SEEP により、現在～将来（12.5 万年後）の 1 万年毎の地質構造モデルに

基づき、計算時刻毎（例えば 100 年毎）の解析用地質データを補間する。 

 ② uandd_transnode_3D-SEEP により、現在の解析モデルに基づき、①で求めた計算時刻毎の

解析用地質データに応じた解析モデルを作成する。 

 ③ ②で作成した解析モデルを入力として、モデル切り替えに応じて CalVaS_3D-SEEP で計

算値を引き継ぎながら 3D-SEEP による計算を行い、現在～将来までを連続的に解析す

る。  
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図 3.3-2 地質環境の長期的変遷を考慮した連続的な解析の流れ 

 

以下では、地質構造モデルを変化させる年代のことを、地質タイムステップと呼ぶ。また、

解析モデル（有限要素（六面体）から成る水理地質構造モデル）の X、Y 座標は、グリッド状

に配置されているものとし、この点を解析 XY グリッド点と呼ぶ。また、解析モデル節点は、

解析 XY グリッド点から鉛直方向に伸びる線（解析 XY グリッド鉛直線）上に位置し、解析モ

デルの要素は、全て六面体とする。このため、Z 方向の節点数は、解析 XY グリッド位置によ

らず、同じになる。図 3.3-3 に XY グリッドと解析モデル節点の関係を示す。 

 

図 3.3-3 解析 XY グリッドと解析モデル節点の関係 

 

地質タイムステップごとの解析モデルを作成する際、地形変化に伴い元々の解析モデル節点

からずれが生じた点に対しては、節点における値（水頭値など）から補間値の計算を行う。そ

の場合、地質タイムステップ間で解析モデル要素の形状が変化するため、その変化を考慮でき

る形状関数を用いる。形状関数の算出方法については、Appendix Ⅱ-A-2 に示す。 

入力データ：
・解析期間中の各時点における地質構造モデル
・初期状態の解析モデル

モデル切り替え時の計算値継承
（CalVaS_3D-SEEP）

解析コード
3D-SEEP

地質構造モデルの作成
（unadd_pre_3D-SEEP）

解析モデルの作成
（unadd_transnode_3D-SEEP）

現在 … （1万年毎） … 12.5万年後

解析モデル 

 解析 XY グリッド鉛直

 

解析 XY グリッド点 

解析 XY グリッ
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 解析用地質データは、以下に示す地層境界面データと断層データから構成される。 

 

１．地層境界面データ 

地質構造を定義する地層境界面データは、三角形メッシュにより定義する。地層境界面デー

タからある特定の地層について分布を設定する場合、地層 XY グリッド鉛直線上において、地

層境界面との交点から上下限 Z 座標を定義し、この範囲を「地層線」とする。図 3.3-4 に地層

境界面と地層線の関係を示す。 

地層 XY グリッドによりできる四角形（地層 XY グリッド四角形）に対し、4 本の地層線か

ら成る「地層要素」により、地層分布範囲を定義する。図 3.3-5 に XY グリッドと地層線・地

層要素の関係を示す。地質タイムステップごとの解析モデルを作成する際、節点ではない対象

点について、節点における値（水頭値など）から補間値の計算を行うものとした。その場合、

地質タイムステップ間で解析モデル要素の形状が変化するため、その変化を考慮できる形状関

数を用いる。 

 

図 3.3-4 地層境界面と地層線の関係 

 

図 3.3-5 地質 XY グリッドと地層線・地層要素の関係 

 

地層線 

（地層 XY グリッドにおいて 
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特定の地層がある範囲） 

地層 XY グリッド 

地層境界面 

地層境界面と 

地層 XY グリッドとの交点 
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２．断層データ 

断層面は、3 次元的な面として表現され、断層面を構成する断層面節点番号、および断層面

節点座標により定義される。断層は、時間とともに伸長する事を考慮するため、断層面節点座

標は、地質構造データの入力年代間で補間する必要がある。対象とする断層面は、その走向（断

層面と水平面の交線方向）が断層面の伸長によらず一定であるとする。このとき、走向に鉛直

な面である 2 次元断面（断層線断面）において、断面と断層面との交線（断層線）を 2 次元座

標で表す事により、全地質年代の断層面を表すことができる（図 3.3-6）。 

断層線断面の座標系は、原点（図 3.3-6 の点 O）を 3 次元座標、断面方向ベクトルを 2 次元

座標で入力する事により、座標系の X 軸、Y 軸が定義でき、断層線断面上の座標値を一般的な

座標値に変換できる。断層面データについては、断層の幅（走向方向における長さ）、断層の厚

さ（断層面鉛直方向における長さ）、断層線節点の 2 次元座標（図 3.3-6 右側の点 A~E）を入力

する。なお、断層の幅、および断層の厚さは、1 個の断層面データで一定とする。 

この方法により、断層面について 2 次元的なデータ（地質断面図に対して線で描かれた断層）

しかない場合でも、断層面データを設定できる。 

 

 

図 3.3-6 断層面データの定義方法 

 

  

走向 

方向 

 
A 

 
B 

 
C 

 
D 

 
E 

断層線断面 

（走向に鉛直な面） 

断層面 

断層面概念図（走向一定） 

断層線断面 

断層面の座標を定義する。 

A 

E 
D 

C 

B 

点 O（原点） 

断層の幅 

X 

Y 断層線 

断層線節点 

 実際は以下のように立体

状に断層範囲を想定（断層

線節点 C～D 間） 

断層範囲 

断層の 

厚さ 

 
C 

 
D 

断層の 

厚さ 

断層の幅 

断層線断面における断層データ 

X 

Y 

断層線断面 

ベクトル 



- 3-57 - 

 

3.3.3 外部プログラムの整備 

 

（１）隆起・侵食に係る解析用地質データ作成支援機能の整備 

隆起・侵食に係る地形及び地質構造モデルの作成支援機能として、以下の機能を整備した。 

 

① 地表面データから、解析モデルの XY グリッド座標における Z 座標を定義し、与えられた

地層境界面データから解析モデルの XY グリッド座標に対し、地層要素を作成する。 

② ①で作成したデータ年代間を補間し、地質タイムステップ毎の地表面、地層要素データを

作成する。 

③ 断層面についてデータ年代間の補間を行う。補間においては、断層の伸長を考慮する。 

 

例えば、隆起・侵食前（時代 1）と隆起・侵食後（時代 2）の地質構造モデルがある場合、そ

れぞれを時代 1、および時代 2 に相当する地質タイムステップにおける地層要素データに変換

する。そして、時代 1~時代 2 間の地質タイムステップの地層要素データについて、任意の時間

刻みで補間（線形）して作成できようにした。また、地層境界面のデータは、原子力機構が指

定する形式のフォーマット（地形変化シミュレーションソフトの出力ファイル形式）に対応す

るようにした。地表面については、最上位にある地層境界面から作成するようにし、地層境界

面と別個に入力するようにはしなかった。 

 

 

図 3.3-7 地質構造モデル及び地層要素・断層面の概念図（X-Z 平面で見た場合） 

今井（2014）(3)から引用・加筆 

  

鉛直線（地層 XY グリ

ッド）を X 座標に対し
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地層要素（三角形） 断層面 

地質構造モデル 

解析用地質データ 
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①地表面・地層線の作成・年代補間 

地層線の年代間補間は、対象とする地層について地層 XY グリッドごとに、その上限点同士、

および下限点同士で Z 座標を線形補間する（図 3.3-8）。また、地表面は、地表面に位置する地

層によらず、地層 XY グリッドごとに地表面節点同士で Z 座標を線形補間する。年代𝑡𝑚におけ

る地層線節点、および地表面節点の Z 座標𝑍𝑡m
、および年代𝑡𝑛における Z 座標𝑍𝑡n

間（ただし

𝑡𝑚 < 𝑡n）の Z 座標𝑍tは、以下の式により求められる。 

𝑍t =
(𝑡 − 𝑡𝑚)𝑍𝑡n

+ (𝑡𝑛 − 𝑡)𝑍𝑡m

𝑡n − 𝑡𝑚
 (3.3-1) 

𝑡𝑚,    𝑡n：地質構造データの入力年代       𝑡 ：補間地質タイムステップの年代   

𝑍t,   𝑍𝑡n
, 𝑍𝑡m

 ：各地質タイムステップにおける地層線上下限点の Z 座標 

 

ただし、地層の発生・消失により、どちらかの地質構造年代においてのみ地層線が存在する

場合、地層線の上限点同士、および下限点同士を補間することができない。地層が発生する（旧

地質構造年代𝑡𝑚において地層が無い）場合、𝑡𝑚における地層線の上下限点は、両方とも地表面

節点であるとみなす。これは、地層の発生は、地表面における地層の堆積とみなすためである。

また、地層が消失する（新地質構造年代𝑡𝑛において地層が無い）場合、𝑡𝑛における地層線の上

下限点は、下位地層の上限点であるとみなす。 

 

 

図 3.3-8 地表面・地層線の年代補間 
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②地層要素作成 

地層は、各地層の上面・底面となる地層境界面により設定される。地層要素は、地層境界面

と地層 XY グリッド（地層 XY グリッド）鉛直線の交点で定義される地層線から、その上下限

点を節点として、作成される。図 3.3-9 に地層境界面と地層要素節点の関係を示す。 

地層要素の節点は、地層 XY グリッド鉛直線上に限定されるため、鉛直線の間に地層境界面

と地表面の交点があるような場合、その点は地層要素に反映されないことになる。 

地層要素は、地層 XY グリッド線でできる四角形に対し、特定の地層の有無が定義される。

地層 XY グリッド上において、4 本の地層線に対し、地層の有無が定義されるが、そのうち 1 本

以上について地層が存在すれば、地層 XY グリッド四角形に地層が有ると定義される。地層要

素は、地層 XY グリッド点における地層線上限をつないでできる地層上面、および地層線下限

をつないでできると地層下面により定義される。図 3.3-10 に地層線の数による地層要素形状の

違いを示す。 

 

 

図 3.3-9 地層境界面と地層要素節点の関係（2 次元表示） 

 

 

図 3.3-10 地層線の数による地層要素形状の違い 
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③断層面の年代間補間 

本作業では、地質構造データとして入力された断層面データから、年代間補間により任意の

地質タイムステップにおける断層面データを作成する必要がある。地質構造入力年代 T= t1～t2

間のタイムステップ T=t における断層面データの補間手法の模式図を図 3.3-11 に示す。ここで

は、t1において断層点 A、B しかなかった断層面が、t2において断層点 E まで伸長する場合を想

定する。 

年代間補間においては、新解析モデル節点の旧解析モデル位置をもとめる手法と同じ原理（地

質要素おける局所座標が変化しないとする）により、ある時代の断層点位置から異なる時代に

おける断層点位置を求める。 

断層点 A は、t1、t2の両方に断層線節点があるため、断層線節点 At1、At2座標を年代により線

形補間し、断層点 Atとする（断層点 B も同様）。一方、断層点 C~E は、t2にしかデータがない

ため、t1における断層線節点 Ct1~ Et1について、新解析モデル節点の旧解析モデル位置探索手法

と同じ原理（地質要素おける局所座標を使用）により求める。その後、t1、t2の断層線節点座標

を線形補間して、t における座標を求める点は点 A、B と同じである。なお、t2における断層線

節点位置が、その時の地表面より上にある場合、地表面位置に修正する。 

T=t における断層線節点は、A から E まで作成できるが、点 B～E の範囲は T=t1から T=t2の

間に伸長が進んだ範囲であるので、T=t の断層長さには、この点を加味する必要がある。伸長

速度が一定であるとし、tにおける断層最終位置 C’tまでの断層長さを求める式は、以下である。 

|𝐵𝑡𝐶𝑡| + |𝐶𝑡𝐶𝑡
′| = (|𝐵𝑡2𝐶𝑡2| + |𝐶𝑡2𝐷𝑡2| + |𝐷𝑡2𝐸𝑡2|) ×

𝑡 − 𝑡1
𝑡2 − 𝑡1

 (3.3-2) 

𝑡𝑚, 𝑡n：地質構造データの入力年代       𝑡 ：補間地質タイムステップの年代   

𝑍t, 𝑍𝑡n
, 𝑍𝑡m

 ：各地質タイムステップにおける断層点の Z 座標 

 

 

図 3.3-11 断層面年代間補間の概念図 
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（２）節点移動及び物性値割り当て機能の整備 

（１）で整備した機能により作成される地層構造要素データをもとに、解析モデルを更新す

る節点移動及び物性値割り当て機能を整備する。 

節点移動及び物性値割り当て機能には、以下の機能を有するものとする。 

 

①地表面標高データに合わせて解析モデルの節点を移動する機能 

②地層要素・断層データの分布に合わせて解析モデル要素の物性値を変更する機能 

③節点圧力水頭初期値設定機能 

 

①地表面標高データに合わせて解析モデルの節点を移動する機能 

対象とする解析モデルは、複数の鉛直線上に同数の節点を配置した格子状の構造でなければ

ならない（図 3.3-12）。また、水平方向の節点列については、節点の鉛直座標は同じである必要

はない。 

解析モデル全体を鉛直方向に対して侵食させることができる。また、任意の深度を用いて上

層部分と下層部分に分け、上層部分の上端の節点は地質モデルデータの地表面形状と一致させ

ることもできる。この時、上層部分の鉛直方向の長さ（節点間の距離）は変化させず固定とし、

下層部分の鉛直方向の長さのみを変化させる（メッシュの伸縮）。ただし、下層部分における節

点間の鉛直方向の長さ比率は固定とする（図 3.3-12）。上層・下層の境界位置は地表面からの要

素数を用いてユーザーが任意に設定する。また、図 3.3-12 では解析モデル上層部分の上面を地

質モデルデータの地表面形状と一致させているが、オプション機能として、解析モデル下層部

分の底面についても地質モデルデータ底面と一致させることができる。 

 

 

図 3.3-12 節点設定機能の概念図 

 

②地層要素・断層データの分布に合わせた解析モデル要素の物性値変更 

①で示した処理により節点が移動した後、移動後の節点から成る要素（8 節点六面体）に対

し、地質モデルデータの地層要素、断層および表層の物性値パラメータを適用する。パラメー

タの優先順位は、表層、断層、地層要素の順である。 

 

[1]   地層要素物性値パラメータの適用 

解析要素の中心座標が属する地層要素を探索し、その地層要素の物性値パラメータを適用す

る。解析要素の中心座標は 8 節点の平均座標とする。 

[2]  断層の物性値の適用 
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地質モデルデータでは、断層面に厚さを設定するため、断層範囲は 3 次元的な立体として定

義される。解析モデル要素が断層範囲と交差する場合、および断層範囲に完全に含まれる（断

層範囲と交差はしない）場合、解析モデル要素は、断層要素と定義され、断層要素の節点を断

層節点とされる。 

解析モデル要素と断層範囲との交差判定では、要素を構成する面のうち、どれか一つでも断

層範囲の面と交差していれば、交差したと判定する。断層の物性値パラメータを地層要素の物

性値パラメータよりも優先して適用され、1 個の解析要素が複数の断層と交わる場合は、地質

モデルデータにおける定義順の早い断層の物性値パラメータを適用する。 

また、断層とマージン幅を与えることで、断層線分と交わる解析モデル要素だけでなく、そ

の左右にあるマージン幅分の要素について、断層の物性値パラメータを適用することができる。 

 

[3]  表層の物性値の適用 

設定した地質モデルが岩盤を想定しているが、表層に対しては未固結の地層を適用したいよ

うな場合のため、表層に対して物性値を設定できるようにした。この機能は、地質モデルデー

タに UANDD_SURFPAR が設定されている場合に用いられる。要素中心の地表面からの深度が

地質モデルデータの入力値 SURF_DEPTH よりも浅い解析モデル要素に対し、表層の物性値パ

ラメータが地層要素や断層よりも優先して適用される。 

 

③節点の初期圧力水頭設定機能 

節点の圧力水頭初期値設定のため、解析モデルに対し、海水位、および陸水位（陸域に存在

する水位）の有無を設定できる。陸水位は、海水位より高くなければならない。海水位が有る

とした場合、地表面が海水位以下の節点は、海水、および淡水荷重を考慮した圧力水頭が設定

される。また、陸水位が有るとした場合、地表面が海水位より高く陸水以下の節点について、

淡水荷重を考慮した圧力水頭が設定される。なお、海水位、および陸水位は、どちらかだけが

存在するとしてよい。 

海水位、および陸水位により、節点は、①海水位以下、②陸水位以下（海水位より高い）、③

陸水位より高いに分類される。このうち、③陸水位より高い節点は、圧力水頭の設定方法につ

いて、3 種類（全水頭設定、水位深度設定、圧力水頭設定）から選択できる。なお、海水位、陸

水位を設定しない場合は、全節点が陸水位より高い節点とみなされる。また、初期圧力水頭設

定機能はオプション機能であり、使用・不使用をユーザーが設定することができる。 

以下に節点の初期圧力水頭設定機能方法について、[1]海水位以下、[2]陸水位以下、[3]~[5]陸

水位より高い節点の初期圧力水頭設定方法を説明する。 

 

[1]   海水位設定（海水位以下の節点） 

海域において、地表面から上が海水、地表面以下が淡水である状態を想定し、それぞれの荷

重の合計から圧力水頭を計算する。 

ℎ𝑝 = (𝑤𝑧𝑠𝑒𝑎 − 𝑧𝑠𝑢𝑟𝑓) ∙ 𝑆𝐺𝑠𝑒𝑎 + (𝑧𝑠𝑢𝑟𝑓 − 𝑧𝑛𝑜𝑑𝑒) (3.3-3) 

  ℎ𝑝：節点水頭値  𝑤𝑧𝑠𝑒𝑎：海水位   𝑧𝑠𝑢𝑟𝑓：地表面 Z 座標    

𝑧𝑛𝑜𝑑𝑒 ：節点 Z 座標  𝑆𝐺𝑠𝑒𝑎：海水比重 

 

[2]   陸水位設定（陸水位以下の節点） 
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陸域において、水位以下が全て淡水である状態を想定し、圧力水頭を計算する。 

ℎ𝑝 = 𝑤𝑧𝑙𝑎𝑛𝑑 − 𝑧𝑛𝑜𝑑𝑒 (3.3-4) 

  𝑤𝑧𝑙𝑎𝑛𝑑：陸水位  

 

[3]   全水頭設定（陸水位よりは高い節点） 

陸水位よりは高い節点について、全水頭の一定値を指定する。 

ℎ𝑝 = 𝐻𝑡𝑜𝑡 − 𝑧𝑛𝑜𝑑𝑒 (3.3-5) 

𝐻𝑡𝑜𝑡：全水頭の一定値 

 

[4]  水位深度設定（陸水位より高い節点） 

陸水位よりは高い節点について、水位が地表面から一定の深度にある状態を想定し、圧力水

頭を計算する。 

ℎ𝑝 = 𝑧𝑠𝑢𝑟𝑓 − 𝐻𝑑𝑒𝑝 − 𝑧𝑛𝑜𝑑𝑒 (3.3-6) 

  𝐻𝑑𝑒𝑝：地表面標高からの深度値  

 

 [5]  圧力水頭設定 

陸水位よりは高い節点について、圧力水頭の一定値を指定する。 

ℎ𝑝 = 𝐻𝑝𝑟𝑒 (3.3-7) 

𝐻𝑝𝑟𝑒：圧力水頭の一定値 
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（３）計算値継承機能の整備 

地質タイムステップ間において、前の地質タイムステップにおける最終計算結果（≡旧）を、

次の地質タイムステップにおける初期値（≡新）として継承する必要がある。計算値継承では、

新解析モデルの節点位置（新節点位置）に相当する旧解析モデルにおける節点位置（旧節点位

置）を、節点と地層要素との位置関係から決定する。そして、旧節点位置の旧解析モデルにお

ける計算値を、旧節点位置と周囲の節点との位置関係から求める。これが新解析モデルにおけ

る初期値となる。図 3.3-13 に計算値継承の概念図を示す。 

 

図 3.3-13 計算値継承の概念図 

 

計算値継承法は、変形継承法、堆積継承法、および侵食継承法の 3 種類である。継承方法は、

地層線、または地層要素の変遷状態（変形・堆積・侵食）、および対象点と地層の位置関係によ

り決まる。地層の変遷状態と継承方法は別個であり、変遷状態が堆積である地層内で変形継承

法が選択される場合がある。 

対象点の XY 座標が地層 XY グリッドに一致する場合、対象点は地層線に属し、計算値継承

法は地層線上で決定する。そうでない場合、対象点は地層要素において計算値継承法が決定さ

れる。計算値継承法の決定には、地層線、または地層要素の変遷状態（変形・堆積・侵食）が

反映される。変遷状態は、最初に地層線について判定され、その結果に基づいて、地層要素に

ついて判定される。 

対象点の XY 座標が地層 XY グリッドに一致する場合、対象点は地層線に属し、計算値継承

法は地層線上で決定する。そうでない場合、対象点は地層要素において計算値継承法が決定さ

れる。計算値継承法の決定には、地層線、または地層要素の変遷状態（変形・堆積・侵食）が

反映される。変遷状態は、最初に地層線について判定され、その結果に基づいて、地層要素に

ついて判定される。 
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１．変遷状態判定および継承法選択 

 

（a）地層線における変遷状態判定および継承法選択 

地層 XY グリッド点において定義される地層線について、変遷状態（変形・堆積・侵食）判

定、および継承方法選択の流れを図 3.3-14 に示す。地層線においては、変遷状態は、堆積、ま

たは侵食状態にあるかを判定し、そうでない場合を変形状態とする。 

 

[1]  地層が堆積・侵食状態になる可能性判定 

旧または新地質タイムステップのどちらかにおいて、地層が地表（最上位）にある場合にの

み、侵食・堆積状態に成る可能性があるとする。旧・新地質タイムステップの両方において、

地層が地表面に露出せず、かつ地層が存在した場合は、地層の変形とみなし、地層に対する物

質の追加・消失は無いとする。 

 

[2]  新地質タイムステップにおける地層厚推定値の計算および変遷状態（堆積・侵食）判定 

地層線の堆積・侵食判定では、判定対象の地層について、新地質タイムステップにおける地

層厚推定値を用いる。地層厚推定値は、堆積・侵食判定のための基準となる値である。堆積・

侵食の判定は、以下の 2 通りの方法による。ここで、地層の膨張（圧縮）は、侵食・堆積に関

係なく、地層の厚さ変化を引き起こす現象である。 

 地層の膨張（圧縮）を考慮した地層厚さによる判定 

 地層の膨張（圧縮）を考慮しない地層厚さによる判定 

 

①地層の膨張（圧縮）を考慮した地層厚さによる判定 

判定が必要な地層の膨張（圧縮）量を考慮して地層厚さの変化を計算し、侵食・堆積の有無

を判定する。地層の膨張（圧縮）量を計算する際の基準として、直下の地層における値を参考

にするため、直下の地層上面標高と、地質モデルの固定面（隆起・沈降などにより上昇・下降

することが無い面）の Z 座標を与えておく。堆積・侵食が発生する地層（以下、堆積・侵食層）

直下の地層上面標高を𝑍𝐿1（旧地質タイムステップ）、𝑍𝐿2（新地質タイムステップ）、固定面 Z

座標𝑍𝐹𝑖𝑥から、以下の式により直下地層の厚さ変化率（膨張率）αを計算する。厚さ変化率αは

新地質タイムステップにおいて、旧地質タイムステップより地層が厚くなった場合に 1 以上の

値（膨張により値が増加）になる。 

𝛼 =
𝑍𝐿2 − 𝑍𝐹𝑖𝑥

𝑍𝐿1 − 𝑍𝐹𝑖𝑥
 (3.3-8) 

堆積・侵食層は、下位の地層に比べ固結度が低く、変形しやすいと考えられる。そのため、

直下地層の厚さ変化率αに膨張率補正係数 𝐹を乗じた値を堆積・侵食層の膨張率𝐸𝑥𝑝𝑎𝑅𝑡とする。 

𝐸𝑥𝑝𝑎𝑅𝑡 = 𝛼 ∗ 𝐹 (3.3-9) 

旧地質タイムステップにおける地層厚𝛥𝑍1から、新地質タイムステップにおける地層厚推定

値を𝐸𝑥𝑝𝑎𝑅𝑡 ∗ 𝛥𝑍1として計算し、新地質タイムステップにおける実際の地層さ𝛥𝑍2がそれより

厚い場合を堆積状態、薄い場合に侵食状態にあると判定する。概念図を図 3.3-15 に示す。なお、

推定地層厚を考慮した地層線上限を推定地層線上限、またこの推定地層上限を結んでできる面

を推定地層上面と呼び、地層要素における計算値継承法選択に使用する。 
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②地層の膨張（圧縮）を考慮しない地層厚さによる判定 

地層の膨張（圧縮）を考慮しない場合には、堆積・侵食層直下の地層上面の Z 座標変化量（隆

起・沈降量）がそのまま上位の地層に適用される。旧地質タイムステップにおける堆積・侵食

層の厚さ𝛥𝑍𝑈1と新地質タイムステップにおける堆積・侵食層の厚さ𝛥𝑍𝑈2を比較し、旧地質タイ

ムステップより厚い場合を堆積状態、薄い場合に侵食状態にあると判定する。 

 

[3]  地中層侵食判定（地表面から地層上面までの深度による方法、侵食のみの判定） 

地層変遷図によっては、短期間に繰り返される侵食・堆積のプロセスを省略し、侵食を受け

た地層の上位に別の地層が堆積した状態で表現されている場合がある。その場合は地表面から

地層上面までの深度が判定値以下の場合に侵食状態にあると判定する。この方法を用いて侵食

を判定する場合、少なくとも 1 辺が侵食状態にあれば、地層要素全領域に侵食継承法を適用す

る。なお、この方法は地表面でない地層の侵食の判断のみに適用する。 

 

[4]  計算値継承法選択 

計算値継承法については、以下の方法により決定する。 

 地層線の変遷状態が堆積 

→地層厚推定値より下位は元々あった地層であるとして変形継承法、上位は新たに堆

積した層であるとして堆積継承法を適用。 

 地層線の変遷状態が侵食→全て侵食継承法を適用。 

 地層線の変遷状態が変形→全て変形継承法を適用。 

 

 

図 3.3-14 地層線における変遷状態判定・計算値継承法の流れ 
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図 3.3-15 地層要素垂直辺の地層厚さ変化による堆積・侵食判定方法概念図 

 

（b）地層要素における変遷状態判定および継承法選択 

地層要素について、変遷状態（変形・堆積・侵食）判定、および継承方法選択の流れを図 3.3-16

に示す。地層要素におけ変遷状態の判定は、地層線における判定結果により行われる。 

地層要素の変遷状態判定方法は以下になる。 

 

 地層 XY グリッド 4 点のうち少なくとも 1 点で地層線が無い場合は、地層要素は侵食

状態と判定。 

 地層 XY グリッド 4 点のうち少なくとも 1 点の地層線が侵食状態である場合は、地層

要素は侵食状態と判定。 

 地層 XY グリッド 4 点全ての地層線が侵食状態になく、かつ 4 点のうち少なくとも 1

点のい地層線が堆積状態にある場合は、地層要素は堆積状態と判定。 

 地層 XY グリッド 4 点全ての地層線が侵食・堆積状態にない場合は、地層要素は変形

状態と判定。 

 

そして、判定結果をもとに、地層要素と対象点との位置関係から、対象点の計算値継承法が

決定される。この決定には、地層要素のうち、対象点が属する三角柱が使用される。この概念

図を図 3.3-17 に示す。計算値継承法については、以下の方法により決定する。 

 

 地層要素の変遷状態が堆積 

→推定地層要素内は変形継承法、推定地層要素外は堆積継承法を適用。 

 地層要素の変遷状態が侵食 

→推定地層要素内は侵食継承法、推定地層要素外は堆積継承法を適用。 

 地層線の変遷状態が変形→全て変形継承法を適用。 
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図 3.3-16 地層要素における変遷状態判定・計算値継承法選択の流れ 

図 3.3-17 地層要素における継承法選択に使用する三角柱の概念図 
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図 3.3-18 地層要素における領域ごとの計算値継承法 
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態にある場合 

赤線内側は

変形継承法 

赤線外側は

堆積継承法 

c) XY グリッド 4 点の全てが侵

食・堆積状態にない場合 

赤線内側は

変形継承法 
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２．各継承法の計算方法 

 

（a）変形継承法 

 

[1]地層線における変形継承法 

変形継承法の対象となる地層線は、堆積・侵食状態になく、新旧の地質タイムステップにお

いて、地層線が存在する事が前提となる。新解析モデルにおける節点（以下、新解析節点）に

おける計算値継承は、以下の手順を踏んで行う。 

 

①新解析節点の旧地質モデルにおける位置の計算 

解析モデル節点が含まれる地層線を検索する。次に、検索した地層線を線要素とみなし、上

下限点 Z 座標から、(Ⅱ.A -1)により形状関数を求める。(Ⅱ.A -2)の変数値として、旧地質モデル

における地層線の上下限点 Z 座標値を用い、新解析節点の旧地質モデル上の Z 座標を求める。 

 

②新解析節点の旧解析モデルにおいて属する要素（解析モデル要素）の決定 

旧地質モデルにおける新解析節点の位置（全体座標）を用いて、その座標が旧解析モデルで

どの解析モデル要素に属しているかを検索する。 

 

③新解析節点の旧解析モデルにおける形状関数の計算 

手順①で求めた全体座標と手順②で求めた解析モデル要素番号から、(Ⅱ.A -1)により新解析節

点の旧解析モデルにおける形状関数を求める 

 

④新解析節点の旧解析モデルにおける形状関数からの節点変数値の計算 

(3.3-10)に形状関数を適用し、新解析節点の節点変数値を計算する。 

 

[2]地層要素における変形継承法 

変形継承法の対象となる地層要素は、堆積・侵食状態になく、新旧の地質タイムステップに

おいて、地層要素が六面体である事を前提とする。新解析節点における計算値継承は、以下の

手順を踏んで行う。 

 

①新解析節点（局所座標）の旧地質モデルにおける位置（全体座標）の計算 

新解析節点が含まれる新地質モデルの地層要素を検索し、さらに節点が含まれる地層要素を

分割した三角柱を検索する。次に、検索した地層要素の三角柱を構成する 6 節点の座標から、

AppendixⅡ-A-2 に示した手法により局所座標、形状関数を求める。次に(Ⅱ.A -14)の変数値として

旧地質モデルの X、Y、Z 座標値を用い、旧地質モデルにおける新解析節点の位置を求める。 

 

②新解析節点の旧解析モデルにおいて属する要素（解析モデル要素）の決定 

旧地質モデルにおける新解析節点の位置（全体座標）を用いて、その座標が属する旧解析モ

デルの要素を検索する。 

 

③新解析節点（全体座標）の旧解析モデルにおける位置（局所座標）の計算 

新解析節点の旧解析モデルにおける局所座標、形状関数を求める。全体座標から局所座標へ

の変換の手順は①と同様である。 
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④新解析節点の旧解析モデルにおける位置（局所座標）からの節点変数値の計算 

新解析節点の旧タイムステップにおける形状関数を用いて、(Ⅱ.A -14)により変数値を計算す

る。ここでは、対象点を旧タイムステップにおける新解析節点位置とする。 

 

（b）堆積継承法 

堆積継承法が適用される新解析節点は、新たに堆積した地層に属するため、旧解析モデルか

らの継承では、新規に圧力水頭値、塩分濃度、核種濃度を与える必要がある。 

圧力水頭については、地表面に地下水面があると仮定し、地表面から水が静水圧状態（全水

頭が堆積層内で同じ）であるとして、圧力水頭値を与える。ただし、水位が設定されている節

点が有る場合、解析モデル全体に対して水位が設定されているとみなす。その場合、設定水位

より下位の節点については、設定水位による圧力を考慮するが、設定水位より上位の節点につ

いては、地表面に地下水面があるとみなしてその圧力を考慮する。設定水位が海水位である場

合、海面から地表面までは海水が存在し、地表面以下は淡水があるとして、堆積層中の計算点

の圧力水頭𝐻𝑝は以下の式で計算する。 

𝐻𝑝 = 𝜌𝑠𝑒𝑎 × 𝐷𝑠𝑒𝑎 + 𝐷𝑠𝑓 
(3.3-

10) 

𝜌𝑠𝑒𝑎：海水と淡水の密度比（海水/淡水）    

𝐷𝑠𝑒𝑎：海水面から地表面までの距離（海水が無い場合は 0）      

𝐷𝑠𝑓：地表面から計算点までの深度(m)   

 

塩分濃度、核種濃度については、基本的に 0 とするが、特定の値を与えたい場合は設定可能

とする。これは堆積層の粒子への核種付着、海面下での堆積による地下水の塩分含有などの可

能性に対処するためである。 

 

（c）侵食継承法 

地層線、および地層要素に適用する侵食継承法は、両者とも変形継承法と基本的に同じであ

るが、、処理①~④のうち、「①新解析節点（局所座標）の旧地質モデルにおける位置（全体座

標）の計算」の方法のみが異なる。 

 

[1]地層線における侵食継承法 

地層線における侵食継承法は、「①新解析節点（局所座標）の旧地質モデルにおける位置（全

体座標）の計算」における形状関数の計算において、新地質タイムステップにおける地層線上

限の Z 座標（図 3.3-15 の𝑍𝑈2）ではなく、推定地層線上限の Z 座標（図 3.3-15 の𝑍′𝑈2）を使用

する点が異なる。これは、旧地質タイムステップ→新地質タイムステップ間で地層線が侵食さ

れたため、新地層線と旧地層線の関係が変わる（図 3.3-19）ためである。侵食状態では、旧地

層線の上限が新地層線の上限に該当せず、推定地層線上限が該当する。 

 

[2]地層要素における侵食継承法 

侵食継承法では、旧地層要素、および新地層要素の地層線 4 本が全て存在するわけではない

ため、六面体を分割した三角柱が不完全（鉛直辺が 3 本ではない）になる可能性がある。その

ため、新解析節点の旧地質モデルにおける位置の計算には、不完全な三角柱に適用できるよう、
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平面上の三角形における相対位置、および底面三角形からの相対高さを使用した。図 3.3-20 に

概念図を示す。 

新解析節点の平面三角形における相対位置は、頂点ごとの面積比により定義される。例えば、

頂点 1 の面積比は、節点と頂点 1 以外の頂点（頂点 2、および 3）でできる分割三角形①の元の

三角形（頂点 1、2、3 でできる三角形）に対する面積比になる。節点の相対高さは、節点と下

面三角形の交点（交点①）、および節点と上面三角形の交点（交点①）により、交点①から節点

までの高さ H1、および交点①から交点②の高さ H2の比（H1/H2）として定義される。 

新地層要素において、新解析節点位置から求めた分割三角形の面積比、および相対高さから、

以下の式により旧地層要素における解析節点位置（Z 座標）を計算する。 

𝑅𝑒𝑙𝑍𝑖 = 𝑍𝐿𝑖 + (𝑍𝑈𝑖 − 𝑍𝐿𝑖) ∗ 𝑅𝑒𝑙𝐻, 𝑧 = ∑ 𝑅𝑒𝑙𝑍𝑖 ∗ 𝐴𝑟𝑒𝑎𝑅𝑡𝑖
3
𝑖=1  

(3.3-

11) 

𝑅𝑒𝑙𝐻：新解析節点の相対高さ   𝑍𝑈𝑖： 三角形頂点 i の旧地層線上限 Z 座標 

𝑍𝐿𝑖： 三角形頂点 i の旧地層線下限 Z 座標 

𝐴𝑟𝑒𝑎𝑅𝑡𝑖：新解析節点に対する三角形頂点 i の面積比 

 

 

図 3.3-19 変形状態と侵食状態における新旧地層線の関係性の違い 

 

新地質タイム 

ステップ 

旧地質タイム 

ステップ 
旧地質タイム 

ステップ 

新地質タイム 

ステップ 
推定地層線 

上限 

地層線 

上限 

地層線 

下限 

地層線 

上限 
地層線 

下限 

侵食された 

地層 

変形状態 侵食状態 
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図 3.3-20 侵食継承法における面積比・相対高さの概念図 

 

（３）断層節点の継承法 

計算値継承法の選択後、節点が地層節点、断層節点のどちらであるかによって処理内容が異

なる。断層節点における計算値継承法選択の流れを図 3.3-21 に示す。断層節点の計算値継承法

は、以下の二つから解析者が選択する。なお、どちらの方法を採用するかは、全断層節点で共

通である。 

 

方法①： 地層節点と同じ継承方法を適用する 

方法②： 断層節点と判断された場合は計算値を変更せずにそのままを継承する 

図 3.3-21 断層節点における計算値継承法選択の流れ 

  

侵食継承法に 

使用される地層要素 

六面体の鉛直辺 4 本の

うち 2 本しか存在しない

場合） 

解析モデルの節点 

頂点 1 

頂点 2 

頂点 3 

分割三角形① 

分割三角形③ 

分割三角形② 

Z1T 

Z1B 

交点② 

Z2T、Z2B 
H1 

H2 

交点① 

Z3T、Z3B 

解析モデル節点の 

断層節点判定 

地層節点 断層節点 

断層の 

継承法選択 

節点値変化

無し 

地層節点と同じ 

値変化なしを選択 

または 

新旧地質タイムステッ

プで節点の断層番号が

異なる。 

地層要素の形状変化による 

計算値継承法選択 

変形継承法、堆積継承法、侵食継承法の

いずれかによる節点継承値計算 
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3.3.4 検証計算 

 

本検証計算では、3.3.3 で整備したプログラムを全て使用し、変遷する地質構造モデル（2 年

代）の間を時間補間して作成したモデルに対して、地下水流動・塩分濃度・核種濃度解析（核

種は 1 種類）を実行した。計算検証結果が分かりやすいように、地質構造は 2 次元的（XZ 断面

のモデル構造が Y 方向に連続する）に設定し、モデル 1 から 100 年後にモデル 2 になるとし

た。図 3.3-22 に地質構造モデル（XZ 断面）を示す。地層は、5 種類あり、モデルは、X=0~400m、

Y=0～200m、Z=0～140m の範囲にある。入力値として必要な地層境界面データは、設定地質構

造にあわせて地形変化シミュレーション形式データを作成した。 

モデル 1→モデル 2 の変遷では、モデルの右端が隆起し、右側地表面が侵食されるとともに、

左側地表面に新しく地層 1 が堆積する。この設定により、計算値継承では、変形継承法、堆積

継承法、侵食継承法が全て使用されることになる。 

地層は、5 種類あるが、解析結果が解釈しやすいように物性値は全て同じ（透水係数 1×10-

5m/sec、塩分濃度解析・核種濃度解析における分散長 0m、分子拡散係数 1m2/yr、遅延係数 1）

にした。地下水流動解析における境界条件は、地表面を涵養量コントロール条件とし、

1000mm/yr の降雨量を与えた。 

塩分濃度解析、および核種濃度解析は、同じ条件とし、モデル右下（X=330m、Z=32m 付近）

に初期濃度（濃度 1.0）範囲（図 3.3-22 に図示した範囲が Y 方向に連続）を設定し、境界条件

は明示的に設定しなかった。なお、塩分濃度解析で、塩水の密度は淡水と同じにした。これは、

塩分濃度解析結果が地下水流動解析に影響を与えないようにするためである。 

計算では、0～100 年を 10 分割し、計算値継承を 10 回実行した。1 回の 3D-SEEP 計算ステッ

プは、地下水流動、核種濃度解析ともに 0.01 年とした。計算は、最後まで実行され、全水頭、

核種濃度は、正常な結果を示した。しかし、塩分濃度解析において 30~40 年計算中に異常に大

きな値が発生し、そのまま最後まで異常な結果となった。そこで、分子拡散係数を10倍（10m2/yr）

にした計算を実行したところ、塩分濃度解析に異常は発生しなかった。 

  



- 3-75 - 

 

 

図 3.3-22 検証計算に用いた地質構造モデル（XZ 断面） 

 

（１）隆起・侵食に係る解析用地質データ作成支援機能機能の確認 

節点移動機能については、地層として想定した構造に対し、作成される地質モデル（地層線）

が一致するかを確認した。確認は、地層線を地層要素化し、地層番号ごとに色分けしたデータ

を用いた。 

0 年、50 年後、100 年後地質モデルに対し、地層番号を色分けした XZ 断面を図 3.3-23 に示

す。地質構造モデルを設定した 0 年、100 年後については、地層境界の枠線を示した。0 年、お

よび 100 年後の地層モデル構造から、地質モデルは、地層分布範囲が設定と一致している事が

分かる。また、50 年後の地質モデルは、0 年、および 100 年後モデルの中間的な構造（例：地

表面の左端、右端の勾配が両モデルの中間の状態）となっており、0 年、および 100 年後の地

質構造モデルを時間補間した結果が地質モデルに適切に反映されている事を示している。 

 

 

② 

③ 

④ 

⑤ 

右側が 10m隆起 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

地層②が最大 10m

侵食される 
地層①が最大 10m堆積 

地質構造モデル 1（0年） 

地質構造モデル 2（100年後） 

初期濃度 1.0 

分布範囲 
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地質モデル（0 年）・地層枠線 

 

地質モデル（50 年後） 

 

地質モデル（100 年後）・地層枠線 

 

図 3.3-23 地質モデル XZ 断面の地層番号 

 

（２）節点移動・物性値割り当て機能の確認 

節点移動機能については、地層として想定した構造と実際の 3D-SEEP モデル構造が一致する

かを確認した。確認は 3D-SEEP モデルの節点構造、および要素に割り当てられた物性値（地下

水流動解析に使用する浸透流物性値番号 MATE）を用いた。物性値番号は、地層番号と一致す

るように設定した。 

0 年、50 年後、100 年後 3D-SEEP モデルに対し、要素ごとに浸透流物性値番号を色分けした
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XZ 断面を図 3.3-24 に示す。地質構造モデルを設定した 0 年、100 年後については、地層境界

の枠線を示した。0 年、および 100 年後の 3D-SEEP モデル構造から、地質構造モデルと 3D-

SEEP モデルは、節点範囲と地質構造モデル範囲、および、浸透流物性値番号の色と地層分布範

囲が一致している事が分かる。また、50 年後の 3D-SEEP モデルは、50 年後の地質モデル構造

と一致しており、地質モデルが適切に 3D-SEEP モデルに反映されている。 

 

3D-SEEP モデル（0 年）・地層枠線 

 

3D-SEEP モデル（50 年後） 

 

3D-SEEP モデル（100 年後）・地層枠線 

 

図 3.3-24 3D-SEEP モデル XZ 断面の浸透流物性値番号 

 

地層②が最大 10m

侵食される 



- 3-78 - 

 

（３）計算値継承機能の確認 

計算値継承機能では、例えば、0 年~10 年計算を実行後、その最終結果（10 年後における計

算値継承前の結果）から計算値を継承し、10~20 年計算の初期モデル（10 年後における計算値

継承後の結果）を作成する。計算値継承機能の確認のため、10 年後の継承前結果、および継承

後結果を比較する。全水頭および塩分濃度の比較結果を図 3.3-25 および図 3.3-26 に示す。 

計算値継承が正しく行われている場合、使用している地質モデルの時間変化が大きくないた

め、継承前後でコンタ形状の大きな変化は発生しないと考えられる。全水頭値は、地表面左端

（X=0～100ｍ）に発生する堆積層の影響（新しく堆積した地層の圧力水頭がゼロになる）によ

り、この付近でのみコンタ形状が継承前後で異なるが、それ以外の範囲のコンタ形状は一致す

る。塩分濃度については、新しく堆積した地層の濃度ゼロがなる地表面左端付近は、継承前の

濃度がゼロに近いのでコンタ形状への影響が小さく、コンタ形状は全体で一致する。この事か

ら、計算値継承機能が正しく動作したと言える。 

なお、全水頭において、X=90m の地表面付近に周囲よりやや高い値を示す領域がある。この

原因を考察するため、10 年後の計算値継承時に選択された継承法（節点における値）を地層境

界線とともに図 3.3-27 に示す。図から、X=90m における計算値継承法は、堆積継承法であり、-

X=100ｍ地表面における変形継承法との境界である事が分かる。地表面のうち、X<100m であ

る範囲は、新たに堆積した地層内にあるため、堆積継承法が適用される。 

堆積継承法では、節点の圧力水頭をゼロとするため、周囲と水頭値のギャップが発生する可能

性がある。図 3.3-28 に 10 年後の計算値継承前後における圧力水頭について、飽和域（赤色系）

と不飽和域（青色系）の差が分かりやすい濃度表示で示す。継承前には X=60~90m 地表面付近

は不飽和であったが、継承後は圧力水頭ゼロに切り替わっている。X=90m 地表面は、堆積継承

法が適用される節点のなかで最も地下水面から高く、継承前の圧力水頭が小さいため、継承前

後の圧力水頭変化が最も大きくなる。この影響により、X=90m 地表面において、高全水頭域が

発生したと考えられる。ただし上述した圧力水頭の変化は継承後の初期値に対してのみ一時的

に見られるものであり、継承後に計算を継続することでこのような影響は解消される。今回 3D-

SEEP による計算は 1 ステップ 0.01 年で実行したが、計算値継承後 1 ステップ後には圧力水頭

の分布はなめらかになっていることが確認できる（図 3.3-29）。 
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全水頭（10 年後：計算値継承前） 

 

全水頭（10 年後：計算値継承後） 

 

図 3.3-25 計算値継承前後における全水頭断面図 

 

  

X=90m 

X=90m でや

や全水頭が

高い 
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塩分濃度（10 年後：計算値継承前） 

 

塩分濃度（10 年後：計算値継承後） 

 

図 3.3-26 計算値継承前後における塩分濃度断面図 
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図 3.3-27 10 年後における節点の計算値継承法 

 

堆積継承法 侵食継承法 変形継承法 
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圧力水頭（10 年後：計算値継承前） 

 

圧力水頭（10 年後：計算値継承後） 

 

図 3.3-28 計算値継承前後における圧力水頭断面図 

  

X=90m 

X=90m 
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圧力水頭（10.01 年後：計算値継承後 0.01 年後） 

 

 

 

 

 

図 3.3-29 計算値継承後 0.01 年後の全水頭断面図 
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 炉内等廃棄物の中深度処分を対象とした核種移行解析 

 

図 3.1-1 に示したように、本調査においては、3 次元地形変化から 3 次元地下水流動・塩分

濃度解析を行い、その結果から、埋設地の水質変化、核種移行経路を評価するとともに、それ

らをもとに解析した、人工バリアの変質、及び、核種移行経路上の地質・水質の時間変化の結

果を一連の入力として、廃棄物から放出される放射性核種の流出点までの核種移行解析を行う

ことを目標としている。しかしながら、本年度においては、3 次元地形変化については、その

適用性の検討に着手したところで、また、地下水流動解析については、3 次元の地形変化の結

果を受けて地質構造を反映させる機能を追加したところであり、3 次元の評価結果を核種移行

解析に反映できる段階にない。したがって、本年度の核種移行解析は平成 28 年度までに受託研

究「燃料デブリの処理・処分に関する予察的調査」で実施した河床縦断形を対象とした 2 次元

の地形変化評価結果と 2 次元の地下水流動解析結果をベースとして、沿岸域を対象とした炉内

等廃棄物の中深度処分を対象とした核種移行解析を行うこととした。 

他方、炉内等廃棄物を対象とした中深度処分については、主に地層処分を対象として開発を

進めてきた核種移行解析コード GSRW-PSA の適用することとするが、炉内等廃棄物を対象と

した解析の経験がないことから、3.4.1 では、地形変化評価を反映した解析を実施する前に、既

往の文献、最新の炉内等廃棄物の放射能インベントリをもとに、核種移行の予備解析を実施し

た。予備解析においては、中深度処分の安全評価上重要な核種を抽出して、本年度解析で実施

する核種の絞り込みなどを実施するとともに、地形変化によらない安全評価上の留意点につい

て整理した。 

3.4.2 では、平成 28 年度に実施した河床縦断形を対象とした 2 次元地形変化と 2 次元地下水

流動・塩分濃度解析結果をもとに、炉内等廃棄物を対象とした中深度処分の廃棄物埋設地を、

沿岸域を想定しつつ、10 万年後に対地深度 70m を確保できる深度に、仮想エリアの侵食の程

度を示す地質係数を 2 種類と現在汀線の陸側領域と海側領域の組み合わせとして 4 ケース設定

した。設定した埋設地における塩分濃度の時間変化に基づき、海水系および降水系の 2 つのタ

イプの水質の時間変化を設定して、人工バリアの変質解析の境界条件とした。 

3.4.3 では、3.4.2 で設定した廃棄物埋設地の時間変化に基づき、中深度処分体系における低透

水層である圧縮ベントナイト層の 12.5 万年間の変質解析を行い、低透水層の安全機能の時間変

化を評価した。 

3.4.4 では、廃棄物埋設地から放出される核種の移行経路について、3.4.2 と同様に、2 次元の

地下水流動・塩分濃度解析結果に基づいて、各領域から水平方向に等間隔で 50 粒子を放出させ

た粒子追跡線解析を行い、解析体系から流出するまでの経路と経路上の地下水流速の変化を評

価するとともに、地表などに流出するまでに通過する地質、水質の組み合わせを評価して、核

種移行パラメータ設定の基礎データとした。このとき、粒子放出を開始する時刻を 1 万年ごと

に設定するなどして、核種が人工バリアから放出されるタイミングに合わせた核種移行経路を

割り当てられるようにするとともに、流出点が大きく変わる際に、被ばく評価地点を変更して

評価できるようにした。 

3.4.5 では、3.4.2～3.4.4 までの評価結果をもとに、一連のリンケージを行い、3.4.1 で整理し

た放射能インベントリなどに基づいて、核種移行解析、及び、被ばく線量評価を実施した。以

上の解析結果から、炉内等廃棄物の中深度処分を対象とした安全評価において、評価上の留意

点などについて、整理を行った。 
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3.4.1 GSRW-PSA による炉内等廃棄物の中深度処分を対象とした核種移行の予備解析 

本リンケージ評価の核種移行解析にはこれまでに主に地層処分を対象として開発を進めてき

た核種移行解析コード GSRW-PSA を適用することとした。HLW 及び TRU 廃棄物の地層処分、

地層処分が想定される燃料デブリの処分における安全評価に適用してきたものの、従来の余裕

深度処分を含めて、中深度処分を対象とした核種移行解析を実施した経験がない。そこで、地

形変化に伴う核種移行解析を実施する前に、中深度処分を対象とした核種移行の予備解析を実

施した。 

 

(1) 炉内等廃棄物の中深度処分とは 

旧原子力安全委員会による「低レベル放射性固体廃棄物の埋設処分に係る放射能濃度上限値

について、平成 19 年 5 月 21 日」（以下「LLW 濃度上限値」という。）(1)では、比較的浅い地下

に埋設する処分方式であるトレンチ処分及びピット処分と、比較的深い地下に埋設する処分方

式である余裕深度処分の 3 通りに関して、原子炉施設から発生する放射性廃棄物（以下「原子

炉廃棄物」という。）及び、再処理事業計画等の核燃料サイクル事業から発生する放射性廃棄物

（以下「サイクル廃棄物」という。）に対する濃度上限値が示された。これに合わせて、第二種

廃棄物埋設に係る事業規則(2)では、余裕深度処分に関する記述が追加・改定され、「「余裕深度

処分」とは、地表から深さ五十メートル以上の地下に設置された廃棄物埋設地（第二種廃棄物

埋設の事業に係るものに限る。以下同じ。）において放射性廃棄物を埋設の方法により最終的に

処分することをいう。」と定義されている。そして、2010 年 8 月には、旧原子力安全委員会に

より「第二種廃棄物埋設の事業に関する安全審査の基本的考え方、平成 22 年 8 月 9 日」（以下

「安全審査の基本的考え方」という。）(3)が決定され、これに従って第二種廃棄物埋設の事業が

進められてきた。 

しかし、その後、2011 年 3 月の東京電力福島第一原子力発電所の事故を契機として、安全確

保の対策を強化するための新規制基準の制定が進められており(4)、近年、原子力規制委員会に

より「炉内等廃棄物の埋設に係る規制の考え方について（案）、平成 28 年」（以下「規制の考え

方」という。）(5)がまとめられ、そこでは、原子力発電所等の廃止措置及び運転（以下「廃炉等」

という。）に伴い発生する、原子炉圧力容器内の高放射線環境下での放射化等により比較的放射

能濃度が高くなった炉内構造物等の廃棄物（以下「炉内等廃棄物」という。）に対して、深度は

浅地中処分（トレンチ処分又はピット処分）よりも深く、地層処分よりも浅い、中深度処分を

行うものとされた。ここで、中深度処分とは余裕深度処分のことであり、同様の処分概念とし

て国際的には「Intermediate–depth disposal（中深度処分）」が使用されてきたことから、国際的な

表記と整合のとれる「中深度処分」という名称に変更されたものである(6)。したがって、本報告

書においても中深度処分という名称を使用するものとした。なお、将来的には、核燃料加工施

設からも中深度処分対象となるウラン廃棄物が発生することが予想されるが、そのような廃棄

物を対象とする埋設計画が具体化していない現段階では、検討から除外するものとした。 

炉内等廃棄物は、廃炉等により発生する低レベル放射性核種のうち放射能濃度の比較的高い

廃棄物であり、具体的には原子炉構造物、使用済制御棒、チャンネルボックス、バーナブルポ

イズン、プロセス廃棄物からなる。その大半は、ステンレス鋼などの金属が燃料近傍で中性子

照射されて生じた放射化金属であり、この他、コンクリート、使用済みのイオン交換樹脂など

が含まれる(7)。また、炉内等廃棄物に含まれる放射性核種の特徴として、放射性核種の種類は

浅地中処分の対象と大きく変わらないこと、地層処分の対象廃棄物である高レベル放射性廃棄

物（以下「HLW」という。）とは異なり、α線を放出する放射性核種をほとんど含まないこと、

放射能濃度は HLW に比べて低いものの、半減期が数百年を超える放射性核種（以下「長半減
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期核種」という。）の濃度が浅地中処分の対象廃棄物に比べ数桁高いこと、などがあげられる(5)。

そのため、炉内等廃棄物の中深度処分では、これらの特徴を踏まえた安全評価が必要となる。 

日本原子力学会標準「余裕深度処分の安全評価手法：2008」（以下、「原子力学会標準」とい

う。）(8)では、中深度処分において、数百年の管理期間が設定されることから、安全評価シナリ

オは、管理期間内と管理期間終了後に区分して考えるものとしている。管理期間内の安全性の

判断のめやすは、原子力安全委員会「放射性廃棄物埋設施設の安全審査の基本的考え方、昭和

63 年 3 月 17 日決定、一部改訂平成 13 年 3 月 29 日」(9)に示されたものを適用することができ

るとされた。一方、管理期間終了後の安全性の判断のめやすは、原子力安全委員会「低レベル

放射性廃棄物埋設に関する安全規制の基本的考え方（中間報告）、平成 19 年 7 月 12 日」（以下、

「安全規制の基本的考え方（中間報告）」という。）(10)の分類に従い、基本シナリオ、変動シナ

リオ及び人為・稀頻度事象シナリオの 3 区分に対して被ばく線量の評価例を示している(8)。 

このように原子力発電所の廃止措置の進展に伴い、それらから発生する炉内等廃棄物の中深

度処分の実現に向けた規制基準や安全評価手法の整備の必要性が高まっている。 

 

(2) 本予備解析の目的 

日本原子力研究開発機構（以下、「JAEA」という。）では、原子力規制委員会原子力規制庁が

進める、炉内等廃棄物埋設等に適用する規制基準及び事業許可申請に必要な安全評価ガイドの

整備及び審査に必要な安全評価手法の整備に資するため、炉内等廃棄物処分の安全評価手法の

整備を行っている。 

本報告書では、炉内等廃棄物処分の安全評価手法の整備の一環として、炉内等廃棄物の中深

度処分について、原子力学会標準(8)における一般的な被ばく経路となる地下水移行を介した線

量評価を対象とした安全評価シナリオのうち、基本シナリオを参考に、炉内等廃棄物に関する

最新のデータ(11)に基づいた予察的安全評価（核種移行解析及び線量評価）を行うものとした。 

また、菅谷ほか（2010）(12)では、原子力学会標準(8)の手法に基づいて、JAEA が保有する原子

力施設等から発生する廃棄物の中深度処分に関して、基本・変動シナリオに係る検討・評価が

行われており、本検討においても、評価手法やモデル、パラメータ等の設定の参考とした。 

 

(3) 中深度処分対象炉内等廃棄物の種類と分類 

(a) 中深度処分対象炉内等廃棄物の種類 

電気事業連合会「余裕深度処分対象廃棄物に関する基本データ集（一部改定）, 平成 28 年 8

月 23 日」（以下、「基本データ集」という。）(11)では、沸騰水型原子炉（BWR）、加圧水型原子

炉（PWR）、黒鉛減速ガス冷却炉（GCR）、再処理工場・MOX 工場から発生する運転廃棄物及

び解体廃棄物のうち、中深度処分対象となる廃棄物の種類及び物量、放射能量等の基本データ

が示されている。なお、基本データ集(11)における数値は、現在運転中の軽水炉発電所（48 プラ

ント（BWR：24 プラント、PWR：24 プラント））、廃止措置中の軽水炉発電所（8 プラント）及

び日本原子力発電（株）東海発電所、建設中の軽水炉発電所（2 プラント）並びに日本原燃（株）

再処理工場・MOX 工場から発生する運転廃棄物及び解体廃棄物（東京電力（株）福島第一原子

力発電所 1～3 号機の解体廃棄物は除く）を基に編纂されたものであり、今後の技術開発や発電

所・再処理工場・MOX 工場の運転計画等の変更によって変動しうるものである。また、LLW

濃度上限値(1)の参考資料では、「原子炉廃棄物」の放射性物質濃度は、第 2 回低レベル放射性廃

棄物埋設分科会(13)で提示された軽水炉及びガス炉から発生する廃棄物の物量と放射能濃度に

重水炉（ふげん）と高速炉（常陽）の分を足し合わせたものが示されているに対して、基本デ

ータ集(11)ではそれらが含まれていない。同様に、濃度上限値(1)では、「サイクル廃棄物」として、
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日本原子力研究開発機構（以下、「JAEA」という。）の再処理工場・MOX 工場からの廃棄物が

含まれているのに対して、基本データ集(11)ではそれらが含まれていない、などの違いがみられ

るが、本報告書では、予備的評価であることを前提に、基本データ集(11)に記載された数値のみ

を評価に使用するものとした。 

基本データ集(11)に示された発生箇所ごと（BWR、PWR、GCR、再処理工場・MOX 工場）の

中深度処分対象廃棄物の種類と全体物量を表 3.4-1～表 3.4-4 に示す。これらの表から、中深度

処分対象廃棄物には、多種多様な廃棄物が含まれていることがわかるが、実際の廃棄物の処分

及び安全評価においては、TRU 廃棄物の地層処分に係る安全評価（TRU 廃棄物処分概念検討書
(14)や TRU 廃棄物処分技術検討書（以下「第 2 次 TRU レポート」という）(15)）のように、廃棄

体の特性（処分施設の設計や核種の浸出特性等）を踏まえた分類を行った方がより合理的な処

分・評価となるものと考える。 

  



- 3-88 - 

 

表 3.4-1 中深度処分対象廃棄物の種類と全体物量【BWR】(11) 
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表 3.4-2 中深度処分対象廃棄物の種類と全体物量【PWR】（1/2）(11) 
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表 3.4-3 中深度処分対象廃棄物の種類と全体物量【GCR】(11) 

 
 

表 3.4-4 中深度処分対象廃棄物の種類と全体物量【再処理・MOX 工場分】(11) 
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(b) 分類の考え方 

そこで、基本データ集(11)に示された廃棄体仕様における容器形状に関して、BWR 運転・解体

廃棄物、PWR 運転・解体廃棄物、GCR 運転・解体廃棄物に対して「1.6□×1.6m 容器」、再処

理・MOX 操業廃棄物・解体廃棄物に対して「1.6□×1.2m 容器」との記載があり、これに基づ

いて廃棄体数が計算されていることから、安全評価では、BWR・PWR・GCR といった原子力

発電所に由来する原子炉廃棄物と、再処理工場・MOX 工場に由来するサイクル廃棄物に大別

することができる。 

また、原子力学会標準(8)では、対象廃棄物には、放射化金属のような廃棄物の母材中に放射

性核種が含まれているものと、樹脂のような放射性核種で汚染されたものがあり、前者の放射

化金属のように放射性核種が金属内部に閉じ込められているものについては、母材である金属

の腐食に伴う溶出率を設定することで、後者の汚染した状態の放射性核種については、評価モ

デルとして収着効果を考慮することによって、廃棄物からの放射性核種の放出過程をモデル化

している。そこで、核種溶出の観点から、金属廃棄物や黒鉛に関しては、溶出率を設定可能な

放射化金属を含む混合廃棄物（以下「放射化金属等」という。）として、それ以外の樹脂類、コ

ンクリート、除染廃液、その他（詳細不明含む）に関しては、汚染廃棄物として分類した。 

放射化金属等としては、廃棄物の種類（ステンレス鋼、ジルカロイ、黒鉛）に応じて異なっ

た溶出率を設定可能なものは別のグループとして扱うものとした。ここで、ジルカロイに関し

て、TRU 廃棄物の地層処分に係る安全評価(14)(15)では、使用済被覆管に使用されるジルカロイに

20%の酸化皮膜が存在することが報告されている(16)ことから、その閉じ込め性能は低いものと

してこの領域に存在する放射化生成物については瞬時放出として扱っている。しかし、近年の

報告(17)では、酸化物中の C-14 存在量は総インベントリの 10％未満であり、6.5 年後の C-14 の

気相や溶存有機物及び溶存無機物への各浸出比の合計は、浸漬された被覆管の C-14 インベン

トリ全体の 0.01％未満であることなどから、既存の評価における設定（酸化皮膜 20%及び瞬時

放出）はやや保守的過ぎることが指摘されている。また、炉内等廃棄物に含まれるジルカロイ

は燃料の被覆管に比べて過酷な環境に曝されていないものだと考えられるため、ここではジル

カロイに関して酸化皮膜成分はないものと仮定した。 

なお、BWR 運転廃棄物の B4C 型制御棒に含まれるボロンカーバイト及び、PWR 運転廃棄物

のバーナブルポイズンに含まれるホウケイ酸ガラスに関しては、使用済制御棒の放射化計算及

び測定を行っている報告(18)において、放射性核種は被覆材としてのステンレス鋼の放射化に由

来するものがほとんどであることが示されているため、ステンレス鋼として取り扱うものとし

た。同様に、BWR 運転廃棄物の Hf 型廃棄物に関しても、ステンレス鋼の放射化が主であると

仮定し、ステンレス鋼として取り扱うものとした。また、BWR 運転廃棄物のうち、炉内構造物

取替えに伴い発生する廃棄物には、ステンレス鋼ではないその他廃棄物が含まれているが、そ

れ以外のステンレス鋼を主な材質とする廃棄物と分離するための情報が得られなかったため、

ステンレス鋼に含めるものとした。一方、PWR 運転廃棄物の制御棒ガイドチューブに含まれる

Ag-In-Cd 合金に関しては、先述の報告(18)によると、Ag-In-Cd 合金の放射化に由来する Ag-108m

が多量に存在することが確認されているものの、現状において Ag-In-Cd 合金の溶出率を設定す

るための情報が不足しているため、ステンレス鋼として扱うものとした。今後、情報収集・実

験等により、Ag-In-Cd 合金の溶出率を設定する情報を取得し、それを反映するため、別のグル

ープとして分離する必要がある。 

一方、汚染廃棄物からの溶出に関しては、菅谷ほか（2010）(12)と同様に、廃棄物中の核種が

瞬時に放出されるもの（瞬時放出）として扱うものとした。また、菅谷ほか（2010）(12)におけ

る安全評価では、汚染廃棄物の一部には、人工バリア等の核種閉じ込め機能に影響を与える物
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質（原著には明記されていないが、硝酸塩と推測される）が含まれており、これらが同一の処

分坑道に埋設処分されることは考えにくいとして、汚染廃棄物については、「影響物質を含む廃

棄物」と「影響物質を含まない廃棄物」に分類している。基本データ集(11)には、個々の廃棄物

の物性に係る詳細な情報が記載されていないため、どの廃棄物に核種閉じ込め機能に影響を与

える物質（硝酸塩と仮定）が含まれているのか不明であるが、ここでは、PWR 運転廃棄物の樹

脂処理廃液（表 3.4-2 では、「使用済樹脂・樹脂処理廃液」としての合計値が示されているが、

基本データ集(11)において示されたその他の表から分離可能である）と、再処理工場解体廃棄物

の系統除染廃液Ⅱ及び部分除染廃棄Ⅱを、影響物質を含む廃棄物として、それぞれ、汚染廃棄

物（樹脂処理廃液）と汚染廃棄物（除染廃液）として区別した。残りの汚染廃棄物（樹脂類、

コンクリート、その他）は、影響物質を含まない廃棄物とした。ここで、コンクリートからの

核種の溶出に関して、評価の時間スケールが比較的短い浅地中処分などの安全評価では、その

溶出挙動は重要であるが、コンクリートが放射化によって生成される放射性核種が限定的（60Co、
134Cs、152Eu が検出され、41Ca、55Fe、133Ba、154Eu も生成しているものと推定された）で半減期

が比較的短い（半減期が 1.03×105 年の 41Ca を除く）こと(19)、廃炉等において、コンクリート

廃棄物はブロック、破片、顆粒、粉などの多種多様な形で発生することが予想され、その溶出

モデルを設定するのは困難であること(20)から、後述するようにセメント系材料及びベントナイ

ト系材料を設置する中深度処分では、それらの媒体中での移行速度に比してコンクリートから

の核種の溶出は十分に速いものと考え、汚染廃棄物として扱うものとした。 

 

(c) 分類結果 

以上の分類に従った、中深度処分対象炉内等廃棄物に対する廃棄体の分類結果を表 3.4-5 に

示す。表から、原子力発電所由来の原子炉廃棄物では、ステンレス鋼の発生量が最も多く、次

いで汚染廃棄物（樹脂類、コンクリート、その他）という順であることがわかる。一方、再処

理工場・MOX 工場由来のサイクル廃棄物では、汚染廃棄物（樹脂類、コンクリート、その他）

の発生量が最も多く（全体で最も多い）、放射化金属（ステンレス鋼を仮定）がその約半分程度

であることがわかる。 

 

また、表 3.4-5 の分類による、各廃棄体グループにおける初期放射能濃度が高い上位 20 核種

の平均放射能濃度の経時変化を図 3.4-1 に、その順位の内訳を表 3.4-6 に示す。ここで、各廃

棄体グループの平均放射能濃度は、基本データ集(11)から総放射能／廃棄体総重量により算出し

た。初期放射能濃度としては、ほとんどの廃棄体グループにおいて、放射化生成核種や FP 核種

が比較的多く含まれていることがわかる。また、サイクル廃棄物の CYC_ot（汚染廃棄物（樹脂

類、コンクリート、その他））や CYC_no（汚染廃棄物（除染廃液））にα核種が相対的に多く

含まれるものの、その濃度はほかの廃棄体グループの放射化生成核種や FP 核種に比べて低い

ことがわかる。表 3.4-6 から各廃棄体グループにおいて初期放射能濃度が上位 20 核種としてカ

ウントされた回数を整理したものを表 3.4-7 に示す。この表からも、すべての廃棄体グループ

に Co-60 や Ni-63 が、ほとんどの廃棄体グループに C-14、Ni-59、Fe-55、Eu-154 などが相対的

に多く含まれていることがわかる。一方、α核種に関しては Pu-241 が 5 つの廃棄体グループに

比較的多くに含まれている以外は、1～3 つの廃棄体グループに含まれているに過ぎない。また、

規制の考え方(5)において想定されている規制終了までの期間 300～400 年を考慮すると、これら

の核種のうち半減期が 300 年を超える核種は、Be-10、C-14、Cl-36、Ca-41、Ni-59、Zr-93、Nb-

94、Tc-99、Ag-108m、Sn-126、Cs-135、Ho-166m、U-236、U-238、Np-237、Pu-239、Pu-240、Pu-

242、Am-241、Am-243、Cm-245 である（表 3.4-7 において網掛けの核種）。 
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表 3.4-5 中深度処分対象炉内等廃棄物に対する廃棄体の分類 

 

  

重量（ton） 体積（m3） 重量（ton） 体積（m3） 重量（ton） 体積（m3）

BPG_st
放射化金属等
（ステンレス鋼）

- 8782 1379

BPG_zr
放射化金属等
（ジルカロイ）

- 744 114

BPG_gr
放射化金属等
（黒鉛）

- 1514 865

BPG_ot
汚染廃棄物（樹脂類、
コンクリート、その他）

含まない 5235 7144

BPG_no
汚染廃棄物
（樹脂処理廃液）

含む 1328 1071

CYC_st
放射化金属等
（ステンレス鋼を仮定）

- 5775 892

CYC_ot
汚染廃棄物（樹脂類、
コンクリート、その他）

含まない 11601 2768

CYC_no
汚染廃棄物
（除染廃液）

含む 177 98

廃棄物の分類
廃棄体発生量 小計

影響物質
計

35156 14331

17603 10573

17553 3758

原子力発電所
（原子炉廃棄物）

再処理工場
・MOX工場

（サイクル廃棄物）

グループ 廃棄物発生源 容器形状

1.6ｍ□×
1.6m容器

1.6ｍ□×
1.2m容器
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(a) BPG_st 

 

(b) BPG_zr 

 

(c) BPG_gr 

 

(d) BPG_ot 

※ 電気事業連合会「余裕深度処分対象廃棄物に関する基本データ集（一部改定）」（平成 28

年 8 月 23 日）(11)より廃棄体グループの平均放射能濃度（＝総放射能／廃棄体総重量）を

算出した。 

図 3.4-1 各廃棄体グループにおける初期放射能濃度が高い上位 20 核種の 

平均放射能濃度の経時変化（1/2） 
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(e) BPG_no 

 

(f) CYC_st 

 

(g) CYC_ot 

 

(h) CYC_no 

※ 電気事業連合会「余裕深度処分対象廃棄物に関する基本データ集（一部改定）」（平成 28

年 8 月 23 日）(11)より廃棄体グループの平均放射能濃度（＝総放射能／廃棄体総重量）を

算出した。 

図 3.4-1 各廃棄体グループにおける初期放射能濃度が高い上位 20 核種の 

平均放射能濃度の経時変化（2/2） 
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表 3.4-6 各廃棄体グループにおける初期放射能濃度が高い上位 20 核種の内訳 

 

 

表 3.4-7 各廃棄体グループにおいて初期放射能濃度が 

上位 20 核種としてカウントされた回数 

 
※ 網掛けは半減期が 300 年を超える核種を示す。 

  

初期放射能
濃度の高い順

BPG_st BPG_zr BPG_gr BPG_ot BPG_no CYC_st CYC_ot CYC_no

1 Co-60 H-3 C-14 Fe-55 Ni-63 Cs-134 Cs-137 Pu-241
2 Fe-55 Cs-134 Ni-63 Co-60 Fe-55 Co-60 Sr-90 Cs-137
3 Ni-63 Co-60 H-3 Ni-63 Co-60 Fe-55 Pu-241 Sr-90
4 Cs-134 Tl-204 Co-60 Mn-54 Ce-144 H-3 Co-60 Pu-238
5 H-3 Pt-193 Fe-55 H-3 Mn-54 Tl-204 Ni-63 Cm-244
6 Pt-193 Ni-63 Cl-36 Ce-144 Cs-134 Sb-125 Cm-244 Am-241
7 Tl-204 Sb-125 Ni-59 Cs-137 Cs-137 Tm-171 Pu-238 Pu-240
8 Kr-85 Tm-171 Ca-41 Cs-134 Ru-106 Ni-63 H-3 Pu-239
9 Ni-59 Eu-154 Eu-154 Zn-65 Pm-147 Te-125m Am-241 H-3

10 Tm-171 Fe-55 Ba-133 Sr-90 Pu-241 Pt-193 Am-242m Am-243
11 C-14 Te-125m Eu-155 Ni-59 Ni-59 Eu-154 Tc-99 Co-60
12 Mn-54 Eu-155 Pu-241 Eu-152 Sr-90 Eu-155 Pu-240 Pu-242
13 Ag-108m Sn-121m Cs-137 Ru-106 C-14 Pm-147 Pu-239 Tc-99
14 Eu-154 C-14 Be-10 C-14 Sb-125 Kr-85 Ni-59 Am-242m
15 Pm-147 Sm-151 Sr-90 Sn-119m Cm-242 Sn-121m Zr-93 Np-237
16 Sb-125 Pm-147 Pm-145 Pm-147 Sn-119m Ba-133 Nb-94 U-236
17 V-49 Ba-133 Sm-151 Pu-241 Zn-65 C-14 Am-243 Cm-245
18 Cd-109 Ir-192m Ho-166m Sb-125 Eu-154 Sm-151 C-14 U-238
19 Eu-155 Zr-93 Pu-238 Eu-154 Eu-155 Os-194 Sn-126 Zr-93
20 Ba-133 Ni-59 Cm-244 Ag-110m Ag-110m Ni-59 Cs-135 Ni-63

核種 半減期 カウント数 核種 半減期 カウント数

Co-60 5.2713y 8 Te-125m 57.40d 2

Ni-63 100.1y 8 Ce-144 284.91d 2

H-3 12.32y 7 Pu-239 2.411E+4y 2

C-14 5.70E+3y 7 Pu-240 6564y 2

Ni-59 1.01E+5y 7 Am-241 432.2y 2

Fe-55 2.737y 6 Am-242m 141y 2

Eu-154 8.593y 6 Am-243 7.37E+3y 2

Sr-90 28.79y 5 Be-10 1.51E+6y 1

Sb-125 2.75856y 5 Cl-36 3.01E+5y 1

Cs-134 2.0648y 5 Ca-41 1.02E+5y 1

Cs-137 30.1671y 5 V-49 330d 1

Pm-147 2.6234y 5 Nb-94 2.03E+4y 1

Eu-155 4.7611y 5 Ag-108m 418y 1

Pu-241 14.35y 5 Cd-109 461.4d 1

Ba-133 10.52y 4 Sn-126 2.30E+5y 1

Mn-54 312.12d 3 Cs-135 2.3E+6y 1

Zr-93 1.53E+6y 3 Pm-145 17.7y 1

Sm-151 90y 3 Eu-152 13.537y 1

Tm-171 1.92y 3 Ho-166m 1.20E+3y 1

Pt-193 50y 3 Os-194 6.0y 1

Tl-204 3.78y 3 Ir-192m 1.45m 1

Pu-238 87.7y 3 U-236 2.342E+7y 1

Cm-244 18.10y 3 U-238 4.468E+9y 1

Zn-65 244.06d 2 Np-237 2.144E+6y 1

Kr-85 10.756y 2 Pu-242 3.75E+5y 1

Tc-99 2.111E+5y 2 Cm-242 162.8d 1

Ru-106 373.59d 2 Cm-245 8.5E+3y 1

Ag-110m 249.76d 2

Sn-119m 293.1d 2

Sn-121m 43.9y 2
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(4) 処分概念 

本検討では、沿岸・平野部の堆積岩を主な地質環境の対象として解析を実施する。 

 

(a) 処分システムの設計条件 

総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会廃棄物安全小委員会埋設処分技術ワーキン

ググループの第 6 回資料 2「余裕深度埋設の概要, 平成 23 年 1 月 19 日」(21)に示された中深度

処分における埋設施設の構造イメージを図 3.4-2 に示す。原子力学会標準(8)における説明によ

ると、中深度処分埋設施設では、現行の低レベル放射性廃棄物埋設施設と同等以上の核種閉じ

込め性能が要求されることから、コンクリートピットの周囲に岩盤よりも透水性が小さい高配

合ベントナイト（図 3.4-2 における低透水層：圧縮ベントナイト）を敷設し、廃棄体を定置し

た後のコンクリートピットにはモルタルを充填することにより一体化されるとしている。また、

モルタルなどのセメント系材料については、現行埋設施設では収着性能しか見込んでいないが、

コンクリートピット内面又は外面に、より緻密な材料（図 3.4-2 ではコンクリートピット外面

の低拡散層：モルタル）を用いることによって拡散抑制効果が期待されている(8)。 

原子力学会標準(8)及び菅谷ほか（2010）(12)に示された埋設施設における人工バリアの寸法設

定値を表 3.4-8 に示す。原子力学会標準(8)と菅谷ほか（2010）(12)において、想定する人工バリア

の各層の厚さに大差はなく、ここでは、原子力学会標準(8)を参考に、コンクリートピット及び

低拡散層の厚さを 0.5 m、低透水層の厚さを 1 m と設定した。 

以上より、処分概念図（図 3.4-2）及び人工バリアの寸法設定値（表 3.4-8 における原子力

学会標準(8)の設定値）を基に廃棄体グループ（表 3.4-5）別の人工バリアの処分施設形状の諸

元を整理したものを表 3.4-9 に示す。ここで、原子力発電所起源の廃棄体（BPG）は、図 

3.4-2 の断面図から、1.6ｍ□×1.6m 容器を、横 5 列×高さ 4 列（幅 8 m×高さ 6.4 m×奥行 1.6 

m）の 20 個を 1 組として、坑道長さ方向に何列できるかを、各廃棄体グループの廃棄体個数

から求め（余りがある場合は 1 列とした）、廃棄体定置領域の長さを算出した。同様に、再処

理工場・MOX 工場起源の廃棄体（CYC）は、1.6ｍ□×1.2m 容器を、横 5 列×高さ 5 列（幅 8 

m×高さ 6 m×奥行 1.6 m）の 25 個を 1 組として、坑道長さ方向に何列できるかを、各廃棄体

グループの廃棄体個数から求め、廃棄体定置領域の長さを算出した。また、各領域の体積及び

表面積は断面方向のみの領域を対象として算出した。 
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図 3.4-2 中深度処分における埋設施設の構造イメージ(21) 

 

表 3.4-8 埋設施設における人工バリアの寸法設定値 

 

*1：原子力学会標準(8) 

*2：JAEA-Research 2009-063（菅谷ほか, 2010(12)） 

 

表 3.4-9 各廃棄体グループに対する処分施設形状の諸元 

 

原子力学会標準*1 菅原ほか（2010）*2

幅 10 9.2
高さ 10 7.4
長さ 100 100
コンクリートピット 0.5 0.7
低拡散層 0.5 0.6

ベントナイト系材料層厚さ [m] 低透水層 1 1

セメント系材料層厚さ [m]

廃棄体層 [m]

設定値
パラメータ

廃棄体
個数
[-]

長さ
[m]

体積

[m3]

表面積

[m2]

厚さ
[m]

体積

[m3]

表面積

[m2]

厚さ
[m]

体積

[m3]

表面積

[m2]

厚さ
[m]

体積

[m3]

表面積

[m2]

高さ
[m]

幅 [m]

BPG_st
放射化金属等
（ステンレス鋼）

24306 1945.6 99615 56033 0.5 35021 73933 0.5 38912 81715 1.0 89498 97280 12 18

BPG_zr
放射化金属等
（ジルカロイ）

360 28.8 1475 829 0.5 518 1094 0.5 576 1210 1.0 1325 1440 12 18

BPG_gr
放射化金属等
（黒鉛）

655 52.8 2703 1521 0.5 950 2006 0.5 1056 2218 1.0 2429 2640 12 18

BPG_ot
汚染廃棄物（樹脂類、
コンクリート、その他）

1461 118.4 6062 3410 0.5 2131 4499 0.5 2368 4973 1.0 5446 5920 12 18

BPG_no
汚染廃棄物
（樹脂処理廃液）

1437 115.2 5898 3318 0.5 2074 4378 0.5 2304 4838 1.0 5299 5760 12 18

CYC_st
放射化金属等
（ステンレス鋼を仮定）

6527 419.2 20122 11738 0.5 7546 15930 0.5 8384 17606 1.0 19283 20960 12 18

CYC_ot
汚染廃棄物（樹脂類、
コンクリート、その他）

7945 508.8 24422 14246 0.5 9158 19334 0.5 10176 21370 1.0 23405 25440 12 18

CYC_no
汚染廃棄物
（除染廃液）

239 16.0 768 448 0.5 288 608 0.5 320 672 1.0 736 800 12 18

再処理工場
・MOX工場

（サイクル廃棄物）

1.6ｍ□×
1.2m容器

原子力発電所
（原子炉廃棄物）

1.6ｍ□×
1.6m容器

グループ 廃棄物発生源 容器形状 廃棄物の分類

低透水層コンクリートピット 低拡散層廃棄体定置領域
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(5) 基準とする処分システムの状態と変動要因の想定 

処分システムは、原子力学会標準(8)と同様に、「埋設施設とそれが設けられている地質環境

から構成され、主として地表水を介して、人の生活環境と接している」ものとした。 

また、原子力学会標準(8)では、旧原子力安全委員会「低レベル放射性固体廃棄物の陸地処分

の安全規制に関する基準値について（第 3 次中間報告）、平成 12 年 9 月 14 日」(22)に示された

全体的な処分システム（図 3.4-3）に、表 3.4-8 に示す形状などを有する埋設施設が深度 50 m

に設置されることを想定し、処分システムの状態に対して長期的に影響を与える変動要因とし

て、地質環境条件と埋設施設に関連する次の現象を想定している。 

 

① 隆起・侵食による放射性核種の移行距離の減少 

② 隆起・侵食による施設近傍岩盤の風化 

③ 埋設施設の変質による施設浸入水量の増加 

④ 埋設施設の変質による拡散移行抑制性能の低下 

 

そこで、本検討においても、処分システムの状態に対して長期的に影響を与える変動要因と

して、上記の現象を考慮するものとして検討を行った。また、原子力学会標準(8)の基本シナリ

オに基づいた予備的解析を行った後に、処分システムの状態設定にそれらの影響解析の結果を

反映し、核種移行解析及び線量評価を行うものとした。 

 

 

図 3.4-3 処分システムの全体的な概念(22) 

 

(6) 評価シナリオ及び解析ケース 

先述したように、安全規制の基本的考え方（中間報告）(10)では、基本シナリオ、変動シナリ

オ、人為・稀頻度事象シナリオの「3 区分のシナリオ分類にもとづき、それぞれの区分のシナ

リオごとに安全評価を行い、対応する区分の線量めやす値との比較を行うことが妥当」とされ、

原子力学会標準(8)では、それらの3区分のシナリオ分類に基づいた線量評価例が示されている。 

本報告書において対象とした基本シナリオに関しては、安全規制の基本的考え方（中間報告）
(10)において、「余裕深度処分の場合は、深度による生物圏からの離隔が十分であるかどうかを判

断する観点から、土地の隆起・侵食や海水準変動などに起因する長期的な地形の変化、気候変

動を考慮した地下水シナリオを選定することが適当である」とされ、原子力学会標準(8)におい

て、「処分システムの基本設計及びその方針について、一般公衆の被ばく線量が可能な限り低く

抑えられるように配慮されているかどうかを評価するために用いられるもので、処分システム

の可能性の高い状態での放射性核種の移行と一般的な被ばく経路が対象となる」もので、「その
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際、長期的な気候・海水準変動、隆起・侵食などの地質変動も考慮する」とされる。また、原

子力学会標準(8)において、「基本シナリオにおいて設定する処分システムの可能性の高い状態は

原則として一つ」としており、変動要因として「基準とする処分システムの状態と変動要因の

想定」で想定した①～④の現象を考慮した地下水移行シナリオが基本シナリオと想定されてい

る。 

ここでは、ジェネリックな処分サイトを想定し、以下の解析ケースを設定した。 

 

A) 原子力学会標準浸出率ケース 

 原子力学会標準(8)における核種移行パラメータ及び浸出率（浸出期間）を設定したケース。 

 天然バリアは隆起・侵食に伴う移行距離の減少や流速の増加を考慮。 

 人工バリアは低拡散層のひび割れを考慮した実効拡散係数の増加を考慮。 

 

B) 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 廃棄体グループ別の浸出率を文献調査により設定した以外は、原子力学会標準浸出率ケ

ースと同様のケース。 

 

(7) 評価コード及び評価モデル 

放射性核種の移行及び被ばく線量の評価には、確率論的安全評価コード GSRW-PSA（Generic 

Safety Assessment Code for Geologic Disposal of Radioactive Waste for Probabilistic Safety Assessment） 

(23)を用いた。GSRW-PSA は、確率論的解析の対象とするパラメータを生成するパラメータサン

プリングコード（Latin Hypercube Sampling：LHS(24)）、地下水移行シナリオの決定論的評価用コ

ード（GSRW）(25)、及び統計解析コード（Statistical POstProcessor：SPOP(26), (27)）から構成される

コードシステムである。なお、本評価に使用した GSRW-PSA は、これまで受託事業(28), (29), (30), (31), 

(32), (33), (34), (35), (36)等により原子力機構が拡張・整備を行ってきたものである。この拡張した GSRW-

PSA における地下水移行シナリオの決定論的評価用コード（GSRW）を使用することにより、

基本的には、原子力学会標準(8)において示された「処分システムにおける核種移行及び被ばく

経路の評価手法」と同等の評価を行うことが可能である。 

具体的には、廃棄体層からの核種の溶出やセメント系材料層及びベントナイト系材料層内の

放射性物質の濃度の評価には、ソースタームモデルを、岩盤地下水中の放射性物質の濃度の評

価には、天然バリアモデルの多孔質媒体モデルを、被ばく線量評価には、生物圏モデルを使用

した。 

ただし、廃棄体層における放射化金属等からの核種の溶出に係る廃棄体層からの核種溶出モ

デルに関しては、原子力学会標準(8)の次式（一部表式を改変）ではなく、 

 

 𝑅𝑖(𝑡) = 𝐴0
𝑖 𝜂𝑒𝑥𝑝[−(𝜆𝑖 + 𝜂)𝑡] (3.4-1) 

 

𝑅𝑖(𝑡)：時間 tにおける核種 iの放出率 [Bq/y] 

𝐴0
𝑖  ：核種 iの初期放射能量 [Bq] 

𝜂 ：溶出率 [1/y] 

𝜆𝑖 ：核種 iの崩壊定数 [1/y] 

 

 

平成 19 年の GSRW-PSA の拡張(28)において整備した次式の溶出期間モデルにより評価した。な

お、本モデルは第 2 次 TRU レポート(15)における金属廃棄物からの溶出モデルと同等である。 
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 𝑅𝑖(𝑡) = {
𝐴𝑖(𝑡) 𝑇⁄ (0 ≤ 𝑡 ≤ 𝑇)

0 (𝑇 < 𝑡)
 (3.4-2) 

 

𝑇 ：溶出期間 [y]（𝜂 = 1/𝑇） 

𝐴𝑖(𝑡)：時間 tにおける核種 iの放射能量 [Bq] 

ただし、
𝑑𝐴𝑖(𝑡)

𝑑𝑡
= −𝜆𝑖𝐴𝑖(𝑡) + ∑ 𝜆𝑝𝐴𝑝(𝑡)𝑝  

𝜆𝑝 ：親核種 pの崩壊定数 [1/y] 

𝐴𝑝(𝑡)：時間 tにおける親核種 pの放射能量 [Bq] 

 

 

式(3.4-2)を溶出期間 T 未満の時間 t 及び単独核種の場合について、式(3.4-1)と同様に核種 i の初

期放射能量𝐴0
𝑖 及び溶出率𝜂を用いて書き直すと、次のようになる。 

 

 𝑅𝑖(𝑡) = 𝐴0
𝑖 𝜂𝑒𝑥𝑝[−𝜆𝑖𝑡] (3.4-3) 

 

本報告書において、式(3.4-1)の原子力学会標準(8)モデルではなく、式(3.4-2)（式(3.4-3)）の浸

出期間モデルを用いたのは以下の理由による。 

式(3.4-3)の場合、初期放射能量𝐴0
𝑖 に対して崩壊定数𝜆𝑖のみによる減少を考慮した残存放射能

量に対して、溶出率𝜂を掛けたものが核種 i の放出率𝑅𝑖(𝑡)になるのに対して、式(3.4-1)の場合、

初期放射能量𝐴0
𝑖 に対して崩壊定数𝜆𝑖に加えて溶出率𝜂による減少を考慮した残存放射能量に対

して、溶出率𝜂を掛けたものが核種 i の放出率𝑅𝑖(𝑡)になるので、放出率が過小評価となる可能

性がある。例えば、初期放射能濃度が 100Bq、浸出率が 0.01[1/y]（浸出期間 100 年）として、

半減期が浸出期間に対して十分長い（放射性崩壊による減衰がない）ものと仮定した場合の、

式(3.4-1)の原子力学会標準(8)モデルと式(3.4-3)の浸出期間モデルの放出率を比較したものを図 

3.4-4 に示す。この図から、式(3.4-1)の原子力学会標準(8)モデルの方が放出率の減少が式(3.4-3)の

浸出期間モデルに比べて大きいこと、式(3.4-3)の浸出期間モデルでは浸出期間の 100 年以降の

放出がなく、金属が腐食により消失する時間である溶出期間と調和的であることがわかる。よ

って、本報告書では、金属廃棄物等からの核種の放出に関して、式(3.4-1)の原子力学会標準(8)モ

デルではなく、式(3.4-2)の浸出期間モデルを用いることとした。 
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図 3.4-4 原子力学会標準(8)モデルと浸出期間モデルの放出率の比較 
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(8) 解析条件 

(a) 処分施設の特性 

処分施設を構成する各バリアの特性については、原子力学会標準(8)、菅谷ほか（2010）(12)、第

2 次 TRU レポート(15)を参考に表 3.4-10 のように設定した。なお、天然バリアに関して、原子

力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースでは、表 3.4-10 のニアフィー

ルド（NF）及びファーフィールド（FF）の設定を行った。 

 

表 3.4-10 処分施設の特性 

バリア パラメータ 値 

コンクリートピット層 

厚さ [m] 0.5 

間隙率 [-] 0.19 

密度 [g/cm3] 2.6 

低拡散層（健全部） 

厚さ [m] 0.5 

間隙率 [-] 0.19 

密度 [g/cm3] 2.6 

ベントナイト層 

厚さ [m] 1.0 

間隙率 [-] 0.4 

密度 [g/cm3] 2.7 

施設近傍 

（ニアフィールド：NF） 

移行距離 [m] 200 

間隙率 [-] 0.47 

密度 [g/cm3] 2.8 

地下水実流速 [m/y] 0.1 

施設近傍以外 

（ファーフィールド：FF） 

移行距離 [m] 300 

間隙率 [-] 0.47 

密度 [g/cm3] 2.8 

地下水実流速 [m/y] 1.0 

 

 

(b) 評価対象核種及びインベントリ 

評価対象核種を表 3.4-11 に示す。本検討で評価対象とする核種は、原子力学会標準(8)の対象

核種に Ba-133 を追加した、菅谷ほか（2010）(12)で対象とされている核種を基本として、基本デ

ータ集(11)において放射能量が多いものを追加した。 

具体的には、規制の考え方(5)において想定されている規制終了までの期間 300～400 年を参考

に、基本データ集(11)の全廃棄物を核種ごとに合計した放射能量に対して、処分後 300 年時点に

おける放射能量が高い上位 20 核種（ただし、親核種からの生成分は考慮せず、放射性崩壊によ

る減衰のみを考慮）を選定し、菅谷ほか（2010）(12)で対象とされていない核種（Ar-39、Kr-81、

Nb-91）を追加した。Ar, Kr といった希ガスについては、本来ガス移行として取り扱いことが望

ましいと考えられるが、現時点では、GSRW-PSA ではガス移行を取り扱うことができず、また、

ほかにガス移行に関する評価ツールがないため、地下水移行において溶存ガスとして仮定して

評価を行った。同様に、長期的な影響を評価するため、処分後 10 万年時点における放射能量が

高い上位 20 核種についても、選定・追加した（Tc-97、Bi-208、Bi-210m）。また、Ra-223、Ra-

225、Th-227、Th-234、Pu-236、Cm-242、Cm-246 については、系列核種として評価する場合に
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重要となるため、評価対象核種とした。その結果、菅谷ほか（2010）(12)における評価対象の 57

核種（ただし、Cm-242、Cm-246 については子孫核種のインベントリに取り入れている）に、

上記の 13 核種を新たに追加し、計 70 核種を本検討における評価対象核種とした。なお、すべ

ての C-14 は菅谷ほか（2010）(12)と同様に放射化物起源の有機形態として扱った。 

中深度処分対象炉内等廃棄物の分類ごとのインベントリを表 3.4-1 に示す。また、系列核種

について整理した中深度処分対象炉内等廃棄物の分類ごとのインベントリを表 3.4-13 に示す。

表 3.4-13 のうち、基本データ集(11)に放射能量のデータがない核種、あるいは、ほかの系列で既

に考慮されている核種に関しては、初期放射能量を 0 とした。なお、これ以降では、系列核種

以外の核種を便宜的に FP 核種と呼称する。 

 

表 3.4-11 評価対象核種 

 

※ 表中の数値は各処分後時間（300 年及び 10 万年）における放射能量の高い順でのランク（上

位 20 位まで）を示す。 

※ 網掛けは菅谷ほか（2010）(12)から新たに追加された核種を示す。 

※ 半減期は、ICRP Publ. 107(37)を参照した。 

※ Nb-93m は、Zr-93 及び Mo-93 の子孫核種として考慮した。 

 

  

核種 半減期
菅谷ほか
（2010）

上位20
（300年）

上位20
（10万年）

核種 半減期
菅谷ほか
（2010）

上位20
（300年）

上位20
（10万年）

系列重要
核種

H-3 12.32y ○ Pb-210 22.20y ○
Be-10 1.51E+6y ○ 12 Bi-208 3.68E+5y 19
C-14 5.70E+3y ○ 3 17 Bi-210m 3.04E+6y 20
Cl-36 3.01E+5y ○ 17 6 Po-210 138.376d ○
Ar-39 269y 12 Ra-223 11.43d ○
Ca-41 1.02E+5y ○ 20 8 Ra-225 14.9d ○
Co-60 5.2713y ○ Ra-226 1600y ○
Ni-59 1.01E+5y ○ 2 1 Ra-228 5.75y ○
Ni-63 100.1y ○ 1 Ac-227 21.772y ○
Se-79 2.95E+5y ○ 9 Th-227 18.68d ○
Kr-81 2.29E+5y 13 3 Th-228 1.9116y ○
Sr-90 28.79y ○ 19 Th-229 7.34E+3y ○
Zr-93 1.53E+6y ○ 8 2 Th-230 7.538E+4y ○
Nb-91 680y 10 Th-232 1.405E10y ○

Nb-93m 16.13y ○ Th-234 24.10d ○
Nb-94 2.03E+4y ○ 6 7 Pa-231 3.276E+4y ○
Mo-93 4.0E+3y ○ 7 Pa-233 26.967d ○
Tc-97 2.6E+6y 11 U-232 68.9y ○
Tc-99 2.111E+5y ○ 14 4 U-233 1.592E+5y ○ 18
Pd-107 6.5E+6y ○ 10 U-234 2.455E+5y ○

Ag-108m 418y ○ 4 U-235 7.04E+8y ○
Sn-121m 43.9y ○ U-236 2.342E+7y ○
Sn-126 2.30E+5y ○ 14 U-238 4.468E+9y ○
I-129 1.57E+7y ○ 16 Np-237 2.144E+6y ○

Cs-135 2.3E+6y ○ 16 5 Pu-236 2.858y ○
Cs-137 30.1671y ○ 15 Pu-238 87.7y ○
Ba-133 10.52y ○ Pu-239 2.411E+4y ○ 15
La-137 6.0E+4y ○ Pu-240 6564y ○
Sm-151 90y ○ 11 Pu-241 14.35y ○
Tb-157 71y ○ Pu-242 3.75E+5y ○

Ho-166m 1.20E+3y ○ 9 Am-241 432.2y ○ 18
Hf-182 9E+6y ○ 13 Am-242m 141y ○
Pt-193 50y ○ 5 Am-243 7.37E+3y ○

追加核種 Cm-242 162.8d ○
Cm-244 18.10y ○
Cm-245 8.5E+3y ○
Cm-246 4.76E+3y ○
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表 3.4-12 中深度処分対象炉内等廃棄物の分類ごとのインベントリ 

 

※ 半減期は、ICRP Publ. 107(37)を参照した。 

※ 放射能量データは、基本データ集(11)を参照した。ただし、網掛けは、基本データ集(11)に放射

能量のデータがない核種を示す。 

BPG_st BPG_zr BPG_gr BPG_ot BPG_no CYC_st CYC_ot CYC_no
H-3 12.32y 3.2E+16 1.6E+16 5.1E+13 3.0E+15 2.7E+11 2.4E+17 2.1E+13 3.0E+09

Be-10 1.51E+6y 1.3E+11 2.0E+10 2.5E+10 6.3E+07 3.6E+04 1.5E+11 0.0E+00 0.0E+00
C-14 5.70E+3y 5.9E+15 6.6E+13 1.5E+14 7.2E+13 3.8E+12 5.3E+14 3.0E+11 2.3E+06
Cl-36 3.01E+5y 7.0E+12 9.4E+09 4.7E+11 1.1E+11 1.2E+09 2.7E+12 6.0E+09 4.7E+04
Ar-39 269y 8.7E+13 3.7E+10 0.0E+00 3.3E+10 0.0E+00 1.4E+13 0.0E+00 0.0E+00
Ca-41 1.02E+5y 3.7E+12 1.1E+11 3.6E+11 2.3E+12 2.4E+07 9.0E+11 0.0E+00 0.0E+00
Co-60 5.2713y 6.6E+18 5.2E+15 2.8E+13 6.8E+16 9.5E+14 6.3E+17 2.2E+15 2.5E+08
Ni-59 1.01E+5y 1.3E+16 1.9E+13 4.5E+11 2.4E+14 1.3E+13 2.6E+14 1.8E+12 4.3E+04
Ni-63 100.1y 1.8E+18 1.9E+15 6.5E+13 2.7E+16 1.6E+15 3.5E+16 2.7E+14 6.6E+06
Se-79 2.95E+5y 4.8E+11 4.8E+10 6.5E+07 1.8E+09 7.9E+07 8.4E+11 1.5E+10 2.1E+06
Kr-81 2.29E+5y 9.1E+12 3.1E+12 0.0E+00 2.2E+08 0.0E+00 2.3E+13 0.0E+00 0.0E+00
Sr-90 28.79y 2.2E+12 2.4E+12 1.8E+10 2.8E+14 1.0E+13 3.2E+13 1.1E+16 3.5E+11
Zr-93 1.53E+6y 2.1E+11 2.4E+13 4.3E+06 6.8E+08 3.0E+08 1.7E+14 6.1E+11 9.4E+06
Nb-91 680y 9.2E+13 1.8E+04 0.0E+00 1.8E+05 0.0E+00 6.3E+12 0.0E+00 0.0E+00

Nb-93m 16.13y 7.4E+13 6.2E+12 3.3E+06 7.9E+10 1.2E+07 7.6E+13 0.0E+00 0.0E+00
Nb-94 2.03E+4y 1.8E+14 7.0E+12 9.3E+08 2.9E+12 2.7E+11 5.5E+13 5.0E+11 6.7E+02
Mo-93 4.0E+3y 2.2E+14 1.7E+11 1.1E+09 8.4E+11 2.4E+08 2.6E+12 1.4E+10 2.9E+03
Tc-97 2.6E+6y 5.8E+10 4.0E+10 0.0E+00 1.3E+07 0.0E+00 2.9E+11 0.0E+00 0.0E+00
Tc-99 2.111E+5y 2.6E+13 3.3E+10 3.2E+07 2.2E+12 8.4E+08 2.9E+11 4.0E+12 6.5E+07
Pd-107 6.5E+6y 7.9E+10 3.8E+10 2.6E+05 4.4E+07 1.1E+07 2.7E+11 3.9E+09 5.4E+05

Ag-108m 418y 3.5E+15 1.4E+12 1.6E+09 8.7E+11 1.9E+09 1.3E+13 2.8E+09 5.2E+04
Sn-121m 43.9y 9.0E+12 7.5E+13 2.0E+08 1.0E+11 9.3E+07 6.5E+14 0.0E+00 0.0E+00
Sn-126 2.30E+5y 1.1E+08 8.1E+07 9.0E+05 1.9E+08 9.3E+07 6.8E+08 2.3E+11 3.8E+06
I-129 1.57E+7y 1.1E+10 5.8E+09 3.5E+04 1.0E+09 4.5E+08 4.2E+10 1.2E+09 1.6E+05

Cs-135 2.3E+6y 2.0E+12 1.6E+12 1.2E+06 1.2E+09 0.0E+00 1.1E+13 7.4E+10 2.2E+06
Cs-137 30.1671y 2.9E+14 5.9E+12 5.5E+10 3.3E+14 7.4E+13 9.3E+13 1.6E+16 4.8E+11
Ba-133 10.52y 3.7E+14 3.9E+13 7.2E+10 5.1E+11 9.7E+08 6.2E+14 0.0E+00 0.0E+00
La-137 6.0E+4y 1.7E+08 8.5E+07 1.5E+07 1.8E+07 6.5E+03 6.2E+08 0.0E+00 0.0E+00
Sm-151 90y 1.1E+14 5.9E+13 1.1E+10 1.6E+12 6.3E+10 4.7E+14 0.0E+00 0.0E+00
Tb-157 71y 3.2E+10 1.1E+10 9.8E+08 2.7E+08 6.7E+06 1.0E+11 0.0E+00 0.0E+00

Ho-166m 1.20E+3y 4.7E+13 5.7E+12 5.8E+09 1.1E+10 8.3E+07 4.1E+13 0.0E+00 0.0E+00
Hf-182 9E+6y 2.4E+11 8.6E+07 3.5E-06 3.4E+04 3.4E+01 6.1E+08 0.0E+00 0.0E+00
Pt-193 50y 3.2E+16 2.1E+15 1.8E+04 1.3E+12 5.9E+02 1.8E+16 0.0E+00 0.0E+00
Pb-210 22.20y 4.1E+03 4.5E+02 2.3E-03 1.6E-01 0.0E+00 3.4E+04 0.0E+00 0.0E+00
Bi-208 3.68E+5y 6.5E+09 1.9E+09 1.3E+03 1.8E+06 3.0E+00 1.4E+10 0.0E+00 0.0E+00

Bi-210m 3.04E+6y 4.7E+09 1.7E+09 3.7E+03 1.0E+06 1.8E+00 1.2E+10 0.0E+00 0.0E+00
Po-210 138.376d 8.1E+09 1.1E+06 1.7E+01 1.2E+07 6.5E+06 2.2E+08 0.0E+00 0.0E+00
Ra-223 11.43d - - - - - - - -
Ra-225 14.9d - - - - - - - -
Ra-226 1600y 2.7E+03 1.9E+02 3.7E-01 5.6E+00 1.5E+00 7.7E+03 0.0E+00 0.0E+00
Ra-228 5.75y 7.0E+06 5.1E+04 0.0E+00 7.0E+02 3.8E+01 8.8E+06 0.0E+00 0.0E+00
Ac-227 21.772y 2.2E+07 1.1E+06 3.9E+00 5.5E+04 1.4E+02 9.6E+07 0.0E+00 0.0E+00
Th-227 18.68d - - - - - - - -
Th-228 1.9116y 1.5E+10 1.4E+08 1.8E+03 2.1E+06 2.8E+05 1.3E+11 0.0E+00 0.0E+00
Th-229 7.34E+3y 1.5E+07 1.1E+06 1.3E-01 3.4E+03 5.0E+01 4.7E+07 0.0E+00 0.0E+00
Th-230 7.538E+4y 3.2E+05 4.2E+04 7.0E+01 9.1E+03 3.8E+03 1.8E+06 0.0E+00 0.0E+00
Th-232 1.405E10y 7.3E+06 2.4E+05 2.2E-05 4.1E+03 2.6E+02 1.2E+07 0.0E+00 0.0E+00
Th-234 24.10d - - - - - - - -
Pa-231 3.276E+4y 4.4E+07 5.2E+06 8.3E+00 1.5E+05 6.3E+03 3.2E+08 0.0E+00 0.0E+00
Pa-233 26.967d - - - - - - - -
U-232 68.9y 1.5E+10 2.2E+09 1.8E+03 9.4E+06 1.8E+06 1.3E+11 0.0E+00 0.0E+00
U-233 1.592E+5y 6.5E+09 9.2E+08 4.4E+00 6.4E+06 6.1E+05 4.2E+10 1.1E+05 1.1E+03
U-234 2.455E+5y 5.9E+08 1.2E+08 4.8E+05 4.7E+08 2.8E+08 4.2E+09 4.0E+08 4.7E+06
U-235 7.04E+8y 2.4E+05 2.0E+05 5.4E+01 1.4E+07 8.3E+06 1.8E+06 1.1E+08 1.6E+06
U-236 2.342E+7y 2.7E+06 5.9E+06 1.1E+04 9.3E+07 5.0E+07 4.6E+07 1.8E+09 2.8E+07
U-238 4.468E+9y 1.6E+07 3.1E+07 5.7E+04 1.1E+08 5.7E+07 2.3E+08 1.5E+09 2.3E+07
Np-237 2.144E+6y 5.4E+06 1.4E+07 3.5E+04 7.4E+07 3.8E+07 1.2E+08 7.8E+09 3.5E+07
Pu-236 2.858y 6.1E+05 2.3E+05 3.3E+01 8.6E+07 5.4E+07 1.6E+07 0.0E+00 0.0E+00
Pu-238 87.7y 1.1E+11 2.1E+11 5.7E+09 3.4E+11 1.6E+11 1.9E+12 2.4E+13 3.0E+11
Pu-239 2.411E+4y 1.6E+10 2.9E+10 2.8E+08 1.1E+11 5.7E+10 2.8E+11 2.0E+12 2.6E+10
Pu-240 6564y 3.2E+10 5.4E+10 9.7E+08 1.3E+11 6.1E+10 5.1E+11 3.4E+12 4.2E+10
Pu-241 14.35y 3.4E+12 4.9E+12 6.5E+10 3.4E+13 1.6E+13 8.5E+13 4.4E+15 5.0E+11
Pu-242 3.75E+5y 1.8E+08 3.2E+08 5.8E+06 2.5E+08 1.0E+08 2.6E+09 1.4E+10 1.8E+08
Am-241 432.2y 1.3E+11 2.0E+11 4.0E+09 2.9E+10 9.9E+09 1.8E+12 1.4E+13 8.2E+10

Am-242m 141y 8.0E+08 1.3E+09 7.4E+07 1.3E+09 5.0E+08 1.2E+10 4.0E+12 3.8E+07
Am-243 7.37E+3y 2.7E+09 4.6E+09 7.1E+07 1.5E+09 5.9E+08 3.7E+10 3.7E+11 1.9E+09
Cm-242 162.8d 6.7E+08 4.3E+07 6.1E+07 5.8E+12 2.0E+12 9.3E+09 0.0E+00 0.0E+00
Cm-244 18.10y 4.3E+11 3.4E+11 5.0E+09 1.1E+11 3.6E+10 4.3E+12 2.6E+13 2.3E+11
Cm-245 8.5E+3y 6.3E+07 7.6E+07 2.2E+05 5.9E+06 2.0E+06 5.8E+08 5.3E+09 2.4E+07
Cm-246 4.76E+3y 8.5E+07 2.5E+07 4.3E+05 7.6E+05 1.9E+05 1.8E+08 0.0E+00 0.0E+00

核種 半減期
放射能量 [Bq]
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表 3.4-13 系列核種について整理した中深度処分対象炉内等廃棄物の 

分類ごとのインベントリ 

 

※ 半減期は、ICRP Publ. 107(37)を参照した。 

放射能量データは、基本データ集(11)を参照した。ただし、網掛けは、基本データ集(11)に放射能

量のデータがない核種、あるいは、ほかの系列で既に考慮されている核種であることを示し、

これらの初期放射能量を 0 とした。 

  

BPG_st BPG_zr BPG_gr BPG_ot BPG_no CYC_st CYC_ot CYC_no
Cm-244 18.10y 4.3E+11 3.4E+11 5.0E+09 1.1E+11 3.6E+10 4.3E+12 2.6E+13 2.3E+11
Pu-240 6564y 3.2E+10 5.4E+10 9.7E+08 1.3E+11 6.1E+10 5.1E+11 3.4E+12 4.2E+10
U-236 2.342E+7y 2.7E+06 5.9E+06 1.1E+04 9.3E+07 5.0E+07 4.6E+07 1.8E+09 2.8E+07
Th-232 1.405E10y 7.3E+06 2.4E+05 2.2E-05 4.1E+03 2.6E+02 1.2E+07 0.0E+00 0.0E+00
Ra-228 5.75y 7.0E+06 5.1E+04 0.0E+00 7.0E+02 3.8E+01 8.8E+06 0.0E+00 0.0E+00
Th-228 1.9116y 1.5E+10 1.4E+08 1.8E+03 2.1E+06 2.8E+05 1.3E+11 0.0E+00 0.0E+00
Pu-236 2.858y 6.1E+05 2.3E+05 3.3E+01 8.6E+07 5.4E+07 1.6E+07 0.0E+00 0.0E+00
U-232 68.9y 1.5E+10 2.2E+09 1.8E+03 9.4E+06 1.8E+06 1.3E+11 0.0E+00 0.0E+00
Th-228 1.9116y 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00

4n(C) Bi-208 3.68E+5y 6.5E+09 1.9E+09 1.3E+03 1.8E+06 3.0E+00 1.4E+10 0.0E+00 0.0E+00
Cm-245 8.5E+3y 6.3E+07 7.6E+07 2.2E+05 5.9E+06 2.0E+06 5.8E+08 5.3E+09 2.4E+07
Pu-241 14.35y 3.4E+12 4.9E+12 6.5E+10 3.4E+13 1.6E+13 8.5E+13 4.4E+15 5.0E+11
Am-241 432.2y 1.3E+11 2.0E+11 4.0E+09 2.9E+10 9.9E+09 1.8E+12 1.4E+13 8.2E+10
Np-237 2.144E+6y 5.4E+06 1.4E+07 3.5E+04 7.4E+07 3.8E+07 1.2E+08 7.8E+09 3.5E+07
Pa-233 26.967d 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00
U-233 1.592E+5y 6.5E+09 9.2E+08 4.4E+00 6.4E+06 6.1E+05 4.2E+10 1.1E+05 1.1E+03
Th-229 7.34E+3y 1.5E+07 1.1E+06 1.3E-01 3.4E+03 5.0E+01 4.7E+07 0.0E+00 0.0E+00
Ra-225 14.9d 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00
Cm-246 4.76E+3y 8.5E+07 2.5E+07 4.3E+05 7.6E+05 1.9E+05 1.8E+08 0.0E+00 0.0E+00
Pu-242 3.75E+5y 1.8E+08 3.2E+08 5.8E+06 2.5E+08 1.0E+08 2.6E+09 1.4E+10 1.8E+08
U-238 4.468E+9y 1.6E+07 3.1E+07 5.7E+04 1.1E+08 5.7E+07 2.3E+08 1.5E+09 2.3E+07
Th-234 24.10d 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00
Th-230 7.538E+4y 3.2E+05 4.2E+04 7.0E+01 9.1E+03 3.8E+03 1.8E+06 0.0E+00 0.0E+00
Ra-226 1600y 2.7E+03 1.9E+02 3.7E-01 5.6E+00 1.5E+00 7.7E+03 0.0E+00 0.0E+00
Pb-210 22.20y 4.1E+03 4.5E+02 2.3E-03 1.6E-01 0.0E+00 3.4E+04 0.0E+00 0.0E+00
Po-210 138.376d 8.1E+09 1.1E+06 1.7E+01 1.2E+07 6.5E+06 2.2E+08 0.0E+00 0.0E+00

Am-242m 141y 8.0E+08 1.3E+09 7.4E+07 1.3E+09 5.0E+08 1.2E+10 4.0E+12 3.8E+07
Cm-242 162.8d 6.7E+08 4.3E+07 6.1E+07 5.8E+12 2.0E+12 9.3E+09 0.0E+00 0.0E+00
Pu-238 87.7y 1.1E+11 2.1E+11 5.7E+09 3.4E+11 1.6E+11 1.9E+12 2.4E+13 3.0E+11
U-234 2.455E+5y 5.9E+08 1.2E+08 4.8E+05 4.7E+08 2.8E+08 4.2E+09 4.0E+08 4.7E+06
Th-230 7.538E+4y 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00
Ra-226 1600y 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00
Pb-210 22.20y 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00
Po-210 138.376d 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00

4n+2(C) Bi-210m 3.04E+6y 4.7E+09 1.7E+09 3.7E+03 1.0E+06 1.8E+00 1.2E+10 0.0E+00 0.0E+00
Am-243 7.37E+3y 2.7E+09 4.6E+09 7.1E+07 1.5E+09 5.9E+08 3.7E+10 3.7E+11 1.9E+09
Pu-239 2.411E+4y 1.6E+10 2.9E+10 2.8E+08 1.1E+11 5.7E+10 2.8E+11 2.0E+12 2.6E+10
U-235 7.04E+8y 2.4E+05 2.0E+05 5.4E+01 1.4E+07 8.3E+06 1.8E+06 1.1E+08 1.6E+06
Pa-231 3.276E+4y 4.4E+07 5.2E+06 8.3E+00 1.5E+05 6.3E+03 3.2E+08 0.0E+00 0.0E+00
Ac-227 21.772y 2.2E+07 1.1E+06 3.9E+00 5.5E+04 1.4E+02 9.6E+07 0.0E+00 0.0E+00
Th-227 18.68d 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00
Ra-223 11.43d 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00

放射能量 [Bq]
系列 核種 半減期

4n+3

4n(A)

4n(B)

4n+1

4n+2(A)

4n+2(B)
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(c) 廃棄体層からの溶出率及び溶出期間 

放射化金属等の溶出率の既往文献における設定値を表 3.4-14 に整理した。中深度処分（余裕

深度処分）に関連した既往文献としては、原子力学会標準(8)、菅谷ほか（2010）(12)、辻ほか（2015）
(38)を参照した。また、ステンレス鋼及びジルカロイの溶出率に関しては、TRU 廃棄物の地層処

分に係る安全評価（TRU 廃棄物処分概念検討書(14)、第 2 次 TRU レポート(15)）に加えて、北村

ほか（2016）(39)によりまとめられた、諸外国の使用済燃料直接処分に係る安全評価における構

造材金属に対する溶出率を参考に、SR-site(40)、TURVA-2012(41)、NAGRA NAB 13-37(42)、Dossier 

2005(43)における設定値を参照した。さらに、黒鉛に関しては、C-14 のガス状放出に関してでは

あるものの、NDA（2014）(44)を参考にした。なお、溶出期間は溶出率の逆数として算出した。 

原子力学会標準(8)及び菅谷ほか（2010）(12)では、金属廃棄物の種類までは明示されていない

ものの、ほぼ同様の値が設定されており、諸外国の安全評価における溶出率の設定値よりも比

較的小さい値となっている。 

ステンレス鋼の溶出率に関しては、SR-site(40)及び TURVA-2012(41)における 1×10-3 y-1 のオー

ダーから、第 2 次 TRU レポート(15)及び Dossier 2005(43)における 1×10-4 y-1のオーダーの値が設

定されている。 

ジルカロイの溶出率に関しては、辻ほか（2015）(38)において比較的小さい値が設定されてい

る以外は、TURVA-2012(41)における 1×10-4 y-1のオーダーから、第 2 次 TRU レポート(15)、NAGRA 

NAB 13-37(42)及び Dossier 2005(43)における 1×10-4 y-1のオーダーの値が設定されている。 

黒鉛の溶出率に関しては、C-14 のガス状放出に関して、速い放出成分と遅い放出成分に分け

て、その放出率（溶出率）が設定されており、遅い成分の場合でもステンレス鋼やジルカロイ

に比べて大きな溶出率となっている(44)。なお、速い放出成分に関しては、その発生割合が 1.5×

10-4と極めて低い(44)。 

以上の放射化金属等の溶出率の既往文献における設定値を基に設定した、本評価における金

属廃棄物等の溶出率及び溶出期間の設定値と設定根拠を表 3.4-15 に示す。ステンレス鋼に関し

ては、廃棄物ごとに含まれるステンレス鋼すべてに厚さを設定することが困難なため、菅谷ほ

か（2010）(12)で考慮されているふげんの放射化した金属の部材厚さは約 1mm～100m を参考に、

保守的に 1mm と仮定し、腐食速度は、保守的な値として第 2 次 TRU レポート(15)の値を設定し、

溶出率（溶出期間）を算出した。また、ジルカロイに関しては、被覆管と同程度の厚さとして

保守的に 0.5mm と仮定し、腐食速度は、保守的な値として第 2 次 TRU レポート(15)の値を設定

し、溶出率（溶出期間）を算出した。黒鉛に関しては、速い放出成分に関しては、その発生割

合が 1.5×10-4と極めて低いこと(44)から、すべての遅い放出成分の放出率を溶出率として設定し

た。 

本検討においてステンレス鋼及びジルカロイの溶出率の算出に用いた金属の腐食速度は、第

2 次 TRU レポート(15)に示された値であり、初期の速い腐食速度であると考えられるが、時間の

経過とともに減少することが知られているため、ここでの浸出率は保守的な設定となっている

可能性がある。また、黒鉛の溶出率に関してもデータの不足によりガスの放出率のモデルパラ

メータより設定しているため、不確実性が大きく、保守的な設定となっている可能性がある。 
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表 3.4-14 放射化金属等の溶出率の既往文献における設定値 

 

 

表 3.4-15 本評価における金属廃棄物等の溶出率及び溶出期間の設定値と設定根拠 

 

母材
溶出率
[1/y]

溶出期間
[y]

腐食速度
[nm/y]

厚さ
[mm]

酸化皮
膜割合

[-]
設定根拠

3.3E-06 3.00E+05 30 9 0

基本シナリオ：腐食速度と放射化金属廃棄物
の厚さを踏まえて想定（例えば、0.03μ m/yで
厚さ9mm）。他の文献と異なり、両面からの腐
食ではなく、片面からの腐食を想定した値と
なっている。

3.3E-05 - - - -
感度解析：溶出率を適用し難い廃棄物の存
在を考慮し、基本シナリオより1桁大きな値に
設定。

5.0E-06 2.00E+05 30 10 0

原子炉本体の厚さ10mmという仮定と既往文
献における放射化金属の腐食速度から求め
た溶出期間を丸めて評価用の溶出期間から
溶出率を設定。

5.0E-05 2.00E+04 30 1 0

制御棒の厚さ1mmという仮定と既往文献にお
ける放射化金属の腐食速度から求めた溶出
期間を丸めて評価用の溶出期間から溶出率
を設定。

2.6E-06 3.82E+05 30 22.9 0 エンドピース
TRU廃棄物処分
概念検討書

(14)

1.2E-04 8.50E+03 20 0.34 0
エンドピース：母材の厚さに関しては明示され
ていないため、溶出期間と腐食速度より求め
た。

第2次TRU
レポート

(15)

1.0E-03 1.00E+03 - - -
ステンレス鋼の腐食速度を基に溶出率を設
定。不確実性を考慮して1E-4～1E-2[1/y]の
範囲を設定している。

スウェーデン
（SR-site）

(41)

1.0E-03 1.00E+03 - - -
その他の金属として、構造材の最小厚さと腐
食速度から設定。

フィンランド
（TURVA-2012）

(42)

4.0E-04 2.50E+03 - - -
ステンレス鋼構造材の最小厚さと腐食速度か
ら設定。

Dossier 2005 (44)

1.3E-04 7.60E+03 30 0.57 0.2 ハル
TRU廃棄物処分
概念検討書

(14)

8.8E-05 1.14E+04 20 0.57 0.2 ハル
第2次TRU
レポート

(15)

9.3E-06 1.08E+05 20 4.3 0
基本ケース：第2次TRUレポートの腐食速度
及びふげんの圧力容器の厚さから設定。

2.8E-06 3.58E+05 6 4.3 0
ケース1：Zr-2.5wt%Nb合金の試験期間1年時
における腐食速度

1.7E-06 5.97E+05 3.6 4.3 0
ケース2：Zr-2.5wt%Nb合金の試験期間2年時
における腐食速度

1.0E-07 1.00E+07 2.2E-01 4.3 0 ケース3：腐食期間1万年時点の腐食速度
1.0E-09 1.00E+09 2.2E-03 4.3 0 ケース4：腐食期間10万年時点の腐食速度
1.0E-10 1.00E+10 2.2E-04 4.3 0 ケース5：腐食期間100万年時点の腐食速度

1.0E-04 1.00E+04 - - -
ジルカロイ被覆管として、構造材の最小厚さと
腐食速度から設定。

TURVA-2012 (42)

3.3E-05 3.00E+04 10 0.6 0
ジルカロイ被覆管の値が構造材中最も保守
的として、ジルカロイ被覆管の厚さと腐食速度
から設定。

NAGRA NAB 13-
37

(43)

3.0E-05 3.33E+04 - - -
ジルカロイ被覆管の最小厚さと腐食速度から
設定。

Dossier 2005 (44)

5.00E+01 0.02 - - -
C-14のガス状放出に関して、速い放出成分
の放出率として評価された値。ただし、速い
放出成分の割合は1.5E-4である。

2.50E-03 400 - - -
C-14のガス状放出に関して、遅い放出成分
の放出率として評価された値。ただし、遅い
放出成分の割合は0.05である。

(39)

(45)

文献

金属廃棄物

ステンレス鋼

(8)

(12)
菅谷ほか
（2010）

原子力
学会標準

辻ほか（2015）

NDA（2014）黒鉛

ジルカロイ

母材
溶出率
[1/y]

溶出期間
[y]

腐食速度
[nm/y]

厚さ
[mm]

設定根拠

ステンレス鋼 4.0E-05 2.50E+04 20 1

廃棄物ごとに含まれるステンレス鋼すべてに
厚さを設定することが困難なため、保守的に
1mmと仮定した。腐食速度は、保守的な値と

して第2次TRUレポート(15)の値を設定した。

ジルカロイ 8.0E-05 1.25E+04 20 0.5

被覆管と同程度の厚さとして、保守的に
0.5mmと仮定した。腐食速度は、保守的な値

として第2次TRUレポート(15)の値を設定した。

黒鉛 2.50E-03 400 - -

NDA（2014）
(45)

におけるC-14のガス状放出の
モデルパラメータのうち、速い成分の放出比
が極めて低いため、遅い成分の値を設定し
た。
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(d) 溶解度 

溶解度は、セメント系材料層（コンクリートピット、低拡散層）のみに考慮し、緩衝材では

保守的に全ての核種は沈澱しないものと仮定した。セメント系材料層（コンクリートピット、

低拡散層）における溶解度を表 3.4-16 に示す。溶解度は、第 2 次 TRU レポートの核種移行解

析データセット（RAMDA）(6)に示された、降水系及び海水系ごとに最大値を設定した。また、

RAMDA(6)に値が掲載されていない元素に関しては可溶性とした。 

 

表 3.4-16 セメント系材料層（コンクリートピット、低拡散層）における溶解度 

 

  

H 可溶性 可溶性
Be 可溶性 可溶性
C（有機） 可溶性 可溶性
Cl 可溶性 可溶性
Ar 可溶性 可溶性
Ca 5E+01 5E+01
Co 5E-01 1E-01
Ni 5E-01 1E-01
Se 5E-03 5E-02
Kr 可溶性 可溶性
Sr 5E+00 5E+00
Zr 5E-02 5E-02
Nb 5E+01 5E+01
Mo 1E+00 1E+00
Tc 1E-03 1E-03
Pd 可溶性 可溶性
Ag 可溶性 可溶性
Sn 5E+02 5E+02
I 可溶性 可溶性
Cs 可溶性 可溶性
Ba 可溶性 可溶性
La 可溶性 可溶性
Sm 5E-06 5E-06
Tb 可溶性 可溶性
Ho 可溶性 可溶性
Hf 可溶性 可溶性
Pt 可溶性 可溶性
Pb 5E+01 5E+01
Bi 可溶性 可溶性
Po 可溶性 可溶性
Ra 1E-03 1E-03
Ac 5E-06 5E-06
Th 1E-06 1E-03
Pa 5E-05 5E-05
U 5E-06 5E-06
Np 5E-06 5E-06
Pu 1E-07 5E-06
Am 5E-06 5E-06
Cm 5E-06 5E-06

第2次TRUレポートの核
種移行解析データセット

（RAMDA）(23)に示され
た、降水系及び海水系
ごとに最大値を設定し
た。

元素

溶解度 [mol/m3]

降水系 海水系
備考（設定根拠）
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(e) 実効拡散係数 

セメント系材料及びベントナイト系材料に対する実効拡散係数は、原子力学会標準(8)及び菅

谷ほか（2010）(12)の設定根拠となっている RAMDA(6)を基に設定した。また、岩盤の実効拡散

係数は、菅谷ほか（2010）(12)を参考に、すべての元素に対して 9.4×10-10 m2/s（間隙率 0.47）を

設定した。 

 

表 3.4-17 セメント系材料層（コンクリートピット、低拡散層）における実効拡散係数 

 
 

表 3.4-18 ベントナイト系材料層（低透水層）における実効拡散係数 

 

 

コンクリート
ピット

低拡散バリア
健全部

備考（出典や設定根拠）

間隙率 0.19 0.19

自由水中の拡散係数 [m2/s] 2.27E-09 2.27E-09

実効拡散係数 [m
2
/s] 4.3E-10 1.4E-11

第2次TRUレポートの核種移行解析データセット

（RAMDA）(23)を基に設定。自由水中の拡散係数はトリ
チウムの25℃における値。コンクリートピットは「ひび割
れのあるセメントモルタル」、低拡散バリア健全部は
「ひび割れのないセメントモルタル」から設定した。

降水系 海水系

H 3E-10 3E-10
Be 3E-10 3E-10
C（有機） 3E-10 3E-10
Cl 4E-11 3E-10
Ar 3E-10 3E-10
Ca 4E-10 3E-10
Co 3E-10 3E-10
Ni 3E-10 3E-10
Se 4E-11 3E-10
Kr 3E-10 3E-10
Sr 4E-10 3E-10
Zr 3E-10 3E-10
Nb 3E-10 3E-10
Mo 4E-11 3E-10
Tc 3E-10 3E-10
Pd 3E-10 3E-10
Ag 3E-10 3E-10
Sn 3E-10 3E-10
I 4E-11 3E-10
Cs 4E-10 3E-10
Ba 3E-10 3E-10
La 3E-10 3E-10
Sm 3E-10 3E-10
Tb 3E-10 3E-10
Ho 3E-10 3E-10
Hf 3E-10 3E-10
Pt 3E-10 3E-10
Pb 3E-10 3E-10
Bi 3E-10 3E-10
Po 3E-10 3E-10
Ra 4E-10 3E-10
Ac 3E-10 3E-10
Th 3E-10 3E-10
Pa 3E-10 3E-10
U 3E-10 3E-10
Np 3E-10 3E-10
Pu 3E-10 3E-10
Am 3E-10 3E-10
Cm 3E-10 3E-10

元素

第2次TRUレポートの核種移行

解析データセット（RAMDA）
(23)

を
基に設定。主たる化学特性によ
り、中性、陽イオン、陰イオンごと
に設定した。ただし、RAMDAで
は、25℃における設定値がない
ため、60℃のものを設定した。

備考（出典や設定根拠）

実効拡散係数 [m2/s]
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(f) 収着分配係数 

原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースにおける収着分配係数

は、菅谷ほか（2010）(12)より設定した（表 3.4-19）。硝酸塩影響を考慮する廃棄体グループ BPG_no

及び CYC_no に対しては酸化性環境の収着分配係数を設定し、それ以外の廃棄体グループは、

還元性環境の値を設定した。ただし、Ar, Kr は希ガスのため、収着分配係数をゼロとした。ま

た、Bi, Po は Pb のアナログとして設定した。 

 

表 3.4-19 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースの 

還元性環境及び酸化性環境（硝酸塩影響）における収着分配係数 

 

  

コンク
リートピッ

ト

低拡散B
（健）

ベントナ
イト系材

料層
岩

コンク
リートピッ

ト

低拡散B
（健）

ベントナ
イト系材

料層
岩

H 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
Be 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
C（有機） 1.00E-03 1.00E-03 1.00E-03 1.00E-04 1.00E-03 1.00E-03 0.00E+00 1.00E-04
Cl 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
Ar 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
Ca 1.00E-03 1.00E-03 1.00E-03 2.00E-01 1.00E-03 1.00E-03 1.00E-03 2.00E-01
Co 1.25E-02 1.25E-02 5.00E-02 1.00E-02 1.25E-02 1.25E-02 5.00E-02 1.00E-02
Ni 1.25E-02 1.25E-02 5.00E-02 1.00E-02 1.25E-02 1.25E-02 5.00E-02 1.00E-02
Se 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
Kr 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
Sr 1.00E-03 1.00E-03 1.00E-03 2.00E-01 1.00E-03 1.00E-03 1.00E-03 2.00E-01
Zr 2.50E+00 2.50E+00 1.00E+00 1.00E-01 2.50E+00 2.50E+00 1.00E+00 1.00E-01
Nb 0.00E+00 0.00E+00 1.00E-01 1.00E-01 0.00E+00 0.00E+00 1.00E-01 1.00E-01
Mo 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.00E-04 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.00E-04
Tc 3.00E-04 3.00E-04 0.00E+00 0.00E+00 3.00E-09 3.00E-09 0.00E+00 0.00E+00
Pd 1.25E-02 1.25E-02 5.00E-02 1.00E-01 1.25E-02 1.25E-02 5.00E-02 1.00E-01
Ag 1.00E-03 1.00E-03 0.00E+00 9.00E-02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
Sn 2.50E+00 2.50E+00 1.00E+00 1.00E+00 2.50E+00 2.50E+00 1.00E+00 1.00E+00
I 1.25E-03 1.25E-03 0.00E+00 1.00E-04 1.25E-03 1.25E-03 0.00E+00 1.00E-04
Cs 2.00E-03 2.00E-03 5.00E-02 5.00E-02 2.00E-03 2.00E-03 5.00E-02 5.00E-02
Ba 1.00E-03 1.00E-03 1.00E-03 2.00E-01 1.00E-03 1.00E-03 1.00E-03 2.00E-01
La 1.00E-02 1.00E-02 1.00E+00 1.00E-01 1.00E-03 1.00E-03 5.00E-03 5.00E-04
Sm 1.00E-02 1.00E-02 1.00E+00 1.00E-01 1.00E-02 1.00E-02 1.00E+00 1.00E-01
Tb 1.00E-02 1.00E-02 1.00E+00 1.00E-01 1.00E-03 1.00E-03 5.00E-03 5.00E-04
Ho 1.00E-02 1.00E-02 1.00E+00 1.00E-01 1.00E-02 1.00E-02 1.00E+00 1.00E-01
Hf 1.25E-02 1.25E-02 5.00E-02 1.00E-02 1.25E-02 1.25E-02 5.00E-02 1.00E-02
Pt 1.25E-02 1.25E-02 5.00E-02 1.00E-02 1.25E-02 1.25E-02 5.00E-02 1.00E-02
Pb 1.25E-02 1.25E-02 5.00E-02 1.00E-01 1.25E-02 1.25E-02 5.00E-02 1.00E-01
Bi 1.25E-02 1.25E-02 5.00E-02 1.00E-01 1.25E-02 1.25E-02 5.00E-02 1.00E-01
Po 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
Ra 1.25E-03 1.25E-03 1.00E-03 5.00E-01 1.25E-03 1.25E-03 1.00E-03 5.00E-01
Ac 2.50E-01 2.50E-01 1.00E+00 5.00E+00 2.50E-01 2.50E-01 1.00E+00 5.00E+00
Th 2.50E-01 2.50E-01 1.00E+00 1.00E+00 2.50E-01 2.50E-01 1.00E+00 1.00E+00
Pa 2.50E-01 2.50E-01 1.00E+00 5.00E-03 2.50E-01 2.50E-01 2.00E-01 2.50E-05
U 2.50E-01 2.50E-01 5.00E-03 5.00E-03 2.50E-02 2.50E-02 5.00E-06 2.50E-05
Np 2.50E-01 2.50E-01 5.00E-03 5.00E-03 2.50E-01 2.50E-01 5.00E-06 2.50E-05
Pu 2.50E-01 2.50E-01 5.00E+00 5.00E-02 2.50E-02 2.50E-02 5.00E+00 2.50E-03
Am 2.50E-01 2.50E-01 1.00E+00 5.00E+00 2.50E-01 2.50E-01 1.00E+00 5.00E+00
Cm 2.50E-01 2.50E-01 1.00E+00 5.00E+00 2.50E-01 2.50E-01 1.00E+00 5.00E+00

菅谷ほか（2010）
(12)

を基
に設定。

還元性
元素

酸化性

分配係数[m3/kg]

備考（出典や設定根拠）
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(g) パラメータの時間変化 

原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースでは、表 3.4-20 及び図 

3.4-5 に示すパラメータの時間変化を考慮した。なお、原子力学会標準(8)では、低拡散層の実効

拡散係数に関して、設定根拠として参照されている第 2 次 TRU レポート(15)よりも 1 桁小さい

値が設定されているため、変化の比率のみを参考にした。 

 

表 3.4-20 原子力学会標準浸出率ケースにおいて考慮したパラメータ設定 

 

 

 

(a) 施設近傍以外の岩盤（FF）の移行距離 

 

(b) 施設近傍（NF）の地下水実流速 

 

(c) 低拡散層の実効拡散係数 

 

図 3.4-5 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースにおいて考慮

したパラメータの経時変化 

 

(h) 生物圏 

表 3.4-21 に示す被ばく経路について線量評価を行った。内部被ばく及び外部被ばく線量換算

係数については、原子力学会標準(8)及び菅谷ほか（2010）(12)を参照した。また、それ以外のパラ

メータに関しては、これまでの受託事業報告書(28)～(36)を参照した。なお、線量換算係数を設定で

きなかった Ar-39、Kr-81、Nb-91、Tc-97、Bi-208、Bi-210m、Pu-236 に関しては、被ばく線量評

価対象外とした。 

経過時間[y] 初期 1.0E+04 2.5E+04 4.0E+04 1.0E+05 2.5E+05 4.0E+05 1.0E+06
施設近傍以外の岩盤

移行距離  [m]
300 150 30 30

地下水実流速
[m/y]

0.1 1.0 1.0

低拡散層

実効拡散係数 [m
2
/s]

1.4E-11 4.3E-11 2.9E-10 2.9E-10
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表 3.4-21 被ばく経路 

 

 

  

評価シナリオ 評価経路 線量評価対象者 被ばく形態 評価経路No.

飲料水利用 飲料水利用者 飲料水摂取・内部 1

土壌直接線・外部 2

塵埃吸入・内部 3

農作物消費者 農作物摂取・内部 4

飼育水利用 畜産物消費者 畜産物摂取・内部 5

河川産物消費 河川産物消費者 水産物摂取・内部 6

土壌直接線・外部 7

塵埃吸入・内部 8

土壌直接線・外部 9

塵埃吸入・内部 10

土壌直接線・外部 11

塵埃吸入・内部 12

農作物消費 農作物消費者 農作物摂取・内部 13

畜産物消費 畜産物消費者 畜産物摂取・内部 14

農耕作業者

河川岸居住
経路

農耕作業者

建設作業者

居住者

河川岸農耕
作業経路

地下水移行
シナリオ

利用形態

河川水
河川水利用

経路

河川岸建設
経路

農耕作業

河川岸

灌漑水利用

建設作業

居住
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表 3.4-22 内部被ばく及び外部被ばく線量換算係数 

 

 

 

 

  

経口摂取 吸入

H-3 4.2E-11 4.5E-11 0.0E+00

Be-10 1.1E-09 3.5E-08 0.0E+00

C-14 5.8E-10 2.0E-09 0.0E+00

Cl-36 9.3E-10 7.3E-09 4.6E-05

Ca-41 1.9E-10 9.5E-11 0.0E+00

Co-60 3.4E-09 1.0E-08 7.3E-01

Ni-59 6.3E-11 1.3E-10 4.9E-06

Ni-63 1.5E-10 4.8E-10 0.0E+00

Se-79 2.9E-09 1.1E-09 0.0E+00

Sr-90 3.1E-08 3.8E-08 2.2E-09

Zr-93 1.1E-09 1.0E-08 0.0E+00

Nb-93m 1.2E-10 5.1E-10 3.3E-06

Nb-94 1.7E-09 1.1E-08 4.7E-01

Mo-93 3.2E-09 1.1E-09 2.2E-05

Tc-99 6.4E-10 4.0E-09 1.5E-07

Pd-107 3.7E-11 8.5E-11 0.0E+00

Ag-108m 2.3E-09 7.4E-09 4.9E-01

Sn-121m 5.6E-10 4.7E-09 1.0E-04

Sn-126 5.1E-09 2.8E-08 6.0E-01

I-129 1.1E-07 3.6E-08 7.2E-04

Cs-135 2.0E-09 6.9E-10 0.0E+00

Cs-137 1.3E-08 4.6E-09 1.7E-01

Ba-133 1.5E-09 1.0E-08 9.7E-02

La-137 8.1E-11 8.7E-09 8.0E-04

Sm-151 9.8E-11 4.0E-09 3.8E-08

Tb-157 3.4E-11 1.2E-09 6.5E-03

Ho-166m 2.0E-09 1.2E-07 5.2E-01

Hf-182 4.5E-09 3.2E-07 3.6E-01

Pt-193 3.1E-11 2.1E-11 0.0E+00

線量換算係数
[Sv/Bq]

外部被ばく
線量換算

係数
[μ Sv/h
per Bq/g

核種

経口摂取 吸入

Pb-210 6.9E-07 1.2E-06 1.8E-04

Po-210 1.2E-06 3.3E-06 2.5E-06

Ra-223 1.0E-07 7.4E-06 8.7E-02

Ra-225 9.9E-08 6.3E-06 7.3E-04

Ra-226 2.8E-07 3.5E-06 5.0E-01

Ra-228 6.9E-07 2.6E-06 2.7E-01

Ac-225 2.4E-08 8.5E-06 6.8E-02

Ac-227 1.1E-06 5.5E-04 2.1E-04

Th-227 8.8E-09 1.0E-05 3.1E-02

Th-228 1.4E-07 4.4E-05 4.5E-01

Th-229 4.9E-07 7.1E-05 2.4E-02

Th-230 2.1E-07 1.4E-05 9.0E-05

Th-232 2.3E-07 2.5E-05 3.8E-05

Th-234 3.4E-09 7.7E-09 6.0E-03

Pa-231 7.1E-07 1.4E-04 1.1E-02

Pa-233 8.7E-10 3.3E-09 6.1E-02

U-232 3.3E-07 7.8E-06 6.3E-05

U-233 5.1E-08 3.6E-06 8.5E-05

U-234 4.9E-08 3.5E-06 2.7E-05

U-235 4.7E-08 3.1E-06 5.1E-02

U-236 4.7E-08 3.2E-06 1.3E-05

U-238 4.5E-08 2.9E-06 2.7E-04

Np-237 1.1E-07 2.3E-05 5.8E-03

Pu-238 2.3E-07 4.6E-05 6.6E-06

Pu-239 2.5E-07 5.0E-05 1.5E-05

Pu-240 2.5E-07 5.0E-05 7.1E-06

Pu-241 4.8E-09 9.0E-07 1.4E-06

Pu-242 2.4E-07 4.8E-05 3.2E-05

Am-241 2.0E-07 4.2E-05 3.5E-03

Am-242m 1.9E-07 3.7E-05 4.6E-03

Am-243 2.0E-07 4.1E-05 6.2E-02

Cm-242 1.2E-08 5.2E-06 7.1E-06

Cm-244 1.2E-07 2.7E-05 9.9E-06

Cm-245 2.1E-07 4.2E-05 2.5E-02

Cm-246 2.1E-07 4.2E-05 1.1E-03

線量換算係数
[Sv/Bq]

外部被ばく
線量換算

係数
[μ Sv/h
per Bq/g

核種
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(9) 解析結果 

(a) FP 核種 

原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースにおける FP 核種につ

いて、人工バリアからの移行フラックスを図 3.4-6 に、ニアフィールド（NF）からの移行フラ

ックスを図 3.4-7 に、ファーフィールド（FF）からの移行フラックスを図 3.4-8 に、河川水利

用経路における被ばく線量を図 3.4-9 に、河川岸建設経路における被ばく線量を図 3.4-10 に、

河川岸居住経路における被ばく線量を図 3.4-11 に、河川岸農耕作業経路における被ばく線量を

図 3.4-12 に示す。なお、いずれも全廃棄体グループの合計値として示した。 

人工バリアからの移行フラックス（図 3.4-6）をみると、原子力学会標準浸出率ケース及び廃

棄体グループ別浸出率設定ケースともに、H-3 の移行フラックスが最も高く、数十年で 1×1012 

Bq/y に達していることがわかる。また、Sr-90 も両ケースにおいて移行フラックスが比較的高

く、およそ 5×1010 Bq/y であった。H-3 及び Sr-90 において、ケース間の違いがみられないの

は、これらの核種は瞬時放出成分の寄与が多いためであり、H-3 は廃棄体グループ BPG_ot、Sr-

90 は CYC_ot からの寄与が支配的となっている。一方、C-14、Ni-59 の移行フラックスは、廃

棄体グループ別浸出率設定ケースにおいて 1×1011 Bq/y 以上となっており、原子力学会標準浸

出率ケースに比べて 1 桁程度高くなった。同様に、Cl-36、Mo-93、Nb-94、Kr-81、Ag-108m、

Cs-135 に関しても、廃棄体グループ別浸出率設定ケースの方が原子力学会標準浸出率ケースに

比べて 1 桁程度高くなった（1×109 Bq/y 以上）。また、Tc-99 の移行フラックスは、廃棄体グル

ープ別浸出率設定ケースの方が原子力学会標準浸出率ケースに比べて数倍程度高くなった。Zr-

93 及びその子孫核種としての Nb-93m は、ケース間で大きな違いはみられず、Zr の収着分配係

数が比較的高いため、浸出率の違いがほとんど影響しなかったものと考えられる。 

ニアフィールド（NF）からの移行フラックス（図 3.4-7）をみると、H-3、Sr-90、Nb-94、Ag-

108m は両ケースにおいて NF 移行中に放射性崩壊により減衰していることがわかる。一方、C-

14、Ni-59 の移行フラックスは、両ケースとも人工バリアからの移行フラックスとほぼ同程度

であり、廃棄体グループ別浸出率設定ケースにおいて 1×1011 Bq/y 以上と、原子力学会標準浸

出率ケースに比べて 1 桁程度高くなっている。これは、NF 出口までの移行時間に対して、C-

14、Ni-59 の半減期が長く、ほとんど減衰しないことを意味している。Cl-36、Mo-93、Kr-81、

Ag-108m、Cs-135 に関しても、ほぼ同様に、NF 出口までの移行時間に対して半減期が長く、ほ

とんど減衰しないため、人工バリアからの移行フラックスにおける両ケース間の差がそのまま

現れる結果となった。 

ファーフィールド（FF）からの移行フラックス（図 3.4-8）に関しては、流速が NF に比べて

10 倍となっており、移行距離も隆起・侵食に伴い減少するので、岩に対する収着分配係数の低

い元素（C-14、Cl-36、Ni-59、Mo-93 など）に対しては、そのバリア機能がほとんど見込めない

ため、NF からの移行フラックスとほぼ同じ結果となっている。このことから、学会標準で示さ

れた天然バリア（NF・FF）における条件の場合、人工バリアでの差がそのまま天然バリア出口

フラックスに影響することがわかる。 

FF からの移行フラックスに対して、各被ばく経路における線量を評価した結果、河川水利用

経路における線量（図 3.4-9）が最も高く、C-14 が支配核種となった（原子力学会標準浸出率

ケースで約 12 μSv/y、廃棄体グループ別浸出率設定ケースで約 79 μSv/y）。C-14 の場合、河川水

利用経路における水産物摂取による内部被ばくが支配的であった。河川水利用経路でみた場合、

Cl-36、Ni-59、Mo-93 が廃棄体グループ別浸出率設定ケースにおいて 0.1 μSv/y となった。 

以上より、FP 核種のうち、C-14、Cl-36、Ni-59、Mo-93 が重要核種として選定された。 
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 人工バリア 

 

原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a1) H-3～Kr81 

 

(b1) H-3～Kr81 

 

(a2) Sr-90～Sn121m 

 

(b2) Sr-90～Sn121m 

 

(a3) Sn-126～Pt-193 

 

(b3) Sn-126～Pt-193 

図 3.4-6 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースにおける 

人工バリアからの移行フラックス（FP 核種） 
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 ニアフィールド（NF） 

 

原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a1) H-3～Kr81 

 

(b1) H-3～Kr81 

 

(a2) Sr-90～Sn121m 

 

(b2) Sr-90～Sn121m 

 

(a3) Sn-126～Pt-193 

 

(b3) Sn-126～Pt-193 

図 3.4-7 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースにおける 

ニアフィールド（NF）からの移行フラックス（FP 核種） 
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 ファーフィールド（FF） 

 

原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a1) H-3～Kr81 

 

(b1) H-3～Kr81 

 

(a2) Sr-90～Sn121m 

 

(b2) Sr-90～Sn121m 

 

(a3) Sn-126～Pt-193 

 

(b3) Sn-126～Pt-193 

図 3.4-8 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースにおける 

ファーフィールド（FF）からの移行フラックス（FP 核種） 
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 生物圏における被ばく線量 

① 河川水利用 

原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a1) H-3～Kr81 

 

(b1) H-3～Kr81 

 

(a2) Sr-90～Sn121m 

 

(b2) Sr-90～Sn121m 

 

(a3) Sn-126～Pt-193 

 

(b3) Sn-126～Pt-193 

図 3.4-9 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースの 

河川水利用経路における被ばく線量（FP 核種） 
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② 河川岸建設 

原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a1) H-3～Kr81 

 

(b1) H-3～Kr81 

 

(a2) Sr-90～Sn121m 

 

(b2) Sr-90～Sn121m 

 

(a3) Sn-126～Pt-193 

 

(b3) Sn-126～Pt-193 

図 3.4-10 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースの 

河川岸建設経路における被ばく線量（FP 核種） 
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③ 河川岸居住 

原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a1) H-3～Kr81 

 

(b1) H-3～Kr81 

 

(a2) Sr-90～Sn121m 

 

(b2) Sr-90～Sn121m 

 

(a3) Sn-126～Pt-193 

 

(b3) Sn-126～Pt-193 

図 3.4-11 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースの 

河川岸居住経路における被ばく線量（FP 核種） 
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④ 河川岸農耕作業 

原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a1) H-3～Kr81 

 

(b1) H-3～Kr81 

 

(a2) Sr-90～Sn121m 

 

(b2) Sr-90～Sn121m 

 

(a3) Sn-126～Pt-193 

 

(b3) Sn-126～Pt-193 

図 3.4-12 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースの 

河川岸農耕作業経路における被ばく線量（FP 核種） 
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(b) 系列核種 

原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースにおける系列核種につ

いて、人工バリアからの移行フラックスを図 3.4-13 に、ニアフィールド（NF）からの移行フラ

ックスを図 3.4-14 に、ファーフィールド（FF）からの移行フラックスを図 3.4-15 に、河川水

利用経路における被ばく線量を図 3.4-16 に、河川岸建設経路における被ばく線量を図 3.4-17

に、河川岸居住経路における被ばく線量を図 3.4-18 に、河川岸農耕作業経路における被ばく線

量を図 3.4-19 に示す。系列核種の場合、初期インベントリが FP 核種における主要な核種に比

べて 5 桁以上も低いため、移行フラックス及び線量の図の縦軸のスケールが異なっていること

に注意が必要である。なお、いずれも全廃棄体グループの合計値として示した。 

系列核種では、人工バリアからの移行フラックス（図 3.4-13）、ニアフィールド（NF）から

の移行フラックス（図 3.4-14）、ファーフィールド（FF）からの移行フラックス（図 3.4-15）に

おいて、両ケース間においてほとんど差がみられない。これは、収着分配係数をゼロとした Bi

を除き、系列核種の収着分配係数が比較的高いため、浸出率（浸出期間）の違いによる影響が

現れにくいものと考えられる。 

FF からの移行フラックスに対して、各被ばく経路における線量を評価した結果、河川岸居住

経路における線量（図 3.4-18）が最も高く、4n+1 系列の Pa-233 が支配核種となった（原子力

学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースともに約 0.01 μSv/y）。したがっ

て、廃棄体グループ別浸出率設定ケースにおける C-14 に比べて 4 桁以上も線量が低く、Cl-36、

Ni-59、Mo-93 に比べても 1 桁程度線量が低い結果となった。 
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 人工バリア 

 

原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a1) 4n (A) 

 

(b1) 4n (A) 

 

(a2) 4n (B) 

 

(b2) 4n (B) 

 

(a3) 4n (C) 

 

(b3) 4n (C) 

 

(a4) 4n+1 

 

(b4) 4n+1 

図 3.4-13 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースにおける 

人工バリアからの移行フラックス（系列核種：1/2） 
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原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a5) 4n+2 (A) 

 

(b5) 4n+2 (A) 

 

(a6) 4n+2 (B) 

 

(b6) 4n+2 (B) 

 

(a7) 4n+2 (C) 

 

(b7) 4n+2 (C) 

 

(a8) 4n+3 

 

(b8) 4n+3 

図 3.4-13 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースにおける 

人工バリアからの移行フラックス（系列核種：2/2） 
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 ニアフィールド（NF） 

 

原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a1) 4n (A) 

 

(b1) 4n (A) 

 

(a2) 4n (B) 

 

(b2) 4n (B) 

 

(a3) 4n (C) 

 

(b3) 4n (C) 

 

(a4) 4n+1 

 

(b4) 4n+1 

図 3.4-14 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースにおける 

ニアフィールド（NF）からの移行フラックス（系列核種：1/2） 
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原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a5) 4n+2 (A) 

 

(b5) 4n+2 (A) 

 

(a6) 4n+2 (B) 

 

(b6) 4n+2 (B) 

 

(a7) 4n+2 (C) 

 

(b7) 4n+2 (C) 

 

(a8) 4n+3 

 

(b8) 4n+3 

図 3.4-14 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースにおける 

ニアフィールド（NF）からの移行フラックス（系列核種：2/2） 
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 ファーフィールド（FF） 

 

原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a1) 4n (A) 

 

(b1) 4n (A) 

 

(a2) 4n (B) 

 

(b2) 4n (B) 

 

(a3) 4n (C) 

 

(b3) 4n (C) 

 

(a4) 4n+1 

 

(b4) 4n+1 

図 3.4-15 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースにおける 

ファーフィールド（FF）からの移行フラックス（系列核種：1/2） 
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原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a5) 4n+2 (A) 

 

(b5) 4n+2 (A) 

 

(a6) 4n+2 (B) 

 

(b6) 4n+2 (B) 

 

(a7) 4n+2 (C) 

 

(b7) 4n+2 (C) 

 

(a8) 4n+3 

 

(b8) 4n+3 

図 3.4-15 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースにおける 

ファーフィールド（FF）からの移行フラックス（系列核種：2/2） 
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 生物圏における被ばく線量 

① 河川水利用 

原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a1) 4n (A) 

 

(b1) 4n (A) 

 

(a2) 4n (B) 

 

(b2) 4n (B) 

※ Bi-208は線量評価対象外 

 

(a3) 4n (C) 

※ Bi-208は線量評価対象外 

 

(b3) 4n (C) 

 

(a4) 4n+1 

 

(b4) 4n+1 

図 3.4-16 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースの 

河川水利用経路における被ばく線量（系列核種：1/2） 
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原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a5) 4n+2 (A) 

 

(b5) 4n+2 (A) 

 

(a6) 4n+2 (B) 

 

(b6) 4n+2 (B) 

※ Bi-210mは線量評価対象外 

 

(a7) 4n+2 (C) 

※ Bi-210mは線量評価対象外 

 

(b7) 4n+2 (C) 

 

(a8) 4n+3 

 

(b8) 4n+3 

図 3.4-16 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースの 

河川水利用経路における被ばく線量（系列核種：2/2） 
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② 河川岸建設 

原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a1) 4n (A) 

 

(b1) 4n (A) 

 

(a2) 4n (B) 

 

(b2) 4n (B) 

※ Bi-208は線量評価対象外 

 

(a3) 4n (C) 

※ Bi-208は線量評価対象外 

 

(b3) 4n (C) 

 

(a4) 4n+1 

 

(b4) 4n+1 

図 3.4-17 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースの 

河川岸建設経路における被ばく線量（系列核種：1/2） 
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原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a5) 4n+2 (A) 

 

(b5) 4n+2 (A) 

 

(a6) 4n+2 (B) 

 

(b6) 4n+2 (B) 

※ Bi-210mは線量評価対象外 

 

(a7) 4n+2 (C) 

※ Bi-210mは線量評価対象外 

 

(b7) 4n+2 (C) 

 

(a8) 4n+3 

 

(b8) 4n+3 

図 3.4-17 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースの 

河川岸建設経路における被ばく線量（系列核種：2/2） 
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③ 河川岸居住 

原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a1) 4n (A) 

 

(b1) 4n (A) 

 

(a2) 4n (B) 

 

(b2) 4n (B) 

※ Bi-208は線量評価対象外 

 

(a3) 4n (C) 

※ Bi-208は線量評価対象外 

 

(b3) 4n (C) 

 

(a4) 4n+1 

 

(b4) 4n+1 

図 3.4-18 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースの 

河川岸居住経路における被ばく線量（系列核種：1/2） 
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原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a5) 4n+2 (A) 

 

(b5) 4n+2 (A) 

 

(a6) 4n+2 (B) 

 

(b6) 4n+2 (B) 

※ Bi-210mは線量評価対象外 

 

(a7) 4n+2 (C) 

※ Bi-210mは線量評価対象外 

 

(b7) 4n+2 (C) 

 

(a8) 4n+3 

 

(b8) 4n+3 

図 3.4-18 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースの 

河川岸居住経路における被ばく線量（系列核種：2/2） 
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④ 河川岸農耕作業 

原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a1) 4n (A) 

 

(b1) 4n (A) 

 

(a2) 4n (B) 

 

(b2) 4n (B) 

※ Bi-208は線量評価対象外 

 

(a3) 4n (C) 

※ Bi-208は線量評価対象外 

 

(b3) 4n (C) 

 

(a4) 4n+1 

 

(b4) 4n+1 

図 3.4-19 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースの 

河川岸農耕作業経路における被ばく線量（系列核種：1/2） 
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原子力学会標準浸出率ケース 廃棄体グループ別浸出率設定ケース 

 

(a5) 4n+2 (A) 

 

(b5) 4n+2 (A) 

 

(a6) 4n+2 (B) 

 

(b6) 4n+2 (B) 

※ Bi-210mは線量評価対象外 

 

(a7) 4n+2 (C) 

※ Bi-210mは線量評価対象外 

 

(b7) 4n+2 (C) 

 

(a8) 4n+3 

 

(b8) 4n+3 

図 3.4-19 原子力学会標準浸出率ケース及び廃棄体グループ別浸出率設定ケースの 

河川岸農耕作業経路における被ばく線量（系列核種：2/2） 
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(10) 中深度処分を対象とした核種移行予備解析のまとめ 

地形変化に伴う核種移行への影響評価を実施する前に、核種移行解析コード GSRW-PSA を

用いて、炉内等廃棄物の中深度処分を対象とした予備解析を実施した。日本原子力学会標準に

示される評価条件をベースとして、最新の炉内等廃棄物の放射能インベントリ情報をもとに、

地下水移行シナリオにおける生物圏での被ばく線量評価までを行い、安全評価上重要と考えら

れる核種の抽出を行った。また、金属廃棄物の腐食による溶出期間に着目したケースを加えて、

溶出パラメータの違いによる人工バリア出口フラックスや被ばく線量への影響を評価した。 

その結果、FP 核種については、人工バリアからの移行フラックス H-3 が最も高く、数十年で

1×1012 Bq/y に達しまた、Sr-90 も比較的高く、およそ 5×1010 Bq/y であった。H-3 及び Sr-90 に

ついては、瞬時放出成分の寄与が大きいためケース間の違いがみられなかった。H-3 は廃棄体

グループ BPG_ot、Sr-90 は CYC_ot からの寄与が支配的となった。一方、C-14、Ni-59 の移行フ

ラックスは、廃棄体グループ別浸出率設定ケースにおいて 1×1011 Bq/y 以上となっており、原

子力学会標準浸出率ケースに比べて 1 桁程度高くなった。同様に、Cl-36、Mo-93、Nb-94、Kr-

81、Ag-108m、Cs-135 に関しても、廃棄体グループ別浸出率設定ケースの方が原子力学会標準

浸出率ケースに比べて 1 桁程度高くなった（1×109 Bq/y 以上）。 

各被ばく経路における線量を評価した結果、河川水利用経路における線量が最も高く、C-14

が支配核種となった（原子力学会標準浸出率ケースで約 12 μSv/y、廃棄体グループ別浸出率設

定ケースで約 79 μSv/y）。C-14 の場合、河川水利用経路における水産物摂取による内部被ばく

が支配的であった。河川水利用経路でみた場合、Cl-36、Ni-59、Mo-93 が廃棄体グループ別浸出

率設定ケースにおいて 0.1 μSv/y となった。以上の結果より、FP 核種のうち、C-14、Cl-36、Ni-

59、Mo-93 が重要核種として選定された。 

一方、系列核種では、初期インベントリが FP 核種における主要な核種に比べて 5 桁以上も

低く、人工バリアからのフラックスは最大の Ra-226 で 10×107Bq/y 程度となった。FP 核種で

は浸出率の違いによって、フラックスにも影響が現れたが、系列核種では、両ケース間におい

てほとんど差がみられなかった。これは、収着分配係数をゼロとした Bi を除き、系列核種の収

着分配係数が比較的高いため、浸出率（浸出期間）の違いによる影響が現れにくいものと考え

られる。各被ばく経路における線量を評価した結果、河川岸居住経路における 4n+1 系列の Pa-

233 による線量が最も高く、支配核種となったが、被ばく線量としては約 0.01 μSv/y であり、

廃棄体グループ別浸出率設定ケースにおける C-14 に比べて 4 桁以上も線量が低く、Cl-36、Ni-

59、Mo-93 に比べても 1 桁程度線量が低い結果となった。 

以上の結果から、次節以降の評価においては、C-14、Cl-36、Ni-59、Mo-93 を対象とすること

とした。なお、Mo-93 の子孫核種である Nb-93m についても、評価に含めるものとした。 

本予備解析においては、日本原子力学会標準をベースとしたため、コンクリートピットにつ

いて、低拡散のバリア機能を有するものとして評価を行ったが、例えば浅地中ピット処分にお

いては、コンクリートピットは長期的なバリア機能としては収着のみとなっている。本解析に

おいてもコンクリートピット中の拡散係数はセメント硬化体層よりも 1 桁程度高い値を設定し

ているが、低拡散のバリア機能として設定できるかについては、今後も検討が必要がと考えら

れる。 

また、低拡散層であるセメント硬化体の実効拡散係数についても、初期を健全として、施設

の変遷によりひび割れが進展することを想定して、実効拡散係数の時間変化を与えた評価とし

た。人工バリア建設時にすでに生じているひび割れ、閉鎖後の再冠水時のベントナイト材料の

膨潤による力学的な変形等によるひび割れなど、長期的な変遷以外によるひび割れの増加につ

いても、設定の根拠となるデータを蓄積する必要がある。 
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このほか、人工バリアにおける核種移行パラメータとして、溶解度限度を元素ごとに設定し

たが、本解析条件下では、溶解度制限にかかるまで濃度が上昇することはなく、中深度処分の

処分体系においては、安全評価上溶解度の重要性は比較的低いものと考えられる。 

本予備解析では、C-14、Cl-36、Ni-59、Mo-93 などのように、廃棄体からの浸出率の変化が、

そのまま人工バリアフラックス及び被ばく線量へ線形的に影響を受ける核種があった。したが

って、浸出にかかわる期間、瞬時放出割合などの設定により、評価上の被ばく線量が大きく変

動するため、設定される浸出特性については、適切な条件で取得されたデータ等に基づくもの

で、かつその不確かさと保守性をどう見込むかなどについて、吟味する必要がある。 

C-14 については、本予備解析では、有機態と仮定して、核種移行解析を実施している。化学

形態によって収着をはじめとする移行特性が大きく異なるとされていることから、中深度処分

における処分環境下での化学形態に加えて、核種移行経路上の化学環境下での化学形態と移行

特性について、有機態を取る可能性が排除されれば、被ばく線量が大きく減少する可能性があ

る。一方、無機体と設定される場合には CO2ガスとして、ガス移行することが想定される。本

予備解析では、希ガスである Kr, Ar を地下水に溶存するものと仮定して評価を実施した。C-14

を含めたガス移行評価について、GSRW-PSA の改良を含めて、今後検討する必要がある。 
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3.4.2 中深度処分の廃棄物埋設地の設定と埋設地水質の時間変化 

本節以降では、将来実施する 3 次元地形変化評価からのリンケージ解析に向けて、平成 28 年

度までに実施した 2 次元地形変化解析結果から被ばく線量評価までを実施する。 

ここでいうリンケージ解析とは次の通りである。 

沿岸域においては、地形変化と海水準変動により汀線位置が時々刻々変動し、それによって、

埋設地が地表面下にあったり、海面下にあったりと変化する。それに伴い埋設地周辺の地下水

流速と水質（海水系と降水系）に時間変化が生ずる。埋設地の人工バリアは水質によって、そ

の変質挙動に大きな影響が与えられることが知られており、上記の時間変化を適切に反映して

評価する必要がある。そして、人工バリアの変遷に応じた核種移行パラメータに基づいて、埋

設した廃棄物から核種がどのように溶出し、人工バリア内を移行して、人工バリア外側境界（出

口）における核種移行フラックスが経時的に変化するかを適切に評価する必要がある。また、

廃棄物埋設から放出された核種が生物圏へ移行するまでの経路は、時々刻々変化する地下水流

動場に支配されて、定常的な核種移行経路とならないことが想定される。したがって、廃棄物

埋設地から放出される時刻を変化させて、地下水流動解析結果に基づく粒子追跡線解析を行い、

核種移行経路を設定する必要がある。また、核種移行経路上の水質・地質によって核種移行特

性が変動することから、その組み合わせに応じた核種移行パラメータを設定する必要がある。 

以上のように、核種移行解析を行うためには、上記の各評価を適切に組み合わせて一体的に

取り扱うことが必要であり、これまで実施してきた受託研究において、リンケージ評価方法を

整備してきた。図 3.4-20 に本節以降で実施する、隆起・侵食・海水準変動によって生ずる地形

変化を起因とするリンケージ評価の流れを示す。 

本節では、平成 28 年度に実施した河床縦断形を対象とした 2 次元地形変化と 2 次元地下水

流動・塩分濃度解析結果をもとに、炉内等廃棄物を対象とした中深度処分の廃棄物埋設地を、

沿岸域を想定しつつ、10 万年後に対地深度 70m を確保できる深度に、仮想エリアの侵食の程

度を示す地質係数を 2 種類と現在汀線の陸側領域と海側領域の組み合わせとして 4 ケース設定

した。また、水質分類と分類別の化学組成を設定して、人工バリア変質解析の境界条件として

与えた。地形変化評価及び地下水流動・塩分濃度解析については、平成 28 年度までに実施した

結果を利用し、沿岸域の中深度処分を対象とした埋設地配置の設定以降を、今年度新たに実施

した。 



- 3-141 - 

 

 

図 3.4-20 隆起・侵食及び海水準変動に対する核種移行への影響評価のための 

リンケージ評価体系（2 次元地形変化評価に基づく） 

 

(1) 平成 28 年度に実施した河床縦断形における地形変化及び地下水流動・塩分濃度の評価概要 

平成 28 年度に実施した「燃料デブリの処理・処分に関する予察的調査」においては、日本平

均の隆起速度に基づき、2 次元の河床縦断形を対象に、12.5 万年間の地形変化を評価するとと

もに、2 次元断面の地形変化を考慮した地下水流動・塩分濃度解析を実施した。以下にその概

要を示す。 

 

(a) 2 次元河床縦断形を対象とした地形変化 

日本平均の隆起速度最大 0.4m/1000 年を与えた場合の、現在と 12.5 万年後の河床縦断形を地

質係数 80, 120, 240 及び 400 の 4 ケースを対象として評価した。なお、隆起速度は谷頭で最大

の 0.4m/1000 年、65km 海側の解析体系の右端で 0.2m/1000 年の傾動隆起として与えるととも

に、地質係数は第三紀後期～第四紀にあたる堆積岩を想定し、その変動幅である 80～400 の間

で選定した。また、海水準の変動については、図 3.4-21 に示すように、過去 12.5 万年間の変動

を与えた。 

 

隆起・侵食・海水準変動を考慮した地形変化評価

MIG2DFによる地下水流動・塩分濃度解析
（2次元河床縦断形断面・現在～12.5万年後）

粒子追跡線解析（Pass-trac）

仮想的な沿岸域サイトを対象とした0～12.5万年後の地形変化

地下水流動・塩分濃度解析

塩分濃度分布 地下水流動場埋設地配置

移行経路 経路上の地質・水質埋設地の水質・流速

人工バリアの変質解析 核種移行解析

人工バリア・天然バリア出口フラックス

流出点別の被ばく線量

ベントナイト材中モンモリロナイト
密度の時間的・空間的変化

核種移行パラメータ

河床縦断形を対象とした2次元地形変化評価コード

MC-Buffer
GSRW-PSA
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図 3.4-21 地形変化に用いた海水準変動の時間変化 

 

図 3.4-22 に現在と 12.5 万年後の河床縦断形を地質係数 80, 120, 240 及び 400 の 4 ケースの評

価結果を示す。対象とした河床縦断形において、日本平均の隆起速度を与えた場合には、すべ

ての評価対象領域とすべての地質係数で、現在の地表面よりも 12.5 万年後の地表面のほうが標

高は低くなり、12.5 万年時点での汀線位置が陸側に移動する結果となった。特に、地質係数が

80 の場合には、現在谷頭部が 12.5 万年後には海水面下にある結果となった。 

 

 

図 3.4-22 隆起速度最大 0.4m/1000 年による 12.5 万年後の表層地形の変化 

(b) 2 次元河床縦断形の断面を対象とした 2 次元地下水流動・塩分濃度解析 

(a)の現在～12.5 万年後までの 2 次元河床縦断形の時間変化を入力として、地下水流動・塩

時間（ 年）

海水準変動

2000年ごと に指定
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分濃度解析を実施した。解析条件として与えた現在の地質構造を図 3.4-23 に示す。橙色の領

域の透水係数が比較的大きい設定となっている。 

 

 

図 3.4-23 地下水流動・塩分濃度解析のための現在の地質構造の設定 

 

 

図 3.4-24 に地質係数を 240 と設定した場合の、現在～12.5 万年後までの 1 万年ごとの地下

水流速ベクトル分布を示す。図中の矢印は流向のみを示しており、流速の大きさはコンターで

示している。陸側領域では、図 3.4-23 で示した橙色の透水係数の高い領域のうち、上部で地

下水流速が大きく、東隣の緑色の層へ流出する流れとなっている。海水準変動に伴う汀線の移

動により、汀線付近の特に陸側で流速が大きくなっている。また、12 万年以降、海水準が高

くなる際に沖合での流速が非常に小さくなっている。 

図 3.4-25 にこのときの塩分濃度分布の時間変化を示す。汀線が海側へ移動するのに伴っ

て、ごく表層の領域にだけ降水が浸透している。密度差によって深部にまで浸透しない結果と

なっている。 

図 3.4-26 に地質係数を 400 と設定した場合の、現在～12.5 万年後までの 1 万年ごとの地下

水流速ベクトル分布を示す。地質係数 240 と比較して、侵食が小さく、標高が維持されるた

め、汀線の移動も顕著ではなく、12 万年以降の沖合での流速もそれほど減少しない結果とな

った。 

図 3.4-27 にこのときの塩分濃度分布の時間変化を示す。汀線の移動が地質係数 240 と異な

るため局所的には異なる部分があるが、大きな傾向は同様であった。 

 

  

約65km

現在の汀線位置

3
km

5×10-7

1×10-75×10-74×10-53×10-7

水平方向透水係数(m/s)

砂質泥岩

泥岩主体砂岩～泥岩 砂岩～砂質泥岩 砂質泥岩
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現在（0 年） 

 

1 万年後 

 

2 万年後 

 

3 万年後 

 

4 万年後 

 

5 万年後 

 

6 万年後 

 

※深度方向のみ 2 倍に拡大 

図 3.4-24 地質係数 240 の場合の 1 万年ごとの地下水流速分布(1/2) 

 

  

：汀線位置 0.00                   0.25                   0.50                  0.75                 1.0010-9 10+110-410-6.5 10-1.5(m/y)
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7 万年後 

 

8 万年後 

 

9 万年後 

 

10 万年後 

 

11 万年後 

 

12 万年後 

 

12.5 万年後 

 

※深度方向のみ 2 倍に拡大 

図 3.4-24 地質係数 240 の場合の 1 万年ごとの地下水流速分布(2/2) 

 

  

：汀線位置 0.00                   0.25                   0.50                  0.75                 1.0010-9 10+110-410-6.5 10-1.5(m/y)
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現在（0 年） 7 万年後 

  

1 万年後 8 万年後 

  

2 万年後 9 万年後 

  

3 万年後 10 万年後 

  

4 万年後 11 万年後 

  

5 万年後 12 万年後 

  

6 万年後 12.5 万年後 

  

※深度方向のみ 2 倍に拡大 

図 3.4-25 地質係数 240 の場合の 1 万年ごとの塩分濃度分布変化 

 

  

：汀線位置 0.00                   0.25                   0.50                  0.75                 1.00
塩分濃度 
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現在（0 年） 

 

1 万年後 

 

2 万年後 

 

3 万年後 

 

4 万年後 

 

5 万年後 

 

6 万年後 

 

※深度方向のみ 2 倍に拡大 

図 3.4-26 地質係数 400 の場合の 1 万年ごとの地下水流速分布(1/2) 

 

  

：汀線位置 0.00                   0.25                   0.50                  0.75                 1.0010-9 10+110-410-6.5 10-1.5(m/y)
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7 万年後 

 

8 万年後 

 

9 万年後 

 

10 万年後 

 

11 万年後 

 

12 万年後 

 

12.5 万年後 

 

※深度方向のみ 2 倍に拡大 

図 3.4-26 地質係数 400 の場合の 1 万年ごとの地下水流速分布 (2/2) 

  

：汀線位置 0.00                   0.25                   0.50                  0.75                 1.0010-9 10+110-410-6.5 10-1.5(m/y)



- 3-149 - 

 

 

 

現在（0 年） 7 万年後 

  

1 万年後 8 万年後 

  

2 万年後 9 万年後 

  

3 万年後 10 万年後 

  

4 万年後 11 万年後 

  

5 万年後 12 万年後 

  

6 万年後 12.5 万年後 

  

※深度方向のみ 2 倍に拡大 

図 3.4-27 地質係数 400 の場合の 1 万年ごとの塩分濃度分布変化 

 

  

：汀線位置 0.00                   0.25                   0.50                  0.75                 1.00
塩分濃度 
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(2) 中深度処分を対象とした廃棄物埋設地の位置設定 

(1)の解析結果をもとに、沿岸域における中深度処分を対象とした廃棄物埋設地の設定を行う。

沿岸域への埋設処分を想定するため、現在の汀線位置から前後 3km の範囲を対象とした。また、

汀線の陸側及び海側で埋設地の水質や核種移行経路が異なる可能性があるため、陸側と海側の

2 ケースに分類することとした。また、地形変化の大小によって、水質や核種移行経路などが

異なる可能性を想定して、(1)の解析結果のうち、地質係数が 240 と 400 の 2 つのケースを想定

し、それらの組み合わせで合計 4 ケース設定することとした。 

中深度処分の埋設深度に関しては、10 万年後に対地深度 70m を確保できる位置に埋設する

ことが規定されることから、(1)の地形変化評価に基づき、図 4.3-10 に示すように、地質係数 240

の場合では、Case 1 の陸側領域で汀線位置において対地深度 161m、Case 2 の海側領域で汀線よ

り 3km 海側地点で対地深度 152m となった。これにより 10 万年後において、Case 1 で 80m、

Case 2 で 75m の対地深度が確保される。また、図 4.3-11 に示すように、地質係数 400 の場合で

は、Case 3 の陸側領域で汀線位置において 146m、Case 4 の海側領域で汀線より 3km 海側地点

で 137m となり、10 万年後でそれぞれ 85m 及び 78m の対地深度が確保される。なお、地質係

数が同じ場合には、陸側と海側で同じ標高を設定するものとした。 

 
図 3.4-28 地質係数 240 の場合の陸側及び海側埋設地領域の設定（Case 1 及び 2） 

 

 

図 3.4-29 地質係数 400 の場合の陸側及び海側埋設地領域の設定（Case 3 及び 4） 

 

(3) Case 1 から Case 4 の廃棄物埋設地の水質タイプの設定 

Case 1 から Case 4 の廃棄物埋設地の水質変化を塩分濃度解析結果から設定した。海水濃度

C=1 としたとき、C=0.5 を塩淡境界と定義し、C≧0.5 を海水系地下水、C<0.5 を降水系地下水

とした。図 3.4-30 に 2.2 万年後の廃棄物埋設地近傍の塩分濃度分布を示す。コンター表示は赤

色領域が海水系地下水を示している。各領域の中央点、すなわち、現在汀線から陸側に 1.5km

と海側 1.5km 地点の濃度で降水系、海水系の判定を行った。Case 2 を除き、降水と判定された。

次に図 3.4-31 に 4.2 万年後の廃棄物埋設地近傍の塩分濃度分布を示す。この時点ではすべての

評価点で海水系と判定された。 

 

3km

陸側埋設地領域 海側埋設地領域

161m

汀線位置

152m

3km
Case 1 Case 2

146m

汀線位置

137m

Case 3 Case 4
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図 3.4-30  2.2 万年後の各領域中央点の水質の判定 

 

図 3.4-31  4.2 万年後の各領域中央点の水質の判定 

 

(4) Case 1 から Case 4 の廃棄物埋設地の水質タイプの時間変化 

(3)の水質判定を 12.5 万年後まで行った結果を表 3.4-23～表 3.4-26 にまとめた。 

 

表 3.4-23 Case 1 の廃棄物埋設地の水質タイプの時間変化 

Case 
海側・陸

側 

初期埋設

深度 

時刻 

（万年） 
水質 流速 (m/y) 

埋設地対地

深度 (m) 

1 陸 161m 

0 降水 1.14E-02 161 

4.2 海水 2.04E-02 120 

5.4 降水 1.84E-02 117 

11.4 海水 2.67E-02 72 

表 3.4-24 Case 2 の廃棄物埋設地の水質タイプの時間変化 

Case 
海側・陸

側 

初期埋設

深度 

時刻 

（万年） 
水質 流速 (m/y) 

埋設地対地

深度 (m) 

2 海 152m 

0 海水 9.13E-03 152 

0.6 降水 8.97E-03 155 

2.2 海水 1.28E-02 128 

6.4 降水 5.42E-03 109 

11.4 海水 9.17E-03 68 

地質係数240

地質係数400

陸側領域中央
0.0 0.50.250.125 0.375

海側領域中央

汀線位置

地質係数240

地質係数400

陸側領域中央
0.0 0.50.250.125 0.375

海側領域中央
Case 1 Case 2

Case 3 Case 4
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表 3.4-25 Case 3 の廃棄物埋設地の水質タイプの時間変化 

Case 
海側・陸

側 

初期埋設深

度 

時刻 

（万年） 
水質 流速 (m/y) 

埋設地対

地深度 (m) 

3 陸 146m 

0 降水 1.14E-02 146 
4.2 海水 3.72E-02 112 
4.6 降水 5.30E-02 112 
11.6 海水 3.08E-02 79 

表 3.4-26 Case 4 の廃棄物埋設地の水質タイプの時間変化 

Case 
海側・陸

側 

初期埋設

深度 

時間 

（万年） 
水質 流速 (m/y) 

埋設地対地

深度 (m) 

4 海 137m 

0 海水 9.13E-03 137 

0.6 降水 8.76E-03 141 

4.2 海水 1.05E-02 105 

6.8 降水 5.54E-03 99 

11.6 海水 1.53E-02 72 

 

(5) 水質タイプ別の地下水化学組成 

分類した水質タイプ別の地下水の化学組成は、関東地方東部で行われたボーリング調査(45)に

よって取得されたデータのうち、房総半島に係るものを抽出して設定した。C=0.5 を塩淡境界

として、C≧0.5 で海水系、C<0.5 で降水系と分類し、分類後の化学組成の各データを算術平均

して設定した。Eh については穂刈ら（2012）(46)を参考に設定した。設定した地下水化学組成を

表 3.4-27 に示す。 

 

表 3.4-27 降水系地下水及び海水系地下水の化学組成 

 
 降水系地下水 海水系地下水 

HCO3
-
  (ppm) 1210.2 743.6 

Cl- (ppm) 4032.6 17496 

Br - (ppm) 16.9 87.2 

SO4
2- (ppm) 13.7 11.7 

Na+ (ppm) 2866.2 10455 

K+ (ppm) 88.2 315.3 

Ca2+ (ppm) 47 326.6 

Mg2+ (ppm) 64.4 334.2 

t-Fe 0.4 1.3 

pH 8.2 7.4 

Eh (mV) -230 -200 
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3.4.3 廃棄物埋設地の水質変化に基づく人工バリアの変質解析 

3.4.2 において検討を行った地形変化を考慮した核種移行解析ケースに基づいた人工バリア

の変遷解析を行った。さらに人工バリア中の核種移行解析を行って人工バリアからの核種移行

フラックスを計算した。その結果より中深度処分における要求事項や将来の中深度処分のさら

なる検討に必要と考えられる特性を抽出した。体系は、電気事業連合会の第 2 回廃炉等に伴う

放射性廃棄物の規制に関する検討チーム会合（平成 27 年 02 月 12 日(木)）の「原子力発電所等

の廃止措置及び放射性廃棄物の処分について」(47)を参考に１次元解析体系とした。 

 

（１）人工バリア変遷解析体形 

図 3.4-32 に本解析体系概念図を示す。処分容器の鋼板については厚さ 0.05m に便宜的に間隙

率 13vol%を考慮し 0.5747m とした。コンクリートピットは厚さ 0.7m を設定した。低拡散層に

ついては、厚さ 0.6 m を設定した。低透水層については、厚さ 1.0 m を設定した。埋戻し材、二

次履工、支保工については、全て鉄筋コンクリートとして厚さ 1.8m を設定した。 

解析体系は、１次元解析体系とした。 

 

 

 

 

図 3.4-32 人工バリア変遷解析の体系の概念 

 

鋼板
（炭素鋼）

コンクリート

ビット
（鉄筋コンクリート）

低拡散

層
（モルタル）

低透水層
（圧縮ベントナイト）

埋戻し材
（鉄筋コンクリート）

二次履工
支
保
工

0.05ｍ

注目部分拡大図
掘削影響領域EDZ

（地下水）

濃度固定条件

0.7ｍ 0.6ｍ 1.8ｍ1.0ｍ

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34

鋼
板

地
下
水

-0.0575 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.3 1.4 1.5 1.6 1.7 1.8 1.9 2.0 2.1 2.2 2.3 2.5 2.7 2.9 3.1 3.3 3.5 3.7 3.9 4.1 4.3 （ｍ）

コンクリートピット 低拡散層（モルタル） 低透水層（ベントナイト） 埋戻し材（鉄筋コンクリート）

一次元解析体系 
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（２）人工バリア変遷解析条件 

解析評価時間は、平成28年度の燃料デブリ評価と同様に10万年を評価時間として設定した。

また、本解析ではタイムステップを 1 ヶ月に設定している、間隙の閉塞などが要因となり計算

が停止してしまうケースがあり、それらのケースについては MC-BUFFER のリスタート計算機

能を使用し、タイムステップを変更することで 10 万年までの評価を実施した。計算メッシュに

ついては低透水層から内側は昨年度と同程度にセル幅を 0.1ｍとし、埋戻し材から外側は 0.2ｍ

に設定した。 

 

（ a ）温度 

温度については、廃棄体の発熱量が燃料デブリと比較して昨年度よりも大幅に小さくなり、

影響は殆ど無いと考えられることから、解析における温度条件は地温一定（25°C）に設定した。 

 

（ b ）地下水組成 

地下水組成は房総半島で取得されたボーリング調査(48)に基づく化学組成を C=0.5 で分類し、

分類後の各データを算術平均して降水系および海水系地下水を設定した。表 3.4-28 に解析に使

用した地下水組成を示す。 

 

表 3.4-28 地下水組成 

 

 地下水 1 

（降水系） 

地下水 2 

（海水系） 

HCO3
-
  (ppm) 1210.2 743.6 

Cl- (ppm) 4032.6 17496 

Br - (ppm) 16.9 87.2 

SO4
2- (ppm) 13.7 11.7 

Na+ (ppm) 2866.2 10455 

K+ (ppm) 88.2 315.3 

Ca2+ (ppm) 47 326.6 

Mg2+ (ppm) 64.4 334.2 

t-Fe 0.4 1.3 

pH 8.2 7.4 

Eh (mV) -230 -200 

 

（ c ）鉱物組成 

 ベントナイト系人工バリア領域のベントナイトについては、第 2 次取りまとめにおいて示さ

れているベントナイト系緩衝材の国内外ベントナイト鉱物組成より、また第 2 次 TRU レポー

トでも変質評価解析にて使用されているクニゲル V1 を採用した。解析に用いるベントナイト

系人工バリア領域の鉱物組成については、平成 25 年度～平成 28 年度と同様の緩衝材初期鉱物

組成を設定した。コンクリートピット、低拡散層、埋戻し材については、第 2 次 TRU レポート
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で人工バリアに使用されるセメント系材料として示されている普通ポルトランドセメント（以

下、「OPC」と言う。）を採用した。なお、OPC での W/C（水セメント比）は第 2 次 TRU レポ

ートでコンクリート・モルタルのモデル配合として示されている 55%に設定した。コンクリー

トピット及び埋戻し材については、Fe(c)の割合を一般的な鉄筋コンクリート造の 14wt％と仮定

した。処分容器の鋼板については、Fe(c)を設定し、水との化学反応を計算するため、便宜的に

隣接するコンクリートピットと同じ間隙率 13%の多孔質と仮定した。鉱物モデルについて表 

3.4-29 に示す。 

 

表 3.4-29 鉱物モデル 

 

 

  

埋戻し材
(OPC W/C=55%)

低透水層
（圧縮ベントナイト)

低拡散層
（モルタル）

コンクリートピット 処分容器

Ca(OH)2 14.6 0 17 14.6 0 平衡論

C-S-H (1.8) 50.4 0 58.6 50.4 0 〃

Monosulfate (AFm) 9.1 0 10.6 9.1 0 〃

Hydrogarnet 10.1 0 11.7 10.1 0 〃

Brucite 1.8 0 2.1 1.8 0 〃

Montmorillonite 0 34.3 0 0 0 速度論

Quartz 0 26.6 0 0 0 平衡論

Analcime 0 2.1 0 0 0 〃

Calcite 0 1.75 0 0 0 〃

Pyrite 0 0.42 0 0 0 〃

SiO2 0 30 0 0 0 速度論

Fe(c) 14 0 0 14 100 〃

Anorthite 0 0 0 0 0 平衡論

C-S-H (1.0) 0 0 0 0 0 〃

C-S-H(1.5)，(1.3)，

(1.1)，(0.9)，(0.833)，

(0.6)，(0.4)

0 0 0 0 0 〃

Ettringite (AFt) 0 0 0 0 0 〃

Gypsum 0 0 0 0 0 〃

Laumontite 0 0 0 0 0 〃

Brucite 0 0 0 0 0 〃

Kaolinite 0 0 0 0 0 〃

Katoite 0 0 0 0 0 〃

AS4H 0 0 0 0 0 〃

Friedel’s salt 0 0 0 0 0 〃

Gibbsite 0 0 0 0 0 〃

Sepiolite 0 0 0 0 0 〃

Hydrotalcite 0 0 0 0 0 〃

Siderite 0 0 0 0 0 〃

Fe(OH)2(s) 0 0 0 0 0 〃

Magnetite 0 0 0 0 0 〃

Chukanovite 0 0 0 0 0 〃

Goethite 0 0 0 0 0 〃

Melanterite 0 0 0 0 0 〃

Berthierine 0 0 0 0 0 〃

Gleenalite 0 0 0 0 0 〃

計算に用いた鉱物
初期鉱物量(wt%)

溶解反応モデル

（溶解速度式）
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（ d ） 評価モデル 

 

評価モデルは、これまでに「放射性廃棄物処分の長期的評価手法の調査」においてベントナ

イト変質における評価手法として整備したモンモリロナイト溶解速度モデル、ベントナイト透

水係数評価モデル、アルカリ拡散モデル、quartz 溶解速度モデル、セメント間隙変遷モデル、

炭素鋼腐食反応速度モデル、表 3.4-29 で示した鉱物モデルを使用する。式(3.4-4)～式(3.4-23)

に各評価モデル式を示す。ベントナイト透水係数式については、昨年度設定した適用条件を踏

まえ、式(3.4-5) ～式(3.4-7)のとおり設定した。また、処分容器の鋼板、コンクリートピット及

び埋戻し材の鉄骨については、炭素鋼腐食反応速度モデルを使用する。炭素鋼腐食反応速度モ

デルについては、式(3.4-18)に示すように腐食反応速度 pH と硫化水素イオン（HS-）濃度で表

されているが、HS-濃度が低い場合には式(3.4-19)に漸近する。本解析では、HS-濃度が腐食反

応速度に影響するまで上昇しないことを仮定し、HS-を 0 とした pH 依存性のみの式(3.4-19)を

mol/L/s 換算した。腐食速度は最大 1.5μm/y である。なお、初期には設定した間隙（間隙水）

が存在するので、最大速度で鉄が溶けるが、鉄の腐食生成物が間隙を埋めていくため、鉄を溶

かす水の量は時間と共に減少し、単位時間あたりの鉄の溶解量は低下する。処分容器の鋼板、

コンクリートピット及び埋戻し材の鉄骨の腐食反応速度(mol/L/s)はそれぞれの表面積を考慮し

式(3.4-21) ～式(3.4-23)を使用した。コンクリートピット、低拡散層、埋戻し材における透水係

数（Kw）の設定は、セメント間隙変遷モデルより式(3.4-13)に示す 1.0×10-15 m/s の一定条件と

している。 

・モンモリロナイトの溶解速度式 

RA = 3500 (aOH-)1.4 e - 51000 / RT 

 

 RA：溶解速度(kg m-3 s-1) 

 aOH-：OH-活量(mol dm-3) 

 T：温度(K) 

 R：気体定数(8.314 Jmol-1 K-1) 

(3.4-4) 

 

 

 

 

 

 

・ベントナイト透水係数式 

Kw = 1.2×10-7 Is1.5 10–0.0042ρm (7.9×10-5 T2 – 1.9×10-2 T – 0.21) 

 

○ただし、イオン強度 Is が 0.1 mol L-1以下の適用条件式 

Kw = 1.2×10-7  0.11.5 10–0.0042ρm (7.9×10-5 T2 – 1.9×10-2 T – 0.21) 

 

○また、ρmが 0.04 g cm3以下の適用条件式 

Kw = 1.2×10-7  (7.9×10-5 T2 – 1.9×10-2 T – 0.21) 

 

 Kw：透水係数(m s-1) 

 ρm：有効モンモリロナイト密度(kg m-3) 

 Is：イオン強度(mol dm-3) 

 T：温度(K) 

(3.4-5) 

 

 

(3.4-6) 

 

 

(3.4-7) 
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・緩衝材中におけるアルカリ拡散係数式 

De = 5.0×10-7 φ2.1 e(-18600/RT) 

 

 De：有効拡散係数(m2 s-1) 

 φ：間隙率(-) 

 T：間隙水の絶対温度(K) 

 R：ガス定数(8.31kJ mol-1 K-1) 

(3.4-8) 

 

 

 

 

 

 

・quartz の溶解速度式 

R = k A (aH+)n (1 - Q/K) 

 

 log k：quartz の速度定数（= -13.8（70°C））(mol/m2/s) 

 A：quartz の表面積（= 9.53×103）(m2/m3) 

 aH+：H+の活量 

 n：定数（= -0.55（70°C））(-) 

 Q/K：quartz の飽和指数（Q：イオン活量積、K：平衡定数） 

(3.4-9) 
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・セメント間隙変遷モデル式 

 

De = 5.37×10-10 φtra 

 

tottracptra VtVt /)()(   

 

)(
)0()0()0(

)0(
)( tV

VVV

V
tV pore

astocptracp

tracp

tracp 







  

De：有効拡散係数(m2 s-1) 

φtra(t) ： 物質移動毛細管間隙率 

Vtot： セメント硬化体の総体積 

Vcp-tra(t)：物質移動毛細管間隙の体積 

Vcp-tra(0)：初期の物質移動毛細管間隙の体積（ここでは 0.018） 

Vcp-sto(0)：初期の貯留毛細管間隙の体積（ここでは 0.122） 

Va(0) ：初期の水泡体積 （ここでは 0） 

Vpore(t)：セメント硬化体間隙の体積 

 

Kw = 1.0×10-15（一定） 

Kw：透水係数(m s-1) 

 

 

○セメント硬化体の総体積 Vtotの評価 

本モデルでは、膨張や収縮によるセメント硬化体の総体積の経時変化

は考慮しない。すなわち、セメント硬化体の総体積は、配合時の各材料

の体積、水泡の体積 Va(0)および水中養生中に吸水する水の体積 Vwabに

より決定する。 

     )0()0()0( acafacwabwtot VVVVVVV     

 Vw ：配合時の水の体積 

Vwab ：セメント硬化体の水中養生中に吸水する水の体積 

Vc  ：配合時のセメントの体積 

Vfa(0)：初期の細骨材体積 

Vca(0)：初期の粗骨材体積 

Va(0)：初期の水泡体積 

 

 

 

 

 

 

(3.4-10) 

 

(3.4-11) 

 

 

(3.4-12) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3.4-13) 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3.4-14) 
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○物質移動毛細管間隙の体積 Vcp-tra(t)の評価 

物質移動毛細管間隙の体積 Vcp-tra(t)は、初期の物質移動毛細管間隙の体

積と物質移動毛細管間隙体積の変化量により与えられる。 

        tracptracptracp VVtV )0()(      

 

 

○全間隙体積変化量 ΔVpore(t)の評価 

物質移動毛細管間隙体積の変化量 ΔVcp-tra(t)を評価するためには、全間

隙体積変化量 ΔVpore(t)を評価することが必要となる。全間隙体積 Vpore(t)

は、セメント硬化体の総体積 Vtot から構成鉱物の体積を除くことで評価

される 

 

 )()()()()( tVtVtVtVtV cafahydtotpore      

Vpore(t)：セメント硬化体間隙の体積 

Vhyd(t) ：セメント水和鉱物体積 

Vfa(t) ：細骨材体積 

Vca(t) ：粗骨材体積 

 

 

時間 t と時間 t+t との間におけるセメント硬化体内間隙の全体積変化

Vpore(t) は、(5.1-17)式を時間微分することにより 

 

 

 )()()()( tVtVtVtV cafahydpore    

 

と表される。ここで、セメント水和鉱物、細骨材、粗骨材の時間変化量

は、鉱物の溶解・生成を地球化学計算により評価される。 

 

 

 

 

 

 

(3.4-15) 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

(3.4-16) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3.4-17) 
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・炭素鋼腐食反応速度式 

)6.9pH(

]   HS[3405.1

101

)1010log(
85.0




R  

 6.9pH101

5.1


R  

 

 R：腐食反応速度(μm y-1) 

 HS-：硫化水素イオン濃度(mol dm-3) 

 

 

○MC-BUFFER では鉱物（Fe(c)）の溶解速度として与えるため、鉱物の溶解速

度の単位(mol/L/sec)に変換する必要がある。 

 

単位面積（1m2）を考える。 

 

 

 

1.5 μm/y は、 

  1.5μm/y × 1 m2 ＝ 1.5E-6 m3/y 

であり、 

炭素鋼の密度を 7.86 Mg/m3(=7.86E+06 g/m3)とすると 

  1.5E-6 m3/y × 7.86E+6 g/m3 ＝ 1.18E+1 g/y 

 鉄の原子量を 55.847 g/mol とすると 

  1.18E+1 g/y ÷ 55.847 g/mol ＝ 2.11E-1 mol/y 

 1 年を 31557600 sec とすると、表面積 1m2あたり、1 秒間に腐食する Fe のモ

ル数は 

 2.11E-1 mol/y ÷ 31557600 sec/y ＝ 6.68E-9 mol/sec 

となる。 

 

 

(3.4-18) 

 

 

(3.4-19) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3.4-20) 
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○処分容器の鋼板の腐食速度を換算する (µm y-1 → mol/L/s)。 

 

本解析では、鋼板はコンクリート中に 13 vol%存在する間隙水によって腐食

する。鋼板のセルについても便宜的に間隙率を 13 vol%と仮定する。鋼板を厚

さ 5cm とすると、鋼板のセルの厚さは 

5cm÷(1 - 0.13)=5.747 cm 

となり、 

間隙水の量は  

1 m2×(5.747 – 5) cm = 7.47 L 

となる。 

 

1.5μm/y の腐食速度の場合に、1 秒間に 1L の水に溶けるモル数は、 

  6.68E-9 mol/sec ÷ 7.47L = 8.94E-10 mol/L/sec 

となる。 

 

pH 依存性を考慮すれば、腐食速度は 

 

-10

pH 9.6

8.94×10
’

1 10
R





 

となる。 

 

R ’ ：腐食反応速度(mol/L/s) 

 

 

となる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3.4-21) 
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○コンクリートピットの鉄骨の腐食速度を換算する (µm y-1 → mol/L/s) 

 

鉄筋の vol%を 2%、直径を 2cm とすると鉄筋の体積は 

0.7m3 × 0.02 = 0.014 m3 

  となる。 

鉄筋一本の体積は 

0.01m × 0.01m × 3.14 ＝ 0.000314 ㎥ 

  であるから、鉄筋の本数は 

0.014m3 ÷ 0.000314m3 ＝ 44.6 本 

  となる。 

鉄筋の表面積は 

0.02m × 3.14 × 44.6  =  2.801m2 

となる。 

(3.4-16)を用いれば、表面積 2.801m2あたり、1 秒間に腐食する Fe の 

モル数は 

   6.68E-9 mol/sec×2.801 = 1.87E-8 mol/sec 

  となる。 

間隙率 0.13 とすると間隙水の量は 

   0.7m3 × 0.13 ＝ 0.091 m3 ＝91L 

  となる。 

MC-BUFFER で用いる溶解速度(mol/L/sec)としては 

   1.87E-8 mol/sec ÷ 91L ＝ 2.05E-10 mol/L/sec 

  となる。 

pH 依存性を考慮すれば、腐食速度は 

  

 

-10

pH 9.6

2.05×10
’

1 10
R





 

となる。 

 

R ’ ：腐食反応速度(mol/L/s) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3.4-22) 
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○埋戻し材の鉄骨の腐食速度を換算する (µm y-1 → mol/L/s) 

 

鉄筋の vol%を 2%、直径を 2cm とすると鉄筋の体積は 

2.0m3 × 0.02 = 0.04 m3 

  となる。 

鉄筋一本の体積は 

0.01m × 0.01m × 3.14 ＝ 0.000314 ㎥ 

  であるから、鉄筋の本数は 

0.04m3 ÷ 0.000314m3 ＝ 127.4 本 

  となる。 

鉄筋の表面積は 

0.02m × 3.14 × 127.4 = 8.00m2 

となる。 

(3.4-16)を用いれば、表面積 8.001m2あたり、1 秒間に腐食する Fe の 

モル数は 

   6.68E-9 mol/sec×8.00 = 5.34E-8 mol/sec 

  となる。 

間隙率 0.13 とすると間隙水の量は 

   2.0m3 × 0.13 ＝ 0.26 m3 ＝ 260L 

  となる。 

MC-BUFFER で用いる溶解速度(mol/L/sec)としては 

   5.34E-8 mol/sec ÷ 260L ＝ 2.05E-10 mol/L/sec 

  となる。 

pH 依存性を考慮すれば、腐食速度は 

  

 

-10

pH 9.6

2.05×10
’

1 10
R





 

となる。 

 

R ’ ：腐食反応速度(mol/L/s) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3.4-23) 
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（ e ）熱力学データベース 

熱力学データベースは、多項式または van’t Hoff 式を使って平衡定数の温度依存性を考慮し

ている Spron-JNC(49)をベースに、CSH ゲル（CSH(0.833)～CSH(1.8)）に A. Atkinson(50)によ

るデータを考慮した熱力学データベースを使用した。この熱力学データベースは、「放射性廃棄

物処分の長期的評価手法の調査」におけるベントナイトおよびセメント変質評価解析で使用さ

れた実績がある。オーバーパックにおける熱力学データについては、平成 19 年度に報告され

ている鉄化学種および平成 25 年度に報告されている鉄鉱物の検討によって選定された鉱物の

熱力学データを使用した。なお、大塚ら(51)の報告ではカソード反応は水素発生反応が支配的で、

炭酸イオン（CO3
2-）や硫酸イオン（SO4

2-）の還元生成物であるメタン（CH4）や硫化物イオン

（HS-）が検出されていないことから、熱力学データベースからメタンと硫化物イオンの反応

を除外することも検討されたが、本解析では除外していない。 
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（３）人工バリア変遷解析ケース 

解析ケースは、中深度処分廃棄物埋設地の水質条件の時間変化に基づき降水系地下水と海   

水系地下水の水質変化を組み合わせた 4 ケース（case 1～4）と、水質が変化しない降水系地水

と海水系地下水の 2 ケース（caseP0,caseS0）を設定した。表 3.4-30 に解析ケース一覧を示す。 

 

 

 

表 3.4-30 解析ケース一覧 
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（４）人工バリア変遷解析結果 

（a）地下水水質による影響解析 

図 3.4-33 (a) の有効モンモリロナイト密度の地下水質による比較の通り、有効モンモリロナ

イト密度は降水系地下水のケース及び海水系地下水のケースともに 100,000年後にも残存する

結果となった。降水系地下水のケースではでは 100,000 年後にモンモリロナイトは 0.45g/cm3

残存し、海水系地下水のケースでは 0.63 g/cm3残存している。これは、図 3.4-33 の固相空間

分布に示す通り、両ケースとも CSH 及び Calcite の生成によりモルタルーベントナイト境界

及び埋戻し材ーベントナイト境界で、間隙率の低下が速やかに始まり、10 万年後までも間隙率

の非常に小さい状態が保持され、埋戻し材及びモルタル側からのアルカリ成分供給が抑制され

たことにより、モンモリロナイトが残存する結果となったものと考えられる。 

 有効モンモリロナイト密度は降水系地下水のケースは約 1,000 年後までは急激に低下し、そ

の後ほぼ直線的に低下している。海水系地下水のケースは約 5,000 年後まで急激に低下し、そ

の後ほぼ直線的に低下しており、低下は降水系地下水のケースよりも遅めである。15,000 年ま

では海水系地下水のケースのほうが降水系地下水のケースよりもモンモリロナイト密度が低く

なっているが、16,000 年以降には降水系地下水のケースのほうが海水系地下水のケースよりも

モンモリロナイト密度が低くなっている。図 3.4-37(a)の埋戻し材のベントナイト系人工バリ

アと埋戻し材との境界近傍の間隙率が降水系地下水のケースでは 14,000 年後に閉塞し、海水

系地下水のケースでは 19,000 年後に閉塞している。 

 また、図 3.4-37 (b)のモルタルのベントナイト系人工バリアとモルタルとの境界近傍の間隙

率は降水系地下水のケースでは 41,000 年後に閉塞し、海水系地下水のケースでは 24,000 年後

に閉塞している。 

図 3.4-33 (a)の全ケースにおける有効モンモリロナイト密度からわかるように、どの地下水

質においても有効モンモリロナイト密度は 100,000 年後にも残存し、海水系の期間が長い順

（ケース S0（10 万年）、ケース 2（4.8 万年）、ケース 4（3.2 万年）、ケース 1（1.2 万年）、ケ

ース 3（0.4 万年）、ケース P0（0 年））に、モンモリロナイトが多く残存する結果となった。 

図 3.4-35 の降水系のケースの固相空間分布を見ると、10,000 年後から 50,000 年後にかけ

て埋戻し材領域で CSH が炭酸化した Calcite が安定的に見られるが、図 3.4-35 の海水系のケ

ースの固相空間分布を見ると Calcite が消失しており、CO3
2-が還元したために H2 が支配的と

なり、Eh が低下しているものと考えられる。 

海水系のほうが埋戻し材の地下水側の CSH の C/S 比の低下が進み、埋戻し材領域の OH-濃

度が低くなり（図 3.4-38 の全領域における液相組成空間分布）、そのために降水系よりも海水

系のほうがモンモリロナイトの減り方が遅くなっているものと思われる。また、海水系では

100,000 年後には Berthierine が安定となりベントナイト領域に生成されている。 

地下水質の違いが有効モンモリロナイト密度の減少傾向に影響することが示され、それは局

所的な間隙率低下の程度及び化学反応の違いによってもたらされると推定された。 
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(a) 有効モンモリロナイト密度          (b)間隙率 

 

図 3.4-33 ベントナイト系人工バリア領域における有効モンモリロナイト密度、間隙率の平均

値の経時変化（地下水質による影響） 

 

 

 

 

 

 (a) caseP0（降水系 100,000 年後）      (b) caseS0（海水系 100,000

年後） 

 

図 3.4-34 全領域における透水係数(Kw)、拡散係数(De)、 

有効モンモリロナイト密度(ρmont)、間隙率(Porosity)の空間分布（地下水質による影響） 

（ただし、コンクリートピット、モルタル、埋戻し材の間隙率は、 

セメント間隙変遷モデルにおける(Vcp-tra(t) + Vcp-sto(t))/ Vtotである） 
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(a)caseP0（1,000 年後）       (b)caseS0（1,000 年後） 

 

(c)caseP0（100,000 年後）         (d)caseS0（100,000 年後） 

 

図 3.4-35 全領域における固相空間分布（地下水質による影響） 
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(a)有効モンモリロナイト密度                        (b)間隙率 

図 3.4-36 ベントナイト系人工バリア領域における有効モンモリロナイト密度、 

間隙率の平均値の経時変化（地下水の水質変化の影響） 

 

 

 (a) 埋戻し材のベントナイト近傍     (b) モルタルのベントナイト近傍 

 

(c) 埋戻し材のベントナイト近傍（拡大図）   (d) モルタルのベントナイト近傍（拡大図） 

図 3.4-37 間隙率低下領域における、間隙率の経時変化（地下水の水質変化の影響） 
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 (a)ケース P0（20,000 年後） (b)ケース S0（20,000 年後） 

 

  
 

 (c)ケース P0（100,000 年後） (d)ケース S0（100,000 年後） 

 

図 3.4-38 全領域における液相組成空間分布（地下水の影響） 
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(a) case1（100,000 年後）      (b) case2（100,000 年後）

 

 (c) case3（100,000 年後）      (d) case4（100,000 年後） 

 

図 3.4-39 全領域における透水係数(Kw)、拡散係数(De)、 

有効モンモリロナイト密度(ρmont)、間隙率(Porosity)の空間分布 

（地下水の水質変化の影響） 
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（b）空間分布の経時変化およびベントナイト系人工バリア領域の経時変化 

解析した全ケースのベントナイト系人工バリア領域における経時変化および全領域における

空間分布の経時変化を以下に示す。 

 

 

   

 (a) 透水係数，拡散係数，有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度，間隙率 (b) 酸化還元電位，ｐH 

図 3.4-40 ベントナイト系人工バリア領域における経時変化（caseP0） 
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 1,000 年後 20,000 年後 

 

   
 

 5,000 年後 50,000 年後 

 

  
 

 10,000 年後 100,000 年後 

 

 

 

図 3.4-41 全領域における固相空間分布（caseP0）  
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 1,000 年後 20,000 年後 

 

   
 

 5,000 年後 50,000 年後 

 

  
 

 10,000 年後 100,000 年後 

 

 

 

図 3.4-42 全領域における液相組成空間分布（caseP0） 
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 1,000 年後 20,000 年後 

 

   
 

 5,000 年後 50,000 年後 

 

  
 

 10,000 年後 100,000 年後 

 

 

 

図 3.4-43 全領域における透水係数(Kw)，拡散係数(De)，有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度(ρm)， 

間隙率(Eps)の空間分布（caseP0） 
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 (a) 透水係数，拡散係数，有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度，間隙率 (b) 酸化還元電位，ｐH 

 

図 3.4-44 ベントナイト系人工バリア領域における経時変化（caseS0） 
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 1,000 年後 20,000 年後 

 

   
 

 5,000 年後 50,000 年後 

 

  
 

 10,000 年後 100,000 年後 

 

 

 

図 3.4-45 全領域における固相空間分布（caseS0） 
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 1,000 年後 20,000 年後 

 

   
 

 5,000 年後 50,000 年後 

 

  
 

 10,000 年後 100,000 年後 

 

 

 

図 3.4-46 全領域における液相組成空間分布（caseS0） 
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 1,000 年後 20,000 年後 

 

 
 

 5,000 年後 50,000 年後 

 

  
 

 10,000 年後 100,000 年後 

 

 

 

図 3.4-47 全領域における透水係数(Kw)，拡散係数(De)，有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度(ρm)， 

間隙率(Eps)の空間分布（caseS0） 
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 (a) 透水係数，拡散係数，有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度，間隙率 (b) 酸化還元電位，ｐH 

 

 

 

図 3.4-48 ベントナイト系人工バリア領域における経時変化（case1） 
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 1,000 年後 20,000 年後 

 

   
 

 5,000 年後 50,000 年後 

 
  

 
 10,000 年後 100,000 年後 

 

 

 

図 3.4-49 全領域における固相空間分布（case1） 
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 1,000 年後 20,000 年後 

 

   
 

 5,000 年後 50,000 年後 

 

  
 

 10,000 年後 100,000 年後 

 

 

 

図 3.4-50 全領域における液相組成空間分布（case1） 
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 1,000 年後 20,000 年後 

 

 
 

 5,000 年後 50,000 年後 

 

  
 

 10,000 年後 100,000 年後 

 

 

 

図 3.4-51 全領域における透水係数(Kw)，拡散係数(De)，有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度(ρm)， 

間隙率(Eps)の空間分布（case1） 

 

 

 



- 3-184 - 

 

 

   

 (a) 透水係数，拡散係数，有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度，間隙率 (b) 酸化還元電位，ｐH 

 

 

図 3.4-52 緩衝材領域における経時変化（case2） 
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 1,000 年後 20,000 年後 

 

   
 

 5,000 年後 50,000 年後 

 

  
 

 10,000 年後 100,000 年後 

 

 

 

図 3.4-53 全領域における固相空間分布（case2） 
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 1,000 年後 20,000 年後 

 

   
 

 5,000 年後 50,000 年後 

 

  
 

 10,000 年後 100,000 年後 

 

 

 

図 3.4-54 全領域における液相組成空間分布（case2） 
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 1,000 年後 20,000 年後 

 

 
 

 5,000 年後 50,000 年後 

 

  
 

 10,000 年後 100,000 年後 

 

 

 

図 3.4-55 全領域における透水係数(Kw)，拡散係数(De)，有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度(ρm)， 

間隙率(Eps)の空間分布（case2） 
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 (a) 透水係数，拡散係数，有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度，間隙率 (b) 酸化還元電位，ｐH 

 

 

図 3.4-56 緩衝材領域における経時変化（case3） 
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 1,000 年後 20,000 年後 

 

   
 

 5,000 年後 50,000 年後 

 

  
 

 10,000 年後 100,000 年後 

 

 

 

図 3.4-57 全領域における固相空間分布（case3） 
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 1,000 年後 20,000 年後 

 

   
 

 5,000 年後 50,000 年後 

 

  
 

 10,000 年後 100,000 年後 

 

 

 

図 3.4-58 全領域における液相組成空間分布（case3） 
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 1,000 年後 20,000 年後 

 

 
 

 5,000 年後 50,000 年後 

 

  
 

 10,000 年後 100,000 年後 

 

 

 

図 3.4-59 全領域における透水係数(Kw)，拡散係数(De)，有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度(ρm)， 

間隙率(Eps)の空間分布（case3） 
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 (a) 透水係数，拡散係数，有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度，間隙率 (b) 酸化還元電位，ｐH 

 

 

 

図 3.4-60 緩衝材領域における経時変化（case4） 
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 1,000 年後 20,000 年後 

 

   
 

 5,000 年後 50,000 年後 

 
  

 
 10,000 年後 100,000 年後 

 

 

 

図 3.4-61 全領域における固相空間分布（case4） 
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 1,000 年後 20,000 年後 

 

   
 

 5,000 年後 50,000 年後 

 

  
 

 10,000 年後 100,000 年後 

 

 

 

図 3.4-62 全領域における液相組成空間分布（case4） 
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 1,000 年後 20,000 年後 

 

 
 

 5,000 年後 50,000 年後 

 

  
 

 10,000 年後 100,000 年後 

 

 

 

図 3.4-63 全領域における透水係数(Kw)，拡散係数(De)，有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度(ρm)， 

間隙率(Eps)の空間分布（case4） 
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3.4.4 廃棄物埋設地から流出点までの核種移行経路の設定 

本項では、3.4.2 で設定した廃棄物埋設地から漏出した核種が、地下水を通じて地表に到達し、

生活圏における被ばくを受けるまでの核種移行経路を、地下水流動解析結果に基づく粒子追跡

線解析によって設定した。また、移行経路上の地質・水質の組み合わせによって、核種移行パ

ラメータが変動することから、経路上の各地点の水質を判定した。 

 

(1) 粒子追跡線解析 

地形変化を反映した 2 次元地下水流動解析結果に基づき、Case 1～Case 4 までの 3km 長さの

各埋設地領域から 60m の等間隔で 50 点の無質量粒子を放出させた。粒子放出時刻は 1 万年ま

では 2000 年ごととし、1 万年以降は 1 万年ごととした。1 万年ごとに地下水流動場を入れ替え

て、粒子追跡を地表に到達するまで、あるいは、評価体系から外れるまで実施した。なお、地

下水流動解析は 12.5 万年までで終了しており、12.5 万年時点で流出していない粒子について

は、12.5 万年時点の地下水流動場がその後も継続するという仮定の下、解析を実施している。 

図 3.4-64 に地質係数 240 の場合の陸側（Case 1）及び海側（Case 2）埋設地領域からの 50 点

の粒子追跡線解析結果を示す。青色が陸側領域から放出された粒子で、赤色が海側領域から放

出された粒子を示している。Case 1 の陸側領域から放出された粒子は、0～1 万年にかけて、汀

線に近い領域から放出されたものは地下に潜り込む経路を取り、谷頭方向の汀線から離れた領

域から放出されたものは表層へ向かう経路を取る傾向があった。地下へ潜り込む経路について

は、地下水流動解析体系の底面から粒子が系外に流出する結果となった。底面は不透水境界、

本来、境界と接するメッシュにおいては下向きの流れが生じないはずであるが、わずかな下向

き流速ベクトル成分が計算上生ずることで、粒子追跡線解析上、不透水境界面から流出する結

果となった。この点については、粒子追跡線解析コードを含めた改良を検討する必要がある。

8～9 万年に放出される粒子はすべてが表層に向かって上向きの流れにのり、表層に放出された。

12 万年以降は逆にすべての粒子が地下に潜りこむ経路となった。 

Case 2 の海側領域から放出された粒子は、6 万年まではすべての粒子が地下に潜りこむ経路

を取り、7 万年と 10 万年に一部の粒子が表層へ向かい、8～9 万年はすべての粒子が表層へ向

かい、表層で流出した。 

図 3.4-65にCase 1の陸側埋設地領域から放出された粒子50個の移行距離の分布を、図 3.4-66

に Case 2 の海側埋設地領域から放出された粒子 50 個の移行距離の分布を示す。各領域の 3km

幅で Case 1 の陸側埋設地領域で移行距離のばらつきが大きい。 

図 3.4-67にCase 1の陸側埋設地領域から放出された粒子50個の平均流速の分布を、図 3.4-68

に Case 2 の海側埋設地領域から放出された粒子 50 個の平均流速の分布を示す。平均流速は系

外に流出するまでの移行距離と流出するまでの移行時間から求められる。平均流速のばらつき

も移行距離と同様に Case 1 のばらつきが大きい。 

次に、図 3.4-69 に地質係数 400 の場合の陸側（Case 3）及び海側（Case 4）埋設地領域から

の 50 点の粒子追跡線解析結果を示す。本結果においても地下に潜り込む経路を取る粒子があ

るが、この場合は底面から流出することなく、底面境界に沿って西向きの流れにのり、西側側

方境界の手前で上向きの流れに転じて、表層から流出する結果となった。 

図 3.4-70にCase 3の陸側埋設地領域から放出された粒子50個の移行距離の分布を、図 3.4-71

に Case 4 の海側埋設地領域から放出された粒子 50 個の移行距離の分布を示す。Case 1、Case 2

と比較して、ばらつきが小さくなっている。 

図 3.4-72 に Case 3 の陸側埋設地領域から放出された粒子 50 個の平均流速の分布を、図 

3.4-73 に Case 4 の海側埋設地領域から放出された粒子 50 個の平均流速の分布を示す。平均流
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速については、ほとんどばらつきは見られなくなり、地下に潜り込む経路であっても、平均流

速は 0.01m/y～0.1m/y の範囲に収まった。 

Case 1 及び Case 2 で不透水の底面境界から流出する際には、境界近傍の地下水流速が極端に

遅く、境界近傍での滞留時間が大きくなったためと考えられる。 

図 3.4-75～図 3.4-81 に Case 1～4 の粒子放出時刻に応じた移行距離と移行経路上の地質を示

す。移行距離の大小の差が大きいため、5000m までの拡大図もあわせて示した。粒子追跡開始

時刻ごとに、0m 地点が廃棄物埋設地であり、棒グラフの頂点が流出点となり、その色分けが地

質区分となっている。 

Case 1 では移行距離が長い 4 万年、5 万年、12 万年、13 万年で経路上すべてが海水系で、そ

れ以外は経路上すべてが降水系となった。Case 2 では、7～10 万年で経路上すべてが降水系、

0.8～2 万年でははじめの 100m 程度が降水系でそれ以降海水系に切り替わり、それ以外は経路

上すべてが海水系となった。Case 3 では 12 万年以前はほぼ降水系であるが、3 万年に放出され

た粒子は 800m 程度まで降水系、1600m 程度まで海水系、それ以降流出するまでの 1900m 程度

まで降水系と切り替わりが生じている。Case 4 は移行経路上の降水系と海水系の切り替わり回

数が比較的多い結果となった。 

このなかで最短の移行距離となるのは Case 3 の 11 万年後から放出された粒子で地表までの

移行距離は 91m で、移行時間は 1320 年程度となった。 
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粒子追跡開始時刻： 

現在（0年） 

 

2千年後 

 

4千年後 

 

6千年後 

 

8千年後 

 

1万年後 

 

2万年後 

 

3万年後 

 

4万年後 

 

※深度方向のみ 2倍に拡大 

（陸側（青線）および海側（赤線）からの移行経路、背景：追跡開始時の塩分濃度分布） 

図 3.4-64  地質係数 240 の場合の陸側及び海側埋設地領域からの核種移行経路(1/2) 

：汀線位置 
塩分濃度 
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5万年後 

 

6万年後 

 

7万年後 

 

8万年後 

 

9万年後 

 

10万年後 

 

11万年後 

 

12万年後 

 

13万年後 

 

※深度方向のみ 2倍に拡大 

（陸側（青線）および海側（赤線）からの移行経路、背景：追跡開始時の塩分濃度分布） 

図 3.4-64  地質係数 240 の場合の陸側及び海側埋設地領域からの核種移行経路(2/2) 

  

：汀線位置 
塩分濃度 
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図 3.4-65  陸側埋設地領域から放出された粒子 50 個の移行距離の分布 (Case 1) 

 

 

 

図 3.4-66  海側埋設地領域から放出された粒子 50 個の移行距離の分布 (Case 2) 
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図 3.4-67  陸側埋設地領域から放出された粒子 50 個の流出点までの 

平均流速の分布 (Case 1) 

 

 

図 3.4-68  海側埋設地領域から放出された粒子 50 個の流出点までの 

平均流速の分布 (Case 2) 
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粒子追跡開始時刻： 

現在（0年） 

 

2千年後 

 

4千年後 

 

6千年後 

 

8千年後 

 

1万年後 

 

2万年後 

 

3万年後 

 

4万年後 

 

※深度方向のみ 2倍に拡大 

（陸側（青線）および海側（赤線）からの移行経路、背景：追跡開始時の塩分濃度分布） 

図 3.4-69  地質係数 400 の場合の陸側及び海側埋設地領域からの核種移行経路(1/2) 

：汀線位置 
塩分濃度 
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5万年後 

 

6万年後 

 

7万年後 

 

8万年後 

 

9万年後 

 

10万年後 

 

11万年後 

 

12万年後 

 

13万年後 

 

※深度方向のみ 2倍に拡大 

（陸側（青線）および海側（赤線）からの移行経路、背景：追跡開始時の塩分濃度分布） 

図 4.3-68  地質係数 400 の場合の陸側及び海側埋設地領域からの核種移行経路(2/2) 

  

：汀線位置 
塩分濃度 
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図 3.4-70  陸側埋設地領域から放出された粒子 50 個の移行距離の分布 (Case 3) 

 

 

 

図 3.4-71  海側埋設地領域から放出された粒子 50 個の移行距離の分布 (Case 4) 
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図 3.4-72  陸側埋設地領域から放出された粒子 50 個の平均流速の分布 (Case 3) 

 

 

 

図 3.4-73  海側埋設地領域から放出された粒子 50 個の平均流速の分布 (Case 4) 
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図 3.4-74  陸側埋設地領域中央点から放出された粒子の移行経路上の地質区分 (Case 1) 

 

 

図 3.4-75  図 3.4-74 の移行距離 5000m までの拡大図 (Case 1) 
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図 3.4-76  海側埋設地領域中央点から放出された粒子の移行経路上の地質・水質区分 

(Case 2) 

 

 

図 3.4-77  図 3.4-76 の移行距離 5000m までの拡大図 (Case 2) 
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図 3.4-78  陸側埋設地領域中央点から放出された粒子の移行経路上の地質・水質区分 

(Case 3) 

 

 

図 3.4-79  図 3.4-78 の移行距離 5000m までの拡大図 (Case 3) 
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図 3.4-80  海側埋設地領域中央点から放出された粒子の移行経路上の地質・水質区分 

(Case 4) 

 

 

図 3.4-81  図 3.4-80 の移行距離 5000m までの拡大図 (Case 4) 
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3.4.5 核種移行解析 

本項では、3.4.2～3.4.4 で検討した結果に基づき、一連のリンケージを行った中深度処分を対

象とした核種移行解析を行った。 

 

(1) 解析条件 

先述の予察的評価の結果、重要核種と考えられる C-14、Cl-36、Ni-59、Mo-93、Nb-93m（Mo-

93 の子孫核種）を対象に、核種移行解析を行った。 

 人工バリアは 3.4.3 の変質解析では、低透水層のベントナイト材中のモンモリロナイトが

10 万年間でいずれの条件でも喪失しない結果となった。したがって、移流支配になるこ

とはなく拡散場が維持される。 

 一方、低拡散層のセメント硬化体については、長期的な力学的変形や変質によるひび割

れの増加を考慮して、3.4.1 で検討した埋設地の核種移行パラメータの時間変化に基づい

て時間経過とともに実効拡散係数の増加を考慮するとともに、廃棄物埋設地の地下水水

質が降水系か海水系かによって設定を変化させる。硝酸塩影響を考慮する廃棄体グルー

プ BPG_no 及び CYC_no に関しては、人工バリアの地下水の条件に関わらず、表 3.4-19

における酸化性環境の値を設定した。 

 天然バリアは 3.4.4 の核種移行経路の評価結果に基いて、移行距離や流速を設定し、移行

経路上の地下水及び地質の違いを考慮する。 

 地質係数及び処分場の位置（陸側・海側）の違いを考慮した埋設地の水質タイプの時間変

化及び、第 2 次 TRU レポートの核種移行解析データセット（RAMDA）(52)に示されたパ

ラメータを地下水水質タイプに割り当てるとともに浸出率は文献調査により廃棄体グル

ープ別に設定した 

 低拡散層実効拡散係数以外のパラメータは地下水等の変化に応じて RAMDA(6)に示され

た降水系及び海水系のそれぞれで最も保守的な値となるよう設定した（収着分配係数：

表 3.4-31）。 

また、図 3.4-82 に示すように、人工バリアから漏出する核種移行フラックスは、その漏出の

タイミングに応じて、その時点の核種移行経路に割り当て、天然バリア上での移行解析を行う。

また、流出点が大きく異なることから、流出点を 2 つに分け、それぞれで核種移行フラックス

を算出して、被ばく線量評価を行った。 

 

表 3.4-31 地下水水質別収着分配係数 

 

 

コンク
リートピッ

ト

低拡散B
（健）

ベントナ
イト系材

料層
泥岩 砂岩

コンク
リートピッ

ト

低拡散B
（健）

ベントナ
イト系材

料層
泥岩 砂岩

C（有機） 2.50E-04 2.50E-04 0.00E+00 1.00E-04 1.00E-04 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
Cl 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.00E-04 1.00E-04 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
Ni 1.25E-03 1.25E-03 5.00E-02 1.00E-01 1.00E-02 2.50E-03 2.50E-03 1.00E-02 1.00E-03 1.00E-03
Nb 0.00E+00 0.00E+00 1.00E-01 1.00E+00 1.00E-01 2.50E-02 2.50E-02 1.00E-01 1.00E+00 1.00E-01
Mo 2.50E-03 2.50E-03 0.00E+00 1.00E-04 1.00E-04 2.50E-05 2.50E-05 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00

第2次TRUレポートの核
種移行解析データセット

（RAMDA）
(23)

を基に設
定。

元素
海水系降水系

分配係数[m3/kg]

備考（出典や設定根拠）
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図 3.4-82 人工バリアと天然バリアの核種移行フラックスの接続のイメージ 

 

 

(2) 解析結果 

対象核種について、人工バリアからの移行フラックスを図 3.4-83 に、天然バリアからの移行

フラックスを図 3.4-84 に、河川水利用経路における被ばく線量を図 3.4-85 に、河川岸建設経

路における被ばく線量を図 3.4-86 に、河川岸居住経路における被ばく線量を図 3.4-87 に、河

川岸農耕作業経路における被ばく線量を図 3.4-88 に示す。なお、いずれも全廃棄体グループの

合計値として示した。 

人工バリアからの移行フラックス（図 3.4-83）に関しては、大別すると、処分埋設地が陸側

（Case  1、3）か海側（Case 2、4）かで異なり、特に、地下水組成によって収着分配係数が大

きく変化する Ni-59、Mo-93、Nb-93m（Mo-93 の子孫核種）の傾向が異なっていることがわか

る。 

天然バリアからの移行フラックス（図 3.4-84）をみると、ケース間の移行距離及び地下水流

速の違いを反映した結果となっている。例えば、Case 2 では、人工バリアからの移行フラック

スが主に現れている期間（数万年まで）における天然バリアの移行距離が長くなっているため、

天然バリアの移行中にすべての核種が放射性崩壊により減衰し、他のケースと同じスケールで

は移行フラックスが現れていないことがわかる。一方、処分埋設地が陸側である Case 1 及び 3

では、海側である Case 2 及び 4 に比べて、比較的大きな移行フラックスが現れており、Case 3

の方が Case 1 に比べて全体的に高いフラックスとなっていることがわかる。 

天然バリアからの移行フラックスに対して、各被ばく経路における線量を評価した結果、河

川水利用経路における線量が最も高く、C-14 が支配核種となった（Case 3 で約 10 μSv/y）。 

以上より、Case 1 及び 3 のように、天然バリアの移行距離が短く（かつ流速が速い）なるタ

イミングで、人工バリアからの移行フラックスがある場合に、天然バリアでの収着による遅延

が見込めないような C-14、Cl-36、Ni-59、Mo-93、Nb-93m といった核種の被ばく線量は有意な

ものとなり、Case 2 のように、天然バリアの移行距離が長く保たれる場合には、これらの核種

による被ばく線量は小さくなることがわかる。 
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（２）人工バリア 

 

 

(e) Case1：地質係数 240、陸側埋設地 

 

(f) Case2：地質係数 240、海側埋設地 

 

(g) Case3：地質係数 400、陸側埋設地 

 

(h) Case4：地質係数 400、海側埋設地 

図 3.4-83 2 次元地形変化を対象としたリンケージ評価における人工バリアからの移行フラッ

クス 
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（３）天然バリア 

 

 

(a) Case1：地質係数 240、陸側埋設地 

 

(b) Case2：地質係数 240、海側埋設地 

 

(c) Case3：地質係数 400、陸側埋設地 

 

(d) Case4：地質係数 400、海側埋設地 

図 3.4-84 2 次元地形変化を対象としたリンケージ評価における天然バリアからの移行フラッ

クス 
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（４）生物圏における被ばく線量 

（ a ）河川水利用 

 

 

(e) Case 1：地質係数 240、陸側埋設地 

 

(f) Case 2：地質係数 240、海側埋設地 

 

(g) Case 3：地質係数 400、陸側埋設地 

 

(h) Case 4：地質係数 400、海側埋設地 

図 3.4-85 2 次元地形変化を対象としたリンケージ評価の河川水利用経路における被ばく線量 
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（ b ）河川岸建設 

 

 

(a) Case 1：地質係数 240、陸側埋設地 

 

(b) Case2：地質係数 240、海側埋設地 

 

(c) Case3：地質係数 400、陸側埋設地 

 

(d) Case4：地質係数 400、海側埋設地 

図 3.4-86 2 次元地形変化を対象としたリンケージ評価の河川岸建設経路における被ばく線量 
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（ c ）河川岸居住 

 

 

(a) Case1：地質係数 240、陸側埋設地 

 

(b) Case2：地質係数 240、海側埋設地 

 

(c) Case3：地質係数 400、陸側埋設地 

 

(d) Case4：地質係数 400、海側埋設地 

図 3.4-87 2 次元地形変化を対象としたリンケージ評価の河川岸居住経路における被ばく線量 
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（ d ）河川岸農耕作業 

 

 

(a) Case1：地質係数 240、陸側埋設地 

 

(b) Case2：地質係数 240、海側埋設地 

 

(c) Case3：地質係数 400、陸側埋設地 

 

(d) Case4：地質係数 400、海側埋設地 

図 3.4-88 2 次元地形変化を対象としたリンケージ評価の河川岸農耕作業経路における被ばく

線量 

 

 

 

 

 

  



- 3-218 - 

 

(3) 核種移行解析のまとめ 

2 次元地形変化評価から地下水流動・塩分濃度解析、廃棄物埋設地の設定、人工バリア変質

解析、移行経路の設定によって、一連のリンケージを行った核種移行解析と被ばく線量評価を

行った。その結果、核種移行経路の設定においては、汀線位置の変動に応じて、地下水流動場

が大きく変動して、中深度処分を想定した廃棄物埋設地の水質が変動するとともに、海面下に

埋設地がある場合には、地下に潜り込む経路が生じる可能性があることが示された。それぞれ

の核種移行経路を割り当てて、核種移行解析を行ったところ、比較的侵食しにくい地質係数 400

で汀線より陸側に埋設地を設定したケースで、河川水利用経路において、最大の 10µSv/y の被

ばく線量がおよそ 2 万年後に発生する結果となった。埋設地の水質が海水系になる期間が長い

海側埋設地については、人工バリアからのフラックスが陸側埋設地よりも大きくなる傾向にあ

るが、移行距離が長く、かつ、平均流速も小さいため、生物圏到達までに十分に放射性核種が

減衰する時間を確保できているということになる。陸側埋設地においては、侵食しやすい地質

係数 240 のほうが、初期深度が 15m 程度大きく（Case 1: 161m、Case 3: 146m）とっていること

もあり、1 万年までで地形変化がそれほど発達していない時期に移行距離で 1.5 倍異なる時期

もあることから、この差が結果に表れていることが考えられる。 

人工バリアからのフラックスが放出されるタイミングとそのときの移行経路の組み合わせで

生物圏でのフラックスが決定されるとともに、流出点では各移行経路から放出されるフラック

スを重ね合わせて、被ばく線量評価を行った。地形変化と海水準変動によって決定される汀線

位置は、その隆起と侵食の程度によりさまざまであり、海水準の変動も不確かさが大きく、わ

ずかな汀線位置の差によって、核種移行経路が変動した。こうしたことから、地形変化、地下

水流動、海水準変動がもつ、それぞれの不確かさの程度を把握し、その中で保守性を持った核

種移行経路や核種移行パラメータの設定が必要となる。また、人工バリアから放出される核種

移行フラックスの時間変化と核種移行経路の割り当てが今回の評価では 1 万年間隔とした。移

行経路が変化する時刻については、間隔期間にとらわれずに、変化が現れる時点で切り替える

などの措置が必要になると考えられる。 

また、今回の核種移行解析では、海水準変動 1 サイクルを対象とした地形変化と地下水流動

の変化に基づき評価を行っている。特に、12.5 万年以降の地下水流動場は、12.5 万年時点の流

動場に固定されて、粒子追跡線解析を行ったものである。12.5 万年以降も地形変化と海水準変

動は継続するものであり、2 サイクル以降の評価を行い、それを反映することが望ましいと考

えられるが、12.5 万年後に海水準が上昇して、その後海水準が低下する際に、同じ位置に河川

が再び現れるかについては不確かさが非常に大きいとされている。解析上、2 サイクル以降の

評価を実施することは可能と考えられるが、その確からしさについては、今後も検討が必要と

なる。 

なお、2 次元での解析は、現河床下に廃棄物埋設地を配置するという現実的ではない仮定の

下での評価となっている。次年度以降実施される 3 次元領域での 3 次元評価において、河川の

氾濫などを考慮しても河床下に入らない埋設地について、現河川からどの程度の離隔が必要か

などについても検討が必要と考えられる。 

 

 

 安全評価上の留意点 

3.2～3.4 の検討結果に基づき、沿岸域における中深度処分を対象に、地形変化と海水準変動

を伴う廃棄物埋設地の安全評価を実施するうえで着目すべき留意点などを以下に整理した。 

3 次元地形変化評価コードによる解析においては、河川の氾濫により、河川位置を変動させ
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る評価が行われている。その氾濫を判定する頻度や移動に大きさ、側刻の与え方などについて

は、今後の課題として抽出したが、これは廃棄物埋設地を現在の河床縦断面から離隔して配置

しても、上記氾濫による河川の移動により、将来、廃棄物埋設地が河床縦断面に含まれる可能

性があることを示している。今後の 3 次元地形変化評価コードの改良などにより、初期地形に

おける河床縦断面に対して、どの程度の離隔をとれば、その可能性が無視できるのか、仮に河

床縦断面に含まれてもその影響の程度が小さいのか、などについて、検討が可能になるものと

考えられる。 

また、核種移行予備解析を行う中で抽出された課題として以下を挙げる。 

予備解析においては、日本原子力学会標準をベースとしたため、コンクリートピットについ

て、低拡散のバリア機能を有するものとして評価を行ったが、例えば浅地中ピット処分におい

ては、コンクリートピットは長期的なバリア機能としては収着のみとなっている。本解析にお

いては、コンクリートピット中の実効拡散係数はひび割れのあるセメントとして 4.3×10-10 m2/s、

セメント硬化体層中の実効拡散係数はひび割れのないセメントして 1.4×10--10 m2/s、と 1 桁程

度高い値を設定しているが、低拡散のバリア機能として設定できるかについては、今後も検討

が必要がと考えられる。また、低拡散層であるセメント硬化体の実効拡散係数についても、予

備解析では初期を健全として、施設の変遷によりひび割れが進展することを想定して、実効拡

散係数の時間変化を与えた評価とした。人工バリア建設時にすでに生じているひび割れ、閉鎖

後の再冠水時のベントナイト材料の膨潤による力学的な変形等によるひび割れなど、長期的な

変遷以外によるひび割れの増加についても、設定の根拠となるデータを蓄積する必要がある。 

本予備解析では、C-14、Cl-36、Ni-59、Mo-93 などのように、廃棄体からの浸出率の変化が、

そのまま人工バリアフラックス及び被ばく線量へ線形的に影響を受ける核種があった。したが

って、浸出にかかわる期間、瞬時放出割合などの設定により、評価上の被ばく線量が大きく変

動するため、設定される浸出特性については、適切な条件で取得されたデータ等に基づくもの

で、かつその不確かさと保守性をどう見込むかなどについて、吟味する必要がある。 

C-14 については、予備解析では、有機態と仮定して、核種移行解析を実施した。化学形態に

よって収着をはじめとする移行特性が大きく異なるとされていることから、中深度処分におけ

る処分環境下での化学形態に加えて、核種移行経路上の地球化学環境下での化学形態と移行特

性について、有機態を取る可能性が排除されれば、被ばく線量が大きく減少する可能性がある。 

また、Ar, Kr などの希ガスについては、GSRW-PSA においてガス移行評価機能を有していな

いため、地下水中に溶存すると仮定した核種移行解析を実施した。本来はガス移行として評価

すべき核種であり、ガス移行評価機能の追加などについても検討する必要がある。 

一方、安全評価上影響の小さいパラメータとして、溶解度が抽出された。人工バリアにおけ

る核種移行パラメータとして、溶解度限度を元素ごとに設定したが、本解析条件下では、溶解

度限度にかかる濃度に上昇することはなく、中深度処分の処分体系においては、安全評価上溶

解度の重要性は比較的低いものと考えられる。 

次に、地形変化を起因とする核種移行のリンケージ評価において抽出された課題は以下の通

りである。 

現汀線位置を中心とした 3km 離隔のある 2 つの地点に設定した埋設地（陸側・海側）では、

海側地点のほうが、海水系地下水中に存在する期間が長く、ベントナイト材の変質も大きいが、

今回の解析条件では、10 万年程度では仮にすべての期間海水系地下水下にあってもベントナイ

ト中のモンモリロナイトがすべて消失することはなく、低透水機能を維持できる可能性がある

結果となった。よって、人工バリア中は拡散支配となり、低拡散層及び低透水層での元素別の

実効拡散係数及び収着分配係数が核種移行を支配することとなった。しかしながら、低透水層
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周辺の条件設定によっては、上記結果があてはまらない可能性もあることから、各種感度解析

を今後も継続して実施して、検討を行う必要がある。 

また、陸側と海側の違いとして、人工バリア外側境界における核種移行フラックスは、海水

系地下水下に長い期間存在する海側の方が、立ち上がりが早くなるとともに、そのピークでの

絶対値も大きくなる結果となった。一方、海側は核種移行経路の距離が陸側よりも長くなる傾

向にあり、生物圏への核種移行フラックスは小さくなる結果となった。これらの結果から、人

工バリアから接続される天然バリアでの核種移行経路によって、そのタイミングで被ばく線量

が大きく変動する可能性があることが示された。今回の解析では、人工バリア出口フラックス

とその天然バリアでの核種移行経路を時間別に割り当てた評価を行ったが、地下に潜り込む経

路に変化する時刻の不確かさを十分に検討する必要がある。この不確かさは、地形変化、海水

準変動の時間変化、地下水流動・塩分濃度解析のそれぞれの不確かさの合成であり、今後、そ

れら不確かさの幅を検討して、核種移行経路の時間変化の割り当て方法について、考え方を整

理する必要がある。また、人工バリアからの核種移行経路の割り当てについては、その時間間

隔を変化にあわせて行う必要があり、粒子追跡線解析の放出開始時刻の時間間隔を柔軟に行う

ことも必要となる。 

本年度の核種移行解析では、海水準変動 1 サイクルを対象とした地形変化と地下水流動の変

化に基づき評価を行っている。特に、12.5 万年以降の地下水流動場は、12.5 万年時点の流動場

に固定して、粒子追跡線解析を行ったものである。12.5 万年以降も地形変化と海水準変動は継

続するものであり、2 サイクル目以降の評価を行い、それを反映することが望ましいと考えら

れる。しかしながら、12.5 万年後に急激に海水準が上昇するターミネーションの後、海水準が

低下する際に、同じ位置に河川が再び現れるかについては不確かさが非常に大きいとされてい

る。解析上、2 サイクル以降の評価を実施することは可能と考えられるが、その確からしさと

地下水流動場の評価への反映方法については、今後も検討が必要となる。 
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 「2017 年日本原子力学会秋の大会」における情報収集について 

 

・角田ら(1)から「圧縮ベントナイト中における硫酸イオンの拡散挙動」について報告があった。

彼らは、脱イオン水で膨潤させた Na 型モンモリロナイト圧縮体中における硫酸イオン

（35SO4
2-）の見かけの拡散係数（Da）を In-diffusion 法で取得した。試験条件は温度 15～50°C、

乾燥密度は 800～1,600 kg/m3である。本事業では、彼らのデータのうち、25°C、乾燥密度 1,000 

kg/m3の Da 値（4×10-11 m2/s 程度）を引用し、試作版 Da データセットにおける S の値を決定

した。（2.2.2 参照） 

 

・松岡ら(2)から「地質環境長期評価確証技術開発 (1)地質環境長期変動モデル構築に関する不確

実性の抽出・分析」について報告があった。本報告では、東濃地域および幌延地域における

古地形復元の結果が示されており、古地形復元の作業のすべてに不確実性が内在しており、

モデル化領域の設定では時間スケールの中で生じる地形・地質の変化を考慮する必要がある

こと、不確実性により複数のモデルが構築されることが示されていた。 

 

・尾上ら(3)から「地質環境長期評価確証技術開発 (2)地下水流動状態の長期的な変動性評価にお

ける不確実性の影響分析」について報告があった。本報告での地下水流動評価では、幌延で

は 30km×100km（大陸棚まで）の領域が、現在および過去の特徴的なステージ（宗谷丘陵の

陸化：100 万年前、宗谷丘陵以西の陸化：約 33 万年前）に対してモデル化されていた。地下

水流動は定常浸透流解析・粒子追跡線解析により評価しており、またモデルに対する不確実

性として、復元した地形の違い・涵養量・海水準変動の設定値の違いを考慮していた。結果

として、古地形の復元においては細かな地形形状ではなく主要な山地や谷などの大局的な地

形分布の復元が重要であること、平野部では機構変動の不確実性の影響がより顕著に現れる

標記の機構変動条件の設定が重要であることが述べられていた。 

 

 

第 4 章の参考文献 

 

（1）角田憲弥，田中真悟，渡邊直子，小崎完，圧縮ベントナイト中における硫酸イオンの拡

散挙動，2017 年日本原子力学会秋の大会要旨集，2H16(2017). 

（2）松岡稔幸, 尾上博則, 小松哲也, 安江健一, 岩月輝希, 竹内竜史, 加藤智子, 笹尾英嗣,  地

質環境長期評価確証技術開発 (1) 地質環境長期変動モデル構築に関する不確実性の抽

出・分析，2017 年日本原子力学会秋の大会要旨集，1H08(2017). 

（3）尾上博則, 松岡稔幸, 小松哲也, 安江健一, 岩月輝希, 竹内竜史, 加藤智子, 笹尾英嗣, 地

質環境長期評価確証技術開発 (2)地下水流動状態の長期的な変動性評価における不確実

性の影響分析，2017 年日本原子力学会秋の大会要旨集，1H09(2017) 

 



- App.Ⅰ-1 - 

Ⅰ-A 処分環境下における人工バリアの変質挙動解析手法の整備 

Ⅰ-A-1 平成 26 年度に実施した Da 拡散モデルの導入に係る検討内容 

（ａ）ベントナイト内におけるイオン種の拡散に係る評価方針 

放射性廃棄物処分の分野では一般的に、ベントナイト系人工バリア中における放射性核種

の移行は、収着を伴いながら、間隙を満たす水の中を拡散するという細孔拡散モデル(1)で評価

されている。当該モデルにおいて、核種に依存する見かけの拡散係数（Da [m2/s]）、有効拡散

係数（De [m2/s]）および収着分配係数（Kd [m3/kg]）は、核種の移行を決定するパラメータで

あり、その関係は式(Ⅰ.A-1)のように表される。 

 

𝐷𝑎 =
𝐷𝑒

𝜀 + 𝜌𝐾𝑑
=

𝐷𝑣G𝑓𝜀

𝜀 + 𝜌𝐾𝑑
 (Ⅰ.A -1) 

 

ここで、 

ε：拡散媒体の間隙率 [-] 

ρ：拡散媒体の乾燥密度 [kg/m3]  

Dv：自由水中の拡散係数 [m2/s]  

Gf：形状因子 [-] 

である。また、フィックの第 1 法則形で Da と De の定義を示せば、それぞれ式(Ⅰ.A-2)、式(Ⅰ.A-

3)である。 

 

𝐽 = −𝐷𝑎
𝜕𝐶

𝜕𝑥
 (Ⅰ.A-2) 

𝐽 = −𝐷𝑒
𝜕𝑐𝑝

𝜕𝑥
 (Ⅰ.A-3) 

 

ここで、 

J  ：拡散フラックス [mol/m2/s] 

C ：拡散媒体単位体積あたりで示した拡散種の濃度 [mol/m3] 

cp：拡散媒体の間隙水中における拡散種の濃度 [mol/m3] 

x ：拡散距離 [m] 

である。細孔拡散モデルを用いた核種移行評価においては、イオン種毎に De と Kd が設定さ

れるが、De を定義する際に使用される cp は便宜的に設定された仮想的な濃度であり、また、

一部の陽イオンや陰イオンの拡散は細孔拡散モデルでは説明できないことがしばしば確認さ

れている(2),(3)。具体的には、実験で得られた De が、Dvを用いて当該モデルにより想定される

De よりも、前者では大きくなり、後者では小さくなるというものである。この原因としては、

表面拡散や陰イオン排除が起こっていると解釈されており、評価の上では、De にこれらの効

果を考慮した改変を行い、実現象に合うようにしている研究事例もある(4),(5)。しかしながら、

これらの現象が実際にベントナイト中で起こっているかどうかについては現在のところ不明
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である。また、圧縮状態のベントナイト中では粒子と粒子の間は数 nm～数十 nm 程度で、バ

ルク水はほとんどななく、仮にバルク水が僅かにあったとしても、ベントナイト中のイオン

種の濃度に関しては、液相中濃度 cp と固体中濃度 q のように分けて定量することは困難であ

る。そのため、ベントナイト系人工バリア中におけるイオン種の拡散を間隙水（バルク水）

中の濃度勾配で定義される De を用いて細孔拡散モデルで評価するのは適切ではないと考え

られる。 

Sawaguchi et al.は、種々の溶液を用いて、ベントナイト中における Cs の透過拡散試験を実

施し、その拡散は De ではなく Da で拡散していること、すなわち、収着状態での拡散が支配

的なメカニズムであることを示している (6)。主要な核種に係る既往の De(3),(6) ～ (12)と

Da(6),(7),(10),(13)～(15)の比較においても、（特に陽イオン種および陰イオン種の）De はイオン強度

に依存し、変動幅が大きいのに対して、Da はイオン強度に依存せず、ほぼ一定の値を示した

（図Ⅰ.A-1、図Ⅰ.A-2）。この結果は、Sawaguchi et al.の考えを支持するものであり、Da で拡散現

象を評価するのが合理的であると考えられる。また、式(Ⅰ.A-2)に示した通り、Da は単位体積

あたりの濃度勾配による拡散であり、実測可能な濃度データを使用して導出できるという点

でも、現実的なパラメータであると考えられる。 

 

  

図 Ⅰ.A-1 有効拡散係数（De）とイオン強度依存性の関係(3),(6)～(12) 

（有効モンモリロナイト密度 ρm：1,000 kg/m3程度※、温度：25°C 程度） 

※Sr2+の De は乾燥密度 1,750 kg/m3のデータ 
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HTO、ρm＝1040、佐藤治夫（2004）

HTO、ρm＝900、Suzuki, S. et al.（2007）

HTO、ρm＝910、Yamaguchi, T. et al.（2007）

HDO、ρm＝900、鈴木覚ら（2002）

I-、ρm＝910、石寺孝充ら（2004）

I-、ρm＝1140、石寺孝充ら（2004）

I-、ρm＝900、鈴木覚ら（2002）

Cl-、ρm＝910、石寺孝充ら（2004）

Cl-、ρm＝1140、石寺孝充ら（2004）

Sr2+、ρ＝1750、MUURINEN, A. et al.（1987）

Sr2+、ρ＝1750、MUURINEN, A. et al.（1987）

Cs+、ρm＝950、佐藤治夫（1998）

Cs+、ρm＝950、Sawaguchi, T. et al.（2013）

5

陽イオン種と陰イオン種
のDeの変動幅は大きい。
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I-,Cl- cp
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図Ⅰ.A-2 見かけの拡散係数（Da）のイオン強度依存性の関係(6),(7),(10),(13)～(15) 

（有効モンモリロナイト密度 ρm：1,000 kg/m3程度、温度：25°C 程度） 

 

 

一方、ベントナイト系人工バリア中の化学環境解析においても、ベントナイト中のイオン

種の拡散現象は、鉱物の変質やそれに伴う物理的特性、間隙水組成等の変遷を決定する重要

な評価項目である。ただし、核種移行評価とは異なり、化学環境解析における拡散評価では、

ベントナイト系人工バリア中の電荷バランスを取る必要があること、保守的に大きな拡散係

数を用いることが出来ないこと、通常の化学環境解析コード（例えば、PHREEQC-TRANS(16)

やRAIDEN 3(17)等）では、（イオン交換※4、表面錯体を考慮した吸着相の設定はあるが）Kdの

設定がないこと等、両者には違いがある。また、上述したようにMC-BUFFERを用いたベント

ナイト系人工バリアの化学環境解析における拡散評価では、OH-の透過拡散試験結果から構築

した拡散評価式を用いて導出したDeを全てのイオン種に対して一様に設定し、間隙水中の濃

度勾配を駆動力として、間隙水中に溶けているイオン種のみの移行を評価している。 

以上を踏まえ、現行の MC-BUFFER を用いた化学環境解析における圧縮ベントナイト中の

イオン種の拡散評価の問題点を整理すると、 

 ①全てのイオン種に対して同じ有効拡散係数が設定されていること 

②評価に使用する間隙水中の濃度の定義が明瞭ではないこと 

                                                      
※1 ベントナイト層間にある交換性陽イオンの置換は、圧縮ベントナイトの膨潤性、ひいては

物質移行特性に影響を及ぼす重要な変質現象と考えられる。一般的に化学環境解析では、

イオン交換選択係数を用いたモデルでこの現象が評価されているが、当該係数は紛体試料

を用いた試験から得られた値であることから、圧縮状態のベントナイトに対しても適用で

きるかは不明である。 
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Na+、ρm＝1000、Kozaki et al.（1998）

Na+、ρm＝1000、Kozaki et al.（2008）

Sr2+、ρm＝770、嶺達也ら（1999）

Sr2+、ρm＝1350、嶺達也ら（1999）

Cs+、ρm＝950、Sawaguchi, T. et al.（2013）
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イオン種毎に対するDaの
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 ③収着状態の陽イオンの拡散※
2F

5が評価されていないこと。 

が挙げられる。そこで、本研究では、より現実的、適切なベントナイト内の拡散評価を実施

するため、Sawaguchi et al.の研究結果(6)を参考とし、これら問題（特に②、③）に影響されず、

かつ、フィックの第一法則に則った拡散係数である Da をベースとしたシンプルで科学的に

合理的なベントナイト内拡散モデル（Da 拡散モデル）を作成し、MC-BUFFER に導入するこ

ととした。 

  

                                                      
※2 現行の MC-BUFFER を用いた化学環境解析では間隙水中に溶けたイオン種の移行しか評価

しておらず、交換性陽イオンは移行しないとしている。しかしながら、圧縮モンモリロナ

イト中における Ca の拡散は層間拡散が支配的であるという報告(18)もあることから、この

「収着状態の陽イオンの拡散」には、ベントナイト表面に収着した陽イオンのみではな

く、交換性陽イオンの拡散も含まれると考えられる。 
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Ⅱ-A 天然バリアにおける核種移行評価手法の整備 

Ⅱ-A-1 隆起・侵食及び海水準変動による地形変化評価手法の整備 

（ａ）地形変化シミュレーションのモデル構築に係る技術的背景 

 本報告書では、日本原子力研究開発機構と JX 日鉱日石探開株式会社（現 JX 金属探開株

式会社）が特許権者の特許（特許第 5422833 号）による地形変化シミュレーションを使用し

た。このシミュレーションにおけるモデル作成にあたり、日本原子力研究開発機構 東濃地下

学センターでは、他のモデルとの比較を行っている(1)（以下、JAEA-Research 2010-044）。以下

では、これに対する要約を示す。 

 これまで、地形プロセスを定量的に表現するため、様々なスケールでの地形場と地形量の

関係について検討がなされてきた。JAEA-Research 2010-044 において、シミュレーションに用

いられる地形プロセスの物理モデルの代表例をまとめた結果を、表 App.Ⅱ. A-1 に示す。 

 上述した地形変化シミュレーションのモデルでは、表 App.Ⅱ. A-1 の平野（1996）による斜

面域の拡散モデルと野上（2005）による河川域の拡散モデルを結合した物理モデルにおいて、

岩盤物性を拡散係数から独立したパラメータ（地質係数）として考慮可能な形とし、斜面域

と河川域の間に両モデルの作用を距離で按分する「遷移域」を設定している。さらに、高度

変化が土砂の運搬量で決定される Transport limited model を参考に、河川の土砂運搬能力を下

流側へ増大させるパラメータとして「粒径係数」が組み込まれている。さらに本報告書では、

河川侵食に対する問題に対処するために SPI（Stream Power Index）法を用いた侵食モデルを

使用した（参照：報告書本文 3.2.2（３））。  
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表 App.Ⅱ. A-1 数値シミュレーションに用いられる地形プロセスの物理モデルの代表例 

（JAEA-Research 2010-044(1)から引用） 

参考文献 物理モデル 地形場 詳細、問題点など 

Ohmori(19

78)(2) 

藤原ほか(

1999)(3) 

長谷川ほ

か(2005)(4) 

岡野ほか(

2002)(5) 

𝐷 = 𝑎𝐸𝑏 山地全体 𝐷は高度分散量、𝐸は平均侵食速度。面的侵食速度の指標として使用される（藤原ほか, 1999(3)）。 

斜面プロセスあるいは河川プロセスに直接対応したモデルではない。 

Culling(19

60)(6) 

平野(1996

)(7) 

𝜕𝐻

𝜕𝑡
=

𝜕

𝜕𝑥
(𝐾𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝜕𝐻

𝜕𝑥
) 

(拡散モデル) 

斜面域 物質フラックスは流下距離𝑥方向の勾配𝜕𝐻 𝜕𝑥⁄ に比例し、その距離微分が高度変化速度𝜕𝐻 𝜕𝑡⁄ と

なる。マスムーブメントのプロセスは崩壊・地すべりなどに細分されるが、長期的には限界勾

配に制御される減傾斜過程（Carson, 1976(8)）として、拡散モデルで単純化が可能である（例え

ば、Monaghan et al., 1992(9)）。地形物質は係数（ここでは斜面の拡散係数）𝐾𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒に含む。 

Howard 

and Kerby 

(1983)(10) 

Whipple 

and Tucker 

(1999)(11) 

𝜕𝐻

𝜕𝑡
= −𝐾𝐴𝑚𝑆𝑛 

(Detachment limited model: 

侵食量制限モデル) 

河川域 Howard and Kerby(1983) (10)がバッドランドでの地形計測に基づいて考案し、以後多くの山地流

域に適用されている。高度変化速度𝜕𝐻 𝜕𝑡⁄ は、流域面積𝐴と流路勾配𝑆のべき関数となる。 

流域面積𝐴は河川流量の代理変数であり、べき係数𝑚の値は、高度変化速度を何の関数とするか

（掃流力、水流の仕事率（Stream power）など）により異なる。地形物質は係数𝐾に含む。 

流域面積・勾配が土砂移動量に強く寄与するため、合流点近傍や下流の沖積区間での土砂移動

が不連続的となる。 

Beaumont 

et al. 

(1992)(12) 

𝜕𝐻

𝜕𝑡
=

1

𝑙𝑓
(𝑄𝑓 − 𝑄𝑓

𝑒𝑞
) 

=
1

𝑙𝑓
(𝑄𝑓 − 𝐾𝑓・𝑄𝑟

𝛼・𝑆𝛽) 

(Long-term transport model: 

長距離運搬モデル) 

河川域 Detachment limited model を変形し、沖積区間に適用したもの。高度変化速度𝜕𝐻 𝜕𝑡⁄ は、上流か

らの土砂流入量𝑄𝑓と可能土砂流出量𝑄𝑓
𝑒𝑞
の差分に比例する。可能土砂流出量𝑄𝑓

𝑒𝑞
は、河川流量𝑄𝑟

（流域面積𝐴で代理）および流路勾配𝑆のべき関数となる。地形物質は係数𝐾𝑓に含む。比例定数

𝑙𝑓は、河川の流水と河床との間での土砂の交換が行われる時間と土砂の移流速度の積からなる

距離スケールとされる。この𝑙𝑓の値により、河川の土砂運搬量（＝侵食速度）は大きく変化す

る（Stüwe, 2002(13)）ため、上流から下流まで固定した値を与えることの意味は不明確である。 

野上(1981

) (14) 

野上(2005

) (15) 

𝜕𝐻

𝜕𝑡
=

𝜕

𝜕𝑥
(𝐾𝑒𝑟𝑥

𝜕𝐻

𝜕𝑥
) 

(河川域の拡散モデル： 

指数項𝑒𝑟𝑥を使用) 

河川域 拡散モデルに指数項を加えた物。拡散係数×指数項𝐾𝑒𝑟𝑥（𝑟 > 0）の値は、流下距離𝑥とともに大

きくなり、平衡河床勾配は指数的減少を示す。また、係数𝑟が大きいと𝐾𝑒𝑟𝑥は大きくなる。この

ことは、𝑟の値が大きいと、運搬量が多くなり、また河床縦断形が明らかな凹形となることを表

している。 

大きな合流のない河川区間での一次元シミュレーションへの適用（野上, 1981(14)）がなされて

いるが、定数のパラメータにより河床形状を固定するため、複数のセグメントに分かれる河川

（大矢, 1993(16)）などへの適用が難しい。 

Suzuki(19

82(17)) 
𝑊

𝑡
= K√

𝜌𝑃𝐴𝑡𝑎𝑛𝜃

𝑇𝑟𝑆𝑐𝐼𝑑
 

(年平均側刻速度の式) 

河川域 岩木川流域の段丘面と谷底低地を形成した側刻作用を示す経験式。地形量、地形営力、地形物

質、作用時間の 4 変数を含むモデルの代表例として示した。𝑊は側刻幅で、一次元の地形量で

ある。𝜌は洪水の密度、𝑃は平均年降水量、𝜃は側刻面の勾配、𝑇𝑟は大規模洪水の再現期間、𝑆𝑐と

𝐼𝑑は岩石物性（一軸圧縮強度及び P 波速度）を表す。 

核燃料サ

イクル開

発機構(20

05) (18) 

tan𝜃𝑐 =
𝜕𝐻

𝜕√𝐴
= 𝑒(−𝑟√𝐴−𝐶) 

𝜕𝐻

𝜕𝑡
= 𝑓 × 𝐾 ×

𝜕

𝜕𝑥
(𝜃 − 𝜃𝑐) 

(平衡勾配モデル) 

河川域 流下にともなって指数関数的に減少する河床勾配（平衡勾配）𝜃𝑐との差を埋めるように、現在

の河床勾配𝜃との差を侵食・堆積させるモデル。𝜕𝐻 𝜕√𝐴⁄ は流域面積を基準とした勾配で、指数

関数𝑒(−𝑟√𝐴−𝐶)のパラメータは土岐川（庄内川）において求めた河床縦断形の指数式に基づく。

拡散係数𝐾に乗じる係数𝑓（実効侵食率）は、DEM における河川域の幅（1 グリッド）が上流か

ら下流まで変わらないため、急勾配の谷頭域での侵食が過剰となる問題を解決するために組み

込まれた係数であり、流域面積のシグモイド関数として、岩盤では 0～0.1、沖積層では 0～0.3

の値をとる。 

・Tucker and Slingerland(1997) (19)は、斜面域の拡散モデルと河川域の長距離運搬モデルを組み合わせて山地流域のシミュレーションを実施。 

・野上(2005) (15)及び核燃料サイクル開発機構(2005) (18)は、斜面域の拡散モデル＋河川域の拡散モデル（指数項使用）の組み合わせ。 

・a, b, 𝐾𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒, 𝑚, 𝑛, 𝑙𝑓 , 𝐾𝑓, 𝛼, 𝛽, 𝑟, 𝐶はそれぞれ定数（正の定数） 
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Ⅱ-A-2 地形変化を考慮した地下水流動評価手法の整備 

 

（ａ）形状関数の算出方法 

3.2 において、地質タイムステップごとの解析モデルを作成する際、節点ではない対象点に

ついて、節点における値（水頭値など）から補間値の計算を行う。その場合、地質タイムステ

ップ間で解析モデル要素の形状が変化するため、その変化を考慮できる形状関数を用いる。

形状関数は、1 次元関数（地層線などに適用）、または 3 次元関数（地層要素などに適用）を

用い、上記の目的以外にも、対象点の位置計算など、本作業における複数の用途において使

われる。以下に、全体座標から形状関数を算出する方法について記載する。 

 

①線要素（1 次元要素）に対する形状関数の算出 

線要素は、Z 方向に伸びる線であるとし、対象点は、2 節点間に位置するとする。2 節点の

Z 座標から以下の式で形状関数が求められる。 

 

𝑁1 =
 𝑧𝑁𝐷2

− 𝑧0

 𝑧𝑁𝐷2
−  𝑧𝑁𝐷1

            𝑁2 =
𝑧0 −  𝑧𝑁𝐷1

 𝑧𝑁𝐷2
−  𝑧𝑁𝐷1

 (Ⅱ.A -1) 

𝑧0：対象点の Z 座標,  𝑧𝑁𝐷𝑖
： 2 節点の Z 座標, 𝑁𝑖：対象点の節点 i における形状関数      

 

節点における変数値（Z 座標値、圧力水頭など）から、対象点における変数値を求める場

合、以下の式を用いる。 

 

𝑣𝑎𝑟0 = ∑𝑁𝑖𝑣𝑎𝑟(𝑖)

2

𝑖=1

 (Ⅱ.A -2) 

𝑁𝑖：節点 i における形状関数, 𝑣𝑎𝑟(𝑖)：2 節点における変数値, 𝑣𝑎𝑟0：対象点における変数値 

 

②三角柱要素（3 次元要素）に対する形状関数の算出 

評価で扱う主な立体要素は、解析モデル要素、地層要素ともに六面体であるが、要素上面、

および下面は、厳密には平面ではない。つまり、上面、または下面を構成する 4 節点は、必

ずしも 1 平面上にあるわけではない。 

形状関数の算出では、対象点が含まれる要素を探索する作業が必要になるが、その場合、

要素が完全な平面から構成されている方が効率的である。そのため、六面体を 4 個の三角柱

に分割し、その三角柱を局所座標系の対象とする方法を採る。六面体要素の三角柱分割につ

いて、概念図を図 App.Ⅱ. A-1 に示す。分割する場合、要素上面、および下面のそれぞれにつ

いて、面を構成する 4 節点座標の平均値を座標とする節点（図 App.Ⅱ. A-1 の節点⑨、および

⑩）を追加する。これらの点は、XY 平面的には、4 隅にあるグリッド点の中心に位置する。
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分割してできる三角柱は、この 2 節点、および側面上の 4 節点（例えば節点③、④、⑦、⑧）

が含まれる。 

三角柱における形状関数算出では、元々の三角柱を規格化して、直角二等辺三角形を上面、

および下面とする三角柱（アイソパラメトリック要素）とする。そして、節点における関数

値を用いて、要素内の任意の位置における関数値を求める。三角柱要素における全体座標、

および規格化して得られる局所座標の関係を図 App.Ⅱ. A-2 に示す。 

要素内における全体座標は、変換点の要素内における局所座標、6 節点の全体座標、および

形状関数から、以下の式で求められる。 

 

𝑥 = ∑𝑁𝑖(𝜉1, 𝜉2, 𝜂)𝑥𝑁𝐷𝑖

6

𝑖=1

   𝑦 = ∑𝑁𝑖

6

𝑖=1

(𝜉1, 𝜉2, 𝜂)𝑦𝑁𝐷𝑖
  

𝑧 = ∑𝑁𝑖

6

𝑖=1

(𝜉1, 𝜉2, 𝜂)𝑧𝑁𝐷𝑖
  

(Ⅱ.A -3) 

𝑥, 𝑦, 𝑧：変換点の全体座標    𝑥𝑁𝐷𝑖
,  𝑦𝑁𝐷𝑖

  𝑧𝑁𝐷𝑖
： 6 節点の全体座標      

 𝑁𝑖：節点形状関数（局所座標の関数）       𝜉1, 𝜉2, 𝜂：変換点の局所座標 

 

アイソパラメトリック要素の形状関数は局所座標の関数であり、以下の式で求められる。 

 

𝑁1 =
1

2
𝜉1(1 + 𝜂)          𝑁2 =

1

2
𝜉2(1 + 𝜂)         𝑁3 =

1

2
(1 − 𝜉1  − 𝜉2)(1 + 𝜂)  

𝑁4 =
1

2
𝜉1(1 − 𝜂)          𝑁5 =

1

2
𝜉2(1 − 𝜂)         𝑁6 =

1

2
(1 − 𝜉1  − 𝜉2)(1 − 𝜂) 

(Ⅱ.A -4) 
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上記の(Ⅱ.A -3)は、局所座標から全体座標を算出する式であるが、逆に、全体座標から局所

座標を直接求める式は存在しない。そこで、局所座標を仮設定し、仮設定した局所座標から

得られた全体座標に対し、求めたい全体座標である変換点 P 位置とのずれが許容値以下にな

るまで計算を繰り返し行う事で、局所座標を求める。仮設定した局所座標(𝜉10, 𝜉20, 𝜂0)を持つ

点 P0、および全体座標(𝑥, 𝑦, 𝑧)にある変換点 P のずれは、点 P0 の全体座標(𝑥0, 𝑦0, 𝑧0)により以

下の式で全体座標値として求められる。 

 

𝛥𝑥 = 𝑥 − 𝑥0 = 𝑥 − ∑𝑁𝑖(𝜉10, 𝜉20, 𝜂0)𝑥𝑁𝐷𝑖

6

𝑖=1

 

𝛥𝑦 = 𝑦 − 𝑦0 = 𝑦 − ∑𝑁𝑖(𝜉10, 𝜉20, 𝜂0)𝑦𝑁𝐷𝑖

6

𝑖=1

 

𝛥𝑧 = 𝑧 − 𝑧0 = 𝑧 − ∑𝑁𝑖(𝜉10, 𝜉20, 𝜂0)𝑧𝑁𝐷𝑖

6

𝑖=1

 

(Ⅱ.A -5) 

全体座標による変換点 P と仮設定点 P0のずれ(𝛥𝑥, 𝛥𝑦, 𝛥𝑧)から、仮設定点の局所座標を修正

する必要がある。その際に、全体座標におけるずれ(𝛥𝑥, 𝛥𝑦, 𝛥𝑧)を局所座標におけるずれ

(Δ𝜉1, Δ𝜉2, Δ𝜁)に変換する式を用いる。 

そのための第 1 段階として、局所座標におけるずれ(Δ𝜉1, Δ𝜉2, Δ𝜁)から全体座標におけるず

れ(𝛥𝑥, 𝛥𝑦, 𝛥𝑧)を求める式を以下に示す。 

 

{
Δ𝑥
Δ𝑦
Δ𝑧

} =

[
 
 
 
 
 
 
𝜕𝑥

𝜕𝜉1

𝜕𝑥

𝜕𝜉2

𝜕𝑥

𝜕𝜂
𝜕𝑦

𝜕𝜉1

𝜕𝑦

𝜕𝜉2

𝜕𝑦

𝜕𝜂
𝜕𝑧

𝜕𝜉1

𝜕𝑧

𝜕𝜉2

𝜕𝑧

𝜕𝜂]
 
 
 
 
 
 

{

Δ𝜉1

Δ𝜉2

Δ𝜂
} 

(Ⅱ.A -6) 

𝜕𝑥

𝜕𝜉1
などマトリックスの 9 成分：全体座標に対する局所座標微分値 

 

ここで、(Ⅱ.A -6)の行列成分を以下の式で表す。 

𝑱 =

[
 
 
 
 
 
 
𝜕𝑥

𝜕𝜉1

𝜕𝑥

𝜕𝜉2

𝜕𝑥

𝜕𝜂
𝜕𝑦

𝜕𝜉1

𝜕𝑦

𝜕𝜉2

𝜕𝑦

𝜕𝜂
𝜕𝑧

𝜕𝜉1

𝜕𝑧

𝜕𝜉2

𝜕𝑧

𝜕𝜂]
 
 
 
 
 
 

= [

𝐽11 𝐽12 𝐽13

𝐽21 𝐽22 𝐽23

𝐽31 𝐽32 𝐽33

]   

(Ⅱ.A -7) 
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(Ⅱ.A -6)中の全体座標に対する局所座標微分値、およびその算出に用いられる形状関数の局

所座標微分値との関係式は(Ⅱ.A -8)、形状関数の局所座標微分値計算式は(Ⅱ.A -9)となる。 

𝜕𝑥

𝜕𝜉1
= ∑

𝜕𝑁𝑖

𝜕𝜉1
𝑥𝑁𝐷𝑖

6

i=1

    
𝜕𝑥

𝜕𝜉2
= ∑

𝜕𝑁𝑖

𝜕𝜉2
𝑥𝑁𝐷𝑖

6

i=1

  
𝜕𝑥

𝜕𝜂
= ∑

𝜕𝑁𝑖

𝜕𝜂
𝑥𝑁𝐷𝑖

6

i=1

 

𝜕𝑦

𝜕𝜉1
= ∑

𝜕𝑁𝑖

𝜕𝜉1
𝑦𝑁𝐷𝑖

6

i=1

    
𝜕𝑦

𝜕𝜉2
= ∑

𝜕𝑁𝑖

𝜕𝜉2
𝑦𝑁𝐷𝑖

6

i=1

  
𝜕𝑦

𝜕𝜂
= ∑

𝜕𝑁𝑖

𝜕𝜂
𝑦𝑁𝐷𝑖

6

i=1

 

𝜕𝑧

𝜕𝜉1
= ∑

𝜕𝑁𝑖

𝜕𝜉1
𝑧𝑁𝐷𝑖

       

6

i=1

𝜕𝑧

𝜕𝜉2
= ∑

𝜕𝑁𝑖

𝜕𝜉2
𝑧𝑁𝐷𝑖

     

6

i=1

     
𝜕𝑧

𝜕𝜂
= ∑

𝜕𝑁𝑖

𝜕𝜂
𝑧𝑁𝐷𝑖

6

i=1

 

(Ⅱ.A -8) 

 

𝜕𝑁1

𝜕𝜉1
=

1

2
(1 + 𝜂)   

𝜕𝑁1

𝜕𝜉2
= 0  

𝜕𝑁1

𝜕𝜂
=

1

2
𝜉1 

𝜕𝑁2

𝜕𝜉1
= 0   

𝜕𝑁2

𝜕𝜉2
=

1

2
(1 + 𝜂)  

𝜕𝑁2

𝜕𝜂
=

1

2
𝜉2 

𝜕𝑁3

𝜕𝜉1
= −

1

2
(1 + 𝜂)   

𝜕𝑁3

𝜕𝜉2
= −

1

2
(1 + 𝜂)  

𝜕𝑁3

𝜕𝜂
=

1

2
(1 − 𝜉1  − 𝜉2) 

𝜕𝑁4

𝜕𝜉1
=

1

2
(1 − 𝜂)   

𝜕𝑁4

𝜕𝜉2
= 0  

𝜕𝑁4

𝜕𝜂
= −

1

2
𝜉1 

𝜕𝑁5

𝜕𝜉1
= 0   

𝜕𝑁5

𝜕𝜉2
=

1

2
(1 − 𝜂)  

𝜕𝑁5

𝜕𝜂
= −

1

2
𝜉2 

𝜕𝑁6

𝜕𝜉1
= −

1

2
(1 − 𝜂)   

𝜕𝑁6

𝜕𝜉2
= −

1

2
(1 − 𝜂)  

𝜕𝑁6

𝜕𝜂
= −

1

2
(1 − 𝜉1  − 𝜉2) 

(Ⅱ.A -9) 

 

(Ⅱ.A -6)について、全体座標におけるずれ (𝛥𝑥, 𝛥𝑦, 𝛥𝑧)から局所座標におけるずれ

(Δ𝜉1, Δ𝜉2, Δ𝜁)を求める式へ変換すると、以下となる。 

 

{

Δ𝜉1

Δ𝜉2

Δ𝜂
} = 𝑱−1 {

Δ𝑥
Δ𝑦
Δ𝑧

} 

(Ⅱ.A -10) 

 

𝑱−1 =
1

|𝐽|
[

𝑎11 𝑎12 𝑎13

𝑎21 𝑎22 𝑎23

𝑎31 𝑎32 𝑎33

] 
(Ⅱ.A -11) 

 

|𝐽| = (𝐽11𝐽22𝐽33 + 𝐽12𝐽23𝐽31 + 𝐽13𝐽21𝐽32)

− (𝐽13𝐽22𝐽31 + 𝐽12𝐽21𝐽33 + 𝐽11𝐽23𝐽32) 

(Ⅱ.A -12) 
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𝑎11 = |
𝐽22 𝐽23

𝐽32 𝐽33
|            𝑎12 = − |

𝐽12 𝐽13

𝐽32 𝐽33
|        𝑎13 = |

𝐽12 𝐽13

𝐽22 𝐽23
| 

𝑎21 = − |
𝐽21 𝐽23

𝐽31 𝐽33
|        𝑎22 = |

𝐽11 𝐽13

𝐽31 𝐽33
|           𝑎23 = − |

𝐽11 𝐽13

𝐽21 𝐽23
| 

𝑎31 = |
𝐽21 𝐽22

𝐽31 𝐽32
|            𝑎32 = − |

𝐽11 𝐽12

𝐽31 𝐽32
|        𝑎33 = |

𝐽11 𝐽12

𝐽21 𝐽22
| 

 

(Ⅱ.A -13) 

(Ⅱ.A -10)より、全体座標におけるずれ(𝛥𝑥, 𝛥𝑦, 𝛥𝑧)から局所座標におけるずれ(Δ𝜉1, Δ𝜉2, Δ𝜁)が

求められる。この値を補正値として、新しい点 P0 の局所座標を(𝜉10 + Δ𝜉1, 𝜉20 + Δ𝜉2, 𝜂0 + Δ𝜂)

とすると、P0 をより P に近い点に移動できる。計算された局所座標におけるずれは、元の位

置 P0における値である。P と P0が離れていれば補正値が必ずしも正しい値ではない。ただし、

この作業を繰り返せば P と P0の位置のずれを許容値以下にすることが出来る。 

計算は、(Ⅱ.A -5)により求められる𝛥𝑥、𝛥𝑦、および𝛥𝑧が全て許容値以下になるまで繰り返す。

なお、許容値は、1.0E-08 をデフォルト値とした。また、繰り返し計算回数については最大 1000

回としている。 

計算値継承計算では、旧タイムステップにおける形状関数を用いて、新タイムステップに

おけう変数値（新タイムステップ初期値）を計算する。計算式を以下に示す。その場合、新タ

イムステップの節点について、旧タイムステップにおける位置を求め、その位置における形

状関数、および旧タイムステップにおける節点変数値を用いる。 

 

𝑣𝑟0 = ∑𝑁𝑖(𝜉1, 𝜉2, 𝜂)𝑣𝑎𝑟(𝑖)

6

𝑖=1

 

(Ⅱ.A -14) 

𝑁𝑖：節点形状関数（局所座標の関数）  𝑣𝑎𝑟(𝑖)：節点における変数値（圧力水頭など） 

𝑣𝑎𝑟0：対象点における変数値（圧力水頭など） 
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図 App.Ⅱ. A-1 六面体要素における三角柱分割の概念図 

 

 

図 App.Ⅱ. A-2 三角柱要素における全体座標と局所座標の関係 
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六面体要素 六面体要素を 4 個の三角柱に分割 
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の平均値 
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